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序章  高齢者の死生観の問題点と高齢者の死生観研究の展望 
０．１ 問題の所在 
０．１．１ 高齢者の死を巡る問題 
人にとって死は避けられぬものである。平均寿命からして高齢者は、友人の死、配偶者
の死、自身の疾患を通し、死に向き合う機会が多くなる。一方、これまでわが国の高齢者
が生きてきた環境が、必ずしも常に死と向き合うことができた環境であったとは言い切れ
ない。 
特に高齢者のうち、75歳以上の後期高齢者においては顕著にこの傾向が示されている。
彼らが、幼少を過ごしていた戦中においては、天皇への「忠」であることを陰に陽にと臣
民に周知せしめ、国家のために個人が死ぬことが奨励・強要され、戦争に行く若者、庶民
にとって死は日常的に身近な出来事であり、かつ、自らの死を覚悟しなければならない時
代であった。しかし、終戦を迎え、多くの家族や知人を失い、アメリカを初め、戦勝国か
らこれまでの全体主義的体制の文化思想や教育が否定され、国民の間で、新たな生きる意
味や死の意味を見出す必要があった。この当時の厚生統計協会の調査によると、1950年、
1955年は青年期の自殺がピークを迎えたとの報告があり１、それ故、少なくとも現在の高齢
者の中には、敗戦経験から自我形成に何らかの影響を受けた者もいたことが理解される。 
その後、65歳以上の前期高齢者を含め、ほとんど全般の高齢者が幼少期、青年期や成人期
を過ごした高度経済成長期は、第 1次産業から、第 2次産業へと更に産業構造が変化し、都
市部を中心に地方から人口集中が加速化した。家族の在り方も、規模や役割機能も大家族か
ら核家族への進展で縮小化、低下していった。その一方、収入状況や消費傾向、住宅環境、
流通の発展により生活水準は向上していった。戦後の公衆衛生の発展や医療工学や技術の進
展が、人口の増加や平均寿命の伸長となり、1970年には全人口比率 7%の高齢化社会を迎え
ている。77年からは在宅死と病院死の数値が逆転し、病院死の数は年々増加している。それ
に比例し、医療的処置の多い癌は、1981年以来、わが国の死因の第 1位を占めているのであ
る２。これらの結果、従来在宅で看取られていたはずの高齢者の多くが病院で看取られ、我々
の日常生活の中で死と死に逝く過程を間近で経験することが減少している。こうした現代の
死の状況と、中世、もしくはそれと比較をしたのが Ariès（1983）である。彼は、これらの
現象の中から、現代の死を隠ぺいされた死、忌々しく恐れられる死と、その死のとらえ方が
変化し、結論的に「死のタブー視」がなされた社会であるとの見解を示している３。わが国
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においても 1970年以降は、この傾向が示され、国民は、死を考察するよりも、より質の高
い生活や人生として quality of lifeを求める社会の傾向となっている。 
他方、国際社会での死のとらえ方は、その「死のタブー視」とは異なる傾向も一側面で
は示されていた。それは、1963年からミネソタ大学の社会学者 R.フルトンが「Thanatology」
という呼称で死学講座が開始されたことに帰来される。これにより、1960年代後半からは
欧米の大学教育を中心に死生を学ぶということが拡大されていった。1967年には、シシリ
ー・ソンダースがロンドンに聖クリストファー病院に「ホスピス」を設立し、終末期の質
に対して問題提起がされた。それに加え、死に逝く過程を出版した Kübler-Rossの功績は、
タブー視されていた社会から、1970年代の世界各国のホスピスムーブメントとなったので
ある４。欧米では、1960年代から 1970年代にかけて「バイオエシックス（bioethics）」が
学問として成立し５、理念としての「患者の自己決定権」と「インフォームド・コンセント」
が注目を浴び始めてきた。1981年にポルトガルのリスボンでの世界医師会総会が「患者の
権利のリスボン宣言」を採択し、「患者は尊厳のうちに死ぬ権利を持っている」と宣言した
ことで６、告知や終末期医療に関する自己決定が患者の権利として考えられるようになった
のである。 
これらを受け、わが国においても専門職を中心に死のとらえ方が変化していった。1966
年に、日本で初めて「献体」という言葉が使われ、医者を中心に死体の扱いについて議論
が起きた７。1977年に、自宅死と病院死の割合が逆転し、終末期における医療の機能がます
ます求められ、わが国においても「死の臨床医学」「終末期医療」などの学問分野が誕生し
てきた８。また、ホスピス運動を受け、1977年に『朝日新聞』にて日本で初めてのホスピス
が紹介され、1980年代にはがん患者の増加に伴い、わが国においても聖隷クリストファー
病院や淀川キリスト教病院などでホスピス病棟が次々設立してきた９。ハード面だけでなく
1989年には厚生省から「末期患者のケアに関する検討会」研究報告書とケア・マニュアル
を発表し、ケアとしてのソフト面についても必要性が認識されはじめた１０。また、死の定
義にも変化が見られ、1985年に厚生省脳死研究班が脳死判断準を公表し、1989年に臨時脳
死及び臓器移植調査会答申を得て、1992年「臓器移植に関する法律」を成立した１１。これ
らにより、死の概念の変化と死の選択肢が広がり、適切な情報提供が必要とされた。医療
や医学領域の変化に伴って医師教育、そして、看護教育においても、1980年に保健師助産
師看護師養成所指定規則の教育課程に「ターミナル・ケア」が位置付けられ１２、ターミナ
3 
  
ル・ケアの専門雑誌も登場していた１３。これが終末期医療に関する医学専門職教育に対す
る提言論文となった。 
一般国民においては、死をタブー視していた時代から、こういった国際社会や医療者側
の死のとらえ方に対する変化を受け、1990年代後半から死への関心が徐々に増加している。
それは、1994年以降、永六輔の『大往生』や１４、山崎章郎の『病院で死ぬということ』な
どがベストセラーとなり１５、従来とは異なる新たな死に場所や死に方がマスメディアを介
して注目を浴びるようになったこと、また、1995年の阪神淡路大震災の大量死や孤独死、
1997年の川崎協同病院事件を初めとする安楽死事件などが連日報道されたことにより、こ
れが国民全体の関心が高まる原因となったとされる１６。つまり、出版やマスメディアなど
を介し間接的に死を経験することで人々の間で死の定義や死に方自体に多くの疑問が寄せ
られるようになってきたのである。 
このように、特に、現在の後期高齢者は、幼少期には固定化された思想の下、多くの死
を経験した時代から、思春期、青年期、成人期は高度経済成長期を経験し、死をタブー視
する時代に変わり、その後、医療工学や技術の進歩や国際情勢の変化などから影響を受け、
成人期、中年期にあたる 1990年代以降に初めて、主体的に死に関心を示す時代を経験して
いるといえる。 
更に現在は、安楽死・尊厳死問題、告知問題、ターミナル・ケアや緩和ケア、終末期医
療などといった死の局面について、人権擁護や生命の質の向上の観点から、死や生に対す
る個人の選択や決定が従来以上に重視される時代を迎えている１７。高齢者の場合、生活の
質を高め、最期まで彼らが望む地域の中で、主体的な自立生活が送れるように、1990年に
社会福祉関係の八法改正、1997年の社会福祉基礎構造改革、加え「医療法」の改正と「介
護保険法」の実施により、告知へのインフォームド・コンセント、措置から自由契約、自
己決定権の遵守が求められ、高齢者自身よりも社会の側から、従来以上の自己決定が要求
されている現状にある。死亡高齢者の大半を占める後期高齢者に対しては、こういった、
福祉的な側面だけでなく、｢医療費危機｣が取りざたされ、国の政策面での対策として、｢老
人終末期医療｣という｢死に至るあり方｣に対し論議が押し進められている１８。死亡前一ヶ月
の「ターミナル期の医療費」は約 9,000億円（一人平均 112万円）にのぼり、財政圧迫の
原因となるからである。そのため、医療機関から自宅での死亡者を 2倍増加し、ターミナ
ル期医療給付金の 5,000億円の削減を図ることを目的に、医療・看護・介護の連携を強化
し、患者の平均入院日数を 30日以下に抑える方針を固めている１９。また、2006年度 4月の
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介護保険法の改正では、指定介護保険福祉施設に看取り加算を設けている。これにより、
今後どのように最期を迎えるのか、終末期を迎える場所を国の方針として、病院から地域
へと政策取組みが始まている２０。 
このような理由から、高齢者自身、また、彼らの家族、支援者などが自己や家族メンバ
ー、クライエントが、どのような最後を迎えるのか、または、それをどのように支えるの
か、その選択に向き合っていかなくてはならない状況にある。 
この高齢者やその周囲の者が自己の死や生に関するとらえ方や態度を、我が国では死生
観と呼ぶ。どのように最期を迎えるか、死を巡る意思だけでなく、その意思表示も個人の
価値に基づいた決定であるため死生観の一側面として認識されるものである。 
しかし、この高齢者の死を巡る意思表示を行為として実行するためには、現状さまざま
な問題がある。2010 年の厚生労働省の「終末期医療のあり方に関する懇談会」でまとめら
れた終末期医療に関する調査結果によると、終末期医療への関心を持つ国民は 80％、自分
が治る見込みのない病気に罹患した場合の余命や病気の見通しを知りたいと希望している
ものは実に 94％で、ほとんどの国民が終末期医療や自身への告知を希望している２１。高齢
者を対象にした調査では、自分の死について考えたことがある者は 8割で２２、老人クラブ
を対象にした調査でも、病名告知を希望する高齢者は実に 95%いることが報告されている。
また、余命告知の希望に関しては、性差も生じており、男性よりも女性の方が多く希望し
ている２３。つまり、これらの調査結果からも多くの高齢者は、日常的に死を考え、自己の
終末を知り、考えたいと希望していることになる。実際に、日本尊厳死協会の 10万人を越
える会員のうち、65 歳以上が約 7割を占めているため、年齢が高くなるほど自己の意思表
示の行為として、つまり死生観の行動化の側面に関心があると理解することができる２４。 
その一方、高齢者の寿命や心理面での負担を考慮して、これまで積極的な告知がなされ
ぬ現状もある２５。自己の死に関して、意思表示を希望しても、死が意識化できない状況で
は、結果的に、死を巡る自己決定、自己選択、自己実現の機会が奪われ兼ねないことにな
る。この意思表示が行われない要因として、一つに、本人よりも家族側に問題がある。告
知の関する調査では、ガンにかかったら自分が本人の立場であれば告知を受けたいと希望
するものが 76%を占めるにも関わらず、自分が家族の立場であれば告知を積極的に他の家族
メンバーにすることへは 37％、半数以下であった。また、延命治療においては、自分が本
人の立場であれば希望する者が 17％、一方、自分が家族の立場では他の家族メンバーに 40%
が希望するとしており、本人希望が尊重されない状況が容易に推測される２６。つまり、高
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齢者のターミナルの医療方針を決めるのは、本人ではなく、医師や看護師などの助言をも
とに家族が決定し、本人の尊厳が尊守される環境とはなりえない現状もある。しかも、こ
れは家族にとっての問題ともなりを得る。なぜならば、終末期がんの患者家族は、患者家
族の病気について知識だけでなく、末期症状の受け入れなど種々の心理的負荷を負い、そ
の上で、患者家族は患者に代わり医学的、社会的な事項を決定していかなくてはならず、
更なる心理的負荷となりを得るからである。それにうまく対処しきれない家族は、精神症
状を呈してしまうことが報告されている２７。これは、死後においても続き、死別後家族は、
今後の生活不安、家族間の財産争い、葬儀などに悩みを持つことが多いとの報告がある２８。
患者が突然死んでしまった場合や患者に告知などを行っていない場合、また、たとえ行っ
ていても患者、家族に死の受容ができていない場合などには、死や死別後の生活に関して
の患者の希望に基づく意思決定が曖昧になり、死別の準備が行われず家族はさまざまなト
ラブルに巻き込まれることがある。例えば、配偶者の約 70%の者がこの葬儀により心身の負
荷を受けている２９。特に都市部においては核家族化などにより葬儀会社を依頼することが
多くなり、時間的制約の中情報が少ないまま選択をすることが少なくない。その結果、説
明のない高額請求などのトラブルに巻き込まれることも多い３０）３１。相続においても様々
な問題が生じている。高齢配偶遺族を対象にした調査では、中高年の遺族を対象にした調
査と同様に、通帳、保険証書、印鑑、株券など場所の把握や、普段から対立関係にある家
族のトラブル、名義変更の手間など、経済的な問題、親戚間のトラブル、生活の問題、周
囲の人間関係などと精神疾患との関係性を明らかとしている３２）３３。これらのトラブルを
避け、死別後の適応を促進するためには、家族には、他の家族メンバーと死別前から、法
律上の諸点、日常生活での不便、健康管理の問題、精神面～悲嘆のプロセスの理解と克服
法などの単に悲嘆の心理面のニーズだけでなく、生活面も含み包括的なニーズへの準備の
必要性がある３４。 
しかし、死別による精神疾患を呈した高齢配偶遺族の調査では、死別以前から、問題状
況の認識がほぼ可能であったにもかかわらず、準備を行っていなかった現状を明らかにし
ており、新たに、死別の意思表示の行為が阻害される要因として、夫婦片方、または両者
による死の否認があることを一つの説として報告している３５。特に、高齢者の生きてきた
時代には、社会的に死をタブー視してきた時期もあり、かつ、医療工学や技術の飛躍的な
進歩から、前述の通り、生きるための医療へとシフトし、結果的に即座に死を受け入れる
ことが困難になる場合もある。しかし、病的悲嘆を代表とする様々な問題を防ぐためには、
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自己や彼らの家族メンバーがどのような死生観を持っているのか理解し、その希望を言語
化し、意思表示として行動化し、周囲を含め悔いのない終焉にしていく必要性がある。そ
のためには、自身の死を家族と共に準備していくことが重要である。 
他方で、死生観の意思表示行為への阻害要因として、本人や家族以外の問題として、医
療福祉専門職側の認識にも問題がある。治療方針の決定に関して患者本人の意見を聞くと
答えた医者、看護師は 20%足らず、介護士で意見を尋ねる者はわずか 8％、これは介護士全
体の 13人に 1人しか本人の意見を求めていないことになる３６。死や終末期に関する国民の
関心は高まり、制度面からますます個人の権利が尊重される社会となる。この医療福祉専
門職においては、一国民として自身の終末期医療の選択や告知を希望しながら、また専門
職としてはインフォームド・コンセントやアカウンタビリティ（説明責任）など保持しな
がら、彼らが専門職の立場になると、患者の関心や権利を尊重することへの認識は低い。
この結果、終末期医療における医療者の決定が、時に本人や家族が望まぬ積極治療となり
無用な延命治療が行われている事例が多く報告されている３７）３８）３９）４０。特別養護老人ホ
ームの調査では、終末期の病名や余命告知、治療方針や延命処置の意思表示を入所者本人
に求める施設はほとんどなく、家族の意思が重視されている４１。この問題として、患者と
家族の意思の疎通の問題を挙げている研究者もいるが４２、本人の死の希望に基づく満足の
ある看取りを実施するためには、一つに、患者やその家族が死別という心理的危機を克服
し、互いの支え合いが必要不可欠であり、他方に、その両者を支える専門職の支援が必要
となる。支援者が高齢者や周囲の者へその死生観を尋ね、その問題を検討することが重要
なポイントとなる。しかし、前述の厚生労働省調査でも、終末期に陥った時には専門職の
方が死の問題への関与に消極的であり、特に福祉専門職である介護士は最も低い数値であ
る４３。 
次に、この家族や専門職の死をタブー視する傾向には、人間の行動学的問題もある。現
実、専門職を含め、この死に向き合うことに対しての批判的な考えである。全ての人が自
己や自己の家族の死に対処できるわけではなく、高齢者の中には意図的に、若しくは、周
囲からの手厚い配慮で、死を考えること、考えさせること、つまり死生観に向き合うこと
を否認、回避し、一時の精神的な安定を保持している場合が考えられるからである。この
背景には、恩恵と負担に対するバランスがある。死を見つめることで生じる現在の心理的
負担が、自身や愛する者の死や死に逝く過程、死後生じる心理的負担より勝って認知され
ることがある。逆に言えば、死を見つめることを回避することで得る心理的安定感が、死
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や死後生じるさまざまな問題を回避できるという恩恵よりも勝って認知されているという
ことである。他にも、人は目先のことだけにとらわれ、将来の見通しがつけられないとい
う「近視眼」的な習性もある４４。いずれにしろ、これらは死生観に向き合うことを減少さ
せる原因となりうるのだ。 
しかし、この死を考えることの否認や回避が永遠に続けられるわけではない。自身や愛
する者の死や死別を経験する時に、死生観に向き合わなくてはいけない時が必ず来るから
だ。自己の死生観を考えるきっかけとして、性別、年代、健康状態などの個人の特性や、
死別や看病や介護といった直接的体験や、本やテレビ、映画などの間接的な経験が報告さ
れている４５）４６）４７）４８。これらが数多く経験される高齢期には、死を考える頻度が増すと
の報告がある４９。そのため、多くの高齢者は直接的、間接的な危機的体験から、日常的に
死に関心を持ち、考えているのである。 
また、死を考えることは必ずしもネガティブに作用するわけではない。例えば、病的悲
嘆を呈した高齢患者への事例調査では、死別以前に死生にかかわることを否認・回避する
傾向が見られたが、死別を通し、死をより積極的に思慮し、死観や人生観を変容させてい
たことを報告している５０。これについて DEEKEN（1983）は死別悲嘆を経験する過程におい
て、ネガティブな感情経験だけでなく、最終的には人格成長まで発展することを述べてい
る５１。このように、死を回避せず、受け入れ、それを自己に、そして周囲の者に意思表示
し、行動化することは、その人にとっての望ましい死への準備行動が可能となる。また、
周囲の者にとっても死や死別以外のストレッサーを低減させることが可能となる。特に、
高齢者の死や死別は、本人や周囲の者にさまざまな影響を与えるものである。心身への負
荷が重篤になる前に、死や死別以前の健康期や療養期に、本人がその周囲の者と死を巡る
さまざまな問題を解決するため行動に移すことが必要となる。つまり、自身や愛する者の
死生に向き合うことが重要となる。それが、その人の人生の質（Quolity of Life《QOL》）、
死や死別の質（Quoliity of Death《OQD》）を向上させることに効果を呈するからである。 
以上のように、高齢者の場合、死生観に向き合うことはポジティブに作用する場合もあ
れば、その過程で何らかの心理的負荷が生じることもあるため、ネガティブに作用される
場合もある。そのため、ネガティブを回避し、ポジティブに変化させるためには、支援の
必要な対象を特定化し、死を考える過程に支援行うことが必要と考えられる。例えば、①
死や死別予期不安を多少感じながらも、死や死別や死別後の生活に対して否定や否認とい
ったいわゆる認知のゆがみがあるタイプや、②これまで愛する者との死別経験をしたこと
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がなく、経験不足、知識不足から意識化が困難なタイプについては支援の必要性が考えら
れる５２。これらは、何れも自己での意識化が困難なため、将来的に問題が生じるようであ
れば支援者からの意図的な支援により意識化させることが必要となる。それが困難な場合
には、周囲の者に対して、死別問題を意識化させることが必要となる。また、単に意識化
しただけでなく、近年は Neimeyerの述べる喪失の中から喪失についての意味の再構成、ネ
ガティブにとらえる死からポジティブにとらえることを支援していくことも必要となる５３。
しかし、一概に死を意識化することには課題も多く、より慎重な支援の姿勢が必要となる。
そのため、ニーズに対して支援を適切に施す前程として、周囲の者も含め、自己や愛する
者の死をどのように考え、受け止めているのか、その死生観、死を巡る事柄に対してどの
ような問題があり、それはどのような要因に影響を受けているのかを正しく理解するが必
要がある。個人の希望に基づいた死を準備していくためには、個人の個別、かつ包括的な
ニーズに対して、適切なアセスメントの実施することが必要となる。そのアセスメントに
基づきケア・ニーズを特定化し、何らかの阻害要因が生じていれば問題解決に向けた意図
的な介入が可能であるからだ。 
終末期を迎えるに当って自らの行動を規定する事象や要因は、その人の過去の生き方そ
のものであり、極めて個人的なナラティブなものであり、終末期に表出される事象やケア・
ニーズは多様である。この問題の中には、医療面や心理面のケアだけでなく福祉面のケア
の役割がある。特に生活面の問題解決に向けた支援も重要となるからである。個人を理解
し、周囲の環境までアセスメントを実施することで、本人の希望に基づく死の意思決定へ
の問題が抽出され、その問題が他者の関係性で生じているのであればそれを調整し、自己
能力であればその対処法を強化し、社会資源の欠如であれば資源の修正・開発を実施して
いくことが可能となるからである。そのためには、まず、高齢者が自己の死と死に逝く過
程、及び死後に関してどのような希望を持ち、希望を言語化し、意思表示し、準備行動と
して行動化するにはどのようなプロセスを辿るのかを体系的に理解し、ケア・ニーズを抽
出し、必要な支援を考えることが重要である。それゆえ、高齢者を対象とした死生観研究
の必要性が論じられているのである５４）５５。 
 
０．１．２ 日本人高齢者の死生観研究の現状と課題 
前節で述べたように、現在は、人々が死や生をどのようにとらえているかの理解が必要
とされている時代である。わが国ではこれを死生観と呼び、この死生観は日本独自の呼称
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となっている。死生観を辞書でとらえならば「生きることの意味と生の延長上にある死に
ついて、どのようにとらえるかということについての個人の考え方」と定義づけられてい
る５６。 
この死生観について、我々人類が死生をとらえた歴史は古いが高齢者に特化した死生観
が研究として取り上げられたのは近年のことである。それは、1920年代の欧米の心理学分
野において始まり、本格的な実証研究は、1960年の国際老年学会「老人の死に対する態度」
がテーマとして取り上げられるようになってからである５７。   
この当時は、「a Death Anxiety」や「The Fear of Death and Fear of Dying」などのよ
うに、死に対する否定的な態度の有無に関する実証的研究が数多く検討されてきた５８）５９）
６０）６１）６２。しかし、その後この死に対する否定的な態度を測定する研究に対して、Feifel
らから現代は「死を否定した文化」であるとの批判が示された６３）６４）６５）６６）６７。これに
加え、がん患者の終末期医療における死の受容を含む5段階の対処法を普及させたことで６８、
「Death Acceptance」など受容という死の肯定的な態度の実証研究として発展してきた６９）
７０。その結果、否定的な死生観の研究が一転した。しかし、これらのいずれの研究におい
ても結果的には、加齢にともない死を恐怖する傾向か、逆に受け入れやすくなる傾向かの 2
極面での理解が検討されたに過ぎなかった７１。その後、死生観を表す単語をとっても、こ
れまでの Fearか Acceptの呼称が、Attitude、Perspective、Consciousness などとさまざ
まな単語が用いられるようになり、多様な視点から理解をしようとする試みが認識される。
その一環として、死生観の概念を特定する研究から、より影響を及ぼす要因について研究
の広がりが示されている。それが、死を多面的側面でとらえる、今日の研究への発展と繋
がっていくのである。この関連要因研究は、多く実施されている。高齢者の死生観研究で
は年齢が高いこと、経済状況が安定すること、死別・離別体験や臨死体験あること、主観
的幸福感が高いことなどが死の不安提言や受容と関連している７２）７３）７４ 。その反対に、
性格が外向的よりは内向的、性別が女性よりは男性、過去に乗り越えられない喪失経験が
ある、不健康、年齢は高いより低い、夫婦関係が密接、家族機能が明確に分かれている、
若しくは壊滅、周囲からのサポートが得られにくい、社会経済状態が悪い、住居形態が 3
世帯同居より夫婦のみなどはネガティブな感情面との関係を報告している７５ 。他にも、宗
教・文化的要因は多くの研究者が検討している。死生観の概念には、現代の人間特有の死
生観の概念がある一方で、その国特有の、文化的要因、宗教的思想などに影響を受け形成
される固有の概念があるからである。先行研究においては、科学が発展しても、死生観の
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特徴的に様々な宗教的思想が基になった慣習（以下、「宗教的慣習」という。）に彩られる
ことを報告している７６）７７。高齢世代においては、特に、昨今の個人主義化や科学化、合
理化が進展される以前、高度経済成長期以前の日本で生まれ育っていることもあり、多世
代と比較し、文化的要因、宗教的思想と関連があることが多く報告されている７８）７９）８０ 。 
死生観の文献研究においてその研究動向を検討した研究がある。高齢者の死生観研究に
は、＜死の迎え方＞＜死に対する意識＞＜死の準備＞といった高齢当事者に関する研究だ
けでなく、＜死に関する高齢者ケアの課題＞＜終末期における医療者の役割＞＜死の準備
教育＞と支援者側の支援に関する研究があることを報告し、この支援者による支援につい
ての研究が多い傾向には、研究者の属性が看護職に偏っていたことも挙げている８１。 
こういた背景には、医療職間の根拠に基づいた医療やケアの考えの浸透と、患者中心重
視の思想の普及がある。これは医療面、心理面、生活面、生きがい面まで、高齢者に対す
る包括的なケア・ニーズが高まる中、ケアは断片化しており、終末期に関わりの高い看護
職が専門領域を超え、断片化したケアの間を取り持つ役割を担っているのではないかと推
測できる。 
以上のように、近年は死生観の概念と影響要因との関連性を検討する研究が多くなって
いる。しかし、実際に高岡らの高齢者の死生観研究を文献調査法で網羅した先行研究にお
いては、1998年からの 10年間で文献数は 160編、そのうち原著論文は僅か 2.5割と少なく、
半数が解説と報告している。全体数は 2004年以降から前年度と比べ２倍に増加し、その後
も増加し続けているが、死生観研究は比較的新しい研究領域となる８２。 
そのため、これら関連性を検討するには以下の 2つの問題が見受けられる。1つ目が、死
生観形成には文化、宗教、教育、社会などの要因が影響を及ぼしているため、死生観の概
念だけを単独に理解することへの困難さである、2つ目が、わが国では、高齢者の死生観研
究自体の数が少なく研究蓄積が十分できていないため、傾向の整理が不十分である。しか
も、これは、高齢者の死生観だけでなく、日本人の死生観研究全体の問題となる。他にも、
本人を研究する場合、研究対象の 6割は比較的元気な高齢者とこれも偏りがある８３。 
様々な経験をもつ高齢者の死生観を把握するためには、多次元的な集合体である死生観
を、より学際的な視点から研究介入することが必要となる。特に高齢者の場合、寿命面か
らも人生のターミナルにいると考えられるが、終末期における医療や看護ニーズだけでな
く、地域の中での生活者としての社会生活ニーズも生じており、包括的なケア・ニーズが
存在している。そのため、この死を巡る社会生活ニーズについては、例えば、遺族を対象
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にした研究では、死別悲嘆以外の負荷要因を二次的ストレッサーと定義づけ、遺族の精神
疾患と健康問題、日常生活問題、社会関係問題などを要因として挙げている８４。また、こ
れらの要因を予測しておきながらも、死別や死後生活への否認があるため準備行動に至ら
ず、結果としてこの死生観と社会・生活ニーズ、そして精神疾患との関係性があることを
一つの説として報告している８５。この社会・生活ニーズを支援するのは医療者ではなく、
本来は社会福祉専門職である。しかし、高齢者の死生観の文献研究では、臨床現場の社会
福祉専門職は、ソーシャルワークの視点から高齢者の死生観研究を実施しているのは皆無
であることを報告している８６。 
社会福祉専門職の支援対象者は、要介護状態の高齢者や、ターミナル期で緩和ケアを受
けている高齢患者であり、彼らへの全人的ケアを遂行するためには、社会福祉専門職によ
る本人とその環境を含めたケアが必要となる。その際、支援対象者が、死や死に逝く過程
において希望に基づかない状況で不利益を講じているのであれば、権利の主体であること
を本人や周囲に認識させるアプローチを施すことが必要であり、専門職の責務を遂行する
上で、死をめぐる社会・生活上のニーズを特定化し、積極的に、かつ深く関与し、問題解
決に導くことが求められている。 
これは「終末期医療の決定プロセスに関するガイドライン」の解説の中でも同様のこと
を示している。終末期医療の決定プロセスにおいては、患者、家族、医療・ケアチームの
間での合意形成の積み重ねが重要であり、ケアチームについては、ソーシャルワーカーな
ど社会的な側面に配慮する人が参加することが望まれると明文化しているのである８７。し
かしながら、2010年の厚生労働省の調査では、治療方針を決定する際に患者本人に意見を
求めると答えた介護士は僅か 8％であった８８。介護施設や医療機関で患者や患者の家族への
相談業務を担当しているソーシャルワーカーにおいては調査対象としても指定していない。 
今後は、死生観研究の中で、支援の実施時期や場所、対象、さらには、支援方法や内容
について福祉専門職も対人援助職として、または、社会福祉学の視点をから検討していく
ことが必然的に求められてくるであろう。 
福祉専門職が良質な支援をするためには、単に教育・訓練が必要というわけでなく、む
しろ専門職としての高度な修練が必要となる。つまり、従来ソーシャルワーク研究の対象
とは異なる高齢者の死生観を客観化し、研究対象としての取組みを積み上げていくことが、
専門職の支援の質と専門職教育の質の向上へ貢献することが可能となる。こうした専門職
を養成することは、偏らない、落ち度のない支援とその教育、研修に資することができ、
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高齢者個々人の死生観が尊重された環境を作り出すこととなるのである。それが、高齢者
個人の人生の質（QOL）や死の質（QOD）を向上させることへと繋がる。また、終末期にお
いては、例え、認知機能が低下している終末期の高齢者であっても、彼らの生活を豊かに
するため、彼らの持つ可能性を十分に発展させ、機能不全に陥っている生活問題の解決を
共に図り、もしくは本人、家族、関係者、そして地域の変革を可能としていく。これらが
最期まで自分らしい生き方、死に方を提供することに繋がりえると考えられる。そのため
には、福祉的な支援においても、死生観を構成する要素と影響要因を整理し、自己決定を
尊重するアセスメントを実施するための Minimum Data Setを作成していくことが必要であ
る。 
現段階で死生観の体系化を目指すためにも、今後の社会福祉の研究と教育の推進のため
にも、死生観の概念と研究の流れの全体視をすることの意義は大きい。しかし、高岡らの
先行文献研究の場合には、検索サイトの数、検索期間、標本単語などの問題があり、高齢
者の死生観研究の全体的な研究動向を整理し、現状理解と研究の方向性を示すためには限
界がある。そのため、サイト数、検索期間、標本単語数を増やし、より多くの死生観研究
を網羅する必要がある。この死生観の科学的実証研究を網羅する本研究によって、整理さ
れ、検討され、明らかとされた現状は、高齢者の死生観を研究する者にとって、その研究
介入を実施する必要や根拠を示すこと、研究介入を実施することが急務な領域を特定化し、
その方向性を示すことが可能となる。強いては、それが高齢者の死生観研究の全体の発展
に寄与することへと繋がるからである。 
また、本研究では文献調査法を採用しているが、人間の死生観という思想・宗教に関わ
る深遠な事柄に対する接近方法としては、文献調査法には限界がある。他方、文献なるも
のに着目することによって、この死生観に対する焦点化が、高齢者の死や死を巡る事柄の
枠組みを明瞭とし、それが今後の実証研究の意思表示行為など死の準備行動を尊重するた
めの支援ニーズの抽出するために重要なものとなる。特に、クライエントの権利擁護を業
とする社会福祉専門職が高齢者の死の準備行動の現状分析を通し、その問題点や課題を明
らかにすることは、問題解決に向けた支援の方略を検討するために重要なものとなる。文
献調査を通して死生観の全体像を明らかにすることによって、死生観を構成する要素と影
響要因を整理し、高齢者自己決定を尊重するアセスメントとして最低限度のデータとして
の Minimum Data Setを作成することで直接的に関与できる。その上で置かれている現状に
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対する支援方法を今後具体的にニーズに合わせて検討することが可能となる。そのため、
本研究を実施することとした。 
 
０．２ 研究目的・方法 
序論内の上記の理由から、本研究は主題として、日本人高齢者の死生観に関する実証的
文献研究を実施し、死生観研究の現状分析と課題検討することとした。 
本研究を活用し、同研究領域の動向を整理し、死生観研究に新たな視点や方向性を示す
ため以下の課題を明らかとし、段階的に検討する必要がある。 
第１章では、既存の死生観研究の動向を整理し、課題を明らかにするため、諸外国の研
究動向を含めながら研究全体の変遷過程について検討することとした。その結果、以下の
課題が明らかとなる。 
１．死生観の構造が曖昧なままである。そのため、先行研究の実証的科学研究で明らか
となった事象から、文献調査法を活用し、死生観の研究動向とその概念を整理し、死生観
の構造を明らかにする。 
２．死生観の研究は高齢者領域においても不明瞭な点もある。そのため、明らかになっ
た研究動向や概念の構造を活用し、高齢者の死生観の実証的科学研究に対して文献調査法
を活用し、両者の比較を通し、その全体の研究動向と死生観の行動化に至る一連の過程に
ついて整理し、死の準備への課題と支援方法を検討する。 
第２章では、上記の課題を検証するため文献調査法を用いて以下の目的と方法で２つの
文献調査を実施することとした。 
１．高齢者を含めた多世代を対象にした死生観の文献研究を通し、①主として定量的分
析を用いて死生観の研究動向を明らかにする。その上で、②主として定性的分析を用いて
類型的に死生観の概念の構成とその影響要因について明らかにすることを目的とする。 
２．上記の１で明らかになった研究動向や概念の構造を活用し、高齢者に限定した死生
観の文献研究を通し、①主として定量的分析を用いて高齢者の死生観の研究動向を明らか
にすること、②主として定性的研究を用いて類型的に高齢者の死生観の研究動向を明らか
にし、実働として行動化に至る一連の過程と影響要因について明らかにすることを目的と
する。 
具体的な方法として、第２章の第１次研究では文献検索サイト『CiNii』の標本単語を用
いた文献研究を行うこととする８９。標本単語は、「死生観」「生死観」「死に対する態度」「死
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に対する意識」「死への態度」「死への意識」の 6句で検索する。さらに「科学的実証研究
論文」に絞り込み、更に「原著論文等（医学中央雑誌選別方式を採用）」注1）に絞り込んで
いる（会議録は含まない）９０。ただし、本研究の趣旨に沿わない対象論文として外国人、
大学生以下（大学生を含む多世代比較論文は含む）は省いている。 
死生観の経過年的な研究動向の把握のため測定項目として以下の内容とする。①雑誌刊
行年：（１）全体数、（２）科学的実証研究論文、②研究方法分類、③研究対象者、④研究
目的、⑤項目抽出先についてデータ抽出をし、SPSSを活用し量的な動向を探った。 
死生観の概念とその影響要因についての研究動向の把握のため測定項目として以下の内
容とする。①死生観の定義：（１）使用回数、（２）研究の目的、（３）概念構成、（４）研
究内容の類型へ置換え、（５）空間的視点、（６）時間的視点、②死生観尺度：（１）雑誌刊
行年、（２）開発者、（３）時間的視点、（４）空間的視点、（５）質問項目区分、③質問項
目区分について、質的分析法の通常方法に従いデータ抽出し、一定程度親近性が互いにあ
るグループを一つのクラスターにまとめ、これらのクラスターの多少によって研究分野の
質的な動向を探った。 
第２章の第２次研究では、多世代で活用した文献検索サイト『CiNii』に、新たに『医学
中央雑誌』を加え、「高齢者の死生観」に関する上記の 6標本単語を用いて「原著論文」等
まで絞り込みをすることにする。 
高齢者の死生観の経過年的な研究動向の把握のため測定項目として以下の内容とする。
①先行文献の著者の基本属性：（１）研究領域、（２）所属機関、②記載された雑誌：（１）
雑誌の種類、（２）刊行年、③研究特性方法：（１）研究方法、（２）被験者数、（３）被験
者の基本属性：（a）被験者間の関係性、（b）年齢層についてデータ抽出をし、SPSSを活用
し量的な動向を探ることとする。 
高齢者の死生観の概念とその影響要因についての研究動向の把握のため測定項目として
以下の内容とする。論文内主要なテーマを抽出し、質的分析法の通常方法に従いデータ抽
出し、一定程度親近性が互いにあるグループを一つのクラスターにまとめ、これらのクラ
スターの多少によって研究分野の質的な動向を探ることにする。 
                                                   
1 医中誌における原著論文の定義は、下記の(1)、(2)のいずれかの条件を満たす場合には、ほとんどの場合「原著論文」
と指定している。(1)雑誌の目次や各論文の冒頭に「原著」「原著論文」との記載がある場合。(2)定義の後半に示した論
文形式が満たされている場合。＜1983 年～1995 年作成データ＞この期間は、データ作成時に各論文に付与する論文種
類は「会議録」「症例報告」「図説」「講義」「総説」の 5 種類で、「原著論文」が存在しなかった。 医中誌 Web の
検索では、この間のデータについては、他の論文種類が指定されていないものを「原著論文」としている。 
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分析の厳密性として、定量的分析、定性的分析をする際の分類内容の厳密性を確保する
ためトライアンギュレーションという以下の手続を行うことにする。分析中で必要なカテ
ゴリー化は 3名で行い、3者共通の見解が示されたデータのみを採用している。また、分類
結果に関するスーパービジョンを受けることにする。 
文献調査法は、調査対象者が文献であるため社会的な問題意識に基づき、ある問題に関
する一定規模の先行研究から、1文献を 1データとし標本の抽出、組織的に情報（データ）
を収集し、その対象について統計的に整理、記述し、また推測、検証する。もしくは統計
的手法を用いて分析できない質的なデータは、ある枠組みで分け、その関連性の説明を試
みるものである。つまり、データ収集、データ分析、結果、考察と、実証科学論文で必要
とされている一連の過程に基づいて研究が進められる方法論である。 
第３章では、序論の高齢者の死を巡る問題意識と、第１章の死生観研究の現状と課題を
踏まえ、第２章の本研究の文献調査結果と対比させながら考察をする。その際、死生観研
究全体の経過年的変遷過程を明らかにし、その中での日本人高齢者の死生観研究の位置付
けについて検討し、現状の研究動向について明らかにする。その上で、日本人の死生観研
究で検討された文献調査結果を踏まえ、死生に関する概念と影響要因の再構成：行動化に
至るプロセスを検討することにした。ここでは、特に日本人高齢者の死生観研究の文献調
査結果を踏まえ、日本人高齢者の死生観の現状の研究動向を比較検討し、特に死生観の概
念と影響要因について検討する。 
第４章では、総括として、本研究の全体の目的と、序論で論じた、日本人高齢者の死生
観研究の必要性についてその問題意識を再度論じ、その上で、第２章で検討された結果と
第３章の考察を併せ、日本人の死生観研究と高齢者の死生観研究の動向について結論づけ
ることにする。また、最後には、本研究を実施した結果に対する課題について述べていく。 
第５章では、実践現場へのサジェスチョンである。第４章の総括を受け、結論的に今後
の社会福祉専門職の死生観研究を実践する意義と方向性について提言する。死生観の概念
と関連要因を結論づけ、結論的に高齢者とその家族を含めた死生観への支援方法への提言
と、そのための社会福祉専門職への教育方法を含め検討することとした。 
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第１章 日本人の死生観の現状 
１．１ 死生観の概念の変遷 
死生に関する科学的実証研究は、1950年代から欧米の心理学者を中心に始まった。初期
の死生観研究は、死の不安や恐怖を測定するものであった１。しかし、Lester が指摘するよ
うに、質問紙の作成方法からも心理的測定論的に標準に達するものはなかった２。そこで、
1960年代～70年に、死の恐怖を概念化し、その概念内の一致度からみる表面的妥当性を備
えて構造を解明しようとした Boyarの「Fear of Death」、Templerの「Death Anxiety Scale」
などの尺度が作成された３４。これは現在でも、多く用いられている尺度の 1つで、Templer
の尺度は、大学生を対象にし、死の不安について 15項目 2件法で尋ねている。しかし、こ
れは死を不安や恐怖といったネガティブな感情面を一元的にとらえるものであった。この
ため、他者と自分の死と死ぬ過程に対する恐怖を区別するために Colletと Lesterが「Fear 
of Death Scale（FDS）」を作成し、特に、人称の違いによる死の恐怖の要因とその構造を
明らかにした５。他にも Neimeyerが「Multidemensional Fear of Death Scale(MFDS)」を
開発し、初期の時代には多様な不安を測定する尺度が開発されてきた。しかしながら、こ
れらいずれも死に対する不安や恐怖といったネガティブな感情だけを測定するものでしか
なく、感情以外の要素として死の態度構造を包括的に把握できるものではなかった６ 。こ
のため、Spilkaらは死の否定的側面と肯定的側面に注目し、かつ、人称区分も行い「Death 
Perspectives Scales」を作成したのである７）８）９。同様に、1980 年代からは死の態度形成
として、受容の概念が注目されるようになり、否定的側面と肯定的側面に加え、何も価値
を含まない中立的な側面を含む概念として Wongらが「Death Attitude Profile-revised
（DAP）」を作成した１０。 
一方、死生観の概念の測定には研究初期から、意識水準や無意識水準の考え方も採用さ
れている。意識水準を測定するには、前述の質問項目型のデータ収集方法を用いており、
無意識水準の測定では、Osgoodに代表される形容詞対のイメージ（SD法）を測定するもの
もあった１１。 
このように、死生観研究は、研究当初のネガティブな感情面を一元的にとらえる研究か
ら、より多面的な視点からとらえる研究へと変遷してきている。また、諸外国の近年の傾
向では、終末期患者のケアの側面をとらえる研究が重要視されている。例えば、Wardの調
査を基にした、Frommeltなどは、臨死期の患者をケアする看護職の死生観に注目し、専門
職が自身や患者の死をどのようにとらえるかを測定する試みが看護教育現場で活用されて
17 
  
いる１２）１３。以上のように、従来は自身や愛する者への死のとらえ方から、その死のとら
え方を支援する方向へ対象を拡大していることが理解できる。 
他にも、研究当初から概念に対する関連要因についての研究もある。Templer の研究にお
いても死の不安における宗教や家族、年齢の影響について検討し１４、Wong らの死の肯定的、
否定的態度の研究においても、年齢や性別１５、健康状態への影響について検討している１６。
しかしながら、死生観とこれら関連要因については必ずしも一致した見解が示されていな
いのが現状である。 
 
１．２ 日本の死生観尺度研究 
一方、日本人の死生観研究は、島薗（2012）によると、1901年に宗教学者の清沢満之が
雑誌『精神界』で生死問題を論じたことから始まり１７、この頃は、仏教用語として生死観
と呼ばれていたが、宗教学者の加藤咄堂が 1904年に『死生観』を出版し、古くから現代ま
での死生観の変遷について分析し、日本独自の呼称として死生観を名づけた１８。その後、
民俗学者の柳田國男が 1913年から雑誌『郷土研究』を創刊し、日本の死生観、他界観、霊
魂観についての調査分析を行った１９）２０。 
戦後では、1948年に岸本英夫が宗教雑誌の『大法倫』で日本人の死生観の概念について、
①肉体の存続、②霊魂の存続、③作品・子孫・民族などへの引き継ぎ、④時間から体験へ
の位相の 4つに分類した２１。このように、初期の死生観研究は、宗教学者や民俗学者、文
学者などによる自伝や伝記などを活用した文献研究が主流であった。 
一方、死生観の概念に関する科学的実証研究は、初期の測定項目は Templer の「Death 
Anxiety Scale」や Osgood の形容詞対のイメージ（SD法）、岸本の生死観の四態などを参照
に、健康な老人や若者を対象に死の不安を測定した研究が行われていた２２）２３。しかし、
80 年代後半までは、外国の尺度と同様、わが国も、ネガティブな感情面に特化した、死の
否定的な側面を一元的にとらえているものに過ぎなかった。 
それが、1990年代から研究の方向性が変わってきた。1996年に河合らは、死の態度形成
としての受容の概念に注目し、Wongらの「Death Attitude Profile-revised（DAP）」の日
本語版を翻訳し、日本人高齢者を対象に調査研究をしている。その結果、死生観は「死の
恐怖」「死の逃避」「中立的受容」「積極的受容」「回避的受容」などに区分され、死の否定
的な側面だけでなく、肯定的、中立的な側面が抽出され、死が多面的にとらえられること
となった２４ 。また、2000年に平井らは、Wongらの DAPを下に、日本人の死生観として「臨
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老式死生観尺度」を開発した。これは死生観を「死後の世界観」「死への恐怖・不安」「開
放としての死」「死からの回避」「人生における目的意識」「死への感心」「寿命観」に区分
したものである２５。しかし、死生観には、宗教的、文化的な要素が影響するため、日本特
有の信念が死生観に影響を及ぼすと考えられる。これら両者はいずれも諸外国の改良版に
過ぎなかった。日本人特有の死生観を抽出する必要性から、丹下は、1999年に青年期を対
象にし「死に対する態度尺度」を作成した。これは死生観を、「死に対する恐怖」「生を全
うさせる意思」「人生に対して死が持つ意味」「死の軽視」「死後の世界の存在の信念」「身
体と精神の死」に区分したものである２６。河合ら、平井ら、丹下のこれら３つの尺度は、
いずれも死生観研究を実施する際、最も多く使用されている尺度となっている。いずれに
おいても、信頼性と妥当性の検証がされており、死の肯定的な側面と否定的な側面、死と
生、そして死後を含め多面的に測定されているからである。 
これらの背景には、1970年代後半から日本においても、死の受容という Kübler-Rossの
死に逝く患者の心理過程の考えが普及され、死の臨床研究会の発足し終末期におけるケア
について検討されるようになる。また、1990年代には WHOが緩和ケアの指針を作成し、従
来の身体的痛みへのケアだけでなく、他のケアの必要性も認識され、研究の方向性が拡大
されたことにもよる。以上のことから、ターミナル・ケアの現場に医療者だけでなく、他
職種からの介入がなされ、多様なケア方法について研究がされるようになってきたのであ
る２７。また、行政からは、5年毎に厚生労働省が「終末期医療に関する意識調査」などを実
施することで、死に対する意識への理解が進み、現状、専門職だけでなく国民一人一人の
意識も向上してきた２８。 
以上の結果から、戦後から死をタブー視していた時代から、積極的に死を見つめようと
する時代に変わりつつあるのではないかと伺える。 
しかし、研究関心が高まりを見せている反面、測定尺度上においていくつかの問題点が
見受けられる。以下、順次述べていく。 
（１）対象の人称が曖昧であるという問題である。これは自分か愛する者の死か、全然
関係ない他人の死なのか、誰に対しての死なのか不明なまま尋ねられ測定されている。こ
の人称の問題は、自分と他者との死とでは、明らかに死に対する距離感が異なり、とらえ
方に影響を及ぼす。これは Jankélévitch を始め、諸外国の研究者のみならず、日本人の研
究者の間でも、初期の段階から指摘されている問題である。例えば、平山は、1980年代か
ら、「1 人称としての死と 2人称としての死、あるいは 3人称としての死とでは、各々その
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性質が全く異なっているためこの点をしっかり把握しておかないと混乱が生じる」と述べ
ている２９。この混乱の回避のために、人称を区分した死生観尺度を Collet＆Lester（1969）
や、日本でも金児ら（1995）が作成していた３０）３１。そのため、研究者の中にはアイテム
プール作成時に、人称ごとに区分し、人称ごとの尺度開発を実施している者もいる３２）３３）
３４）３５。それにもかかわらず、河合ら、平井ら、丹下の開発した尺度が最も多く使用され
ている現状から、今日において、これはさほど重要視されていない現象が見受けられる。 
この人称の問題の背景には、第一に、多くの研究者にとって問題への認識が乏しいこと、
第二に、分析の手法が因子分析を用いており、多数のアイテムプールから同じ傾向のある
特定の因子を抽出するものであるため、人称の同一性は保たれにくくなることが理由とし
え考えられる。 
（２）死生観の構成範囲の問題がある。これは「認知」と「感情」と「行動」の関係性
の問題である。初期の死生観の概念は、「Fear of Death」などに代表されるよう、死に対
する感情面を取り扱った研究から始められている。その後、「Meaning of Death」など、死
の終焉や未知、罰といった死に対する認知面を取り扱った概念研究へ発展され、そして、
「Death Attitude」など、受容や回避といった死の行動面を取り扱った研究へと移行して
いる。このように死生観の概念には、死生観としての認知面を取り扱ったもの、感情面、
行動面を取り扱ったものがあることが分かる。これを心理学の特定領域で考えると、人々
の態度形成の重要な要素には「認知」と「感情」と「行動」の 3機能で構成され、双方が
密接にかかわると考えられている。このことは、2009年に海老根が青年を対象に死につい
て自由記述させた調査でも、ポジティブ、ネガティブ、ニュートラルな「感情」「認知」「行
動」の 3機能の構成が明確に区分され、これらの相互関係について報告している。その上
で、死に対する「認知」が「感情」と「行動」に大きく影響を与えると、死生観の認知面
の機能を重要視した尺度開発を行っている３６。 
実際、多くの研究者が死や死に逝く過程の中で生じる「感情」と、信念体系などの「認
知」機能について個別に研究関心を示しているおり、「行動」機能、特に死生に関する実行
行為を表す実働面についての研究も必要となる。この「行動」について重要視している研
究者がいる。金児は、死に対する「感情」と実働面としての「行動」との関係性を重視し、
特に宗教行動として現れた行為を抽出し、行動面が死に対する恐怖をどの程度低減するの
かを明らかにしている３７。しかし、「Death Attitude」を代表とする、死の態度の実証的研
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究の多くは、死生が表出された行為としての実働よりも、その準備状態にあたる受容や回
避の側面を測定する研究が多いと思われる３８。 
このように死生に関する「行動」「感情」「認知」の 3機能の存在を意識化し、その関連
性に研究関心を示し、行動に至るプロセスを明らかにすることは概念の構造を理解するた
め必要となる。 
（３）死後生に代表される、死生観とその関連要因の明確な区分けにも問題がある。例
えば、1997年から池口らが開発した「死生観に関する因子」には、「アニミズムと仏教的思
考」「祖霊信仰」「儒教的思考」「遺骨信仰」「科学万物主義」を死生観の概念として挙げて
いる３９）４０。しかし、実際、1995年から金児らが研究した尺度では、この概念の取り扱い
を「宗教観尺度」として「向宗教性」「霊魂観念」「加護観念」に含め、死生観の「不安」
の側面へ影響する関連要因として測定している４１）４２。宗教観と死生観との明確な区分は、
死生観が文化的・宗教的な影響を多く受けることもあり、、特に死後を取り扱う場合には、
それらを明確に区分けするのが困難な現状が見受けられる。 
これら宗教・文化を含め、近年日本においても死生観への関連要因を多くの研究者が検
討している。例えば、これら先行研究の関連要因を抽出し、2つに区分した研究がある。一
方は、人口統計学的要因として、年齢、性別、家族の存在、死の経験、健康状態であり、
他方は、人格的要因として、宗教と信仰、自我の統合、有意味性などであり、これらが死
生観に影響を与える要因として報告されている４３。更に、高齢者の死生観の文献研究を通
した関連要因を抽出した研究がある注2）４４。ここでは、上記の 2つの区分に当てはめると、
前者には、死や死別の「体験過程」「年齢」「性別」「家族構成」「健康状態」、後者は、適応・
発達の「効果過程」、「宗教と文化」が当てはまり、これらは最も多くの研究者が研究対象
として取り扱っていた領域であった。一方、高齢者の場合、これらにケアの側面である「介
入の枠組み」「専門職の能力とケア」があり、前述の先行研究はこれらについての報告がな
い。しかし、これは高岡らの文献研究分類においては、＜死に関する高齢者ケアの課題＞
＜終末期における医療者の役割＞を報告しており、高齢者の死生観研究特有の関連要因と
                                                   
2 越智（2012）は、本研究の実施に当たり、先だって日本人高齢者の死生観の文献研究内に記載されてい
たキーワードをカードに転記し、意味内容ごとに 616枚、それを 90の小カテゴリー、36の中カテゴリー、
９の大カテゴリーにクラスターした。その結果、死生観研究の研究傾向の類型を、≪介入の枠組み（125）
≫、≪進行過程(124)≫、≪研究対象者（97）≫、≪個人特性（93）≫、≪研究時点(55)≫、≪研究方法(30)
≫、≪研究場所（19）≫、≪専門職の能力とケア(16)≫、≪研究理論（6）≫の順に類型化された。また、
高齢者の死生観の概念研究では、死生観の概念は、≪進行過程≫の中に位置づけられることを報告してい
る。 
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して重要視するべき項目であることが理解できる４５。この背景には、序論で述べられたよ
うに高齢者の死生観研究は、多くの場合看護専門職領域であり、臨床実践的なケア体験か
ら、患者、看護師の死生観の変容を明らかにし、それを専門職教育へ発展させる試みがあ
り、他世代と比較すると差異として表れているのではないかと推測できる。 
このように死生観研究においては、死生観だけでなく影響要因を含めた研究が積極的に
行われている傾向にある。一方、高齢者を含めた死生観研究全般においては、医学、看護
学、哲学、宗教学、文学など学際的に取り組まれている領域であるため、研究目的や関心
に異なりが示され、それが死生観の概念の異なりとなっているのではないかと思われる現
状もある。そのため、これらを明らかにすることが必要である。次に、死生観の概念の定
義づけの現状と問題について述べていく。 
 
１．３ 日本人の死生観の定義 
死生観とは、辞書的に「死と生についての考え方。生き方・死に方についての考え方」
と述べられている４６。ここでは、抽象的な死生と具体的な死生の方法についての考え方で
死生観をとらえている。しかし、わが国の死生観の定義にはさまざまなとらえ方があり、
現状混乱を生じているとの見解もある４７。 
その理由として、例えば、時間的、空間的視点でのとらえ直して見てみると、広井の定
義では、死生観を「私の生、そして死が、宇宙や生命全体の流れの中でどのような位置に
あり、どのような意味をもっているのかについての考え方や理解」とし４８、時間的視点は
生と死、過去から現在の軸が用いている。空間的視点では、地上に住む生命体や宇宙空間
まで含め超越的な概念との融合で死生観をとらえている。一方、広井よりも時間や空間を
限定させ、生と死どちらかの軸に重点を置く考えもある。これは、生死観や生命観として
死生観の「生」に重点を置く考え方である４９。他方で、死観や死への態度といった死生観
の「死」に重点を置く考え方もある５０）５１）５２。このように死や生をそれぞれ単一的にとら
えている定義もある。一方、単一ではなく、死や生を連続的・循環的にとらえる定義があ
る。「生きることの意味と生の延長上にある死について、どのようにとらえるかということ
についての個人の考え方」など５３、生と死の連続的視点でとらえることもできる。このよ
うに、生、死、死後の時間的視点と、死や生、宇宙や生命、霊魂などの空間的視点とがあ
り、それが単一的、並列的、連続的・循環的な視点でとらえることができるのではないだ
ろうか。 
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次に、呼称でのとらえ方を見てみると。死生観は日本独自の呼び名である。諸外国では、
「Fear of Death」「Death Attitude」「Death Perspect」「Death Concern」などの呼称が使
われている。死生観は「Death and Life」と訳されるが、諸外国では、この Lifeの部分の
生は定義上の概念には含んでいない。そのため、1977年に尺度開発した Spilkaの「Death 
Perspect」を参考にした研究を発展させたもので、死生観とは名付けず「死観」とし５４）５５）
５６、Wongらの「Death Attitude Profile-revised」を参考にした研究では、「死に対する態
度」と名づけ、生の変容より、本来の死についての価値や意識、態度に比重を置いている５７。
そもそも死生観は、1904年に加藤咄堂が『死生観』との題で本を出版したことに始まるが、
彼は、人生の根本問題としての扱いを「死生」でとらえ、生まれて死ぬという生涯の流れ
を「生死」でとらえたため、両者の相違を強調した。その後、古来仏教用語として親しま
れていた生死観から、死生観へと呼称が移行されたのである５８ 。一方、山本の定義では「自
分の生命に対する自己評価・・・生に重点を置いた人生観をも含めた死生観」としている５９。
そのため、本来であれば「死生観」よりは「生死観」の方がより適切となる。このように、
近年では明確な呼称区分もされないまま定義が活用されているのではないかと推測される。 
最後に、機能別のとらえ方を見てみると、初期の死生観研究では、概念を死の不安や恐
怖といった感情的側面から理解しようとする研究が多く存在していたが、先の山本の定義
を概観すると、単に考える、思うだけではなく、死生観を認知的な機能の側面から行動的
な機能側面へと、より能動的にとらえようとする試みがある。このように、生や死を思考
し、評価し、理解するといった外界から発せられた情報に対する脳機能内の一連の処理機
能として認知機能は、それが単独に存在するものではなく、認知機能と感情とは密接な関
係をもち、さらには身体状態や態度・行動の仕方へも密接に関係してくるのである。たと
えば、余命告知を受けた患者が、危機に曝され、自身の死を考え、受け止める過程におい
て悲嘆を呈することはよく知られている。この悲嘆反応は、前述の心理学の認知行動療法
の領域と同様に、思考的側面だけでなく、身体的・心理的・行動的反応として包括した反
応であることを報告している６０。死生観もこの悲嘆反応と同様に、認知機能だけでなく、
感情、態度や行動的機能が相互に影響を与え合いながら、死や死に逝く過程を形成してい
るととらえられる。そのため、死生観の文献研究では、定義の呼称の側面から死生観の呼
称が認知機能と感情機能に重点を置く場合には「死への意識」「死に対する意識」として、
認知機能と感情機能、行動機能に重点を置く場合には「死への態度」「死に対する態度」と、
機能別に呼称に区分をあることを報告している６１。 
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このように死生観の定義上においても、時間、空間、呼称、機能と、さまざまなとらえ
方を用いて概念が構成されているのではないかと考えられる。しかし、死生観の概念を定
義づける時、全ての研究者がこれらの視点を用いて概念を検討しているのかは定かではな
い。 
以上のように既存の死生観の概念には、さまざまな問題が包含されていることが理解さ
れ、高齢者の死生観の行動的側面に至る経過を明らかにする前段階で、死生観の概念を抽
出することの必要性が認識された。そのため、既存の死生観研究で検討された質問項目、
死生観尺度、死生観の定義などを改めて網羅的に抽出し、概観し、整理し、現状と、問題
点を明らかにし、その上で、全体研究との比較検討を通しながら現状の高齢者の死生観研
究の位置付けや概念と影響要因について、特に行動的側面に至る経過を明らかする必要が
ある。このため次章では高齢者を含め多世代を対象とした文献調査研究を実施することと
した。 
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第２章 日本人の死生観と日本人高齢者の死生観の文献的調査研究 
２．１ 死生観研究の目的 
本章では、上記の課題を検証するため文献調査法を用いて以下の目的と方法で２つの文
献調査を実施することとした。 
第 1次研究では、高齢者を含めた多世代を対象にした死生観の文献調査研究を通し、①
主に定量的分析法を用いて数量的に研究動向を明らかにし、②主に定性的分析方法を用い
て類型的に死生観の概念構成と影響要因について明らかにすることを目的とする。 
その上で、第 2次研究では、第 1次研究で明らかにした研究動向や概念の構造を活用し、
高齢者に限定した死生観の文献調査研究を通し、①主として定量的分析を用いて高齢者の
死生観の研究動向を明らかにすること、②主として定性的研究を用いて類型的に高齢者の
死生観の研究動向を明らかにし、実働として行動化に至る一連の過程と影響要因について
明らかにすることを目的とする。 
 
２．２ 死生観の操作的定義 
本研究では、高齢者の死生観を把握するため死生観の概念を広げ、死生観を「死にまつ
わる事柄に注目し、そこから生をとらえなおすことで、生じる死生や死後生にまつわる事
柄について認知的機能、感情的機能、行動的機能を含む概念でとらえる」と操作的に定義
する。また、呼称については、現時点において「生死観」「死に対する意識」「死に対する
態度」「死への意識」「死への態度」との呼称は、死生観との呼称と同義のものとみなす。 
 
２．３ 死生観研究の調査方法 
２．３．１ 日本人の死生観研究の文献調査研究の方法 
研究対象として、文献検索サイト「CiNii」の標本単語を用いた文献研究を行った。標本
単語は、本研究においては、死生観は日本独自の呼称であるため、日本人高齢者の死生観
を把握するのに関連用語も同一概念として含めることとした。欧米の死生研究の翻訳にあ
たる、①死に対する意識、②死に対する態度、③死への意識、④死への態度に加え、⑤生
死観においては、その根本は宗教的な観点が多く含まれるとされているが、本研究におい
てはこれも同義とみなし、上記の 6句で検索した（1,353編）。さらに「科学的実証研究論
文」に絞り込み（361 編《26.7％》）、さらに「原著論文等（医学中央雑誌選別方式を採用）」
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に絞り込んだ１（14頁参照）。ただし、本研究の趣旨に沿わない対象論文として外国人、大
学生以下（大学生を含む多世代比較論文は含む）は省いた（263編《19.4％》）。 
また、本研究では、「医中誌」ではなく、文献検索サイト「CiNii」をデータ抽出先とし
て用いている。その理由として、（１）検索サイトを用いることで数量の規模の限定と、標
本抽出への科学的な根拠が示せるだけでなく、（２）「CiNii」は「医中誌」とは異なり、対
象領域が医療系など領域を限定せず抽出が可能なこと、②収容期間が「医中誌」が 1980年
代以降であるのに比べ「CiNii」は 1600年代の書物までが検索対象になっており、歴史的
変遷を明らかにする本調査に即していることがある。 
検索調査実施日は、2010年 3月 4日である。 
死生観の経過年的な研究動向の把握のため、測定項目として以下の内容とする。 
①雑誌刊行年：（１）全体数（1948年～2010年 3月 4日までの過去 68 年間）、 
（２）科学的実証研究論文（1960年～2010年 3月 4日までの 50年間）に
区分 
②研究方法：（１）科学的実証研究論文を質的研究（107編≪40.7％≫）、 
（２）量的研究（156編≪59.3％≫）に区分。 
③研究対象者：対象ごとに（１）社会人、学生、（２）専門職、非専門職に区分。 
④研究目的：目的ごとに（１）上位目的と（２）下位目的に区分。 
（１）は、（a）対象グループの特性把握、（b）教育・臨床実践の基礎研究、
（c）死生観研究の蓄積、（d）その他に区分。 
（２）は、（a）死生観の概念の検討、（b）死生観と影響要因の検討に区分。 
死生観の概念とその影響要因についての研究動向の把握のため、測定
項目として以下の内容とする。 
⑤死生観の定義（有効数 39編≪25.0％≫）： 
    （１）使用回数、（２）研究の目的：（a）死生の概念についての探求、（b）死
生の影響要因を含めた概念についての探求に区分、（３）概念構成：（a）認
知、（b）感情、（c）行動に区分（海老原の類型を参照）、（４）研究内容の類
型へ置換え：高齢者の死生観研究の類型化を参照に区分、（５）空間的視点：
（a）死、（b）死後、（c）生、またはライフステージに区分、（６）時間的視
点：（a）単一性、（b）連続性、（c）並列性に区分した。 
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⑥質問項目：論文内の質問項目を抽出（計 1,415項目）し、（１）高齢者の死生観研究の
類型化を参考に区分。（２）区分した各カテゴリー間の関係性について図式化。 
⑦死生観尺度（有効数 62尺度）：（１）既存の死生観尺度、(２)既存の尺度に独自の尺度
を加える、(３)既存の尺度から独自の尺度を生成、(４)全く独自の尺度に区
分。 
（１）雑誌刊行年：5年ごとに測定、（２）開発者：（a）外国人版の翻訳、日本
人版、外国人・日本人の複合版に区分、（b）開発者の開発尺度をオリジナル
まで抽出、（３）時間的視点：一時点、多時点に区分、（４）空間的視点：多
次元、一次元に区分、（５）尺度内の質問項目を抽出し、外国版（334項目）、
複合版（312項目）に区分した。 
分析法として、測定尺度①②③④は、統計ソフト PASW18を使用、単純集計とクロス集計、
χ２検定を用いて分析している。 
⑤⑥⑦に関しては、質的研究の通常方法に従い、論文内の下位尺度の示す内容に一定程
度親近性が互いにあるグループを一つのクラスターにまとめ、これらのクラスターの多少
によって研究分野の質的な動向を探った。なお、クラスターの分類方法として海老根（2009）
の「認知」「感情」「行動」の３つの分類と注3）２、越智（2012）の死生観研究の研究分類（Ⅰ
介入の枠組み、Ⅱ進行過程、Ⅲ研究対象者、Ⅳ個人特性、Ⅴ研究時点、Ⅵ研究方法、Ⅶ研
究場所、Ⅷ専門職の能力とケア、Ⅸ研究理論）の分類を参考にしている３。（21頁参照） 
次に、類型化された各カテゴリーの関係性を測定するため、本文中の研究結果をもとに
関係図を作成している。 
本研究は既存の死生観尺度の中から、死生観の構成概念を明らかにすることが趣旨のた
め、測定項目①以外は、科学的実証研究の内の量的研究に区分された 156論文のみを対象
としている。 
厳密性として、対象論文の抽出や区分、コード化、関係性測定など質的なデータの取り
扱いは、全て高齢者医療・保健・福祉を熟知した大学教員、精神保健福祉士、介護支援専
門員の 3名から合意したもののみを採用している。次に、採用した区分、コード化に関し
                                                   
3海老根（2009）は、青年期における死に関する心理構造の多面的な理解を試みるため、
成人男女 56名を対象に半構造化の質的調査を行い、心理構造（認知・感情・行動）に意味
内容ごとに分類を試みている。 
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ては、更に②質的研究を熟知し、県域の社会福祉士会研修委員長である医療ソーシャルワ
ーカーと死生観研究に熟知した大学教員よりスーパービジョンを計 5回受け区分の精度を
上げている。 
 
２．３．２ 日本人高齢者の死生観研究の文献調査の方法 
本研究では、調査対象として、多世代研究で用いた文献検索サイト「CiNii」に「医中誌
Web(ver.4)」を加え文献研究を実施した４５。「医中誌」を加えた理由として、（１）動向調
査の信頼性や妥当性を確保するための一定程度の標本数の確保が必要であることと、（２）
高岡らの先行研究ではすでに「医中誌」を使用されているため「CiNii」を加えての比較検
討をすること、（３）1980年以前を含め経過年ごとの動向理解が目的であることなどが挙げ
られた。ここでは、上記の２つの検索サイト上の（１）「死生観」、（２）「生死観」、（３）「死
に対する態度」、（４）「死に対する意識」、（５）「死への態度」、（６）「死への意識」の 6句
を標本単語とし、この標本単語を含む文献を対象とした（全数 4,462編）。さらに、「原著
論文」を絞り込み検索し（867編）、次に「65歳以上」で絞り込み検索をした（205編）。ま
た、本調査では、日本人高齢者に特化しているため、韓国、台湾、米国人高齢者の研究は
除外した（除外 3編）。計 202編が本調査対象である。 
調査実施日は 2010年 3月 14日である。 
抽出項目は、日本人高齢者の死生観研究の経過年的変化を把握するために以下の項目を
用いて定量的研究を実施している。 
①先行文献の著者の基本属性：(1）研究領域は研究者検索サイト『ReaD』を活用し区分６、
（２）所属機関。 
②記載された雑誌：（１）雑誌の種類として各研究領域を参考に区分、（２）刊行年は 1968
年―2010年 3月 14日までの過去 42年間を対象。 
③研究特性方法：（１）研究方法は質的研究と量的研究に区分、（２）被験者数、（３）被
験者の基本属性：（a）被験者間の関係性は健康状態と研究対象者数に区分、（b）
調査対象者の年齢層は医中誌の年齢区分を参考にした。 
④日本人高齢者の死生観研究の研究動向を把握するため論文内の主要なテーマを抽出し
ている。 
分析法は、定量的研究では、測定項目①～③は、統計ソフト PASW18を使用、単純集計と
クロス集計、χ２検定を用いて分析した。定性的研究では、測定項目④を質的分析法の通常
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方法に従いデータ抽出し、一定程度親近性が互いにあるグループを一つのクラスターにま
とめ、これらのクラスターの多少によって研究分野の質的な動向を探った。有効数 143編
（70.7％）、死生観を表す 3カテゴリー、関連要因を表すカ 5テゴリーの計 8カテゴリーに
区分された。 
上記の方法の内、質的な分類についての厳密性を高めるためは（26頁-27頁参照）の方
法を用いている。 
 
２．４ 文献調査研究の結果 
２．４．１ 日本人の死生観研究の動向（定量分析結果） 
２．４．１．１ 死生観研究の特性 
死生観研究の文献は 1,266編が検出され、そのうち、科学的実証論文以外のものは 895
編（70.7%）、科学的実証研究論文は 361編（29.3％）、更に、科学的実証研究論文から、原
著論文に絞り込み、外国人、大学生以下（大学生を含む多世代比較論文は含む）を省いた
263編（20.8％）を本研究の分析対象とした。これらを、質的研究の 107編、量的研究の
156編、に区分し、統計処理が図られ一般化された概念が抽出されているため量的研究のみ
を研究対象として分析した。 
死生観研究が掲載されていた雑誌の刊行年は、1948年～2010年 3月 4日（現在）までの
過去 68年間で、そのうち科学的実証研究論文は、1960年～2010年 3月 4日までの 50年間
だった。 
記載された雑誌特性として、表 2.1は文献の経年変化である。「CiNii」における死生観
研究全体を概観すると、死生観研究は、1948年に宗教学者の岸本英夫が、宗教雑誌に「生
死観の類型」を投稿したことにより始まっていた７。  
50年代、60年代と 10編前後が投稿されており、初期の研究は仏教雑誌の宗教学者によ
る思想史研究が大多数で、人文学上の人物の思想史、哲学上、民族上のものと続いていた。 
実証科学領域の介入が始まったのは 60年代後半、最も初期に介入したのは、1960年に社
会学領域で社会学者の作田啓一が社会学系の雑誌に「戦犯受刑者の死生観について--「世
紀の遺書」の分析」を掲載したことと、68年に保健学系領域からも吉沢勲が精神医学系の
雑誌に「老人の死に対する態度」を掲載したことによる８９。社会学や保健学からの介入研
究が始まり、受刑者や老人という特定のグループの死生観の研究が始められていた。 
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70年代に入ると、国内外の民衆文化学として古来や現代の思想史研究が増加し、死生観
研究は 70年代後半、80年代後半と 10年単位で倍増を続けていた。70年代後半は、初めて、
『世紀：カトリック総合文化誌』で「日本人の死生観」の特集が組まれ１０、80年代に入る
と、『潮』で「死後の世界」についての意味づけが特集として組まれていた１１。 
表２．１ 雑誌刊行年と研究類型
 
1974年に教育学領域で吉岡徹は「青年の死生観に関するー研究」で大学生を中心とする
若者のグループの死生観について研究していた１２。1978年は、更に低年齢化し、辻正三が
幼児の死生観を一事例研究として分析し、教育学領域から介入研究が初められた１３。1978
年は、医療系専門職グループの研究介入も始まり、看護系教員の藤腹明子が紀要に「看護
における生死観」として学生を対象に事例研究を行っている１４。ここでは対象グループ固
有の死生観の概念抽出を目的としていた。1978年に木下政久が紀要に掲載した「『小学校国
語読本（通商サクラ本）』における自然観、死生観について」とのテーマで教科書分析を実
施し、死生観教育は小学生を対象とする学校教育からその可能性を検討していた１５。 
一方、専門職における教育的介入は、医学領域が初めである。1981年に伊藤幸郎が「死
をみとる医療と医学教育」を紀要に掲載し、これは終末期医療に関する専門職教育への取
年号 論文全体数
科学的実証論
文以外（％）
科学的実証
論文
量的研究
（原著論文）
質的研究
（原著論文）
1948-65 30 29（96.7） 1 0 1
66-70 11 10（90.9） 1 1 0
71-75 16 14（87.5） 1 1 0
76-80 32 31（96.9） 1 0 1
81-85 34 31（91.2） 3 3 0
86-90 73 53（72.6） 20 7 6
91-95 125 97（77.6） 28 14 10
1996 21 11（52.4） 10 5 1
1997 58 47（81.0） 11 3 1
1998 46 30（65.2） 16 6 2
1999 30 17（56.6） 13 8 3
2000 55 35（63.6） 20 8 2
2001 45 27（60.0） 18 10（2） 9（2）
2002 59 33（55.9） 26 10 8
2003 61 36（59.0） 25 7 7
2004 101 73（72.3） 28 5 11
2005 89 62（69.7） 27 10 8
2006 75 35（46.7） 30 16 9
2007 112 87（77.7） 25 14 7
2008 90 59（65.6） 31 16 13
2009 90 67（74.4） 23 11 8
2010.3.14 14 11（78.6） 3 1 0
合計 1266 895（70.7） 361 　156（2） 107（2）
※量的研究と質的研究の表中の（　　は、質的研究と量的研究の混合研究論文数で
ある。
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組みを初めに提言した論文となった１６。その 2年後、1983年には看護系の雑誌で初めて、
「日本人の死生観-悲嘆のプロセスを通じての人格成長」の特集が組まれ、DEEKENの 12段
階の悲嘆のプロセスなどが医師だけでなく看護領域における心理的なケア教育としてその
重要性を認識し始めてきたといえる１７。 
その後、論文全体数を見ると、1980年代後半から 73編と急増し、1980 年代前半の 34編
と比較すると 2倍強増加していた。具体的には、1988年は 26編と 1987 年以前は各年 5編
から 10 編以内で推移しており、前年の 7編と比較すると 3.8倍強刊行数が増加している。
1989年は 13編と刊行数に減少がみられたものの 1990年では 21編と増加していた。90年、
雑誌『短歌』で「老いと死生観」で特集が組まれ 13編を掲載していた１８。 
しかし、この 13編を除くと、1980年代後半の増加に影響を与えているのは科学的実証論
文の 20 編の掲載であった。この推移については後述するが、ここでは、社会学、教育学、
医学、看護学領域からの研究に、新たに心理学、老年学が加わり、これらは全体の増加率
にも影響を与え、より多様な研究者が死生観研究へ関心を示し始めたことが理解された。 
更に、1990年代に入ってからは、1994年の 18編を除くと 96年までは年間 20編から 30
編で雑誌掲載数が推移し、1990年代前半は125編と1980年代後半の約1.7倍増加していた。
実証研究は、1990年代前半は毎年年間 3～5編に増加しているが、全体の研究増加率からす
ると増加率はある程度一定率が維持されているため、1980年代後半とは異なり、研究関心
は、科学的実証研究以外の領域においての研究であった。従来から研究関心が高い、宗教
学、人文学、哲学、民族学、文化学上の思想史の増加と、学校教育における死生観教育の
取組みの増加が理由として挙げられる。しかし、もう一つ、1991年に多田富雄が『日本医
師会雑誌』の特集である「死を考える」で「脳死と現代人の死生観」を掲載したことが理
由としてある１９。これは、能を活用したものではあるが、この後、脳死・臓器移植、延命
治療、告知といった終末期医療について医学、生命倫理学領域の研究関心へと発展してい
った。 
1990年代後半、特に 1997年では 57編と更に前年比較 2.4倍にと倍増したこともあり、
1990年代後半においては 210編、1990年代前半から約 1.7倍増加していることが明らかと
なった。ここでは、終末期医療の考えからターミナル・ケアの考えが加わり、1997年に人
見裕江ら福祉学系の紀要掲載に代表されるよう、終末期医療にメディカル以外の多様な領
域の研究介入が始められるようになった２０。1996年には、豊田幸子の「家族の死による立
ち直りと死生観の変化」など、ケア対象とケア時期が拡大し始めてきた２１。 
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以上の結果、死生観研究が 1988年と 1997年が増加ポイントであることを明らかとした。 
2000年以降では、1997年から年間掲載数が 60編前後だったものが、2004年、2007年で
は年間 100編を超えていた。この理由として、死生観に関する特集としていくつかの雑誌
で特集として取り上げていることにある。2004 年には、『現代宗教』における「特集 死の
現在」２２、『短歌』における「特集 短歌にあらわれる死生観・・・辞世の歌から死生観を
探る」２３、『国文学解釈と鑑賞』における「特集 太宰治とその死生観」２４、『大正大学総
合仏教研究所年報』における「特集 アジアの死生観研究・・・仏教儀礼と基層信仰」２５、
『宗教研究』における「特集 第 62回学術大会紀要」では、大会内の第 1部会と第 2部会
にて死生観に関する部会の内容報告があった２６。 
2007年では、『経済セミナー』において「特集 生と死の経済学」２７、『年報日本思想史』
において「2006年度夏季セミナー思想史からみた「教育」・・・死生観の「教育」を焦点に」
２８、『大法倫』において「特集 死についての教え・・・仏教の生死観」２９、『民族史研究』
において「特集 近世社会における民衆と「死」・・・死生観と墓標をめぐって」３０、『民
衆史研究会 2006年度大会』３１、『臨床看護』において「特集 死生観と看取り」３２、『宗教
研究』において「特集 第 65回学術大会紀要」の死者と生者の接点、スピリチュアルな問
いへの応答、第 6部会、第 8部会での口演内容３３、『日本教育心理学会発表論文集』におい
ての口演内容の報告などがあった３４。 
そのため、2004年度と 2007 年度は、他年度と比較して、より多くの研究会、学会、雑誌
等で特集が組まれたことが掲載数の増加に繋がっていたことが明らかとなった。 
これらが死生観研究におけるピーク時となり、以上の結果、死生観研究においては、1988
年、1997年、2004年、2007年と段階ごとに急激な増加を示している。 
次に、科学的実証研究論文の掲載についてである。研究は、1960年の質的研究から始ま
っていた。社会学者の作田啓一が社会学系の雑誌に、「戦犯受刑者の死生観について--「世
紀の遺書」の分析」を掲載したことによる。これは戦犯受刑者 701名の遺書から、死の意
味づけをカテゴリー化したものであった３５。量的研究では、質的研究から 8年遅れ、保健
学系領域の吉沢勲が 1968年に精神医学系の雑誌に「老人の死に対する態度」を掲載したこ
とによる３６。初期の研究は、子どもや若者、老人といった比較的健常者を主な対象者とし
ていた。患者や専門職を対象にした研究は、1978年代に看護系教員の藤腹明子が紀要に「看
護における生死観」で事例研究を行ったことに始まっていた３７。 
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科学的実証研究論文も、やはり 1980年代後半から毎年掲載されるようになり、量的研究
においては 1987、88 年から年間掲載数が 2編から 3編と増加し、質的研究においては 1989
年の 3編から一定数刊行され始めている。90年代前半は毎年年間３～５編に増加している。
科学的実証研究の死生観研究が年間 10編以上掲載されるようになったのは 96年からであ
り、その結果、1990 年代後半からが研究全体数の増加と同様に、実証研究においても急激
な増加を見せていることが明らかとなった。 
また、2000年に入ると、20編前後と、更に掲載数が倍増し、現在も継続され、特に 2002
年からは 25編以上、2006年、2008年は 30編を超えピークを迎えている。以上の結果、科
学的実証研究においても、1980年代後半として 1988年、1996年、2000年、2006年と段階
的に増加している。 
次に、実証科学論文の内、量的研究と質的研究の傾向である。実証科学論文の傾向と同
様に両者においても一定の変移増加しており、1997年、2004年と質的研究が量的研究の数
を若干上回ることが見られた。全体に量的研究の方が質的研究よりも研究数が多くなって
いることが明らかとなった。 
量的研究における刊行数の動向として、1983 年から一定数刊行されるようになり、刊行
数が急激に増加を見せたのは 91年の 4編からとなっている。その後徐々に刊行数が増加し、
1998年からは 8編から 10編に増加し、2003年と 2004年においては前年比から減少を見せ
たものの 2005年からは 10編以上と急激な増加を示している。 
以下量的研究 156編を用いて、研究対象者、研究目的、項目抽出先について明らかとし、
経過年ごとの死生観研究の動向について検討している。 
表 2.2は抽出された文献の死生観研究内の研究対象者である。概観すると、一般人 34編
（21.8％）、看護学生 33編（21.2％）、一般学生 32編（20.5％）、看護師 10編（6.4）、が
上位を占めていた。また、単独対象が全体の 7 割弱を占め、専門職以外を対象にした調査
が 4割以上となっている。一方、3割強の研究者は、複合の対象者を用いており医療系の学
生と一般学生、介護学生と福祉系学生、一般学生と一般人、医療系の専門職と非専門職な
どの順で調査している。福祉系の対象者だけを抽出すると介護士と介護士学生が 13編
（9.3％）と最も多く、社会福祉士学生は８編（5.1）であったが、単独では対象とされて
おらず介護学生と一緒に測定されていた。ソーシャルワーカーを対象にしたものは単独研
究でも、比較研究でも皆無であった。 
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表２．２研究対象者 
 
この研究対象者を区分すると、以下の 2種類に区分された。表 2.3を参照とする。 
（１）学生と社会人：ここでの学生は、主に大学生、短大、大学院、専門学生で年齢は
問われていない。社会人は、学生以外で 18歳～上限はない。また、健常者、患者の区分は
用いていない。この（１）学生・社会人では、（a）学生 87編（55.8％）と（b）社会人 56
編（35.9％）では、学生を単独で調査したものが若干多い。しかしいずれも単独で学生か
社会人を対象にした調査であり、（c）学生と社会人 13編（8.3％）の複合調査と比べると、
それぞれ約 2倍ぐらいであった。 
表２．３ 研究対象者のクロス集計 
 
項目 度数(%)
一般人 34(21.8)
看護学生 33(21.2)
一般学生 32(20.5)
看護師 10(6.4)
医療系学生と一般学生 8(5.1)
介護・福祉学生 8(5.1)
一般学生と一般人 7(4.5)
専門職と非専門職 7(4.5)
看護学生と介護士 3(1.9)
専門職学生と非専門職社会人 3(1.9)
医学生 2(1.3)
医者 2(1.3)
医者と看護師 2(1.3)
介護学生と介護士 1(0.6)
介護士 1(0.6)
患者と一般 1(0.6)
看護学生と看護師 1(0.6)
専門職学生と非専門職社会人と学生 1(0.6)
合計 156
社会人 学生 社会人と学生 合計
合計
（χ 2 乗＝18,504　.P＜.001）
専門職
非専門職
専門職と
非専門職
56(35.9%)
(100%)
7(36.8%)
(12.5%)
8(42.1%)
(9.2%)
4(21.1%)
(30.8%)
19(100%)
(12.2%)
87(55.8%)
(100%)
13(8.3%)
(100%)
35(47.3%)
(62.5%)
32(43.2%)
(36.8%)
7(9.5%)
(53.8%)
74(100%)
(47.4%)
14(22.2%)
(25.0%)
47(74.6%)
(54.0%)
2(3.2%)
(15.4%)
63(100%)
(40.4%)
156
(100%)
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（２）専門職と非専門職：ここでの専門職とは、本研究の趣旨から医学系・看護系・福
祉系・リハ系・心理系などのメディカル・コメディカルの専門職のみを抽出し、学生もそ
の予備軍として含めている。ここでの非専門職とは、メディカル・コメディカルの専門職
以外の一般の人々であるが、医療関係系以外の他の専門職、例え法学部の学生なども含め
ている。この（２）専門職と非専門職では、（a）非専門職 74編（40.4％）が（b）専門職
（学生を含む）63編（40.4％）より若干多かった。しかし、いずれも単独調査であり、（c）
専門職と非専門職 19 編（12．2％）の複合調査と比較すると約 2.5倍となっていた。 
（１）と（２）の関係性を検討したものにおいては有意差が示された。非専門職の社会
人と学生ではその差異が示されなかった一方で、専門職においては学生が社会人より 3倍
強多く調査対象者として有意に扱われていたことが明らかになった。 
死生観研究における雑誌刊行数が急激に増加を見せたのは 91年からであった。そのため、
表 2.4は、1990年以下と 1991年から 1997年、また、急激に増加した 1998年から 2004年、
2005年以降の４区分した。 
表側は研究対象者を専門職の社会人と学生、非専門職の社会人と学生をそれぞれ区分し、
もしくは、それぞれの組み合わせを区分したものである。 
雑誌刊行年の区分を概観すると 1968年から 1990年までの 22年間で掲載数が 12編あっ
たものが、91年から 97 年の 7年間で 22編と 1.9倍弱増加している。また、1998年から 2004
年の 7年間では 54編と 2.4倍急増し、2005年以降の約 5年間も 68編と更に増加を続けて
いる。 
表２．４研究対象者と雑誌掲載年区分のクロス集計 
 
専門職社会
人 専門職学生
非専門職
社会人
非専門職
学生
専門職社会
人
と学生
非専門職
社会人と学
生
専門職と非
専門職の社
会人
専門職と
非専門職
学生
専門職と
非専門職
の社会人
と学生
合計
合計
8(5.1%)
(100%)
4(2.6%)
(100%)
156
(100%)
14(9.0%)
(100%)
47(30.1%)
(100%)
2(1.3%)
(100%)
35(22.4%)
(100%)
32(20.5%)
(100%)
7(4.5%)
(100%)
7(4.5%)
(100%)
3（4.4%）
（42.9%）
4（5.9%）
(50.0%)
1（1.5%）
（25.0%）
68（100%）
（43.6%）
3（5.6%）
（37.5%）
3（5.6%）
（75.0%）
54（100%）
（34.6%）
05年～10年3月 5（7.4%）
（35.7%）
31（45.6%）
（66.0%）
1（1.5%）
(50.0%)
12（17.6%）
(34.3%)
11（16.2%）
（34.4%） 0
0
22（100%）
（14.1%）
98年～04年 7（13.0%）
（50.0%）
13（24.1%）
（27.7%）
1（1.9%）
（50.0%）
13（24.1%）
（37.1%）
11（20.4%）
（34.4%）
2（3.7%）
（28.6%）
1（1.9%）
（14.3%）
12(100%)
(7.7%)
91年～97年 2（9.1%）
（14.3%）
3（13.6%）
（6.4%）
0
7（31.8%）
（20.0%）
4（18.2%）
（12.5%）
3（13.6%）
（42.9%）
2（9.1%）
(28.6%)
1（4.5%）
（12.5%）
68年～90年
0 0 0
3(25.0%)
(8.6%)
6(50.0%)
(18.8%)
2(16.7%)
(28.6%)
1(8.3%)
(14.3%)
0 0
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次に、表頭の研究対象者を概観すると、全体数が最も多いのはやはり専門職学生であり、
全体の 3割を占めていた。次が非専門職社会人と非専門職学生でどちらも全体の 2割を占
めていた。 
非専門職の社会人と学生の両者は、1968年の研究初期の時点から対象として取り扱われ、
1990年代前半から全体の掲載数の増加に伴い増加傾向を示していたが、その後掲載数の伸
びはなく一定の推移を保っていることが分かる。一方、顕著な増加率を示しているのは専
門職学生を対象にした研究である。同じ専門職でも社会人専門職の場合、1998年以降対象
数が増加し、2005年以降は減少を見せ、全体の伸び率から比較すると寧ろ減少傾向にあっ
た。この専門職学生の場合、1998年以降の増加率は 4倍強、2005年以降の僅か 5年間では
2.3倍強の増加率であった。そのため、近年の死生観研究の増加は専門職学生に対する研究
数の増加に影響を受け全体数が増加していることが明らかとなった。 
また、複合的な対象者を取り扱った研究では、①「専門職社会人と学生」②「非専門職
の社会人と学生」③「専門職と非専門職学生」④「専門職と非専門職の社会人」⑤「専門
職と非専門職の社会人と学生」と 5種類あるが、⑤「専門職と非専門職の社会人と学生」
を対象にした研究数が 8編（5.1％）と最も多い。しかし、②「非専門職の社会人と学生」
と⑤「専門職と非専門職の学生」においても、それぞれ７編（4.5％）であるため⑤とは僅
差であった。3者の異なりとして、④「専門職と非専門職の社会人」は経過年ごとの変化は
ほぼみられず、研究初期から一定数が対象として取り扱われている。一方、研究初期から
取り扱われていた②「非専門職の社会人と学生」では、2005年移行に研究対象として全く
取り扱われなくなり、逆に、⑤「専門職と非専門職の社会人と学生」においては、初期に
は対象として取り扱われなかったものが 98年前後から研究対象として扱われるようになっ
ていた。 
研究目的：表 2.5を参照すると、論文内の研究目的は以下の 2種類に区分された。 
（１）ここでの上位目的とは、論文内の調査を活用し実際に検証された事象の貢献先の
ことである。（a）対象グループの特性把握、（b）教育・臨床実践の基礎研究、（c）死生観
研究の蓄積に分類したものである。この（１）上位目的では、（b）「教育・臨床実践の基礎
研究」94編（60.3％）が最も多く、次く（a）「対象グループの特性把握」35 編（22.4％）
や、（c）「死生観研究の蓄積のみ」27編（17.3％）の約 2.5倍であった。 
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（２）ここでの下位目的とは、論文内の調査を活用し実際に検証しようとする事象のこ
とである。（a）死生観の概念、（b）死生観と影響要因の測定に分類したものである。この
（２）下位目的では、（b）「死生観とその影響要因」11１編（71.2％）が（a）「死生観の概
念」45編（28.8%）の 2倍以上を占めていた。 
内訳をみると、有意差はないが（χ二乗＝4.929＜0.1）特定の傾向があることを示して
いた。 
上位目的の 3者のいずれも「影響要因も含む」ことを目的とした研究が「死生観の概念
のみ」を目的とする研究よりも 2.5倍多く実施されていることが明らかとなった。中でも、
「対象グループの特性把握」を目的とした研究は、他の 2者と比較しても、やはりほぼ全
てが主として「影響要因も含む」ことを目的とした研究となっていた。また、死生観の概
念研究と影響要因研究は、教育や臨床実践の基礎研究への寄与を目的とする研究が、他の
目的より約 3倍多くなっていた。これにより、死生観研究の特質は、研究蓄積というより
も、臨床現場や教育への貢献を目的にしている研究が多かった。 
表２．５ 研究目的ごとのクロス集計 
 
次に表 2.6は、経過年毎の理解を図るため、表側を雑誌掲載年区分にし、表頭は上位・
下位の研究目的を、死生観の概念研究においては「対象グループの特性把握」「教育・臨床
実践の基礎研究」「死生観研究の蓄積」のいずれかを目的に持つもの、影響要因を含む研究
においても「対象グループの特性把握」「教育・臨床実践の基礎研究」「死生観研究の蓄積」
のいずれかを目的に持つものに区分し、表頭は全部で 6つに区分できた。 
最も多いものが、やはり「教育・臨床研究への発展としての影響要因研究」を目的とし
ているもので、全体の 4割強であった。次が「教育・臨床研究への発展としての死生観の
概念」「グループ特性の把握としての影響要因研究」を目的とするものが全体の 2割弱と同
死生観の概念のみ 影響要因も含む 合計
合計
45(28.8%)
(100%)
111(71.2%)
(100%)
156
(100%)
（χ 2 乗＝4,929　.P＜.01）
対象グループの特性把握
教育や臨床実践の基礎研
究
死生観の研究蓄積
5(14.3%)
(11.1%)
30(85.7%)
(27.0%)
30(31.9%)
(66.7%)
10(37.0%)
(22.2%)
64(68.1%)
(57.7%)
17(63.0%)
(15.3%)
35(100%)
(22.4%)
94(100%)
(60.3%)
27(100%)
(17.3%)
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率であり、両者は「教育・臨床研究への発展としての影響要因研究」と比較し半数弱であ
った。 
表２．６  研究目的と雑誌掲載年区分のクロス集計 
 
雑誌掲載年区分で分析すると、「教育・臨床研究への発展としての死生観の概念」や「グ
ループ特性の把握としての影響要因研究」、「研究蓄積としての影響要因研究」などは研究
初期の段階から一定数目的として用いられており、「研究蓄積としての影響要因研究」だけ
は経過年ごとの増減が見られない。また、「教育・臨床研究への発展としての死生観の概念」
においても 1991年から掲載数が 3.5倍に急増したが、その後 1998年、2005年では掲載数
は一定であった。「グループ特性の把握としての影響要因研究」においては、1998年以降に
急激な増加を示している。同様に 1998年以降顕著な増加を示している目的として「教育・
臨床研究への発展としての影響要因研究」が全体の 4割強、「教育・臨床研究への発展とし
ての死生観の概念」を含むと全体の 6割強が教育・臨床研究への発展を目的としている。
更に、2005年以降も「教育・臨床研究への発展としての影響要因研究」はその前区分と比
較すると 1.5倍の増加率、同年区分の 5割以上の数値を示している。そのため、1998年以
降の死生観研究の増加は、1つに、多くの研究者が教育・臨床研究への発展と死生観研究の
必要性が認識をしたことにより、特に影響要因との必要性を認識していることが明らかと
なった。 
表 2.7は研究対象者の内、最も多かった「専門職学生」と「非専門職社会人」、「非専門
職学生」だけを抽出し、対象者ごとに行として雑誌掲載年の 4 区分し、表頭として研究目
的を 6つに区分した。 
「専門職学生」は 1991年から研究対象として取り扱われ、研究職から要因研究が中心で
あった。しかし、概念研究の「教育・臨床研究への発展としての死生観の概念」を目的に
グループ特
性の把握と
しての死生
観の概念
教育・臨床
研究への発
展としての
死生観の概
念
研究蓄積と
しての死生
観の概念
グループ特
性の把握と
しての影響
要因研究
教育・臨床
研究への発
展としての
影響要因研
究
研究蓄積と
しての影響
要因研究
合計
合計 64(41.0%)
(100%)
17(10.9%)
(100%)
156
(100%)
5(3.2%)
(100%)
30(19.2%)
(100%)
10(6.4%)
(100%)
30(19.2%)
(100%)
14（20.6%）
（46.7%）
35（51.5%）
（54.7%）
6（8.8%）
（35.3%）
68(100%)
(43.6%)
05年～10年3月
0
10（14.7%）
（33.3%）
3（4.4%）
（30.0%）
4（7.4%）
（23.5%）
54(100%)
(34.6%)
68年～90年 3（25.0%）
（60.0%）
2(16.7%)
(6.7%)
3(25.0%)
(30.0%)
2(16.7%)
(6.7%)
0
2(16.7%)
(11.8%)
12(100%)
(7.7%)
91年～97年
0
7（31.8%）
（23.3%）
0
4（18.2%）
（13.3%）
6（27.3%）
（9.4%）
5（22.7%）
（29.4%）
22(100%)
（7.7%）
98年～04年 2（3.7%）
（40.0%）
11（20.4%）
（36.7%）
4（7.4%）
（40.0%）
10（18.5%）
（33.3%）
23（42.6%）
（35.9%）
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したものだけは 1998 年から 2倍の推移で増加を見せていた。特に 2005年以降の数値が一
定数で推移したのは、10編中 8編ある専門職学生への概念研究が実施されていたためであ
った。一方、専門職学生においては、グループ特性の把握や研究蓄積のために概念研究が
用いられていることはほぼないことも明らかとなった。 
表２.7 研究対象者と研究目的と雑誌掲載年区分のクロス集計 
 
影響要因においては、「教育・臨床研究への発展としての影響要因研究」を目的としたも
のが最も多く、1998 年からは全体の 6割前後が研究目的として活用していた。これは専門
職社会人において同様であり、同社会人においては、他の影響要因研究はほとんど実施さ
れておらず、98年以降は全体の 6割から 8割が同目的を用いた研究に集約されていた。一
方、社会人とは異なり、非専門職学生の場合、グループ特性の把握としての影響要因研究
が継続的に実施され、この傾向は特に 2005年以降の増加に見られていた。 
グループ特
性の把握と
しての死生
観の概念
教育・臨床
研究への発
展としての
死生観の概
念
研究蓄積と
しての死生
観の概念
グループ特
性の把握と
しての影響
要因研究
教育・臨床
研究への発
展としての
影響要因研
究
研究蓄積と
しての影響
要因研究
合計
合計
合計
合計 32（100%）1(3.1%)
(100%)
4(12.5%)
(100%)
3(9.4%)
(100%)
11(34.4%)
(100%)
10(31.3%)
(100%)
3(9.4%)
(100%)
11(100%)
(34.4%%)
11(100%)
(34.4%%)
0
4(36.4%)
(36.4%)
4(36.4%)
(40.0%)
3(27.3%)
(100%)
6(100%)
(18.8%%)
98年～04年 1(9.1%)
(100%)
0
1(14.3%)
(66.7%)
4(36.4%)
(36.4%)
5(45.5%)
(50.0%)
0
4(100%)
(12.5%%)
0
1(25.0%)
(9.1%)
1(25.0%)
(10.0%)
0
2(33.3%)
(66.7%)
2(33.3%)
(18.2%%)
0 0
非
専
門
職
学
生
68年～90年
0
2(33.3%)
(50.0%)
91年～97年
0
2(50.0%)
(50.0%)
05年～10年3月
0 0
11(31.4%)
(100%)
6(17.1%)
(100%)
35(100%)
3(8.6%)
(100%)
6(17.1%)
(100%)
5(14.3%)
(100%)
4(11.4%)
(100%)
13(100%)
(37.1%)
12(100%)
(34.3%)
2(16.7%)
(40.0%)
0
7(58.3%)
(63.6%)
2(16.7%)
(33.3%)
3(100%)
(8.6%)
98年～04年 2(15.4%)
(33.3%)
2(15.4%)
(40.0%)
3(23.1%)
(75.0%)
3(23.1%)
(27.3%)
2(15.4%)
(33.3%)
7(100%)
(20.0%)
0 0
1(14.3%)
(25.0%)
1(14.3%)
(9.1%)
2(28.6%)
(33.3%)
1(33.3%)
(20.0%)
0 0 0
非
専
門
職
社
会
人
68年～90年 2(66.7%)
(66.7%%)
0
91年～97年
1(7.7%)
(33.3%)
3(42.9%)
(50.0%)
05年～10年3月
0
1(8.3%)
(16.7%)
27(57.4%)
(100%)
1(2.1%)
(100%)
47(100%)0
12(25.5%)
(100%)
1(2.1%)
(100%)
6(12.8%)
(100%)
31(100%)
(66.0%)
3(100%)
(6.4%)
05年～10年3月
0
8(25.8%)
(66.7%)
0
4(12.9%)
(66.7%)
18(58.1%)
(66.7%)
0
13(100%)
(27.7%)
専
門
職
学
生
91年～97年
0 0 0
1(33.3%)
(16.7%)
1(33.3)
(3.7%)
1(33.3%)
(100%)
98年～04年 0 4（30.8%）
（33.3%）
0
1(7.7%)
(16.7%)
8(61.5%)
(29.6%)
0
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非専門職の場合、専門職とは反対に研究初期から概念研究が多い。また、社会人の場合
には、専門職学生とは反対に「教育・臨床研究への発展としての死生観の概念」以外が、
研究初期から概念抽出を目的にする研究として多くみられている。そのため、概念研究は、
研究目的としてグループ特性の把握、教育・臨床への発展、研究蓄積のいずれもが一定の
推移を見せていた。しかし、これは研究対象にはばらつきがあり、全体の 9割は非専門職
であり、専門職か否かにかかわらず 6割は社会人、3割が学生を対象にした研究であること
が明らかとなった。非専門職学生も同様であるが、非専門職社会人は、1991年以降は概念
研究から影響要因研究へと移行しつつあり、全体数は結果的に概念研究より多くなってい
る。影響要因の内容は、グループ特性の把握、教育・臨床への発展、研究蓄積の 3者とも
目的に活用され、5割強は「教育・臨床研究への発展としての影響要因研究」で、そのうち、
2005年以降の増加によるものであった。 
最後に非専門職学生であるが、全体数は概念研究よりも影響要因研究の方が 3倍多く、
1998年以降、この影響要因研究がグループ特性把握と教育・臨床研究への発展を目的とし
急激に増加していた。更に、2005年以降は、そこに研究蓄積を目的にした研究も加わって
いた。 
一方、対象者ごとの比較研究を扱った調査では、1998年-2004年の「教育・臨床研究へ
の発展としての死生観の概念」だけは同年区分中の半数が研究目的としており、それを除
いては、各年区分の 7割から 10割が概念研究であった。概念研究においては、教育・臨床
研究への発展や研究蓄積に経過年ごとの増加は見られず、4区分一定の推移を示し、グルー
プ特性の把握だけは 2005年以降 6編と同年区分中の 7割弱、前年比の 6倍との急激な増加
を示していた。その結果、死生観研究における研究者の関心は、初期は非専門職社会人や
学生の概念研究であったものが、研究年度が進むにつれこれら対象の影響要因研究にシフ
トし全体の増加率に比例する形で増加していた。他方、概念研究は一定の推移を保ってい
るのは 1998年-2004 年の多世代比較と 2005年以降の専門職学生に対する「教育・臨床研究
への発展としての死生観の概念」における研究数の増加にある。 
1998年以降増加傾向にある影響要因研究は、学生、若者のグループの特性把握や教育へ
の発展のため死生観の影響要因を抽出することへ関心が増加し、特に 2005年以降に増えた
専門職学生に対する教育・臨床研究への発展の寄与は、影響要因研究全体の増加に影響を
及ぼしていることが明らかとなった。 
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表 2.8は、文献内の主要なテーマを分類したものである。死生観研究 156編中用いられ
ていた主要なテーマの合計は 219であった。この内、最も多く用いていた、年代 38（17.4％）、
学校領域 26（11.9%）、職業 25（11.4%）で、それぞれが全体の 1割強を占めている。しか
し、これらは影響要因に含まれるものである。 
表２.８ 死生観文献研究における研究の主要なテーマ分類 
 
それでは死生観の概念では、死の不安や死のイメージ、人生意味、人生に対する態度、
生き死に、死の思索といったテーマで概念を中心に捉えているものが合計 21（11.0％）と
僅か全体の 1割弱であった。そのため、死生観を具体的な概念を用いて検証している臓器
移植、アドバンス・ディレクティブ、自殺観は 19（8.7%）を合わせても 2割弱であった。 
上位 3位までが影響要因で彩られていることからも、死生観研究の実に 8割強が影響要
因について研究している。 
項目抽出先 
論文内で使用されている質問項目の抽出先を概観すると、（a）既存の死生観尺度、（b）
既存の尺度に独自の尺度を加える、（c）既存の尺度から独自の尺度を生成、（d）全く独自
の尺度の 4つに区分することができた。この内、（a）が 61 編（39.1％）と最も多く、（b）
の 14編（9.0％）を加えると、5割弱の尺度は何らかの形で既存の尺度を活用していた。更
に（d）の 49編（31.4％）と（c）の 32編（20.5％）を加えると、既存の尺度を使用した
項目 数 項目 数 項目 数
年代 38 人生意味 3 生き死に 1
学校領域 26 人生に対する態度 3 生きがい 1
職業 25 心理的（主観的）幸福感 3 人格的発達 1
臓器移植 15 共感性 3 自殺観 1
宗教性 15 親と子 3 自己受容 1
国 13 アドバンス・ディレクティブ 3 自我発達形成 1
死生の教育 7 対話 2 死の思索 1
死の不安 6 生き方の質 2 子どもに対する価値観 1
死イメージ 6 性格 2 孤独感 1
職業体験（実習） 6 職業的同一性 2 原爆被爆体験 1
終末期医療・看護（ケア）
教育 6 コーピング行動 2 健康 1
死の体験 5 ストレッサー 1 患者 1
ターミナルケア行動・意
識・態度 4 心的発達 1 合計 219
性別 4 確率推定課題 1
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研究よりも、日本人を対象にしたオリジナルの尺度開発に取り組んでいる研究の方が若干
ながら多いことが明らかとなった。 
表２．９ 尺度構成と研究目的 
 
表 2.9と 2.10は、表側を尺度構成にし、表頭を表９は研究目的、表 10 は研究対象者の
属性を配置しその関係性を測定した。 
研究目的との関係では、「既存の尺度から独自の尺度生成」だけは 3割の者が教育・臨床
研究への発展を目的としていた概念研究を実施していたが、「既存の死生観尺度」26編
（42.6%）、「既存の尺度に独自の尺度を加える」６編（42.9％）、「全く独自に開発した尺度」
24 編（49.0%）の何れにおいても「教育・臨床研究への発展としての影響要因」を研究目的
としていた。 
研究対象者の場合、「既存の死生観尺度」25 編（41.0％）、「既存の尺度に独自の尺度を加
える」4編（28.6％）と何らかの形で既存の尺度を活用するのは専門職学生である、その反
対に、何らかの形で尺度を開発するのは非専門職の社会人と学生である。 
表２．１０ 尺度構成と対象者のカテゴリー 
 
表 2.11は、経過年ごとの理解をするため尺度構成は表頭に移動させ、表側に雑誌掲載年
区分にしている。その結果、1990年以前と 1991年-1997年 2区分までは「全く独自の尺度」
が全体の 6割弱で、「既存の尺度から独自の尺度を生成」を含めると 1990年以前は 9編
グループ特性
の把握としての
死生観の概念
教育・臨床研究
への発展として
の死生観の概念
研究蓄積とし
ての死生観の
概念
グループ特性
の把握としての
影響要因研究
教育・臨床研究へ
の発展としての影
響要因研究
研究蓄積とし
ての影響要因
研究
合計
合計
8（13.1%）
（26.7%）
3（21.4%）
（10.0%）
10（31.3%）
（33.3%）
9（18.4%）
（30.0%）
30（19.2%）
（100%）
1（1.6%）
（20.0%）
0
1（3.1%）
（20.0%）
3（6.1%）
（60.0%）
5（3.2%）
（100%）
6（12.2%）
（20.0%）
3（4.9%）
（30.0%）
2（14.3%）
（20.0%）
3（9.4%）
（30.0%）
2（4.1%）
（20.0%）
10（6.4%）
（100%）
30（19.2%）
（100%）
14（23.0%）
（46.7%）
9（14.8%）
（52.9%）
1（7.1%）
（5.9%）
2（6.3%）
（11.8%）
26（42.6%）
（40.6%）
6（42.9%）
（9.4%）
8（25.0%）
（12.5%）
24（49.0%）
（37.5%）
既存の死生観尺度
既存の尺度に独自の尺
度を加える
既存の尺度から独自の
尺度を生成
全く独自の尺度
17（10.9%）
（100%）
61（100%）
（39.1%）
5（10.2%）
（29.4%）
32（100%）
（20.5%）
14（100%）
（9.0%）
156
（100%）
49（100%）
（31.4%）
64（41.0%）
（100%）
2（14.3%）
（6.7%）
8（25.0%）
（26.7%）
専門職社会人 専門職学生 非専門職社会人 非専門職学生 複合 合計
合計
3（4.9%）
（21.4%）
25（41.0%）
（53.2%）
4（28.6%）
（8.5%）
7（21.9%）
（14.9%）
12（24.5%）
（37.5%）
8（25.0%）
（22.9%）
13（26.5%）
（37.1%）
11（18.0%）
（31.4%）
3（21.4%）
（8.6%）
14（9.0%）
（100%）
11（22.4%）
（23.4%）
47（30.1%）
（100%）
4（12.5%）
（28.6%）
5（10.2%）
（35.7%）
32（20.5%）
（100%）
14（23.0%）
（50.0%）
2（14.3%）
（7.1%）
4（12.5%）
（14.3%）
8（16.3%）
（28.6%）
2（14.3%）
（14.3%）
35（22.4%）
（100%）
8（13.1%）
（25.0%）
3（21.4%）
（9.4%）
9（28.1%）
（28.1%）
156（100%）
既存の死生観尺度
既存の尺度に独自の尺
度を加える
既存の尺度から独自の
尺度を生成
全く独自の尺度
28（17.9%）
（100%）
61（100%）
（39.1%）
14（100%）
（9.0%）
32（100%）
（20.5%）
49（100%）
（31.4%）
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（75.0％）が、1991年-1997年は 15編（68.2％）の研究者が独自の尺度生成を試みていた。
しかし、1998年-2004 年の 7年間では変化が見られ、「全く独自の尺度」の増加率は減少し、
「既存の尺度から独自の尺度生成」を使用する研究が 3倍増加、「既存の死生観尺度」を使
用する研究の増加率は 8倍であった。全体をみると、活用数は減少しながらも全体の 3割
弱は「既存の死生観尺度」を活用した研究であった。 
2005年以降では、「全く独自の尺度」は更に急激に減少し 9編（13.2％）と全体の 1割強
しかない。これは「既存の尺度から独自の尺度を生成」する研究においても同様である。
一方、「既存の死生観尺度」は前年区分から更に 2倍増加し、更に「既存の尺度に独自の尺
度を加える」も 2倍増加し、過去最も多い推移を占めている。 
結果として、研究内で活用されている尺度においては、1997年までは経過年ごとに独自
の尺度開発を目的とした研究が多く、1998年からは既存の死生観尺度を活用する研究へと
移行を示し、経過年区分においても 2極化していることが明らかとなった。 
表２．１１ 尺度構成と雑誌掲載年区分 
 
表 2.12は、表頭に専門職から、福祉系専門職とそれ以外、または、看護系の専門職とそ
れ以外のものを抽出し、比較検討した。ただし、専門職としか記載していない論文は福祉
系か、看護系かが特定できないため含めていない。 
その結果、全体の 3割の研究が看護学領域の対象者を用いていたのに比して、福祉系の
対象者は、全体の 1割弱であった。 
表側に雑誌の刊行年、研究目的、項目抽出先を配置しそれぞれとの関係性を求めている。
看護系の対象者は 1990年代以降から研究対象として取り扱われ、2000年代前半まで、2倍
既存の死生
観尺度
既存の尺度に
独自の尺度を加
える
既存の尺度か
ら独自の尺度
を生成
全く独自の
尺度
合計
合計
（χ 2 乗＝47.033　.P＜.01）
98年～04年 16（29.6%）
（26.2%）
156（100%）
61（39.1%）
（100%）
14（9.0%）
（100%）
32（20.5%）
（100%）
49（31.4%）
（100%）
05年～10年3月 42（61.8%）
（68.9%）
5（7.4%）
（35.7%）
12（17.6%）
（37.5%）
9（13.2%）
（18.4%）
68（100%）
（43.6%）
2（3.7%）
（14.3%）
16（29.6%）
（50.0%）
7（58.3%）
（14.3%）
12（100%）
（7.7%）
13（59.1%）
（26.5%）
22（100%）
（14.1%）
20（37.0%）
（40.8%）
54（100%）
（34.6%）
68年～90年 1（8.3%）
（1.6%）
2（16.7%）
（14.3%）
2（16.7%）
（6.3%）
91年～97年 2（9.1%）
（3.3%）
5（22.7%）
（35.7%）
2（9.1%）
（6.3%）
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ずつ増加していた。しかし、2006年から横ばいとなっていた。一方、福祉系の対象者は、
2006年以前は研究対象として取り扱われておらず、全て 2006年以降となっていた。 
表２．１２ 福祉系と看護系対比 
 
研究目的では、上位目的では、教育や臨床実践の基礎研究を目的にしたものが福祉系と
看護系のどちらも最も多く、下位目的では、死生観の影響要因を含めた研究が最も多い。
特に死生観の概念研究よりも、福祉系は 2倍、看護系は 3倍、影響要因を含む研究を実施
していた。また、項目抽出先は、福祉系では既存の死生観尺度を多く使用し、看護系は若
干であるが独自の尺度を使用する傾向にあった。 
 
 
 
福祉系専門職 その他 看護職 その他
0(0.0) 12（100.0） 0(0.0) 12（100.0）
(0.0) (8.4) (0.0) (8.4)
0(0.0) 14(100.0） 3(21.4） 11(78.6）
(0.0) (9.8) (6.1) (10.3)
0(0.0) 30(100.0） 7(23.3） 23(76.7）
(0.0) (21.0) (14.3) (21.5)
0(0.0) 42(100.0） 19(45.2） 23(54.8）
(0.0) (29.4) (38.8) (21.5)
13(22.4） 45(77.6） 20(34.5） 38(65.5）
(100) (31.5) (40.8) (35.5)
0(0.0) 35(100.0) 7(20.0) 28(80.0)
(0.0) (24.5) (14.3) (26.2)
12(12.8) 82(87.2) 40(42.6) 54(57.4)
(92.3) (57.3) (81.6) (50.5)
1(3.7) 26(96.3) 2(7.4) 25(92.6)
(7.7) (18.2) (4.1) (23.4)
5(11.1) 40(88.9) 12(26.7) 33(73.3)
(38.5) (28.0) (24.5) (30.8)
8(7.2) 103(92.8) 37(33.3) 74(66.7)
(61.5) (72.0) (75.5) (69.2)
7(11.5) 54(88.5) 24(39.3) 37(60.7)
(53.8) (37.8) (49.0) (34.6)
2(14.3) 12(85.7) 3(21.4) 11(78.6)
(15.4) (8.4) (6.1) (10.3)
2(6.3) 30(93.8) 8(25.0) 24(75.0)
(15.4) (21.0) (16.3) (22.4)
2(4.1) 47(95.9) 14(28.6) 35(71.4)
(15.4) (32.9) (28.6) (32.7)
合計 13(8.3) 143(91.7) 49(31.4) 107(68.6)
項
目
抽
出
先
既存の死生観尺度
既存の尺度に独自の尺度を
加える
既存の尺度から独自の尺度を
生成
全く独自の尺度
上
位
目
的
対象グループの特性把握
教育や臨床実践の基礎研究
死生観の研究蓄積
下
位
目
的
死生観の概念のみ
影響要因も含む
福祉系専門職とその他 看護職とその他
雑
誌
刊
行
年
68年～90年
91年～95年
96年～00年
01年～05年
06年～10年3月
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２．４．２ 日本人の死生観研究の動向（定性的分析結果から） 
 ２．４．２．１ 死生観の概念の構造と関連要因 
死生観の概念とその影響要因を把握するため、ここでは、死生観研究の論文内から、（ⅰ）
死生観の定義、（ⅱ）死生観の質問項目、（ⅲ）死生観尺度を取り上げ、定性的に分析した
結果から明らかになったことを順次に考察していく。 
 （ⅰ）死生観の定義 
論文内で使用されていた死生観等の定義を概観した。その結果、有効数 40編、ただし 1
編は「加護観念・霊魂観」と死生観への影響要因を検討するための定義であるため除外し、
全 39編(25.0%)を対象にした。死生に関する定義として、抽出された文献の死生の定義と
して表 2.13を参照すると、各死生の定義内において共通するものとして、（１）使用回数、
（２）定義目的、（３）概念構成、（４）時間的視点、（５）空間的視点、（６）類型へ置換
えがあった。結果を順に述べていく。 
 
（１）使用回数： 
39編から死生に関する定義が抽出され、重複利用しているものを除くと計 32種類の定義
が抽出された。その内訳として、最も多く使用された定義の呼称は、やはり「死生観（25
種類（78.1％）」であった。他の呼称として「死に対する態度（2種類（6.2％）」や、「死の
不安（１種類（3.1％）」なども「死生観」以外に用いられていた。 
引用頻度の最多の定義は 4回（1種類）、2回（4種類）であり、他は１回ずつ、つまりオ
リジナルの定義が 30 編である。 
その内、引用頻度が高いのは、①岡本・石井（2005）、牧・石井・野村（2006）ら、②丹
下（1999、1995）、③辰巳（2001）、④長崎・松岡・山下ら（2007、2006）、⑤石田・石
田・神田（2007）、吉田・石田・瀬山（2009）の順で定義が多く引用されていた。 
 
（２）定義目的： 
抽出された定義の中で検証を試みている事柄について分類した。 
死生の概念のみを定義づけしている（a）「死生の概念についての探求（18種類(56.3%)」
の方が、関連要因を含め定義づけている（b）の「死生の関連要因を含め死生観の概念の探
求（13種類(40.6%)」よりも多く抽出されていた。結果的に、4割の者が死生観を表す定義
においても影響要因を含めた概念として捉えていた。 
No 著者 内容 使用回
数
死生
観の
み
影響
要因
を含
む
認知 感情 行動
死・
生・
死後
単一
的
死
生、
死後
生が
並列
的
死生
連続
的
1
岡本・石井(2005)、牧・石井・野
村(2006) 4 ○ ○ ○ 認知過程
心理過
程
死 生 ○
2 丹下(1999,1995) 2 ○ ○ ○ 認知過程 心理過
程
死 生 ○
3 辰巳(2001) 2 ○ ○ ○ 認知過程 死 死後 生 ○
4 長崎・松岡・山下ら（2007,2006） 2 ○ ○ ○ ○ 認知過程 態度過
程
死 ○
5
石田・石田・神田（2007）、吉田・
石田・瀬山（2009） 2 ○ ○ 認知過程 死 生 ○
6 石田（2008） 1 ○ ○ ○ ○ 認知過程 態度過
程
死 生 ○
7 日野原・山本（1988） 1 ○ ○ 認知過程 死 生 ○
8 窪寺（2000） 1 ○ ○ 認知過程 宗教・文
化
死 死後 生 ○
9 古賀（1999） 1 ○ ○ 認知過程 死 生 ○
10 デーケン（1987） 1 ○ ○ ○ 認知過程 行動過
程
効果過
程
態度過
程
死
ライフス
テージ
○
11 山本(1992) 1 ○ ○ 認知過程 死 生 ○
12 日野原、山本　（1988・1992） 1 ○ ○ ○ 認知過程 行動過
程
死 生 ○
13 日本百科事典 1 ○ ○ 認知過程 効果過
程
宗教・文
化
死 死後
ライフス
テージ
○
14 板谷(1995) 1 ○ ○ 医療ケ
ア
認知過程 死 生 ○
15 月田・池田・藤井(2006) 1 ○ ○
心理
的ケ
ア
認知過程 効果過
程
体験過
程
死 生 ○
16 長嶺(1982) 1 ○ ○ ○ 認知過程 行動過
程
効果過
程
死 生 ○
17 長田京子(2002) 1 ○ ○ ○ ○ 認知過程 行動過
程
心理過
程
死 生 ○
18 加藤・百瀬(2009) 1 ○ ○ 認知過程 死 生 ○
19 河野・平山(2000) 1 ○ ○ 認知過程 死 生 ○
20 足立(2000) 1 ○ ○ 認知過程 体験過
程
宗教・文
化
死
ライフス
テージ
○
21 糸島(2005) 1 ○ ○ 認知過程 死 生 ○
22
伊藤・永崎・一柳(1991)、神谷
(1975)
1 ○ ○ ○ 認知過程 行動過
程
心理過
程
態度過
程
死 生 ○
23 田中・岩本(2002) 1 ○ ○ 認知過程 死 ○
24 茎津・小林ら(2009) 1 ○ ○ 認知過程 体験過
程
非支援
者
支援者 死
ライフス
テージ
○
25
田中（2002）、杉山（1986）、黒
田（1993） 1 ○
体験過
程
生活状
況
死
ライフス
テージ
26 砂賀・鈴木・佐藤・澁谷(2005) 1 ○ ○ ○ ○ 認知過程 行動過
程
非支援
者
健康状
態
宗教・文
化
死 死後
ライフス
テージ
○
27 高橋・柴田・鹿村(2007) 1 ○ ○ ○ ○ 認知過程 行動過
程
健康状
態
宗教・文
化
死 死後 生 ○
28 柳田（1999）
人称の
違いに
よる死
1 ○ ○ 認知過程 体験過
程
非支援
者
支援者 死 ○
29 長田(2002)
患者の
死 1
看護ケ
ア
非支援
者
支援者 死
治療時
期
30 松下（2009）
死の不
安 1 ○ ○
健康状
態
死 ○
31 丹下（1995）
死の捉
え方 1 ○ ○ 認知過程
体験過
程
非支援
者
支援者
健康状
態
宗教・文
化
死 死後 生 ○
32 木下（1998）
死に対
する準
備
1 ○ ○ 行動過
程
健康状
態
死 生 ○
39
(25.0%)
18
(56.3%)
13
(40.6%)
27
(84.4%)
10
(31.3%)
10
(31.3%)
1
(3.1%)
1
(3.1%)
1
(3.1%)
28
(87.5%)
8
(25.0%)
4
(12.5%)
6
(18.8%)
4
(12.5%)
4
(12.5%)
5
(31.3%)
4
(12.5%)
5
(31.3%)
1
(3.1%)
6
(18.8%)
32
(100%)
6
(18.8%)
28
(87.5%)
8
(25.0%)
14
(43.8%)
8
(25.0%)
死生観研究動向のカテゴリー分類
進行過程 研究対象者 個人特性
看護学生が実習で受け持った患者の死であり、実習中に患者の死に直面する場合（臨終に立ち会ったりいたいと別れをすることを含む）と、実習
後に人づてに知る場合がある。
生と死に対する考え方であり、生き方や死に方についての考え方や価値とする。
子どもにとって大切な人との死別とは、今回は親が子どもにとって大切な人だと考えた人との死別として、死別の相手を親、きょうだいなどと特
定していない
価値体系の定義を含む生と死の捉え方であり、より良く生きること、よりよく死を迎えることに関しての個人レベルでの取り組みの規範や価値体
系である。価値体系は人間の各種の事象に対する感情・思考などに影響を与え、それに対する態度の形成や行動の尺度として働いている。
生の認識の底流にあるものが死の認識である。…死の中に生の積極性が見出せないのは、死についての対象認識の基盤が、高度に発達した医科
学・医療体制に開かれていることに拠る。そのため、生死は医科学・医療体制における科学性により死の段階として区分され、対象認識は不連続
性に転換した。
死に対する認識であり、死への恐怖、死後の世界、生へのあきらめなどのついての認識
未来の出来事としての「死」についての行動調整の要因を死に対する現在の「準備」状態という側面とこの世への「心残り」という側面からみる
ための要因
①自己の死が周囲の人間な与える影響、②自己の存在及び自己実現の機会の消滅、③死後の世界を含めた、死後の未知の状態、④遺体の受け扱
い、⑤死ぬ過程の苦痛などに対する恐怖。
【一人称の死】は、自分自身の死、【二人称の死】は、連れ合い・親子・彼女・兄弟姉妹・恋人の死、【三人称の死】は、彼・彼女・ヒト一般の
死で、第三者の立場から冷静に見ることのできる死
自分の生命に対する自己評価、意識するにせよ、しないにせよ死生観はその人の行動を決定する規範としてはたらく。生や死をどのように捉える
かによって、個人の死の迎え方のあり様によって死への態度は異なる、死に対する考えは生涯通じて変わらないのではなく、人格の成熟に従って
発展していくものであり、人生の動機が働いて大きく変わることもありえるため、すべての人は独自の価値観を持っている。
自分の生命に対する自己評価、
死が現前していないときの、いずれは自分にも死が訪れる可能性に対する漠然とした恐れ
生きる意味と生の延長線上にある死についてどのように捉えているかという個人の考えをいう
死に対する認識である。学生が死をどのように認識しているか、宗教や神仏への祈り、死への恐怖、死後の世界などについての認識
内容視点
生死についてのものの見方
死を通した生の見方、人が死んだらどうなるか、どこへ行くかなど、死後をどう捉えるかといったことや、人生そのものについての人々の考え
方、理解の仕方といえる。宗教や文化、その人の人生が成功だったか、失敗だったかによっても異なる。死生観の定義自体も見る者の視点によっ
て異なる。
定義
生と死について自身の考え方や受け止め方。死生観の形成に影響する要因とは、死別の経験や死について考えたり人と語りあったりする機会など
の体験とする
生と死に対する考え方及び態度
定義目的 内容状態
介入の枠組み
死に対
する態
度
死生観
死に関する意識
人生の経過や現在の生活における様々な要因が影響することが考えられている
死と生にまつわる価値や目的などに関する考え方で、感情や概念を含む、行動への準備体制
（生）と（死）についての自己の観念を意味し、自分自身がどのように生きたいのか、最期をどのように迎えたいのかという価値観
自分の生命に対する自己評価、死生感はその人の行動を決定する規範として働く
生きることの意味と生の延長上にある死について、どのように捉えるかということの個人的な考え方をいい、社会の基盤である文化や宗教に大き
く規定される。そして、その上で個人の体験、思考の傾向などが加わり形成されるものである
生や死に関する全般的な概念とすると、「死後性」とは死後に関する限定的な概念といえる
死に対する考え方、および態度
死と生に関する考え方、見方のことであるが、その中身は、死観、生命観、死後観、肉体観、霊魂観など、いくつかのもので複合的に構成されて
おり、なかでも死後の世界に対する観念が重要な部分を占めている。
研究時点
①平素の「生」の充実のため、「死」をいかに考えるか、②非常の際、死に臨んで、何を念じ、何を祈り、何を望み、何を願うかというもの
死と生に対するその人の思考と感情であり、行動への準備体制である。
生きる意味と生の延長線上にある死についての価値観や考え方をいう
生や死に対する自己の考えを意識化し、その意義を知り、自己の中に形成していくこと。
死と生にまつわる価値や目的などに関する考え方で、感情や信念を含む
No 著者 内容1 松田水月  荒木隆俊 死生観2 下千夏 ①死の不安② 生観3 吉 久美子  石田和子  瀬山留加ら4 森貴子  片岡未央三根真理 貞森直樹5 石 美知6 渡辺きよみ 野村金津春江7 加藤麻未8 大石和男 安川通雄  濁川孝志9 順子 石田和子 神田清子10 風岡たま代 伊藤ふみ 川守 千秋長崎雅 松岡文山下一也高橋ゆかり 柴恵 鹿村眞理子 に対する態度月 佳寿美 池歩未 藤井和代牧洋 石井京野村 守田千秋山 愛   橋本幸 高木秀明砂賀道 鈴 はる 佐藤幸子澁谷貞岡本双 井京2 糸島陽 人称の違いによる1 杉 知KishiKeiko Imai金正貴2 中 岩 晋3 古  万4 木 稔 準備5 板 幸恵6 丹 智香 捉え方7 児暁嗣 加護 念霊魂8 伊 孝治  永崎美  一柳 稚 死生観9 橘雅 ①死が現前していないときの、いずれは自分にも死が訪れる可能性に対する漠然とした恐れ、②生や死に関する全般的な概念とすると、「死後性」とは死後に関する限定的な概念といえる（辰巳2000）生 死に対する考え方であり 生き方や死に方についての考えや価値定義死を通した生の見方、人が死んだらどうなるか、どこへ行くかなど、死後をどう捉えるかといったことや、 生そのものについての人々の考え方、理解の仕方とい。宗教や文化、人生の成功観によっても異なる。自分の生命に対する自己評価、死生感はその人の行動を決定する規範として働く(日野原、山本　1988）及び態度生 まつわる価値や目的など 関する考え方で、感情や信念を含む、行動への準備態勢 （山本1992）、人 経過や現在の 活における様々 要因が影響することが考えられている（田中2002、杉山 6、黒田1994）。に対する考え方、および態度認識であり 死へ 恐怖、死後の世界、生へ あきらめなどのつて 認識を死に対する態度と定義した。（岡本 石井2005）関 、見方 こ であるが その中身は、死観、生命観 死後観、肉体観 霊魂観など、いくつか もので複合的に構成されており、なかでも後 世界 観念が重要な部分を占めている（窪寺2000）きる意味と生の延長線上にある死 ど ように捉 ているかという個人の考えを う。 こで う 生観とは 生と死 対す 考え方であり、生き方や死に方につ て 価値とする。つい 自身の考え や受け止め方。死生観 形成に影響する要因とは 別の経験や死について考えたり人と語りあったりする機会など 体験概体制 丹下1999）（ ） （死） ついての自己 観念を意味し、自分自身がどのよう 生きたか、最期をど よう 迎えた のかという価値観【一人称の死】は、 分 身の 、【二人称 死】は、連れ合 ・親子・彼女・兄弟姉妹・恋人 死 【三人称の死】 彼・彼女・ヒト一般 、第三者 立場から冷静 見 と る死（柳田１９９９）平素の「 」の充実のため 「死」をいか え か、②非常 際 死に臨んで 何を念じ、何を祈 何を望み、何 願 というもの（長嶺1982）。学 が を よう 認識し い か 宗教や神仏への祈り、死へ 恐怖 死後 世界など 認識未来 出来事として 「 」 いての行動調整 要因 死 対する現在の「準備」状態という側面とこ 世へ 「心残り」 いう側面からみ ための要因や 自己 考 を意識化し、そ 意義を知り、自己の中 形成いくこと。関 意 意識す せよ、しないにせよ死 観はそ行動 決定 規範 し はた く(日野原、山本　1988）。生 死を ように捉え か よって、故 迎え方 あり様、 へ 態度は異な 、死に対す 考えは障害通じ 変わら ではなく 格の成熟に従って張ってものであり 人生の動機 働 て大きく変わること あり るため べての独自 価値観 持って る（デーケン１ ８７）。死 い も 見方（日野原・山本1988）と 捉え方 、より良く生きるこ 、よ よく死を迎え ことに関し 個レベルで 取り組み 規範 価値体系である。価値体系は人間の各種 事象 感情・思考など 影響 与え、 れ 対する の形成 行動 尺度 して働 ている。こ へ 志向が強い、あ の関心から成 立「生 認識 底流にある者が死の認識で る。… 中 生 積極性が見出せない は 「 対象認 の基盤が 高度に発達し 科学・医療体制開 れて に拠る。 ため、生 は言科学・医療体制における科学性より 段階として区 され、対象認識は不連続性 転換した。と まつわる価値や目的 関す 考え方で、感情や信念 含む。① 己の が周囲 人間な与 影響、② 己 存在及び自己実現 機会消滅、③ 後 世界を含めた、 後 未知 状態 ④遺 受け扱 、⑤ぬ家庭 苦痛などに対す 恐怖。
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（３）概念構成： 
定義中の構成要素を表しているもので以下の３つの機能に区分された。 
(a) 「認知面」とは、考え方、見方、価値、意識、とらえ方など、（b）「感情面」とは、
不安、恐怖など、（c）「行動面」とは、祈り、念じなどの実行行為をあらわすものである。
ただし、態度については、認知面、感情面、行動面の 3者を含む概念のため、全ての項目
に該当する複合的な概念としてとらえている。 
32種類の内、大部分の定義が死生観の（a）「認知面（27種類(84.4%)」を取り扱ってい
た。一方で、（c）「行動面（10種類(31.3%）」と（b）「感情面（10種類(31.3%）」が同率と
なり、全定義の 3分の１弱ずつ占めていることが明らかになった。また、いずれにも含ま
れないものが 2種類（6.2％）であった。 
上記の３機能の内、いずれか１つのみでとらえていた定義は 16種類（50.0％）であった。
内訳は、絶対数が最も多い「認知面（13種類(40.6%)」が 8割で、やはり最も多い。その反
対に、「感情面（２種類（6.2％）」や「行動面（1種類(3.1%)」のみでとらえている尺度は
少ないとの結果を得ている。3機能の内、いずれか 2つの機能を用いている定義は９種類
（28.1％）であった。内訳は、やはりどの定義も「認知面」が使用していた。「認知面」と
「行動面」6種類(18.8%)の方が「認知面」と「感情面」3種類（9.4％）よりも 2倍多く使
用していた。その一方、「感情面」と「行動面」の 2機能でとらえている定義は抽出されな
かった。最後に 3機能とも含んでいる定義は 5 種類(31.3%)であった。 
 
（４）時間的視点： 
ここでは、時期が（a）死、（b）死後、（c）生、またはライフステージ、治療時期に区分
された。 
全ての定義が時点として（a）の死を使用していた。しかし、死生観の定義は、死だけで
はなく（c）の生、ライフステージ、治療時期が 28種類(87.5%)に使用されていた。また、
最も少数ではあったが 6種類(18.8%)の定義が（b）の死後を含めて定義づけしていた。 
 
（５）空間的視点： 
ここでは、時間に対する空間的な視点から３つに区分できた。（a）単一性：死か生か、
死後のみか、一時点に重点が置かれているも、(b)連続性：死や生、死後が円環的、循環的、
継続的、また連続的など時点間に重点が置かれ、何らかの関連性があるもの、（c）並列性：
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死や生、若しくは死後など二時点、三時点に重点を置いて使用しているが、その関連性に
ついては言及していないものである。 
死生観の定義では、時間軸を二時点、三時点を用いているのは（c）並列性 14種類(43.8%)
が最も多く、次が一時点のみの（a）の単一性 8種類(25.0%)であった。そのため、全体の 7
割強の定義は時期の関係性については取り上げてはいない。関係性を取り上げた（b）の連
続性は 8種類(25.0%)と 4分の１存在するとの結果を得ている。 
具体的には、死と生の二時点を使用している者が 22 種類と最も多く、中には生から死、
死後を含め三時点を使用しているものが 6種類あった。死の一時点が 4種類であった。し
かし、生だけを定義づけているものは皆無であった。定義上で連続性を唱えているものは
７種類であり、ほとんど全部が死と生の連続性であった。死と生と死後まで連続性として
含んでいるものが、少ないながら 1種類あった。 
 
（６）類型への置き換え： 
ここでは、定義中の中に含まれている影響要因を明らかに越智（2012）が作成したが日
本人高齢者の死生観研究の９つの研究動向分類を参考に分類した（１．２ 文献研究の方
法 20 頁参照）。 
その結果、死生観の定義中における影響要因を分類していくと（a）介入の枠組み、（b）
進行過程、（c）研究対象、（d）個人特性の４つに区分された。ほとんど全ての定義が、（b）
進行過程（30種類（93.8％））を含んでいた。それ以外は、（d）個人特性（9種類（28.1％））、
（c）研究対象（5種類（15.6％））、（a）介入の枠組み（3種類（9.4％））の順に分類でき
た。（b）を除き、（d）（c）（a）は環境要因としてとらえられるものである。この結果、定
義では、死生観の概念だけを定義づけているのではなく、死生観は環境要因を含めながら
定義づけられていることが明らかとなった。以下定義内容を具体的に見ていく。 
 
最も多い（b）の「進行過程」の構成は、認知機能、行動機能、心理機能に加え、体験や
効果で構成されているものである。死生観の 3 機能を除くと影響要因として位置するのは
体験（6種類(18.8%)）、効果（4種類(12.5%)）である。 
これら影響要因と 3機能を関係性の中で捉えていくと、最も多い関係性が体験と認知機
能（4種類(12.5%)）で、次が、認知機能と効果（1種類(3.1%)）であった。 
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また、3者関係では、認知機能と行動機能と効果や、認知機能と効果と体験、また、認知
機能と効果と態度を取り扱った定義が 1つずつあった。 
 
（a）「介入の枠組み」とは、医療や看護、介護や心理、リハビリテーションやスピリチ
ュアル・ケアなど様々な領域からのケアに関するアプローチである。医療ケア（3種類
（9.4％））、その他心理ケア、看護ケアがそれぞれ 1種類(3.1%)ずつ使用されていた。 
 
（c）「研究対象」は、支援者や非支援者である。全体の 5種類(31.3%)の定義で用いられ
ていた。全てのものが非支援者を含め定義づけており、そこに支援者を含めてとらえてい
る定義もあった。 
 
（d）「個人特性」では、健康状態や居住地、宗教・文化的要素などを含むものである。
ここでは定義中に宗教・文化（6種類(18.8%)）か、健康状態 5種類(15.6)）が含まれてい
た。他には、生活状況（1種類(3.1%)）が抽出された。 
「個人特性」内の２者関係として健康状態と宗教・文化（3種類（9.4％））との組み合せ
で定義づけしているものがあり、それ以上はなかった。 
 
最後にこれらの関係性である。ほとんどの定義は影響要因を含む場合、単一で捉えてお
り、それは 19種類（59.4％）あった。最も多いものはやはり「進行過程」で捉えるもので
あった。しかし、２者関係で捉えるものもあり、「進行過程」と「個人特性」が 6種類(18.8%)
と最多で、次が、「進行過程」と「介入の枠組み」、「進行過程」と「研究対象」の組み合わ
せで、それぞれ 2種類（6.2％）ずつあった。「介入の枠組み」と「研究対象者」の組みあ
わせは１種である。 
最後が 3つの要因の組み合わせである。「進行過程」、「研究対象」、「個人特性」の 3つの
組み合わせを定義中に含めていたものが 2種類（6.2％）存在していた。4つ以上使用する
ものはない。 
以上の結果から定義の傾向を理解すると死生観の概念は「認知」「感情」「行動」の 3機
能で構成され、中でも死生観を「認知」機能で捉える研究者が多かった。また、時間的視
点で最も多い時点は「死」であったが、「死」を時間軸の中で単一的に捉えているだけでな
く、「死」を含め「死後」や「生」、また「ライフステージ」、「治療時期」を加え並列的、
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若しくは連続的に捉えているものも多い。また、死生観を概念だけでなく影響要因を含み
定義づけているものが少なくなく、死生概念と体験、効果との関係性を定義づけるもの、
宗教・文化、地域性、健康状態との関係性、支援関係や医療や看護ケアとの関係性を含め
定義づけているものが多いことが明らかになった。 
以下、更に論文内での検証内容との関係性を具体的に検討するため、死生観に活用され
ている質問項目を分析の対象とする。 
 
（ⅱ）質問項目 
質的研究の通常方法に従い、論文内の質問項目の示す内容に一定程度親近性が互いにあ
るグループを一つのカテゴリーにまとめ、これらのカテゴリーの多少によって研究分野の
質的な動向を探った。 
まず、論文内で活用された質問項目を抽出した結果、全部で 1,415種類あった。その後、
意味内容によってそれらをまとめた結果、71の小カテゴリーを得た。さらにこれらの小カ
テゴリーを意味内容ごとにまとめ 26の中カテゴリーを得た。最後にこれらの中カテゴリー
を同じようにまとめた結果８の大カテゴリー（概念）を得た。その後、大カテゴリー（概
念）ごとに具体的な意見内容を表す「文書化」と各項目間の関係性を表した「図式化」に
分けた。カテゴリー化については厳密性を確保するため、分析者 3名の合意が得られた項
目だけ採用している。以下に「文書化」、「図式化」の順に分析結果を示していく。 
本研究に置いての表記法； 
『 』:小カテゴリー 
【 】：中カテゴリー 
≪≫：大カテゴリー（コア概念）である。 
 
全体の 53.8％、半数強はⅠ≪進行過程(761)≫であり、直接的に死生に関することを尋ね
ている項目であることが理解できた。37.4％のⅡ≪個人特性（529）≫と併せると、全体の
質問項目の内、実に 9割以上はこれらで占めていた。続いて、Ⅲ≪介入の枠組み（50）≫
とⅥ≪専門職の能力とケア(13)≫では、専門職の支援法や能力、支援者への支援と専門性
について 4．6％と低い数値を測定項目として用いている。他、Ⅳ≪研究場所（30）≫、Ⅴ
≪研究時点(18≫、Ⅶ≪研究対象者（11）≫、Ⅷ≪研究方法(9≫に関しては、論文内での研
究特性について測定している項目であった。 
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表２．1４ キーワード分類「文書化」 
 
 
死生観研究の動向 
表 2.14は、論文内で活用された質問項目を抽出し、分類したものである。日本人の死生観は以
下の 8つのカテゴリー（概念）に分類した。 
Ⅰ≪進行過程≫ 
≪進行過程≫では、最も多いのは死を巡る意識・認識や希望などを測定している【認知
過程（412）】であり、全体の 2分の１を占めていた。及び、死を巡る体験や経験を測定し
ている【体験過程（222）】が全体の 4分の１であった。次に、死を巡る準備行動や実働と
(1)死に対する意識・認識 113 (1)社会状況 87 (1)地域 11
(2)死後に関する意識・認識 68 (2)心理的状態 47 (2)国 9
(3)肉体に関する意識・認識 56 (3)包括的状態 27 ２．居住地 (1)特定地 10 10
(4)宗教・文化に関する意識・認識 43 (4)スピリチュアル 3
(5)死に関する希望 34 (5)身体的状態 2 (1)死 10
(6)終末期に関する希望 16 (1)年齢 125 (2)死別 1
(7)人生や生に関する意識・認識 16 (2)年代・時代 7 ２．職業経過 (1)キャリア 7 7
(8)自己と他者に関する意識・認識 15 ３．性別 (1)性別 99 99
(9)告知に関する希望 15 (1)信仰の保持 46 (1)知識と価値 12
(10)終末期に関する意識・認識 8 (2)信仰の度合 7 (2)知識と技術 1
(11)肉体に関する希望 8 (1)家族構成 33
(12)死生に関する意識・認識 7 (2)凝集性 5 (1)医師 3
(13)告知に関する意識・認識 7 (3)家族体験 3 (2)その他 2
(14)死後に関する希望 2 (4)家族役割 1 (3)宗教家 1
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(1)適応・発達 26 (3)終末期ケア 1
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６．心理過程 （1）変化 6 6
２．包括的ケア
４．心理的ケア 2
Ⅲ．介入の枠組み（５０）
7
39１．教育
６．住環境
９．経済状況
Ⅱ．個人特性（５２９）Ⅰ．進行過程（７６1）
53
42
１．健康状態
２．年齢
４．宗教
５．家族構成
1415
14
4
１．居住地域
１．死と死後
１．能力
１．支援者
２．一般・被支援者
166
132
Ⅳ．研究場所（３０）
Ⅷ．研究方法（10）
Ⅶ．研究対象者（１１）
Ⅵ．専門職の能力とケア（１３）
Ⅴ．研究の時点（１８）
20
11
13
6
5
２．体験過程
１．認知過程 411
５．態度
44
25
３．行動過程
４．効果過程
222
53
51 
  
しての行動を測定している【行動過程（52）】が挙げられた。【行動過程】とほぼ同率であ
ったのが『適応』や『満足』を測定する【効果過程（44）】、認知・行動・心理状態が包括
的に含まれた【態度（25）】があった。『変化』を測定する【心理過程（６）】はほとんど用
いられていないことが明らかとなった。 
 
１．【認知過程】 
（１）構造関係 
表 2.15を参照すると、この【認知過程】は全体の半数を占めていた。具体的には、意識・
認識と希望の 2極面で構成されていたことが明らかとなった。また、死生に関する分類と
その他に区分すると、『死生に関する意識・認識』以外は、意識・認識と希望は同一項目が
質問として用いられていることが明らかとなった。 
表２．１５認知機能の意識・認識と希望の区分 
 
① 最多が『死に関する意識・認識』であった。ここでは、死についてのイメージ、意味、
考えなどといった抽象的に死について測定したものが最も多い。また、対象者を自分に限
定しているものや、大切な人、家族、他人について尋ねたもの、知識や学習の必要性、病
院や在宅などの特定場所、年代や、特定の死に方として、老衰、殺人、殉死、情死、親子
心中、自殺など、個々の死の考え、引き換え性、隠蔽性、解放性、相違性、寿命感、自然
の摂理、終焉、消滅、絶望、別れ、眠り、無、正当性などの項目を用いて測定していた。 
② 次に多い『死後に関する意識・認識』では、抽象的に死後の世界について検討するも
のが最も多く、次が、霊魂や祖先など死者について、更に、葬送儀礼など宗教について検
討していた。 
意識・認識 希望
対応 (1)死に関する意識・認識 (5)死に関する希望
(2)死後に関する意識・認識 (14)死後に関する希望
(3)肉体に関する意識・認識 (11)肉体に関する希望
(7)人生や生に関する意識・認識 (17)生に関する希望
(10)終末期に関する意識・認識 (6)終末ケアに関する希望
(13)告知に関する意識・認識 (9)告知に関する希望
(4)宗教・文化に関する意識・認識
(8)自己と他者に関する意識・認識
(12)死生に関する意識・認識
(15)包括的な意識・認識
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③『肉体に関する意識・認識』では、抽象的に死後の肉体についての取り扱いが最も多
い。特定の肉体観である臓器移植、脳死、延命治療、人工妊娠中絶や胎児、安楽死・尊厳
死、献体など尋ねたものも多く、対象者を限定して自分、家族、子どもの授受について明
らかにしようとしていた。 
④『宗教・文化に関する意識・認識』は、特定の宗教観についてが多く因果関係、続い
てライフレッスンやソールメイトなどがあった。また、死生に対する宗教の役割や重要性、
期待などついて、他に自分という対象者の限定を用いて理解しようとするものもあった。 
⑦『人生や生に関する意識・認識』では、抽象的に人生の意味や目的、命や生命につい
ての考えなどが多く、他に生や幸せの大切さや尊さについて検討していた。 
⑧『自己と他者に関する意識・認識』では、対象者を限定し自分や子ども、年齢や健康
状態、精神的、身体的、役わり的、社会的価値について測定していた。 
⑨『終末観に関する意識・認識』は、終末期のケアを測定するものが最も多く、対象者
を自分や高齢者に限定していた。他に、ケアの場所について測定していた。 
⑫『死生に関する意識・認識』では、抽象的な死生について、死生の距離について測定
していた。 
⑬『告知に関する意識・認識』は、インフォームド・コンセントの知識についてが最も
多く、続いて告知への関心、必要性について理解しようとする試みがあった。 
⑮『包括的な意識・認識』では、抽象的に価値観について、特定の地域である日本の未
来を予測していた。  
⑤希望の領域で、最も多いのは、『死に関する希望』であった。具体的な死因についての
使用頻度が高く、次が場所、対象者自分や親、支援者に限定したもの、時間、最後の行動
について検討していた。 
⑥『終末期ケアに関する希望』は、最多が包括的・医療的ケアについて、次が、自分や
家族、支援者に対象を限定したもの、そしてケア場所について測定していた。 
⑧『告知に関する希望』では、抽象的な告知の希望、対象者を限定した自分や家族、特
定の告知として余命や予後不慮疾患などについて理解しようとする試みがあった。 
⑪『肉体に関する希望』では、特定の状態である脳死、安楽死・尊厳死、移植、延命処
置の希望についてが最多、儀式については主に自分の場合について測定していた。 
⑭『死後に関する希望』は、自分に限定した葬式の希望についてを測定していた。 
53 
  
⑯『療養に関する希望』では、対象者を自分や家族と限定し、かつ療養場所について検
討していた。 
⑰『生に関する希望』では、将来の夢について検討していた。 
 
図 2.1は意識・認識と希望との関係性を表したものである。以下関係図式の説明をする。 
図２．１ 進行過程内の関係性 
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中央線を境にした縦軸は、下部が意識・認識のグループ、上部が希望のグループである。
そのため、両者は対極線上の理解となっている。対応関係にあるものについては同じ色が
用いられ説明している。一方、生死に纏わらない事柄も含まれているがそれは色区分を用
いていない。また、意識・認識と希望の更に上部と下部には影響要因とその関係性が同じ
色の矢印で示されており、因果関係説明している。希望の上部が希望に関係する要因、意
識・認識の下部がそれに関係する要因で黒太字は「進行過程」内で関係するものである。 
次に横軸である。時間的視点から区分し、左から、生、療養、終末、死、死後の 5つの
期間を用いて区分している。 
最後に、意識・認識とそれぞれの項目内に下位項目（赤字）が記されている。これは、
具体的な出来事に対する意識と抽象度を高めた事柄を測定したものとに分類できた。左か
ら抽象的、中央が若干具体的、右は具体的な項目内容と 3段階に区分している。その結果、
『死生に関する意識・認識』だけは希望との対応項目は抽出されなかったが、全ての意識・
認識と希望は対応関係であった。このため、死生に関する物事は意識や認識の有無や現状
を単に理解するだけでなく、将来に向けた希望との関係性を含めて検討できることが明ら
かとなった。また、『宗教・文化に関する意識・認識』だけは、死や死後の意識・認識に関
して影響を与えていた。 
 
（２）抽象度と具体度： 
 意識・認識のグループでは、もののイメージや考えについての抽象的な生や死の測定が
多い。中には移植、献体など具体的な出来事に対する生や死の意識もあった。希望は、意
識・認識よりも具体的で能動的な個人の選択にあたるため、意識・認識よりも右側、つま
り中央に位置するものが多くみられた。また、献体や脳死などは具体的な出来事として、
特定化された個人の希望や願望を測定した項目もあった。そのため、希望グループは、『将
来への希望』を除き、ほとんどが死生観を具体化し、意識・認識グループは、『告知に関す
る意識・認識』を除き、殆どが抽象化し理解しようとする試みが明らかとなった。 
 
（３）時間的視点： 
最も多く用いられていた期間は、終末期であった。次が療養期、死、死後、生の期間の
順である。また、多くは、これらの期間のいずれかが単一の時点に位置する項目もあった。
しかし、肉体や告知だけは時期の限定はされておらず、複数の期間に跨る項目であった。 
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（４）関連要因とその関係性： 
ここでは項目内での測定内容とその因果関係を分析したものである。その結果、【認知過
程】と影響関係にある項目として、【体験過程】と【行動過程】があった。意識・認識の各
カテゴリーについては、ほぼ【体験過程】と影響関係にあることが明らかとなった。死や
死別にかかわる事柄の体験が、死や生について意識・認識に関係づけられ、その逆として、
日々の生活の中での死生について意識・認識が【行動体験】と変化するものであった。更
に、呈された希望が『準備状態』や『実働』と変化し、その逆に、行動化された事柄が最
終的に希望へと変化することも見られていた。 
その他の要因として、死生に対する意識・認識と希望との関連項目数が多いものから【健
康状態】や【宗教】、【家族構成】や【年齢】などの≪個人特性≫、自分や家族といった【被
支援者】や【専門職支援者】などの≪研究対象者≫、『教育』やさまざまなケアなどの≪介
入の枠組み≫、『在宅』や『病院』、『国』などの≪研究場所≫、【死や死後】といった≪研
究の時点≫との関係を検討していた。また、『実験前後』といった≪研究方法≫との関連で
は、希望グループとの関係は検討されておらず、意識・認識との関係のみを検討していた。 
 
２．【体験過程】 
（１）構造関係 
表 2.14を参照すると【体験過程】は【認知過程】の次に多い。以下、図 2.2の関係性を
図式化したものと合わせて説明する（図式の解釈は 53頁参照）。ここでは、『死と死別経験
（96）』が全体の 4割弱あった。抽象的な死の考えへ体験である『死へのきっかけ・影響（43）』
を合わせると 6割強が死や死別期の体験や経験を測定していた。それに加え『終末期と療
養期経験（21）』、『ケア経験（15）』などを含むと全体の 7割強は、死を境にした経験につ
いて検討していた。その一方、死の行動体験として、『死の思慮体験（30）』、『死に対する
会話（24）』が全体の 3割弱であった。若干ながら『生や命の経験（１）』が、死生の生の
側面として挙げられたが、その数は少ない。 
①『死と死別経験』の内訳として、抽象的な死別経験や体験を測定について測定するも
のが最も多く、次に看取り体験、他にも死にまつわる経験や喪失経験などもあった。具体
的には、対象者を限定して親しい人やペット、家族、患者、身近な人、自分、同居家族に
ついてである。また、死者との接触頻度について、実習などの教育経験上においての経験、
他にも脳死・臓器移植、自殺経験、通夜・葬式などについても測定していた。 
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②『死へのきっかけ・影響』で最も多いのは、宗教からの影響であった。他にも、抽象
的に死の意識・認識への影響や、具体的な脳死や臓器移植の内、肉体の『死や死ぬ過程へ
の意識・認識』への影響が、死だけでなく、学科志望動機や入学動機などの将来の『生へ
の希望』や死の受容などの『準備行動』などへの影響も測定していた。 
③『死生の思慮経験』で最も多いのは、具体的に死を考える程度についてと希死念慮に
ついて検討したものである。また、程度だけでなく頻度、機会についても多く用いられ、
時期では死だけでなく生死、終末期ケア、人生についての思慮経験と、対象者では自身の
経験に限定し検討していた。 
④『死に対する会話』では、死の話し合いについて測ったものが最多であった。抽象的
に死についての話題体験、家庭や死別時などの特定の場所や時期について、脳死・臓器移
植や死ねと言った・言われた経験などの特定の話題内容について測っている。 
⑤『療養期・終末期経験』では、ほとんどのものは臨死経験について、一部、入院経験
を測定したものもあった。対象者を限定して自分、家族、身近な人も用いていた。 
⑥『ケア経験』では、ターミナル・ケアのケア経験についてが最も多い。期間を限定し
たものでは終末期ケアのホスピスや緩和ケア、延命処置経験について、また、看護、看病、
見舞いなど程度の異なるケア経験について、対象を家族、老人、親しい人に限定し明らか
にする試みがあった。 
⑦『生や命の経験』では、命の実感をしたときについてである。 
 
（２）抽象度と具体度： 
【体験過程】に位置する全ての体験が、抽象的な体験についての測定したものが多い。
しかし、具体的な体験や出来事、人や時期が特定されたものであった。 
 
（３）時間的視点： 
【体験過程】では、「生」「療養期」「終末期」「死」「死後」の全ての時間軸が用いられて
いた。特に『死へのきっかけ・影響』『死・死別経験』では、5つ全ての時間軸があり、そ
の影響関係を特定化しようとするものであった。『療養期・終末期経験』、『ケア経験』では、
2 つの時間軸として「療養期」と「終末期」があり、臨死、入院などの体験や、ターミナル・
ケアや見舞いまでさまざまなケアの経験について検討していた。 
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『生・命の経験』『死への思慮経験』『死の話題』では、時間視点が「死」か「生」かの
単一性となっている。思慮経験や話題経験は『死に関する認識・意識』や『死の行動』と
して明らかにするものであった。 
図２．２体験過程と他の要因との関係図 
 
（４）関連要因との関連性： 
『死へのきっかけ・影響体験』が最も多い。ここでは、≪個人特性≫の【宗教】や【健
康状態】、≪研究対象者≫、≪介入の枠組み≫の【教育】、【死と死後】の≪研究の時点≫、
それと【体験過程】内の『死・死別体験』と関係していた。『死へのきっかけ・影響体験』
が他の≪進行過程≫内の『終末期、死に関する認識・意識』『生に関する希望』『死の準備
行動』『死に対する態度』に影響を与えていくという一連の過程もあった。 
次に多いのが『死の話題』であった。ここでは、≪進行過程≫内の『死の行動』や『死・
死別体験』についての話題体験だけでなく、≪個人特性≫である【家族構成】や【健康状
態】、≪研究対象者≫や【死と死後】の≪研究の時点≫についての話題を測定していた。次
が『死の思慮経験』で、日常的な人生、終末期、死に関する意識や認識が、やがて思慮経
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験としての意識づけを測定していた。その他の要因として健康状態やケア、対象者の異な
りについての思慮経験があった。 
その他、『ケア経験』だけは、≪個人特性≫の『職業経過』についての項目が用いられて
いた。『療養・終末期の経験』『死と死別経験』については上記のいずれかの要因との関連
性を検討していた。 
 
３．【行動過程】 
（１）構造関係 
以下の表 2.14を参照し、図 2.3の関係性を図式化したものと合わせて説明する（図式の
解釈は 53頁参照）。ここでは、8割強が死を巡る実働（実行行為）としての『行動（41）』、
心構えとしての『準備行動（11）』、そして、最も少ないのが決定する力『決定（1）』で構
成されていた。 
①最も多い『行動』では、抽象的に宗教に関係する慣習行為についてが最多で、墓参り
や神社の参拝など具体的な宗教行為についてもあった。他にも死の準備といった抽象的な
実行行為についてや、具体的なドナーカードの所持や不治の病の備えなど終末期ケアや死
後肉体に対する行動について、対象者は自分に限定し測定していた。 
②『準備行動』では、死に対する心構えが尋ねられており、受容や立ち向かうといった
ポジティブな心構えか、回避などのネガティブな心構えについて、そして、対象者を限定
した自己受容や宗教や慣習に当たる迷信についての受容なども測定していた。 
③『決定』では、対象者が限定され、自分の決定力についてであった。 
 
（２）抽象度と具体度： 
『行動』では、抽象的に死や宗教行為について測定しているものと、具体的な宗教行為
と死への準備についてがあった。また、『準備行動』では、抽象度、具体度が曖昧な項目で
測定しており、それは、ポジティブ・ネガティブな心構えとして検討していた。一方で、
死について、更に抽象的な事項についてもあった。『決定』では、対象者の限定がされてお
りより具体的であった。 
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（３）時間的視点： 
『行動』は生、療養、終末、死、死後の全ての時間軸を跨ぎ、その準備状態について測
定しているものと、また、『準備行動』や『決定』として死後の時点を除き、全ての時点に
跨り測定しているものとがあった。 
 
（４）関連要因との関係性： 
『行動』では、≪進行過程≫内での関係性として、「生」「終末期」「死」「死後」に関す
る『行動』を希望しているものと、死の希望や死への態度、死の話題経験などが実際に実
行行為された事柄について測定したものとがある。それ以外の要因では、≪個人特性≫と
して【宗教】や【健康状態】と、≪研究場所≫や≪研究対象者≫、ケアといった≪介入の
枠組み≫や死と死別≪研究時点≫ごとの行動について検討していた。 
『準備行動』では、【死と死後】といった≪研究の時点≫や自己といった≪研究対象者≫、
≪個人特性≫の【宗教】についての関係性について、『決定』では、≪研究対象者≫である
自分の決定能力への影響について明らかにしようとしていた。 
図２．３行動過程と他の要因との関係図 
 
 
決定
行　　動
準備　行動
進
行
過
程
そ
の
他
行
動
過
程
宗教・健康状態
居住地
包括的ケア
生に関する希望 死に関する希望
死後に関する希望終末期に関する希望
研究対象
死の話題経験死への態度
死と死別
60 
  
４．【効果過程】 
（１）構造関係： 
以下表 2.14を参照し、図 2.4の関係性を図式化したものと合わせて説明する（図式の解
釈は 53頁参照）。具体的に自我同一性の発達類型について、協調性や対処能力などの適応
類型について、その対象者を自分に限定した『適応・発達（26）』が全体の半数強あった。
次が、抽象的に過去や現在、未来の人生や生活の評価についてや、具体的な看取りケアの
評価、評価対象を精神的や物質的に特定した『満足（16）』の程度が全体の 3分の 1、最後
が QOLの評価についての『QOL（2）』で構成されていた。 
 
（２）時間的視点と具体度・抽象度： 
『適応・発達』においては、思春期から死・死別の適応まで幅広い時間軸が用いられて
おり、より具体的な内容を測定していた。『満足』は、子育てである生の時点から看取り体
験に至る死の過程までが用いられ、抽象的な評価から具体的な評価対象まで測定していた。
『QOL』では、生についてと抽象的な生活の質について明らかにしようとする試みがあった。 
図２．４効果過程とその他の要因との関係図 
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（３）関連要因との関係性： 
『発達・適応』は、『生や生命の経験』や『死・死別経験』から適応や発達に至る過程と
≪個人特性≫がある。【健康状態】や【家族構成】からの影響、そして、≪研究対象者≫や
【死と死後】といった≪研究の時点≫からの影響関係についてであった。一方、『満足』は、
『死・死別経験』からの関連性について、『QOL』との関係は測定していなかった。 
 
５．【態度過程】 
（１）構造関係 
以下表 2.14を参照し、図 2.5の関係性を図式化したものと合わせて説明する（図式の解
釈は 53頁参照）。全体のほとんどが『態度（24）』で、最も多いものは抽象的に死に対する
態度である。それ以外は、大量殺りく、安楽死や殺人、脳死、中絶など具体的な死に方に
ついて、宗教や政治に対する態度も測定していた。『姿勢（1）』では、対象者を自分に限定
し、その生き方への姿勢について測定していた。 
図２．５ 態度過程とその他の要因との関係図 
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関する単一の時点しか測定しておらず、対象者は具体的に限定しているが、項目を抽象的
し生き方について検討していた。 
 
（３）関連要因との関係性： 
『態度』では、『死・死後に関する意識・認識』や『死・死別経験』『死の行動』から『死
の態度』へ与える影響についてで、他に、《個人特性》の【宗教】や【健康状態】、【年代】
などからの影響や、【死と死後】の態度もあった。 
『姿勢』では、限定した《研究対象》からの影響について測定していた。 
 
６．【心理過程】 
（１）構造関係 
以下表 2.14を参照し、図 2.6の関係性を図式化したものと合わせて説明する（図式の解
釈は 53頁参照）。 
最も少ない過程となった。特定の両価的な感情の『変化（6）』についてである。 
 
図２．６心理過程とその他との関係図 
 
『変化』では時間軸の視点がなく、具体的な両価的感情についてで、この心理過程の『変
化』では、≪個人特性≫の【健康状態】の内、死に対する『心理的状態』や『スピリチュ
アル』から直接影響を受けていることが明らかとなった。 
 
Ⅱ≪個人特性≫: 
やはり【健康状態（166）】についてが最多で全体の 3割弱あった。次が、基本属性に当
たる『年』や『年代』の【年齢（132）】と【性別（99）】であった。また、『信仰の保持』、
『度合』として【宗教（53）】や【性格傾向（10）】などの個人の特性に関するものが全体
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の 1割強あった。同様に『家族構成』、『凝集性』、『家族体験』、『家族役割』である【家族
構成（42）】と『居住家族』と施設の設備も含めた『住環境』として【住環境（14）】、【生
活状況（9）】、【経済状況（4）】など自分の取り巻く状況が 1割あった。 
 
【健康状態】は、WHO（世界保健機構）の健康の定義に基づき分類できた。全体の半数弱
が職場や学校などの社会的な所属、同胞、相談できる人などの人間関係や、生きがいや趣
味などの個人の所属に対する社会である『社会状態（87）』であった。次の『心理的状態（47）』
では、「死に対するネガティブな感情」が含まれている他、抽象的な精神的健康、親や自分
についての感情を測定していた。そして、少数ではあるが『スピリチュアル（3）』も検討
していた。これらは、健康状態の内、死に対するネガティブな『心理的状態』として、ま
たは不安定な実存としての『スピリチュアル』として、≪進行過程≫の【心理過程】に直
接影響を与えるものであった。 
現在や過去の健康状態、ストレスを受ける要因、負担感など上記の健康カテゴリーが特
定できない『包括的状態（27）』も 1割存在していた。一方、世代を特定しない死生観研究
では、『身体的状態（2）』についてほとんど用いられていないとの結果も得ている。 
以上を踏まえ、心身の【健康状態】は、≪進行過程≫の内、終末期や療養期の部分に影
響を与えているものであることが明らかとなった。 
 
Ⅲ≪介入の枠組み≫： 
世代を特定しない死生観研究の介入的な支援では、やはり『デス・エディケーション』、
『疾病教育』について測定した【教育（39）】が大部分を占め最も多かった。他にも専門領
域を特定しない『家族・遺族ケア』や『終末期ケア』、痛みのケアなどの『その他』の【包
括的ケア（7）】、専門領域に特化した【医療ケア（2）】、【心理的ケア（2）】についても測定
していた。また、『療養場』として病床や在宅診療所の実施の有無などの【ケア環境（2）】
もあり、多様な領域からその支援のあり方について明らかにしようとするものであった。 
 
Ⅳ≪研究場所≫： 
【居住地域（20）】として『地域』、『国』が最多で、次が、教育場、住宅、病院、職場な
どの『特定地』である【居住地（10）】であった。【居住地域】【居住地】の両者は、【認知
過程】の終末期のケア場所や死に場所についての考えや行動について検討していた。 
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Ⅴ≪研究時点≫： 
『死』と『死別』である【死と死後（11）】の測定頻度が高く、他、『キャリア』として
の【職業経過（7）】もあった。死生に対する変容を時間的視点から明らかにしようとする
ものである。 
 
Ⅵ≪専門職の能力とケア≫： 
ここでは【能力（13）】のみで構成されており、最も多い『知識と価値』は、共感性、希
望の尊重、人間関係志向について、次の『知識と技術』では、チームワークや連携につい
て測定していた。 
 
Ⅶ≪研究対象者（支援者）≫： 
ここでは、【支援者（6）】としての『医師』、『その他』の家族会や、『宗教家』と、【一般・
被支援者（5）】としての『一般』、『高齢者』があり、それぞれ対象を限定しその特性を明
らかにしようとするものである。 
 
Ⅷ≪研究方法≫: 
【併用研究（9）】のみで構成され、『調査方法』として、全てが介入前後の変化について
検討していた。 
 
以上の結果から、図２．７は、全体の関係性について再図式化したものである。 
最も外に位置する太い囲み線が≪進行過程≫についてである。≪進行過程≫内での関係
性として、まず、中央に位置する囲み線が【認知過程】と、上下にあるのは【行動過程】、
【体験過程】であり、互いに双方向の影響関係にあることが分かった。この３者は、それ
ぞれ【態度過程】に影響を与えていた。また、【体験過程】のみ【効果過程】に影響を与え
ていた。一方、【心理過程】は、《進行過程》のいずれも直接的に影響を与えるとは捉えら
れていなかった。 
他の要因との関係性として、まず、≪進行過程≫の全てに影響をあたえているのが、【健
康状態】であった。次に【心理過程】を除く、認知、行動、体験、態度、効果過程に影響
を与えているのが≪研究対象者≫と【死と死後】の≪研究の時点≫であった。次に【効果
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過程】を除く、認知、行動、体験、態度過程に影響を与えるのが【宗教】で、認知、行動、
体験の 3者のみに影響を与えるのが【包括的ケア】であった。また、【家族構成】は、【認
知過程】と【体験過程】の両者に影響を与えていた。他に【認知過程】に影響を与えてい
るのは【年代】と【場所】、≪研究方法≫であった。一方【体験過程】に影響を与えている
のは、【職業経過年数】、【住環境】、【教育】であった。そして、≪研究場所≫は【行動過程】
に、年代は【態度過程】に与えていた。 
図２．７死生観研究内の関係性の総合図 
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次に、死生観の認知、行動、心理としたとき死生について直接的に尋ねていたものは、
≪進行過程≫の【認知過程】、【行動過程】、≪個人特性≫の【健康状態】の『心理的状態』
であった。 
そして、≪進行過程≫の【体験過程】、【効果過程】、【心理過程】、その他の【支援者】、【非
支援者】としての≪研究対象者≫や【宗教】や【健康状態】、【家族構成】、【年代】などの
≪個人特性≫、≪介入の枠組み≫である【教育】や【ケア】、≪研究時点≫の【死】と【死
後】は間接的に死生観を浮き彫りにしようとするものであった。 
 
（ⅲ）死生観尺度分析 
（ⅲ）－（a）死生観尺度の系譜分析 
論文内で使用されていた死生観等の尺度を抽出し、有効数 62 編を対象にした。表 2.16
と表 2.17 の各尺度を利用頻度ごとに比較検討したものを参照にする。 
表２．１６死生観の尺度 
 
この死生観の計量的研究は 1968 年より始まり、これは質問項目型の研究であった。尺度
型の研究は、質問項目型研究から遅れること 6年、1974 年に大阪大学に所属する宮岡が日
本人大学生の死生観の構造を明らかにしようとする試みからである３８。その後、計量的研
究の増加に伴い、1990 年代、2000 年前半と顕著な伸びを見せピークを迎えたが、2006 年か
らは急激に減少していた。先行研究中に使用された死生観尺度の最も古いものは外国版で、
Templer が 1970 年にアメリカの大学生を対象に開発した「Death Anxiety Scales（DAS）」
項目 内容 度数（％）
外国 18（29.0）
日本 27（43.5）
外国と日本 17（27.4）
尺度測定 多時点 51（82.3）
時間的視点 一時点 11（17.7）
多次元 51（82.4）
一次元 11（17.8）
1人称 25（４０.３）
2人称 33（５３.２）
3人称 4（６.５）
人称
系
譜
空間的視点
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であった３９。続いて、日本版で、宮岡が日本人の大学生を対象に開発した、＜生＞と＜死
＞の尺度（SD法）と死生観尺度となっていた４０。 
最も、多く用いられている尺度は、平井らが 2000年に雑誌掲載した「臨老式死生観尺度」
で 19回使用されている４１。次が、丹下が 1993年に雑誌掲載した「死に対する態度尺度」
で 10回４２、次が河合ら 1996年に掲載した「死に対する態度：DAP」と金児が 1995年に掲
載した「宗教観尺度」が 7回ずつ使用され４３）４４、岡本・石井・牧らが 2005 年に掲載した
「死観尺度」と池口が 1997年に掲載した「死生に関する項目」が 5 回ずつ４５）４６、河合が
1996年に掲載した「死の不安尺度」が 4回使用され４７、これらが上位 7つを占めていた。
残りは 3回使用が 8種類、2回使用が 3種類、1回使用が 43種類であった。 
「使用者/開発者」の項目欄を概観すると、70 年代から使用されていた尺度もあるが、多
くの尺度（35種類（56.5％））が 2000年以降に開発されていた。90年代は 17種類（27.4％）
で、この内の 14種類が 90年代後期となるため、多くの尺度が 90年代後半から 2010年ま
での 15年間で開発されていた。その中でも使用頻度の高い尺度群は 1995年～2000年の僅
か 6年間に開発されたものがほとんどを占めていた。 
尺度の呼称と時間的・空間的視点を比較検討した結果、死生観尺度は、池口の「死生観
に関する項目/宗教的要因尺度」を除き、死生観尺度内において、約 8割強の尺度が生から
死、死後と多時間軸を用いており、連続性、循環性、並列性といった多次元で死生観をと
らえていた。一方、「死観」や「死に対する態度」、「死に対する意識」「死のイメージ」「死
の不安」「死の恐怖」など死に焦点化した呼称の 27尺度で、この内 18尺度は時間軸を死や
死後に限定し測定していた。一方、死や死後だけでなく 9尺度が生を含めて多時間軸で測
定していた。 
次に、「死に対する態度」と「死に対する意識」「死観」は、主として死を見据えた生と
して、「人生の集大成」「生の証」「生の証明」「人生の試練」「生を全うさせる意志」「延命」
「人生に対して死が持つ意味」と生に焦点化していた。これらは、尺度のオリジナルまで
辿ると 2種類となった。Spilkaが 1977年に開発した「Death Perspect」と４８、それをオ
リジナルとして含めた金児らの「死観尺度」と４９、金児の尺度をオリジナルとして含め開
発された尺度が 1つである。次が、丹下の開発した「死に対する態度尺度」と５０、それを
オリジナルに含め開発された尺度の 1つであった。 
 
  
NO 尺度名
開発者・年
度 系譜 使用頻度
測定尺
度（時間
的視点）
測定尺
度（空間
的視点）
信頼性・
妥当性 人称
使用用途
（因子探
索） 使用用途(関係探索）
1 臨老式死生観尺度 平井ら2000
外国と
日本
19 多時点 多次元的 信頼・妥当 自分と他人 死後の世界観
死への恐怖・
不安
解放としての
死
死からの回避 人生における
目的意識
死への関心 寿命観
尺度開発
年代、属性、国、職業、職業的同一
性、所属、職業経験、臓器移植、終
末期ケア・医療・看護、死の不安、
アイデンティティ、ストレッサー、
コーピング、死の教育,ケア教育、
2 死に対する態度尺度
丹下1993、
1995/1999
日本 10 多時点 多次元的 信頼・妥当 自分と他人
死に対する恐
怖
生を全うさせる
意思
死が持つ意味 死の軽視
死後の生活の
存在への信念
身体と精神の
死
尺度開発
年齢、所属、心的発達、宗教性、人
格的発達、自己受容、共感性、職業
同一性、死別体験、死のイメージ、
死の経験、死の思索、教育、
3
死に対する態度：DAP
（Death Attitude Profile)
翻訳：河合ら
1996
外国 7 多時点 多次元的 信頼・妥当 自分 死の恐怖 中立的受容 積極的受容 回避的受容 尺度開発 性別、年代、所属、年齢、職業、ア
ドバンス・ディレクティブ、臓器移
4 宗教観尺度
金児1994。
1997
日本 7 多時点 多次元的 信頼・妥当 自分と他人 向宗教性 加護観念 霊魂観念 尺度開発 年代、職業、死の不安、死生観、死に対
する態度、アドバンス・ディレクティブ、
5 死生観尺度
岡本、石井
2005、牧ら
外国と
日本
5 多時点 多次元的 信頼・妥当 自分と他人 死の準備教育 死の不安 身体と精神の
死
遺体への思い 人生の終焉 死後の世界 尺度開発 所属、職業経験、職業、教育、
6
死生観に関する項目/
宗教的要因尺度
池口1999、
1997a、1997b
日本 5 多時点 1次元的 信頼・妥当 自分と他人 アニミズム 祖霊信仰 仏教的思考 遺骨信仰と信
心深さの融合
儒教的思考 科学万物主義 年代、脳死・臓器移植、死生観
7 死の不安尺度
翻訳：河合
1996
外国 4 多時点 1次元的 信頼・妥当 自分 死の不安 尺度開発 年代、死の不安、宗教観
8 死の不安尺度 Templer1970 外国 3 多時点 1次元的 信頼・妥当 自分 死の不安 年代、職業、確立推定課題、
9
死への態度尺度（短縮
版）
翻訳：中村ら
2004、2006
外国 3 多時点 多次元的 信頼・妥当 自分 接近受容 死からの回避 死は解放 死への恐怖不
安
死の自然受容 国
10
医療や健康に関する項
目
池口1999、
1997a、1997b
日本 3 1時点 1次元的 信頼・妥当 自分
医療との関わ
り合い
医療不信の因
子
近親者の死・
病気による影
響の因子
臓器移植
11 臓器移植に関する項目
池口1999、
1997a、1997b
日本 3 1時点 1次元的 信頼・妥当 自分と愛する人 臓器移植
12
魂の自律観・神の決定
観尺度
中村2004、
2006a、2006b
日本 3 1時点 1次元的 信頼・妥当 自分と他人 神の決定観 魂の自律 還元消滅 尺度開発 国、
13 民間信念尺度
中村2004、
2006a、2006b
日本 3 多時点 多次元的 信頼・妥当 自分と他人 お盆 霊魂 祖先対話 祖先への働き
かけ
輪廻 因果尺度 神への働きか
け
尺度開発 国
14 シャーマニズム尺度
中村2004、
2006a、2006b
日本 3 多時点 1次元的 信頼・妥当 自分と他人 変容シャーマ
ニズ
委任シャーマ
ニズ
空想シャーマ
ニズ
尺度開発 国、
15 終末論尺度
中村2004、
2006a、2006b
日本 3 1時点 多次元的 信頼・妥当 自分と他人 終末論 尺度開発 国、
16
Death　Attitude Profile
Revised（DAP-R日本語
版）
翻訳：隈部
2003、2006
外国 2 多時点 多次元的 信頼・妥当 自分 接近型受容 死の恐怖 死の回避 逃避型受容 尺度開発 性別、年齢、健康、生きがい、信仰
17 死に対する態度尺度
小池2002、
2001
外国と
日本
2 多時点 多次元的 信頼。妥当 自分と他人 死の受容 死後の世界の
存在
死の思索 死の恐怖 年齢、性別、主観的幸福感、
18
死に対する恐怖尺度
（日本語版）
翻訳：波多野
ら1981
外国と
日本
2 多時点 多次元的 信頼・妥当 自分と愛する人 自己の死 他者の死 自己の瀕死 他者の瀕死 属性、臓器移植、職業体験
19 Life Attidude　Profile
改定版：板津、
中村：1989a
外国 1 多時点 多次元的 妥当 自分 人生の目的 死の受容 実存的空虚で
ないこと
人生の統御 将来での意味
の充足
自己努力の重
要視
不安でないこ
と
意味への意思 生きがい 尺度開発
20 Life Attidude　Profile
改定版：板津、
中村1989a
外国 1 多時点 多次元的 妥当 自分 人生の意味と
目的の獲得
生きがい感 死に対する態
度
実存的空虚で
ないこと
人生の意味と
目的の探求
人生の統御 将来への期待 尺度開発
21 死生観尺度 小松2002 日本 1 多時点 多次元的 妥当 自分と他人
死の悲しさと
不安恐怖
不死観・死後
の世界
生物としての
人間死は終わ
り
関係存在とし
ての人間
人智を超えた
生命
自然・宇宙の
中にある生死
所属
22 自己の死観尺度 金児2003
外国と
日本
1 多時点 多次元的 信頼・妥当 自分 恐怖と苦痛 浄福な来世 消滅 人生の集大成 逃避 未知 生の証 ニヒリズム 尺度開発 宗教観
23 他者の死観尺度 金児2003
外国と
日本
1 多時点 多次元的 信頼・妥当 愛する人 恐怖 浄福な来世 消滅 人生の集大成 苦痛 逃避 未知 ニヒリズム 生の証 尺度開発 宗教観
24 死観尺度
翻訳：金児
1994
外国 1 多時点 多次元的 信頼・妥当 自分と他人 浄福な来世 遺族への配慮 未知 苦痛と孤独 挫折 不可測 人生の試練 虚無 年代、宗教観
25 死観尺度
翻訳：金児
1994
外国 1 多時点 多次元的 信頼・妥当 自分と他人 浄福な来世 苦しみと孤独 挫折と別離 人生の試練 未知 虚無 年代、自我の発達
26 死の不安尺度（ＤＡＳ） 岡村1983 外国 1 多時点 1次元的 信頼・妥当 自分 身体性の不安 思考性の不安
時間性の不安 非対抗性の不
安
年代
27 死のイメージ尺度 原田２００５
外国と
日本
1 1時点 多次元的 妥当 自分
死に対する積
極的な肯定の
イメージ
死に対する自
然で静穏なイ
メージ
死に対するや
わらかいイメー
ジ
死に対する安
定したイメージ
所属、性格、死のイメージ、死の経
験
28
死に対する態度尺度
原田２００５ 日本 1 多時点 多次元的 妥当 自分と他人
終末期看護へ
の興味・援助
意志
霊魂・神の存
在の受容
死についての
話題に対する
積極性
所属、性格、死のイメージ、死の経
験
29
死に対する態度尺度（Ｓ
Ｄ法）
岡村1983 外国と
日本
1 1時点 多次元的 信頼・妥当 自分 死への論理的
評価
死の巨大性 死への感性的
評価
死の力動性 年代
30 死のイメージ尺度 與古田1999
外国と
日本
1 1時点 多次元的 妥当 自分
１因子（怖い苦
しい暗い）
２因子（悲しい
つらい）
３因子（美しい
安らか）
４因子（敗北さ
びしい）
年代、自殺観
31 死のイメージ尺度 初鹿1992 日本 1 1時点 多次元的 信頼・妥当 自分
死に対する暗
さのイメージ
死に対する怖
さのイメージ
所属、年齢
32
＜生＞と＜死＞の尺度
（SD法）
宮岡1974 日本 1 1時点 多次元的 妥当 自分 生と死の評価 生と死の清
純・静止性
生と死の普
通・単純性
生と死の活動
性
生と死の力量 生と死の理解
度
年代、
33
生のイメージLIM、死の
イメージDIM尺度
中村2001 日本 1 1時点 多次元的 信頼・妥当 自分 生の一般評価
イメージ
死の一般評価
イメージ
心理的幸福感
34 死生観尺度 中村2003 日本 1 多時点 多次元的 信頼・妥当 自分と他人 死後存続概念
宗教性の否定
31
生の執着 心理的幸福感
35 死に対する態度尺度 長友2006 日本 1 多時点 多次元的 信頼・妥当 自分と他人 死への恐怖
魂の永続性へ
の信念
生を全うさせよ
うとする意志
身体と精神の
死
人生に対して
死が持つ意味
職業、教育
36 死への態度尺度 川島2006 外国 1 多時点 多次元的 信頼・妥当 自分 接近的受容 死への不安
死に逝く過程
の痛みへの恐
逃避的受容 年代、職業、宗教性
37
死に関する意識尺度
（改定）
改定版：田中
2002
外国 1 多時点 多次元的 妥当 自分と愛する人 死の不安・恐
怖
死を考える 気がかり 大切な人の死 死後の世界 年代、終末期医療
38
死に対する意識測定尺
度
青木2000 外国と
日本
1 多時点 多次元的 信頼・妥当 自分と他人 死の恐怖 死への傍観 生の証明 至福な来世 死の不可知性 延命 年代、
39 死生観、生命倫理尺度 十時1999 日本 1 多時点 多次元的 妥当
自分と愛する人
と他人
生の絶対性 精神不滅性 死に対する恐
怖
生命への人工
的介入
他人の生の尊
厳
無常性 所属、ターミナル・ケアの行動や意識
40 死観の尺度
改定版：河野
1998
外国 1 多時点 多次元的 妥当 自分と他人 苦難と挫折 浄福な来世 挫折 未知 人生の集大成
虚無（ニヒリズ
ム）
所属、宗教観、死の不安
41 死生観尺度 伊藤2008
外国と
日本
1 多時点 多次元的 信頼・妥当 自分と愛する人
と他人
死後の世界 解放としての
死
死への不安 死への関心 死の確実性 存在の連関性 年代
42
死別経験による人格的
発達尺度
改定版：前原
2008
外国と
日本
1 多時点 多次元的 信頼・妥当 自分と愛する人
と他人
自己感覚の拡
大
生と死の意味 死への恐怖の
克服
年代、共感性、死の経験、
43 死生観尺度 山下2006 日本 1 多時点 多次元的 信頼・妥当 自分と他人
人間関係の大
切さの肯定
死の拒否 自殺の否定
死に対する非
現実感
迷惑をかけな
い生き方・死に
方の選択
大義・名分の
ある死の肯定
死に対する否
定的認知
自殺に対する
否定的認知
自殺をしない
決意
年代、孤独感、
44
看護師における「患者
の死」の捉え方尺度
櫁柑2008
外国と
日本
1 多時点 多次元的 信頼・妥当 自分と他人
否定的な概念
に基づく死の
捉え方
受容的な概念
に基づく死の
捉え方
思考回避的死
の捉え方
尺度開発 職業
45
本人の死生観を問う設
問
杉山1986 日本 1 多時点 多次元的 妥当 自分
生命の質と死
の受容
人生と死につ
いての充足
感ー不満感
疾病予後につ
いての不安 年代、生き方の質、
46
遺族から死生観を問う
設問
杉山1986 日本 1 多時点 多次元的 妥当 愛する人 対人関係協調 死の迎え方 信仰と死の受
容
年代、生き方の質
47 死生観尺度 宮岡1974 日本 1 多時点 多次元的 妥当 自分と他人 霊魂不滅 死凝視
修身的理想主
義
自己の意志に
よる死の肯
定ー否定
死に対する関
心度
死肯定
立身出世ー趣
味にあったくら
し
死に対する恐
怖度
年代、
48 死生観尺度 加藤2009
外国と
日本
1 多時点 多次元的 信頼・妥当 自分と他人
生からの逃避
志向
死後の世界観
望む死の捉え
方と家族との
絆
望まない死の
捉え方への期
待
死への不安
肯定的な死を
見出すことへ
の困難感
所属、教育、
49 死生観に関する質問 長田2002 日本 1 多時点 多次元的 信頼・妥当 自分と他人 恐怖 受容 死別体験、
50 死生観尺度 水谷1997
外国と
日本
1 多時点 多次元的 妥当 自分と愛する人
と他人
「死生観」 「自己不安」 「回避反応」 「告知反応」 重要他者への
感情コーピン
「学習反応」 所属、コーピング行動
51 宗教意識尺度 中村2001 日本 1 多時点 1次元的 妥当 自分と他人 輪廻観 信仰心 終末論２ 複数志向 国、宗教、生き死
52
ターミナルケアにおける
行動尺度
十時１９９９ 日本 1 多時点 1次元的 妥当 自分と他人 患者尊重的行
為
理性的行為 職業、ターミナル・ケアの行動・意識
53
ターミナルケアにおける
意識尺度
十時１９９９ 日本 1 多時点 1次元的 妥当 自分と他人
ターミナルケア
における心的
負担
死に対する感
覚の鈍化
職業、ターミナル・ケアの行動・意識
54
日本語版ターミナルケ
ア態度尺度（FATCOD-
B-J)
翻訳：中井ら
2006
外国 1 多時点 多次元的 信頼・妥当 自分と他人
死にゆく患者
へのケアの前
向きさ
患者・家族を
中心とするケ
アの認識
死の考え方 職業、ターミナル・ケアの行動・意識
55
ＰＩＬ（The Purpose In
Life Test ） パートＡ
改定版：斉藤
2001
外国 1 多時点 多次元的 妥当 自分 日常生活の手
応え
存在意義 目的意識 死の恐怖 責任制 所属、年齢、人生の意味
56
ＰＩＬ（The Purpose In
Life Test ） パートＡ
改定版：斉藤
2001
外国 1 多時点 多次元的 妥当 自分 日常生活の手
応え
存在意義 目的意識 自己信頼 死 責任制 年齢、所属、人生の意味
57
ＰＩＬ（The Purpose In
Life Test ） パートＡ
改定版：斉藤
2001
外国 1 多時点 多次元的 妥当 自分 日常生活の手
応え
自律性 目的意識 選択性 死生観 所属、年齢、人生の意味
58
死に対するイメージ尺
度
佐藤ら2001 外国と
日本
1 1時点 多次元的 妥当 自分 親子の死、イメージ
59
死に対するイメージ尺
度
佐藤ら2001 外国と
日本
1 1時点 多次元的 妥当 自分 親子、対話、イメージ
60 死観尺度
改定版：富永
2006
外国 1 多時点 多次元的 信頼・妥当 自分と他人 幸福な来世 マイナスイメー
ジ
人生の集大成 人生のやり残
し観
無常感 死に対する不
安
母親の臓器移植の捉え方、子どもに対す
る価値観
61 死生観尺度
改定版：臼杵
ら2006
外国と
日本
1 多時点 多次元的 信頼・妥当 自分と他人
死への恐怖・
不安と死から
の回避
死後の世界観
開放としての
死
人生における
目的意識
寿命感 死への関心 所属、職業経験、
62 死に対する態度尺度 丹下1998 日本 1 多時点 多次元的 信頼・妥当 自分と他人
死に対する恐
怖
生を全うさせる
意思
死が持つ意味 死の軽視
死後の生活の
存在への信念
身体と精神の
死
死に関する施
策の指標③
所属、身体部位提供、
死観尺度（金児1994）
臨老式（平井ら2000）+
死についての文章項目
にて
死に対する態度尺度
（丹下1995）＋死に関す
下位尺度
PIL（翻訳：佐藤ら
1991）、
PIL（翻訳：佐藤ら
1991）、
SD法（長嶋ら1967）+生
と死のモノグラフ（ベネッ
SD法（長嶋ら1967）+生
と死のモノグラフ（ベネッ
独自
独自
FATCOD　From　B（改
定版：Frommelt2003）
PIL（翻訳：佐藤ら
1991）、
DAP（Ｇｅｓｓｅ＆Woｎ
g1987－８８)＋死後の世
界観（横山2008）＋理想
面接法：独自
Colletar & lester　Scale
（翻訳：波多野ら1981）+
独自
独自
独自
独自
（武田ら1991、林ら
1989）
死に対する態度（丹下
2000）
DAP-R（Wong et
al1994）+RDAS（Thorson
Death Concern Scale
（.Dickstein1972）+死生
死生観（杉山1986,金児
1995）+DAP（河合ら
生と死に関する意識構
造（八木ら1989）
死生観尺度
（Spilka1977）
死のイメージ（菊池、小
代1987の一部使用）
SD法（sagara1961、
Neuringer1979)
死という言葉から受ける
感じ（木の下ら1992）+死
のイメージ（菊池ら
独自
死の概念（渡邊1998）+
臨老式死生観尺度（平
死別経験による人格的
発達尺度（渡邉、岡本
死生観（木村1995）＋独
自
DAP-R（Wong1994）
+DAP（河合ら1996）+
臨老式（平井ら2000）
独自
臓器提供を拒否し脳死を死と
認めない因子
学生：第一因子（冷たいー暖かい、孤独なー社
交的な、閉鎖的なー開放的な、臆病なー勇敢
独自
死観（渡邊、金児1996）
独自
Death　Perspect
（Spilka1977）Death　Perspect
（Spilka1977）
DAS（翻訳：大山1978、
橋口1963）
死のイメージ（菊池、小
代1986の一部使用）
LAP
（Recker&Peacock1980)
独自
死観（渡邊、金児1995）
DAP-R（Wong et al
1994）
DAS（Templer1970）
+DCS（Dickstein1987）+
ColletT-Lester Fear of
Death Scale（Colletら
LAP
（Recker&Peacock1980)
第2因子（苦しいー安らかな、不安なー安心な、
弱いー強い、悲しいー嬉しい）
母親：第一因子【閉鎖的なー開放的な、冷た
いー暖かい、醜いー美しい、孤独なー社交的
第2因子（弱いー強い、悲し
いー嬉しい）
独自
DAS（Ｔｅｍｐｌｅ1970）
+DAP
参照：文献多数
独自
DAP－R（Wong(1997)
（読売新聞1994）
独自
独自
独自
参照尺度
DAP-R（Wong1994・
1997）+死についての文
章項目（独自）
死について文章完成法
（独自）
DAP（Ｇｅｓｓｅ＆Woｎ
g1987－８８)
DAS（Templer1970）
（読売新聞1994）
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次に人称であるが、半数強が 2人称の死である「自分と他者」か「自分と愛する人」を
尋ねており、3人称の死を含むと全体の 6割が、自己以外の者も含め測定していることが明
らかとなった。また、尺度のオリジナルを比較検討すると、自己、もしくは愛する者の死
として 1人称の死について扱う尺度は 2極化していた。1つが外国の翻訳尺度か翻訳をオリ
ジナルに含み開発された尺度である。他方が、1980年代以前に日本人を対象に開発された
尺度である。しかし、その 1人称や 2人称の死についても 1990年以降開発された日本版の
尺度においては、ほぼ人称が混合されていることが明らかとなった。 
死生観尺度の系譜であるが、本研究の６割弱の論文が、外国の翻訳版、もしくは外国と
日本語版の複合型の尺度を使用していた。一方、日本人を対象にした独自の死生観尺度は
27 編（43.5％）あった。 
上記の尺度の名称をカテゴリーし、最も多いい順に並べたものが表 2.18である。全 62
種類のうち、最も多いものは「死生観尺度」16 種類（25.8％）で、次が「死への態度尺度」
10 種類（16.1％）、「死へのイメージ尺度」7種類（11.3％）、「死観尺度」5種類（12.4％）、
「PIL尺度」3種類（4.8％）、他２尺度が 3種、1尺度が 13種類あった。 
表２．1８ 死生観研究の尺度の名称 
 
図 2.8、図 2.9、図 2.10は、先行研究で用いられていた（表 2.17参照）全ての尺度をオ
リジナルまで辿っていった系譜である。列は左から右へ 1960年代から現在までの時間軸を
表したものである。紫が先行研究で用いられていた尺度である。黄色がその尺度の基礎と
尺度名 使用頻度 尺度名 使用頻度
死生観尺度 16 看護師における「患者の死」の捉え方尺度 1
死への態度尺度（死に対する態度）Death
Attitude Profile Revised（DAP-R日本語
版）
10 死別経験による人格的発達尺度 1
死のイメージ尺度 7 臓器移植に関する項目 1
死に対する恐怖・不安尺度（日本語版） 6 ターミナルケアにおける行動尺度 1
死観の尺度 5 ターミナルケアにおける意識尺度 1
ＰＩＬ（The Purpose In Life Test ） パートＡ 3
日本語版ターミナルケア態度尺度
（FATCOD-B-J)
1
宗教尺度 2 魂の自律観・神の決定観尺度 1
Life Attidude　Profile 2 終末論尺度 1
死に関する意識尺度（改定） 2 シャーマニズム尺度 1
＜生＞と＜死＞の尺度（SD法） 1 医療や健康に関する項目 1
死生観、生命倫理尺度 1 民間信念尺度 1
合計 62
死
生
研
究
の
尺
度
の
名
称
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なった尺度で、白はその基礎となった尺度の更に基礎となった尺度である。赤の細い点線
が弱い影響を受けているもの、細い線がやや強い影響、太線が最も強い影響を受けている
ものである。黒の太い線は同一の尺度の検証になっている。  
図 2.8の外国版の翻訳をした尺度を概観すると、尺度の起源は、最も古いもので①人生
の意味・目的の基礎となる Frankl(1946)の系譜で５１、これは Crumbaugh（1964）の「Purpose 
in Life Test（PIL）」と Recker&Peacock(1980)「Life Attitude Profile(LAP)」と生を中
心にとらえている尺度である５２）５３。 
次が、②死の意味づけの基礎となる Murphy.G（1959）の系譜である。Spilka（1977）の
「Death Perspect」に影響を与えている５４）５５。③死の感情の基礎となるのは Boyar（1964）
の「Fear of Death」と ColletT-Lester（1969）の「ColletT-Lester Fear of Death Scale」
の系譜である５６）５７。④死の認知機能とその他複合的な概念を用いている態度の基礎とな
る系譜においては、Dickstein（1972）の「Death Concern Scale（DCS)）と Gesser&Womg
（1987－88）の「Death Attitude Profile（DAP）」がある５８）５９。最後が、⑤専門職に対
する死生観の基礎となる Ward（1979）の Wiccezorek's 「Attitude Toward Nursing Care of 
the Dying Child Scale」の系譜である６０。他に、⑥認知や感情の対語の基礎となる SD法、
Osgood（1957）の系譜があった６１。外国版の死生観尺度は全てこの 6種類のオリジナルか
ら発展した尺度となっていた。 
次に図 2.9は、外国と日本の複合版の死生観尺度の系譜である。複合版の死生観尺度は、
1980年代以前と以後とでは異なる流れになっていた。1980年代以前においては外国版の一
つの尺度にオリジナルを含めながら尺度を開発していたものが、1985年以降は外国版と日
本版の複数の尺度を参考にしながら開発されている。 
先に参照してもらった外国版の翻訳尺度以外、①Shneidman（1972）の「死に対する態度」
「You & Death」尺度、Neuringer（1979）の「Semantic Perception of Life, Death, Suicide」
などを参考に開発された尺度６２）６３）６４。②日本版は 1985年以降、八木ら（1989）の「「生
と死」に関する意識構造」、杉山（1986）の「本人と遺族の死生観」を問う項目６５６６、高
橋（1989）の「死生観に関わる意識」、谷（1985）の「死のイメージ」、菊池・小代（1986）
の「死に対する態度」６７）６８）６９、七木田（1991）の「死についてのアンケート」７０、ベ
ネッセ数幾研究者（1997）の「生と死のモノグラフ」７１、水谷（1991）の「死生観尺度」７２、
丹下（1993、1995、1999）の「死に対する態度」７３、菅原（1993）の「死生観尺度」を参
考にしていた７４。 
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図２．８日本版死生観尺度の系譜 
 
６０年代以前 60年代前半 60年代後半 70年代前半 70年代後半 80年代前半 80年代後半 90年前半 90年代後半 00年 01年 02年 03年 04年 05年 06年 07年
Death Anxiety
Scale:DAＳ
（Templer1970
）
DAS（翻訳：大
山１９７９）
死の不安尺度
DAS（岡村
1983）
死の不安尺度
（翻訳：河合
1996）
ColletT-
Lester　Fear
of Death
Scale、
（ColletT-
Lester1969）
死に対する恐
怖尺度（翻訳：
波多野ら1981)
Death
Concern Scale
（S.Dickstein、
1972）
死に関する意
識（翻訳：田
中：2002）
DAP－R
（Revised)
（Wong1994）
DAP-R（翻訳：
隈部：2003、
2006）
死への態度尺
度（短縮版：中
村ら2004，
2006）
Death Attitude
ProfileDAP（Ｇ
ｅｓｓｅｒ
Womg1987－８
８)
死に対する態
度（翻訳：河合
ら1996）
Fear of
Death(Boyar1
964)
Templer's &
Boyar's
scales(Nehrke
1973)
RDAS
（Thorsson＆
Powell1994）
死への態度尺
度（川島2006）
Seeking of
Noctic
Goals:SONG(C
rumbaugh1966
）
Life Attitude
ProfileLAP
（Recker&Peac
ock1980)
LAP（板津、中
村：1989a）
Frankl(1946)
Purpose in
Life TestPIL
（Crumbaugh
1964）
PIL（翻訳：佐
藤ら1991）、
PIL（斉藤：
2001）
死観尺度（河
野：1998）
Murphy.G19
59
Death
Perspect
（Spilkaら
1970）
Death
Perspect（改
定版：
Spilka1977）
死観尺度（翻
訳金児1990）
死観尺度（金
児1994b）
死観尺度（短
縮版：金児
1994a）
死生観尺度
（富永2006）
SD法（Osgood
1957）、
SD法（長嶋ら１
９６７）
SD法（堀ら１９
９６）
Wiccezorek's
Attitude
Toward
Nursing Care
of the Dying
Frommelt
Aattitudeｓ
toward　care
of　the　Dying
Scalel：
FATCOD
From　B（改
定：
Frommelt2003
）
FATCOD-B-J
（翻訳：中井ら
2006）
不安尺度(橋
口1963）
死生観（方波
見ら1988）
本人と遺族の
死生観を問う
項目（杉山：
1986）
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図２．９複合版死生観尺度の系譜 
 
 
６０年代以前 60年代前半 60年代後半 70年代前半 70年代後半 80年代前半 80年代後半 90年前半 90年代後半 00年 01年 02年 03年 04年 05年 06年 07年 08年 09年
Death Anxiety
Scale:DAＳ
（Templer1970）
ColletT-Lester
Fear of Death
Scale、（ColletT-
Lester1969）
死に対する恐怖
尺度（翻訳：波
多野ら1981)
死生観尺度（水
谷1997）
Death Concern
Scale
（S.Dickstein、
1972）
Death Attitude
ProfileDAP（Ｇｅｓｓｅｒ
Womg1987－８８)
：DAP－R
（Wong1994）
臨老式死生観
尺度（平井
2000）
DAP-R（翻訳：
隈部：2003、
2006）
死生観尺度
（臼杵ら2006）
死に対する態度
（ESシュナイドマ
ン１９７２）
死に対する態度
（翻訳：河合ら
1996）
日本人高齢者の
死生観尺度：横
山弘美2008
死生観尺度：加
藤ら2009
生と死のモノグ
ラフ（ベネッセ教
育研究所1997）
死生観尺度（伊
藤ら2008）
「You&Dath」
Edwin S
Sheidman
生と死に関する意識
（林ら1989ab）
死生観の形成
(武田ら1991）
死生観尺度（中
村：2001）
Murphy.G195
9
Death
Perspect（Spilka
ら1970）
Death　Perspect（改定
版：Spilka1977）
死観尺度（翻訳金児
1990）
死観尺度（短縮
版：金児1994b）
死観尺度（渡
邊、金児
（1995b）
自己と他者の
死観尺度（金
児：2003）
看護師における
「患者の死」の捉
え方尺度（櫁柑：
2008）
SD法（sagara
ら1961）
死に対する態度（大山
１９７９）
死に対する態度
尺度SD法
（岡村1983）
Semantic Perception
of Life, Death,
Suicide(Neuringer1979
)
SD法（Osgood
1957）、
SD法（長嶋ら
１９６７）
「生と死」に関する意
識構造（八木ら1989）
死に対する意
識測定尺度
（青木2000）
死に対するイ
メージ（佐藤ら
2001）
死別経験による
人格的発達尺度
（渡邉、岡本
2005）
死別経験による
人格的発達尺度
（修正版：前原
2008）
本人と遺族の死生観
を問う項目（杉山：
1986）
死生観尺度（水
谷1991）
死生観（高橋１９８９）
死の捉え方尺度
（田中１９９７）
死に関わる意識（谷
1985）
死観（菅原１９９
３）
死のイメージ、死に対
する態度（菊池・小代
1986）
死に対する態度
（丹下：1993、
1995/1999)
死に対する態
度（改定：丹下
2000）
死のイメージ
尺度（原田：２
００５）
「生と死」に関する意
識構造（八木ら1989）
死生観・生命倫
理尺度（十時
1999）
死についてのアンケー
ト（七木田１９９１）
死という言葉か
ら受ける感じ（木
の下ら１９９２）
死のイメージ（興
古田ら１９９９）
看護師の死生観尺度(岡本・石
井、牧ら２００５、２００６））
死に対する態度尺度（小池200
１，２００2）
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図２．１０ 日本版死生観尺度 
 
図２．１０の日本版死生観尺度の系譜は、ほとんどが独自の尺度となっていた。自由記
述で用いられた内容を項目に用いて、因子分析しているものであった。 
  
（ⅲ）－（ｂ）死生観尺度の構成分析 
次に、死生観の項目分析を行う。先の死生観尺度 62種類のうち、本研究では死生観の概
念の抽出を行うため、死や死後、霊魂や祖霊を含まない宗教思想や宗教行動は影響要因と
するため 7つの尺度を除外し、全 55種類の尺度を用いて尺度内で使用されている項目の分
析を行った。また、除外した宗教思想尺度は、すべて日本人が開発した尺度であるため日
本版の尺度は全 20種類となった。 
 
60年代後半 70年代前半 70年代後半 80年代前半 80年代後半 90年前半 90年代後半 00年 01年 02年 03年 04年 05年 06年 07年
死生観（高橋１９８９）
死の捉え方尺度
（田中１９９７）
死観（菅原１９９
３）
死に対する態度
（丹下：1993、
1995/1999)
死に対する態
度（改定：丹下
2000）
死に対する態
度尺度（長友：
2006）
脳死及び臓器移
植に関する世論
調査（読売新聞
1994）
医療や健康に
関する項目
臓器移植に関す
る項目（池口ら
1999，1998a、
「生と死」に関する意
識構造（八木ら1989）
死生観・生命倫
理尺度（十時
1999）
死生観（木村：
1995）
死生観尺度
（山下2006）
死のイメージ、死に対
する態度（菊池・小代
1986）
死に対する態度
（丹下：1993、
1995/1999)
死に対する態
度（改定：丹下
2000）
死に対する態
度尺度（原田：
２００５）
≪生≫と≪死≫
の尺度SD法（宮
岡1974）
本人と遺族の死生観
を問う項目（杉山：
1986）
死のイメージ尺
度（初鹿：1992）
ターミナルケア
態度・意識（十
時１９９９）
生のイメージ、
死のイメージ
（中村2001）
死生観尺度
（小松2002）
死生観尺度（吉
岡１９７４）
宗教観尺度（金
児：1994、1997）
宗教的要因尺
度（池口惠觀
1999、1997a、
1997b）
宗教意識尺度
（中村2001）
死生観に関す
る項目（長田：
2002）
民間信念尺度
（中村2004、
2006a、2006b）
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表２．１９外国版・複合版、日本語版の死生観尺度の分類（文書化） 
 
合計 合計 合計
１．死後の存在に関して (1)死後の心残り 22 １．死と死に逝く過程に関して(1)この世の苦悩の終焉 20 １．死と死に逝く過程に関して(1)死に方の希望 31
(2)死後の場の存在 15 (2)人生に対して死の持つ意味 18 (2)肉体の死 28
(3)死後の輪廻転生 12 83 (3)死に方の希望 15 (3)人生に対して死が持つ意味 22
(4)死者の制御力 10 (4)死の摂理 15 (4)死の感覚的イメージ 18
(5)死後の希望 3 (5)死の思慮と死別体験 15 (5)この世の苦悩の終焉 14
(6)死後の神や死者との融合 2 (6)死は未知 13 (6)死の数値的感覚イメージ 9 145
(7)死後の魂の存続 1 (7)死の感覚イメージ 10 118 (7)死の摂理 7
２．生や人生に関して (1)自己制御感 32 (8)死の数値イメージ 9 (8)死への関心 6
(2)生・人生の意味・目的 28 65 (9)死の思慮と死別体験への希 5 (9)死の思慮と死別体験 5
(3)生・人生の希望 5 (10)肉体の死 4 (10)死の思慮と死別体験への希 3
３．死と死に逝く過程に関して(1)人生に対して死の持つ意味 15 (11)死の教育 4 (11)死は未知 1
(2)死は未知 15 (12)死の個別性 2 (12)死の準備 1
(3)この世の苦悩の終焉 12 (13)死への関心 2 ２．死後の存在に関して (1)死後の場の存在 18
(4)死の思慮と死別体験への希望 9 62 (14)死の準備 1 (2)死者の制御力 11
(5)死の摂理 6 ２．死後の存在に関して (1)死者の制御力 32 (3)神仏崇拝思考 9
(6)死への関心 4 (2)死後の場の存在 17 (4)死後の魂の存続 5 49
(7)死の思慮と死別体験 1 (3)死後の魂の存続 13 (5)死後の神や死者との融合 2
４．終末期・療養期に関して (1)終末期ケアの必要性 13 (4)死後の輪廻転生 12 84 (6)死後の心残り 2
(2)家族・遺族ケアの必要性 5 (5)死後の神や死者との融合 4 (7)死後の輪廻転生 2
(3)スキル 4 26 (6)死後の心残り 4 ３．生や人生に関して (1)生命観 17 26
(4)告知の希望 3 (7)神仏崇拝思考 1 (2)生・人生の希望 9
(5)終末期ケアへの希望 1 (8)死後の希望 1 ４．終末期・療養期に関して (1)終末期ケアの希望 4 11
合計　　 22 220 ３．生や人生に関して (1)生・人生の意味、目的 5 10 (2)告知への希望 4
(2)生・人生の希望 5 (3)終末期ケアの必要性 2
４．終末期・療養期に関して(1)告知の希望 2 3 (4)スキル 1
(2)スキル 1 合計 26 231
合計 26 230
合計 合計 合計
１．死と死に逝く過程に関して(1)死 33 １．死と死に逝く過程に関して(1)死 60 ５．死と死に逝く過程に関して(1)死 40
(2)死の苦しみ・痛み 14 (2)死別 16 (2)死の思慮 15
(3)死の見聞 9 73 (3)死の苦しみ・痛み 12 103 (3)死の苦しみ・痛み 11 75
(4)死の思慮 8 (4)死の思慮 9 (4)死別 5
(5)死に方 5 (5)死の見聞体験 4 (5)死の見聞 2
(6)死別 4 (6)死に方 2 (6)死の準備 2
２．生や人生に関して関して (1)人生と将来 30 30 ２．終末期・療養期に関して(1)死に方至る病 3 6 ６．死後の存在に関して (1)死者の心残り 15 21
３．死後の存在に関して (1)死後の世界存在 13 (2)余命告知 3 (2)死後 6
(2)死者 7 ３．死後の存在に関して (1)死後の世界存在 1 3 ７．生や人生に関して関して (1)人生と将来 21 21
(3)死後の心残り 3 19 (2)死者 1 ８．終末期・療養期に関して (1)終末期・療養期ケア 9 10
(4)死後 2 (3)死後 1 (2)余命告知 1
(5)死後の話題 1 ４．生や人生に関して関して(1)人生・将来 3 3 合計 12 127
４．終末期・療養期に関して (1)死に至る病 15 15 合計 12 115
合計 13 144
合計 合計 合計
１．死の行為に関して （１）死の思慮行為 23 １．死の行為に関して （１）死の思慮行為 27 １．死の行為に関して （１）死の思慮行為 9
（２）死の迎い入れ 8 32 （３）死の迎い入れ 5 37 （２）死の迎い入れ 5 19
（３）死の話題への関心 1 （４）死の話題への関心 5 （４）死の話題への関心 4
２．生や人生への行為に関し （１）人生の探求 26 27 ２．死後への行為に関して （1）死別効果 14 （５）準備行動 1
（２）人生の行為 1 （2）死者に対する行為 1 16 ２．終末期・療養期の行為に
関して
（１）療養行為 14
３．死後への行為に関して （１）死後への思慮行為 10 10 （3）宗教行為 1 （３）死別体験 5 20
合計 6 69 ３．生と人生への行為に関
して
（１）人生の探求 2 2 （２）告知行為 1
総合計 41 433 合計 7 55
３．生と人生への行為に関し
て （１）人生の行為 3 3
総合計 45 400 合計 9 42
総合計 47 400
Ⅰ．認知
Ⅱ．感情 Ⅱ．感情
Ⅲ．行動
外国版 複合版 日本版
Ⅰ．認知
Ⅲ．行動 Ⅲ．行動
Ⅱ．感情
Ⅰ．認知
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表 2.19は、外国版と複合版、日本版で用いられている死生観尺度の項目の意味内容を「文
書化」している。左が外国版尺度、中央が外国版と日本版の混合である複合版、右が日本
版の死生観尺度である。 
まず、死生観尺度内で使用された項目を抽出し、外国版は 433、複合版は 400、日本版は
400であった。その後、意味内容ごとにまとめ、小カテゴリーは、外国版は 41、複合版は
45、日本版 47カテゴリーを得た。さらにこれらの小カテゴリーを意味内容ごとにまとめ、
中カテゴリーは外国版、複合版、日本版ともに 11カテゴリーを得た。最後にこれらの中カ
テゴリーを同じようにまとめた結果、3者とも 3つの概念≪認知≫≪感情≫≪行動≫機能を
得た。その後、概念ごとの具体的な意見内容を表す「文書化」を行った。以下、次に順に
この分析結果を示す。 
 
本研究に置いての表記法； 
『 』:小カテゴリー、 
【 】：中カテゴリー 
≪≫：大カテゴリー（コア概念） 
 
本研究は、≪認知≫≪感情≫≪行動≫機能の 3概念に分割された。外国版、複合版、日
本版ともに、半数以上が≪認知≫機能について測定し、続いて約 4分の 1が≪感情≫機能、
そして 1割弱と最も少ないのが≪行動≫機能であった。以下 3機能毎に外国版、複合版、
日本版作成し、比較するため時間的視点を用いて分類を行う。 
 
Ⅰ≪認知≫機能 
≪認知≫機能の内容を、時間的視点を用いて分析した結果、外国版、複合版、日本版と
も、死後、死と死に逝く過程、終末期・療養期、生や人生と 4つの時間軸がある点は共通
していた。 
外国版では、死生観として全体の 4割弱が【死後の存在に関して】、３割弱が【生や人生
に関して】、【死と死に逝く過程に関して】、1割弱が【終末期・療養期に関して】の順であ
った。複合版と日本版ではこの時間的視点の順位が一致していた。 
具体的には、最も多い【死と死に逝く過程に関して】は、日本版では約 6割弱、複合版
でも 5割が関心を示し、外国版が 3番目であるため対称的であった。2番目は【死後の存在
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に関して】で両者とも 4割弱であった。続いて【生や人生に関して】が 1割、最後は３者
共通に【終末期・療養期に関して】の関心が低い。以下、これらの時間軸を詳細に検討し
ていく。 
【死と死に逝く過程】 
3者を比較するとカテゴリー数の分布に差が見られていた。外国版は、7カテゴリーで『人
生に対して死の持つ意味』『死は未知』『この世の苦悩の終焉』がほぼ同数で多く、5番目に
多い『死の摂理』を入れると死を意味づけた項目が多い。次が『死の思慮と死別体験への
希望』と『死への関心』、更に『死の思慮と死別体験』となっていた。複合版、日本版にお
いても、同様に区分されたカテゴリーであった。 
次に複合版では、『この世の苦悩の終焉』『人生に対して死の持つ意味』が全体の 3割、4
番目の『死の摂理』、6番目の『死は未知』を入れると、やはり半数以上は死の意味づけで
あった。なお、外国版と同様 1割は『死の思慮と死別体験』、ごく少数だが『死の思慮と死
別体験への希望』と『死への関心』について測定していた。外国版で用いられていないの
が、『死に方の希望』や『死の感覚的イメージ』、『死の数値イメージ』であった。注目すべ
きは、少ないながら『肉体の死』『死の個別性』についての考えや、最も少ないが『死の教
育』『死の準備』が尺度として検討されていたことである。 
最後に、日本版は 12カテゴリーであった。2 割前後が『死に方の希望』『肉体の死』につ
いて測定していた。更に 3番目の『人生に対して死が持つ意味』、5番目の『この世の苦悩
の終焉』、7番目の『死の摂理』、10番目の『死は未知』は死を意味づけたものである。外
国版と同様に『死への関心』『死の思慮と死別体験』『死の思慮と死別体験への希望』につ
いて検討されていたが、それとは異なり、日本版の場合には、複合版と同様に『死の感覚
的イメージ』『死の数値的感覚イメージ』が全体の 2割弱で、『死の教育』は区分されなか
ったが『死の準備』については尺度として検討されていた。 
この死の意味づけは、3版共通の概念で、①『この世の苦悩の終焉』②『死の摂理』③『死
は未知』は、①人生や終末期を苦悩と捉え、死はその苦悩からの救済や解放と捉えるのか
否か、②死は人間の制御力を遥かに超えた事象と捉えるか否か、③死は予測、推測が全く
不可能な事象であると捉えるか否か検討していた。更に、日本版だけ意味合いが異なって
いたのは『人生に対して死の持つ意味』であった。この場合他の 2版では、人の一生の中
で、特に死に最も重点が置かれ、修練の集大成として死をとらえている。一方で、日本版
は、人生に重点を置き、死を生の延長線上にある事象としてその意味を問うものとなって
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いた。また、複合版、日本版に限られていた『肉体の死』は、自身や医療者により、人為
的に寿命や命の制御が可能であると捉えるのか否かを検討していた。 
逆に 3版とも少ないのは、『死への関心』と『死の思慮と死別体験』『死の思慮と死別体
験への希望』であった。死に対する関心の有無、死を考えることや死別を体験することの
効果の有無、さらに能動的に死や死別に対しての関与や思慮の希望の賛否を検討するもの
であった。 
複合版と日本版の 2版に共通するのは、SD法の『死の感覚的イメージ』『死の数値的感覚
イメージ』を除き、『死に方の希望』『死の準備』であった。死に逝く時（タイミング）、場
所、方法、その過程、周囲との兼ね合いについて、自分と大切な他者の死に対する希望の
有無と、望む死を迎えるための準備の必要性の有無についてであった。 
更に、複合版の『死の教育』は、その必要性や関心の有無についてであるため、『死の思
慮や死別体験』の 1つの手法と捉えれば、外国版や日本版でも測定されていた。また、『死
の個別性』は、支援者を対象に患者毎に死のとらえ方が異なると考えるか否かについてで
ある。 
【死後の存在に関して】 
データ数が最も多い外国版では、７カテゴリーに分類され、全体の 4分の 1は『死後の
心残り』、4番目に多い『死者の制御力』を含むと、5分の 2は喪失への影響についてであ
る。また、『死後の場の存在』『死後の輪廻転生』『死後の神や死者との融合』『死後の魂の
存続』と残りの 5分 2は死後の存在への意味づけを測定していた。1割であるが死後の肉体
の取り扱いである『死後の希望』を検討するものもあった。 
カテゴリー数が最も多いのは複合版で、8カテゴリーで最も多いのが『死者の制御力』で
4 割弱、5番目の『死後の心残り』を入れると複合版でもやはり半数は喪失への影響を測定
していた。また、『死後の場の存在』『死後の魂の存続』『死後の輪廻転生』『死後の神や死
者との融合』『神仏崇拝思考』は 4割が死後の存在の意味づけを尋ねたものであった。最後
に若干だが『死後の希望』があった。 
日本版では、6カテゴリーで 7 割以上が『死後の場の存在』『神仏崇拝思考』『死後の魂の
存続』『死後の神や死者との融合』『死後の輪廻転生』と死後の存在の意味を測定している。
4 分の 1は『死者の制御力』『死後の心残り』など喪失への影響を尋ね、日本版では死後の
希望については検討されていない。3版共通に『死後の場の存在』『死後の輪廻転生』『死後
の神や死者との融合』『死後の魂の存続』が尺度で検討されていた。これらいずれも死後の
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魂の存続の有無を測っている。最も多いものが天国などの特定の場の存在、次が、外国版
ではほとんどないが複合版と日本版に多いのはこの世への停留や解放を示すものと、神や
祖先との融合であった。日本版に以外に少ないのが輪廻転生の考え方であった。また、複
合版で最も多くの日本版で 2番目に多いのが自身の人生や死後で変わらず存在する自己制
御感として『死者の制御力』であった。これは死後の存在否定に当たり、死んだら自己の
存在が完全に消滅され何の影響も及ばないとの考え方である。 
また、外国版では最も多く、複合版と日本版ではほとんどないのが『死後の心残り』で
あった。これは、遺族の生活や自身の可能性が今死ぬことで、未完、中断に終わるか否か
を測定したものであった。人生や遺族の生活への満足や配慮に当たるものである。 
外国版、複合版で少数だったのが『死後の希望』であった。これは、魂の存在への願い
や死後の自己の永続性を願うか否かを問うものになっていた。 
【生・人生に関して】 
最も多い外国版では、3カテゴリーの半数が自己の存在の影響を尋ねた『自己制御力』で
あった。これは複合版と日本版では測定していない。残りの内 4割が『生・人生の意味・
目的』で、1割が『生・人生の希望』について明らかにする試みである。 
複合版では、2カテゴリー、『生・人生の意味・目的』『生・人生の希望』が 5分 5分であ
った。一方日本版では、『生・人生の意味・目的』はないというのが特徴的であった。その
代り日本版では『生命観』について測定しているものが 6割と多くなっていた。 
3版共通の項目は、『生・人生の意味・目的』と『生・人生の希望』であった。これらは
社会の中での自己の存在理由や生き方の有無、また、希望では、その存在理由や生き方に
ついての希望の有無を測定したものであった。外国版のみ用いていられている『自己制御
力』は、自分の人生や日常的な生活に対して制御能力の有無についてである。最後に日本
版で最も多い『生命感』であるが、生や生命、生きるということについての個人の考えに
ついて明らかにしようとする試みである。 
【終末期・療養期に関して】 
外国版は、最も多く 5カテゴリーで、その内 5割は『終末期ケアの必要性』についてで
ある。2番目の『家族・遺族ケアの必要性』と 6番目の『終末期ケアへの希望』を入れると
7 割以上はケアについての認識や希望についてであった。3番目が『スキル』、5番目が『告
知の希望』であった。 
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日本版はカテゴリー数 4であった。外国版で最も少なかった『終末期ケアの希望』『告知
への希望』とケアや告知の希望を測定するものが 8割と最多で、続いて『終末期ケアの必
要性』『スキル』の順でよく測定していた。 
最後がデータ数もカテゴリー数も最も少ないのが複合版である。『告知の希望』『スキル』
の順に検討していた。 
3版とも共通しているのが『スキル』であった。これは、外国版で最も多く、日本版でも
用いられていたのが『終末期ケアの必要性』であった。外国版に限定し『家族・遺族ケア
の必要性』を、支援者を対象にして測定していた。これらは、終末期患者やその家族に対
するコミュニケーションと自律性を確保することの必要性の有無、遺族ケアの必要性、ケ
アチームの一員としての必要性の有無について測定するものである。また『スキル』は、
終末期の患者に対するコミュニケーションの容易さについて明らかにする試みがあった。 
一方、外国版と日本版で用いられていた『終末期ケアの希望』では、支援者を対象に終
末期の支援の希望の有無を、患者を対象に緩和ケアや延命治療の希望の有無の 2通りで測
定していた。 
3版とも共通しているのが『告知の希望』であった。抽象的に告知の希望の有無を扱った
もの、余命告知に限定しその希望の有無を、外国版では、自分ではなく大切な他者の余命
告知の希望を、複合版では大切な他者への告知の実施の希望を測定していた。 
 
Ⅱ≪感情≫機能 
外国版、複合版、日本版、3版とも共通して最も多いのが【死と死に逝く過程に関して】
の≪感情≫機能を測定したものであった。特に複合版は最も多く全体の 9割以上であり、
日本版でも 6割、外国版では 5割であった。複合版、日本版の≪認知≫機能では、≪感情
≫機能と同様に、最も関心を持たれている次元であった。一方、外国版では使用数が 3番
目と他と比して優先順位に異なりが示された。 
3版の間で異なっていたのは【終末期・療養期に関して】である。複合版は【死と死に逝
く過程に関して】の次に多く、外国版、日本版は、それぞれ全体の 1割弱しか関心が示さ
れていなかった。 
≪認知≫機能では、3版とも【終末期・療養期に関して】の関心が最も少なかった。しか
し、≪感情≫機能では複合版だけが多く、機能面においても異なりを示しているのが分か
った。 
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そして、外国版では 2割が【生・人生に関して】、1割が【死後の存在】について測定し
ていた。これらは≪認知≫機能とは順番が反転していた。一方、複合版と日本版では≪認
知≫機能の順と同様に【死後の存在】、【生・人生に関して】が測定されていた。それぞれ
のデータ数に関しては、日本版が 2割、複合版ではほとんど用いられていないという結果
に異なりも示された。 
 
【死とその死の過程】 
３版ともカテゴリー数は、6カテゴリーで共通していたが、『死』『死の苦しみ・痛み』『死
の見聞』『死の思慮』『死別』までは共通であった。しかし、『死に方』は、外国版、複合版
では用いられていたが、日本版では全く用いられていなかった。≪認知≫機能では、日本
版・複合版が『死に方への希望』について大きく関心を示していたことと比較すると≪感
情≫機能では異なる結果が出ていた。一方、日本版では『死に方』の代わりに、少数では
あるが『死の準備』があった。 
次に 3版とも共通していたのが 4割から 6割以上が抽象的な『死』についての≪感情≫
を扱っており、1割弱ずつ用いていた『死の苦しみ・痛み』『死別』を併せると、結果的に
『死』や『死別』に対する抽象的な不安や恐怖、悲しみなどのネガティブな感情面は 6割
強から 8割弱と大多数を占めていた。その反対に、『死の見聞』『死の思慮』『死に方』『死
の準備』と具体的なネガティブな感情面については 2割弱から 4割弱であったが、少ない
ながらも用いられていた。以上の結果から、≪感情≫機能においては、ほとんどの項目が
ネガティブな感情面について測定していることが明らかとなった。 
≪認知≫機能で 3版とも最も多く用いられていた死を意味づけについては具体的な項目
を用いていた。≪感情≫機能では、生の意味づけに関する感情は測定するが、死に関して
のそれには関心は示していないことが明らかとなった。 
【生・人生に関して】 
3版とも『人生と将来』の 1カテゴリーで、自身の人生や生活、将来に対しての抽象的な
ネガティブな感情面を測定するだけでなく、ポジティブな感情面についても測定していた。
日本版だけは、家族との関係性という具体的な事柄に対する≪感情≫機能も検討していた。 
一方、人生に対する事柄への感情はあるが、生命に対する≪感情≫機能は測られていな
い。このため、≪認知≫機能面との関心項目には異なりを示していた。 
【死後の存在】 
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日本版では、取り扱い数が 2番目に多いにもかかわらず、2カテゴリー、『死者の心残り』
『死後』、に区分され、3版の中で最もカテゴリー数が少ない。外国版が５カテゴリーで『死
後の世界存在』『死者』『死後の心残り』『死後』『死後の話題』と最も多く、次が複合版の 3
カテゴリーで『死後の世界存在』『死者』『死後』であった。 
3版共通なのが『死後』について抽象的な感情面を測定したものであった。ここでは、死
後が不確定であるときのネガティブな感情面について検討していた。しかし、ポジティブ
な感情面も検討していた。外国版では最も多く、複合版では 1つであったのが『死後の世
界存在』への具体的な感情面についてである。天国などの死後の世界の存在が確信される
と感情面はポジティブになり、不確定だとネガティブになることを測定していた。一方、『死
後の話題』はネガティブな感情面だけであった。これは、『死者』と『死後の心残り』に対
しても、やはりネガティブな感情面について測定していた。 
≪認知≫機能の【死後の存在に関して】と比して、日本版の感情面では、具体的な死後
世界の意味づけも感情との関係が測定されていない。また、3版共通に用いられていた『死
者の統制力』についても、ここでは尺度として検討していなかった。 
【終末期・療養期に関して】 
複合版は 2カテゴリーで『死に至る病』と『余命告知』であった。日本版も同様に 2カ
テゴリーで『終末期・療養期ケア』と『余命告知』であった。外国版は最も少なく 1カテ
ゴリーなのが『死に至る病』であった。 
≪認知≫機能の外国版で最も多様なカテゴリーであり、日本版でも 4カテゴリーも測定
していた。しかし、≪感情≫機能では、各版とも『終末期・療養期ケア』についての質問
には関心の低さが伺えた。 
3版共通の項目は存在しなかった。ただし、外国版と複合版の 2版に最も多いのが『死に
至る病』で、ガンや心臓発作など死に直結する可能性の高い疾患への罹患についてのネガ
ティブな≪感情≫機能の有無について測定したものであった。これは≪認知≫機能では用
いられていない項目であるため、≪感情≫機能の特異な質問であることが分かった。更に、
複合版と日本版の 2版では『余命告知』が共通していた。余命告知を受けることへのネガ
ティブな感情面についてである。≪認知≫機能は、これを 3版共通して測定していたこと
に比べると、外国版では告知への感情については関心が低いことが理解された。 
日本版だけが『終末期・療養期ケア』について関心を示していた。これは、療養中の患
者に対する専門職の対応、専門職へのターミナル・ケアの意識に対するネガティブな感情
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の有無について理解しようとしたものである。≪認知≫機能では、このケアは外国版、日
本版で最も関心が高く、ケアの必要性や希望を測定していた。それにも拘らず、外国版の
≪感情≫機能ではなく、また、外国版に見られていた≪家族・遺族ケア≫への≪感情≫機
能は全ての版で全く検討されていなかった。 
 
Ⅲ≪行動≫機能 
外国版、複合版、日本版とも 3カテゴリーと数は共通であった。共通するカテゴリーと
して 3版とも最も多く用いられていたのは、5 割弱から 9割強は『死の思慮』『死を迎い入
れ』『死の話題』における【死の行為】であった。 
次に、外国版と複合版では、外国版が「人生の探求」などの【生や人生への行為】と『死
後への思慮行為』や『死者への行為』、『宗教行為』『死別体験』『死別効果』などの【死後
への行為】の順で関心が示され、複合版においては、それが反転していた。日本版でも 3
番目に関心が高いのは【生や人生への行為】となっていた。また、日本版は、外国版と複
合版とは異なり、【死後への行為】は測定されていなかった。しかし、日本版だけが『療養
行為』や『告知行為』などの【終末期・療養期の行為】を測っていた。 
この結果、≪認知≫機能、≪感情≫機能、≪行動≫機能の 3概念共通の死生観としたと
き、国内外問わず、『死』については共通に用いられていた。しかし、外国版の≪認知≫機
能の場合『死』そのものよりも【死後への行為】が多く、それを除き。【死の行為】が最多
であった。 
【死の行為】 
内訳をみると、最も少ないのが外国版の 3カテゴリーで、『死の思慮行為』『死の迎い入
れ』『死の話題への関心』であった。日本版だけが『準備行動』になっていた。 
『死の思慮』『死の話題』については、３版とも死について考えることや他者との会話が
行動化されたか否かについて、逆に回避行動に向かわれたか否かについて検討したもので
あった。これは≪認知≫と≪感情≫機能でも検討されていた事柄である。この死の思慮や
見聞への認識や希望がネガティブな感情と共通に測定されていた。 
『死の迎い入れ』状態に関しては、受容的・否定的な準備状態の有無について測定して
いた。日本版はより能動的な死の準備行動の有無が測られていた。日本版のみが 3機能共
通に『準備状態』について測定しているため、その結果、≪認知≫機能≪感情≫機能≪行
動≫機能の 3概念共通に最も少ないとの結果を得た。 
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【生や人生への行為】 
内訳を見てみると、外国版のみ 2カテゴリーで、『人生の探求』『慣習行為』を生活の中
で行っているか否かを測定するものであった。これに対し、複合版では、『人生の探求』の
み、日本版では『慣習行為』のみが確認された。 
『人生の探求』は、特に外国版の≪認知≫機能の人生の意味や『人生への希望』、≪感情
≫機能の『人生に対するポジティブな感情』『人生に対するネガティブな感情』と共通項が
あった。その反対に、日本版の≪行動≫機能の測定項目としては関心が低いことが明らか
となった。 
外国版、日本版の『慣習行為』は、日常生活場面での文化に裏打ちされた行為が実際に
行動化されたか否かについてあり、他の 2機能にはほぼない特異な項目であった。若干≪
感情≫機能が用いていたが、それでも生や命の行動面についての検討ではなかった。 
【死後への行為】 
複合版は 2カテゴリーで『死者行為』『宗教行動』が同数であった。外国版では『死後へ
の思慮行為』のみであった。日本版は全く検討されておらず、そのため、死後に関しては
他の 2機能とは異なる結果となっていた。 
【死後への行為】では、外国版のみ死後について考えることへの行動面を、複合版では
死者に対する見方や祈りなどの、つまり習慣について測定していた。 
日本版の『死別体験』と複合版の『死別効果』は、死別の体験の有無や、死別体験から
の行動変容の有無が測られていたため、死後への行為化へと間接的には繋がるものであっ
た。『死別体験』は、3版、３機能ともに共通して用いられていたもので、『死別効果』は結
果として≪行動≫機能特異な項目となっていた。 
【終末期・療養期の行為】 
日本版は 2カテゴリーで『療養行為』『告知行為』の順であった。これは専門職を対象に、
終末期の患者と家族に対するケアの行動化の有無と、告知への行動化の有無について明ら
かにしようとする試みがあった。終末期と療養期に関しては、≪認知≫≪感情≫機能でも
用いられ、本人・家族・遺族ケアの認識や希望、それに対する感情、もしくは告知の希望
とそれに対する感情と共通するものであった。 
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２．４．３ 高齢者死生観研究の動向（定量的分析結果） 
近年の死生観研究の研究動向を明らかとするため、最終的に絞り込んだ文献（202編）を
対象に、Ⅰ．先行研究者の基本属性、Ⅱ．集積された雑誌の特性、Ⅲ．研究特性、Ⅳ．被
検者の基本属性について単純集計を用いて分析した。その後、研究領域を（１）医学系、（２）
看護学系、（３）心理学系、（４）保健・公衆衛生、(５)社会福祉学系、(６)その他の領域
に区分し、測定項目の①～④について、単純集計、クロス集計とχ2検定を実施した。以下
研究結果について順次に述べていく。 
 
２．４．３．１ 死生観研究の特性 
Ⅰ．研究者の属性 
①研究領域：表 2.20 を参照すると、有効数 202データ中、死生観研究を行うのは、看護
学領域の研究者が 64.9％で圧倒的に多く、続いて医学領域が 9.4％と医療関係者が 7割以
上でほとんどが占めていた。また、医療関係者以外では、心理学系が 8.9％、保健公衆衛生
学が 3.5％と続いている。福祉学領域の研究者は僅か 1.5％しかいない。 
表２．２０ 領域ごとの分類 
 
②所属機関：教育機関の大学に所属する研究者が全体の 48.5％で最も多く、大学院、専
修学校など含むと教育機関に所属する研究者は全体の 60.9％であった。続いて、医療機関
の一般病院に所属する研究者が 22.3％で、大学病院を含むと医療機関に所属するものは
30.7％であった。ほとんどが教育機関と医療機関で占められている。看護学領域の研究者
は 62.7％で、その内 79.8％が教育機関、残りが医療機関に所属していた。同じ医療関係者
である医学系の研究者は、医療機関が 46.7％、教育機関が 40.0％と大体ニ分していた。心
研究領域 　度数(%) 所属機関 度数(%) 所属機関(機関別） 度数(%)
看護学 131（64.9） 大学（短大含む） 98（48.5） 教育機関 123（60.9）
医学 19（9.4） 一般病院 45（22.3） 医療機関 62（30.7）
心理学 18（8.9） 大学院 24（11.9） 研究所 13（6.4）
公衆衛生・保健学系 7（3.5） 研究所 13（6.4） 行政 3（1.5）
リハビリテーション学 4（2.0） 大学病院 12（5.9） 福祉機関 1（0.5）
倫理学 3（1.5） 保健所 3（1.5） 合計 202（100）
人間科学 3（1.5） 診療所 3（1.5）
社会福祉学 3（1.5） 訪問看護ステーション 2（1.0）
教育学 3（1.5） 専門学校 1（0.5）
ライフデザイン 3（1.5） 社会福祉施設 1（0.5）
老年学 2（1.0） 合計 202（100）
社会学 2（1.0）
人間環境学 1（0.5）
死生学 1（0.5）
健康科学 1（0.5）
経済学 1（0.5）
合計 202（100）
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理学系は教育機関が 75.0％、研究所が 25.0％とやはり教育機関が多い。一方、福祉系の研
究者は、僅か 1.5％であったが福祉機関にはおらず全て教育機関に所属していた。 
 
Ⅱ研究雑誌の属性 
①雑誌採用数：有効数 202データを表 2.21、表 2.22で参照する。死生観研究の掲載は紀
要（15.3％）よりは、ほとんどが雑誌投稿（82.7％）されているものの方が多い。 
表２．２１ 雑誌採用数 
 
採用数が最も多い雑誌は、日本看護学会論文集の 成人看護が 10編、死の臨床の 7編、
ホスピスと在宅ケア、日本がん看護学会誌が各 6編、日本看護科学会誌、日本看護学会論
文集の看護総合が各 5編となっていた。掲載数の上位を見ても専門誌よりも、看護系専門
職の雑誌がほとんど占めていた。一方、福祉系専門職においては雑誌掲載がなく、紀要の
川崎医療福祉大学の紀要が各 3編となっていた。 
表２．２２ 雑誌の分類 
 
雑誌名 記載数 雑誌名 記載数
日本看護学会論文集: 成人看護II 10 ナーシング 2
死の臨床 7 家族看護学研究 2
ホスピスケアと在宅ケア 6 家庭医療 2
日本がん看護学会誌 6 岩手県立大学看護学部紀要 2
日本看護科学会誌 5 群馬医学 2
日本看護学会論文集: 看護総合 5 広島国際大学看護学ジャーナル 2
愛知県立看護短期大学雑誌 4 香川医科大学看護学雑誌 2
石川看護雑誌 4 作業療法ジャーナル 2
日本看護学会論文集: 老年看護 4 山梨県立大学看護学部紀要 2
日本看護研究学会雑誌 4 新潟県立がんセンター新潟病院看護部看護研究平成18年度、19年度 2
ヒューマン・ケア研究 3 神奈川県立看護教育大学校事例研究集録 2
ヘルスサイエンス研究 3 日本看護学会集録、20回24回老人看 2
看護実践の科学 3 日本在宅ケア学会誌 2
質的心理学研究 3 日本精神科看護学会誌 2
心理臨床学研究 3 福岡県立大学看護学部紀要 2
川崎医療福祉学会誌 3 掲載数１の雑誌 93
日本看護学会論文集: 地域看護 3 合計 202
臨床死生学 3
雑誌領域 度数(%) 雑誌領域 度数(%) 雑誌種類 度数(%)
看護学系 91（45.3） 社会福祉学系 5（2.5） 雑誌 167（82.7）
医学系 25（12.4） その他 5（2.5） 紀要 31（15.3）
総合ケア 15（7.5） 老年学 4（2.0） 報告書等 4（2.0）
心理学系 12（6.0） 健康科学系 4（2.0） 合計 202（100.0）
死生学 11（5.5） 教育学系 3（1.5）
保健・公衆衛生学系 10（5.0） 人間関係学系 1（0.5）
病院誌 8（4.0） 社会学系 1（0.5）
リハビリテーション学系 6（3.0） 合計 202
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投稿された雑誌を領域ごとに分類すると、看護系の雑誌への投稿が 45.0％と最も多く、
次に医学系の雑誌が 12.4％、総合ケア系の雑誌が 7.4％の順で、それ以外の雑誌は 5％か、
それ以下となっていた。 
②雑誌刊行年：表 2.23、表 2.24を参照すると、有効数 202データ中、「CiNii」「医中誌」
上の高齢者の死生観研究は、1968年に神奈川県衛生部に所属する（公衆衛生・保健学系領
域）吉沢勲により、医学雑誌に「老人の死に対する態度」というタイトルの論文として掲
載されたことにより始まっていた７５。 
表２．２３ 雑誌刊行年 
 
その後、死生観研究は、研究増加傾向から分析し、2回のピークを迎えていることが分か
るが、一つは 1991年、他方は 2003年である。 
表２．２４ 刊行年ごとの研究領域分類 
 
その間、初期の研究掲載から看護学系と心理学系が論文投稿する 1986 年までの 18年間
は原著論文等での採用記載はされなかった。1991年以降からの増加には、看護学、医学、
心理学、公衆衛生・保健学、社会福祉学、その他と全ての領域からの掲載数の増加が影響
している。2003年に以降の増加には、特に、看護学系領域の論文掲載数の飛躍的な増加が
影響していることが明らかとなった（計 41年、2009年 8月 14日現在）。 
雑誌刊行年 度数(%) 雑誌刊行年 度数(%)
1968 1（0.5） 1999 4（2.0）
1986 1（0.5） 2000 6（3.0）
1988 1（0.5） 2001 5（2.5）
1989 1（0.5） 2002 7（3.5）
1990 1（0.5） 2003 19（9.4）
1991 5（2.5） 2004 23（11.4）
1992 2（1.0） 2005 28（13.9）
1993 4（2.0） 2006 23（11.4）
1994 2（1.0） 2007 28（13.9）
1995 1（0.5） 2008 25（12.4）
1996 3（1.5） 2009 10（5.0）
1997 2（1.0） 合計 202（100）
看護学系 医学系 心理学系
公衆衛生・
保健学系
社会福祉学
系 その他 合計
68-90年
91-02年
03-09.8月
合計
5(100%)
(2.5%)
41(100%)
(20.3%)
156(100%)
(77.2%)
202(100%)
(100%)
0
7(17.1%)
(29.2%)
17(10.9%)
(70.8%)
24(11.9%)
(100%)
0
2(4.9%)
(66.7%)
1(0.6%)
(33.3%)
3(1.5%)
(100%)
1(20.0%)
(14.3%)
3(7.3%)
(42.9%)
3(1.9%)
(42.9%)
7(3.5%)
(100%)
1(20.0%)
(5.6%)
3(7.3%)
(16.7%)
14(9.0%)
(77.8%)
18(8.9%)
(100%)
1(20.0%)
(5.3%)
4(9.8%)
(21.1%)
14(9.0%)
(73.7%)
19(9.4%)
(100%)
2(40.0%)
(1.5%)
22(53.7%)
(16.8%)
107(68.6%)
(81.7%)
131(64.9%)
(100%)
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一方、社会福祉学系は、他の領域から若干遅れ、1999年に特別養護老人ホームの職員を
対象にした研究において初めて掲載され７６、その後 5年ごとに 1本ずつ掲載するに留まっ
ている。なお、度数０があるため有意差検定は実施していない。 
 
Ⅲ研究対象と方法 
研究方法：有効数 202 データ中、質的研究（65.7％）は量的研究（33.1％）のほぼ 2倍弱
を占めていた。また、質的と量的の混合研究が 1.1%あった。 
表 2.25、表 2.26は職種毎（教育学、社会学など数値の低い専門職は除外している）、経
過年毎に研究方法との関係性を見たものである。 
表２．２５ 研究法ごとの研究領域分類 
 
看護系の研究者は質的研究 98編（74.8%）、医学系の研究者は量的研究 12編（63.2％）
が多く、その他周辺領域の研究者は若干量的研究 14編（51.9%）が多くなっていた。一方
社会福祉系の研究者は、量的、質的、量・質的研究の全てを取り扱っていた。 
表２．２６ 研究法ごとの雑誌刊行年 
 
刊行年でみると、高齢者研究は量的研究で始まったが、2002年までは経過年ごとの増加
率はほぼ同数であった。2003 年からは、質的研究と量的研究の比率が約 7：3と顕著な異な
りを見せていた。 
領域名 質的研究 量的研究 質的・量的研究 合計
看護学系 98（74.8%）
（83.8%）
33（25.2%）
（55.9%）
0（0.0%）
（0.0%）
131
（100.0%）
医学系 7（36.8%）
（6.0%）
12（63.2%）
（20.3%）
0（0.0%）
（0.0%）
19（100.0%）
（10.7%）
心理学系 8（44.4%）
（6.8%）
9（50.0%）
（15.3%）
1（5.6%）
（50.0%）
18（100.0%）
（10.1%）
公衆衛生・保
健学系
3（42.9%）
（2.6%）
4（57.1%）
（6.8%）
0（0.0%）
（0.0%）
7（100.0%）
（3.9%）
社会福祉学系 1（33.3%）
（0.9%）
1（33.3%）
（1.7%）
1（33.3%）
（50.0%）
3（100.0%）
（1.7%）
合計
117（65.7%）
（100.0%）
59（33.1%）
（100.0%）
2（1.1%）
（100.0%）
178
（100.0%）
（100.0%）
質的研究 量的研究
質的・
量的研究 合計
68-90年
91-02年
03-09.8月
合計 72(35.6%)
(100%)
2(1.0%)
(100%) 202(100%)
128(63.4%)
(100%)
3(60.0%)
(4.2%) 0
5(100%)
(2.5%)
21(51.2%)
(29.2%)
1(2.4%)
(50.0%)
41(100%)
(20.3%)
48(30.8%)
(66.7%)
1(0.6%)
(50.0%)
156(100%)
(77.2%)
2(40.0%)
(1.6%)
19(46.3%)
(14.8%)
107(68.6%)
(83.6%)
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②被検者数：患者本人を対象にした 166編中、被験者数 1-3名（27.7%）や 4-10名（22.9％）
と少数事例を扱ったが調査が 5割弱で、11－50名（18.1%）、201－500名（12.7％）、101－
200名（10.2％）の大規模調査より多く存在していた。 
表２．２７ 研究対象人数と研究領域 
 
患者の家族を対象にした 50編中、やはり少数事例が多く、被験者数 1-3名（30.0%）や
4-10名（26.0％）が 6割弱と患者本人を対象にしたものよりもやや多い傾向であった。次
が 11-50 名（24.0%）であり、500名以上の大規模調査は扱われていなかった。 
専門職を対象にした研究 34編では、やはり少数事例の被験者数 1-3名（32.4%）が最も
多いが、次が 11-50名（26.5％）で、4-10名（20.6%）が 3番目であった。51名以上を対
象にした研究が 5％前後であるため、家族を対象にした研究同様の結果であった。看護系の
研究者は、患者本人、その家族、専門職を研究対象としており、1-3名、4-10名、次に 11-50
領域名 1－3 4－10 11－50 51－100 101－200 201－500 501-1000 1000以上 合計
看護学系 32（27.8%）
（74.4%）
33（29.5%）
（91.7%）
18（16.1%）
（66.7%）
4（3.6%）
（80.0%）
10（8.9%）
（66.7%）
14（12.5%）
（70.0%）
1（0.9%）
（33.3%）
0 112
（100.0%）
医学系 7（38.9%）
（16.3%）
1（5.6%）
（2.8%）
5（27.8%）
（18.5%）
1（5.6%）
（20.0%）
3（16.7%）
（20.0%）
1（5.6%）
（5.0%）
0 0 18（100.0%）
（11.8%）
心理学系 3（21.4%）
（7.0%）
1（7.1%）
（2.8%）
3（21.4%）
（11.1%）
0 2（14.3%）
（13.3%）
2（14.3%）
（10.0%）
2（14.3%）
（66.7%）
1（33.3%）
（7.1%）
14（100.0%）
（9.2%）
公衆衛生・保
健学系
1（16.7%）
（2.3%）
1（16.7%）
（2.8%）
0 0 0 3（50.0%）
（15.0%）
0 1（16.7%）
（33.3%）
6（100.0%）
（3.9%）
社会福祉学系 0 0 1（50.0%）
（3.7%）
0 0 0 0 1（50.0%）
（33.3%）
2（100.0%）
（1.3%）
合計
43（28.3%）
（100.0%）
36（23.7%）
（100.0%）
27（17.8%）
（100.0%）
5（3.3%）
（100.0%）
15（9.9%）
（100.0%）
20（13.2%）
（100.0%）
3（2.0%）
（100.0%）
3（2.0%）
（100.0%）
152
（100.0%）
看護学系 11（33.3%）
（100.0%）
10（30.3%）
（76.9%）
7（21.2%）
（63.6%）
1（3.0%）
（50.0%）
2（6.1%）
（66.7%）
2（6.1%）
（66.7%）
0 0 33（100.0%）
（76.7%）
医学系 0 1（25.0%）
（7.7%）
1（25.0%）
（9.1%）
1（25.0%）
（50.0%）
1（25.0%）
（33.3%）
0 0 0 4（100.0%）
（9.3%）
心理学系 0 0 3（75.0%）
（27.3%）
0 0 1（25.0%）
（33.3%）
0 0 4（100.0%）
（9.3%）
公衆衛生・保
健学系
0 2（100.0%）
（15.4%）
0 0 0 0 0 0 2（100.0%）
（4.7%）
社会福祉学系 0 0 0 0 0 0 0 0 0
合計
11（25.6%）
（100.0%）
13（30.2%）
（100.0%）
11（25.6%）
（100.0%）
2（4.7%）
（100.0%）
3（7.0%）
（100.0%）
3（7.0%）
（100.0%）
0 0 43
（100.0%）
看護学系 5（21.7%）
（55.6%）
7（30.4%）
（100.0%）
7（30.4%）
（100.0%）
2（8.7%）
（100.0%）
1（4.3%）
（50.0%）
1（4.3%）
（50.0%）
0 0 23（100.0%）
（71.9%）
医学系 1（50.0%）
（11.1%）
0 0 0 0 0 0 1（50.0%）
（100.0%）
2（100.0%）
（6.3%）
心理学系 2（40.0%）
（22.2%）
0 2（40.0%）
（22.2%）
0 0 1（20.0%）
（50.0%）
0 0 5（100.0%）
（15.6%）
公衆衛生・保
健学系
1（100.0%）
（11.1%）
0 0 0 0 0 0 0 1（100.0%）
（3.1%）
社会福祉学系 0 0 0 0 1（100.0%）
（50.0%）
0 0 0 1（100.0%）
（3.1%）
合計
9（28.1%）
（100.0%）
7（21.9%）
（100.0%）
9（28.1%）
（100.0%）
2（6.3%）
（100.0%）
2（6.3%）
（100.0%）
2（6.3%）
（100.0%）
0 1（3.1%）
（100.0%）
32
（100.0%）
対象人数家族
対象人数専門職
対象人数本人
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名とやはり少数の被験者を対象とした質的研究が多い。一方 100名以上を対象にした量的
研究は質的研究と比して 2/3以下であった。 
医学系の研究者も上記の三者を対象にしており、患者本人を対象にしたものは 1-3名、
11-50名が最も多く、家族は 4-10名から 101-200名にかけてと患者よりも調査対象者数が
多い。専門職を対象にしたものは 1-3名の少数事例か、1,000人以上の大規模な量的調査と
2 分化されていた。 
心理学系も上記の三者を取り扱っており、患者本人を対象にした場合、全カテゴリーが
均一に研究されていた。しかし、家族や専門職を対象にした場合、少数の事例か、500人以
下の量的調査かに 2分化されている傾向にあった。 
福祉学系は、患者の家族は対象としておらず、患者本人か専門職の二者となっていた。
また、1-10の少数事例は扱っておらず、患者本人の場合は 11名以上か、1,000名以上の大
規模調査と 2極化し、専門職は、全く少数は扱っておらず、100人以上を対象とする量的研
究のみになっていた 
表２．２８ 研究対象者の属性 
 
③被験者間の関係性：表 2.28を参照にすると有効数 196データ中、本人のみを対象にし
た一項関係では、患者本人のみ（57.1％）を扱っている調査が最も多い。他にも患者家族
や遺族のみ（7.7％）を扱った研究を含めると 6割強であった。残り 4割弱が関係性を扱っ
た二項関係か三項関係、ここでは四項関係の研究を取り扱っていた。一番多いのが、二項
関係の患者本人とその家族（13.3％）、若しくは患者本人と専門職（12.2％）であった。少
ないながらも三項関係を扱った調査（6.6％）、専門職やその他の知り合いなどを加えた四
項関係の調査も（0.5%）あった。 
表 2.29の専門職ごとの対象者間の関係性では、看護系、医学系、心理学、保健・公衆衛
生学・社会福祉学の研究者は、患者本人のみをとり扱う研究を好んで行う傾向にあった。
しかし、看護学系は、患者本人のみならず、その家族や専門職といった二項関係、三項関
対象者間の関係性 度数(%) 年齢全体 度数(%) 年齢高齢 度数(%)
本人 112（57.1） 老年者（65歳以上） 66（35.1） 前期高齢者 95（53.4）
本人と家族間 26（13.3） 老年者ー中年者 54（28.7） 前期・後期高齢者 72（40.4）
本人と専門職間 24（12.2） 老年者ー成人者 51（27.1） 後期高齢者 11（6.2）
家族（遺族） 15（7.7） 老年者ー青年者 9（4.8） 合計 178（100.0）
本人と家族と専門職間 13（6.6） 中年者ー青年者 5（2.7）
専門職 5（2.6） 老年者と成人者 2（1.1）
本人と家族と専門職とその他 1（0.5） 中年者（45歳～64歳） 1（0.5）
合計 196（100.0） 合計 188（100.0）
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係、また、サポーターも含め四項関係の関係性を研究として取り扱い、多数の関係性を取
り扱っている研究は看護系の研究者のみであった。医学系と心理学系は、家族のみか、患
者―家族、患者―専門職といった二項関係の関係性を測定していた。公衆衛生・保健学も
同様、患者と家族や専門職の二項関係の関係性を検討していた。一方、福祉職は、関係性
は対象として取り扱っておらず、患者本人や専門職といった一項関係を対象にした研究の
みであった。 
この研究対象者の関係性を刊行年でみると、患者のみを対象にした研究は 2002年までは
他の対象と同じように増加傾向であったが、2003年以降は他の 5倍弱と飛躍的な伸びを見
せ、近年はより患者研究を好んで行っていることが明らかとなる。 
表２．２９ 研究対象者の関係性と研究領域 
 ④被検者の年齢層：表 2.28を参照すると有効数 188データ中、65歳以上の老年者のみ（35.1％）
を扱った調査が最多であった。しかし高齢者だけでなく、中年期～老年期（28.7％）、成人期
～老年期（27.1％）、青年者～老年者（4.2％）、老年者と成人者（1.2％）と幅広い年齢層を対
象にした研究が 6割強と多かった。高齢者を抽出単語にしたにもかかわらず、45歳～64歳の
中年者、中年者～青年者と高齢者以外が少数ながら対象として測定していた。 
老年者の内訳をみると（有効数 178データ）、前期老年者のみ（53.4％）を扱った調査が
最も多く、前期から後期老年者（40.4％）の研究を含むと 9割以上の研究者が、前期老年
者を対象にしていた。そのため、後期老年者のみ（6.2％）を対象にしたものは極めて少な
いとの結果を得た。 
表 2.30を参照に研究領域別に被験者の年齢層をみると、看護学系の研究者は老年者から
青年まで幅広い年齢層を対象としていた。また、社会福祉学系の研究者においても同様の
領域名 本人 家族（遺族） 専門職 本人と家族間
本人と専門職
間
本人と家族と
専門職間
本人と家族
と専門職と
その他
合計
看護学系 67（52.3%）
（67.7%）
9（7.0%）
（69.2%）
4（3.1%）
（80.0%）
19（14.8%）
（82.6%）
19（14.8%）
（86.4%）
9（7.0%）
（81.8%）
1（0.8%）
（100.0%）
128
（100.0%）
医学系 14（73.7%）
（14.1%）
1（5.3%）
（7.7%）
0 2（10.5%）
（8.7%）
1（5.3%）
（4.5%）
1（5.3%）
（9.1%）
0 19（100.0%）
（10.9%）
心理学系 12（66.7%）
（12.1%）
3（16.7%）
（23.1%）
0 1（5.6%）
（4.3%）
2（11.1%）
（9.1%）
0 0 18（100.0%）
（10.3%）
公衆衛生・保
健学系
4（66.7%）
（4.0%）
0 0 1（16.7%）
（4.3%）
0 1（16.7%）
（9.1%）
0 6（100.0%）
（3.4%）
社会福祉学系 2（66.7%）
（2.0%）
0 1（33.3%）
（20.0%）
0 0 0 0 3（100.0%）
（1.7%）
合計
99（56.9%）
（100.0%）
13（7.5%）
（100.0%）
5（2.9%）
（100.0%）
23（13.2%）
（100.0%）
22（12.6%）
（100.0%）
11（6.3%）
（100.0%）
1（0.6%）
（100.0%）
174
（100.0%）
（100.0%）
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傾向がみられた。医学系、心理学系、保健・公衆衛生学領域の研究者は、老年者から成人
者までを対象にしていた。 
老年期のうち訳をみると、看護学系、医学系、心理学系の研究者は、65歳以上の老年者
のみの傾向を測定したものが最も多い。看護学系と医学系は、前期高齢者研究のみならず、
前期高齢者から後期高齢者までと幅広い年齢層を対象にしていた。一方で、心理学や公衆
衛生・保健学、社会福祉学の研究者は、後期老年者、前期老年者と単一の年代層を対象に
した研究はなく、前期から後期老年者と調査対象者の年代の幅を設定せずに研究を実施し
ていた。 
最後に年齢層を刊行年でみると、最も多い老年者のみを取り扱った研究で、86年から始
まり、コンスタントに増加し 2004年でピークを迎えていた。続いて中年期～老年期を取り
扱った研究は、1968 年と最も古くから取り扱われて、年々徐々に増え 2004年、2007年と
二つの時点でピークを迎えていた。老年期を詳細にみると、前期高齢者を取り扱った研究
の推移と同様になっていた。次に成人期～老年期といった幅広い年代を扱った研究で、1992
年から始まり、その後取り扱わない時期もあったが、現在でも増加の一路をたどっている。
一方、後期高齢者のみを取り扱った研究は、2005年に若干の伸びを見せたが、全体として
少数例となっていた。 
表２．３０ 研究対象者の年齢区分と研究領域 
 
⑤健康状態：対象者本人の心身状態は、全くの健康状態にある者が 21.6%で、残り 8割弱
ががん疾患（31.8%）や脳機能障害（8.5%）など何らかの疾患に罹患している対象者であっ
た。 
領域名 老年者（65歳以上） 老年者ー中年者
老年者ー成人
者
老年者と成人
者
老年者ー青年
者
中年者ー青年
者 合計 前期高齢者 後期高齢者
前期・後期高
齢者 合計
看護学系 44（35.8%）
（73.3%）
36（29.3%）
（72.0%）
30（24.4%）
（69.8%）
2（1.6%）
（100.0%）
7（5.7%）
（100.0%）
4（3.3%）
（80.0%）
123（100%）
（73.7%）
68（58.1%）
（84.0%）
10（8.5%）
（90.9%）
39（33.3%）
（58.2%）
117（100%）
（73.6%）
医学系 9（47.4%）
（15.0%）
4（21.1%）
（8.0%）
6（31.6%）
（14.0%）
0 0 0 19（100%）
（11.4%）
7（36.8%）
（8.6%）
1（5.3%）
（9.1%）
11（57.9%）
（16.4%）
19（100%）
（11.9%）
心理学系 5（31.3%）
（8.3%）
6（37.5%）
（12.0%）
5（31.3%）
（11.6%）
0 0 0 16（100%）
（9.6%）
5（31.3%）
（6.2%）
0 11（68.8%）
（16.4%）
16（100%）
（10.1%）
公衆衛生・保健
学系
1（16.7%）
（1.7%）
3（50.0%）
（6.0%）
2（33.3%）
（4.7%）
0 0 0 6（100%）
（3.6%）
1（20.0%）
（1.2%）
0 4（80.0%）
（6.0%）
5（100%）
（3.1%）
社会福祉学系 1（33.3%）
（1.7%）
1（33.3%）
（2.0%）
0 0 0 1（33.3%）
（20.0%）
3（100%）
（1.8%）
0 0 2（100.0%）
（3.0%）
2（100%）
（1.3%）
合計
60（35.9%）
（100%）
50（29.9%）
（100%）
43（25.7%）
（100%）
2（1.2%）
（100%）
7（4.2%）
（100%）
5（3.0%）
（100%）
167（100%） 81（50.9%）
（100%）
11（6.9%）
（100%）
67（42.1%）
（100%）
159（100%）
（100%）
92 
  
家族の心身状態は、不明が 42.2％と家族調査を実施している研究者の多くは、心身状態
を測定することはなかった。また、現に、健康に問題のない状態にある家族が 20.3％であ
った。一方、家族においても痛み・苦しみ・悲嘆を呈しているものが 21.9％と残り 2割弱
も何らか疾患に罹患している対象者であった。 
領域別にみると、看護学領域、医学領域は、全対象者の内それぞれ 44.3％、47.4％がが
ん患者を対象にし、社会福祉学領域に関しては 3割強、心理学と公衆衛生・保健学領域に
おいては 2割弱と、多くの研究者ががん患者を調査対象者として取り扱っていた。 
一方、心理学、公衆衛生・保健学領域の半数は健康期を対象にした研究が最も多く、看
護学領域も 2割、医学や社会福祉学領域も健康期を対象として取り扱っていた。 
⑥研究時期：表 2.31 を参照すると、研究対象者の研究時期の内、本人を対象にしたもの
で最も多いのは、末期の患者を測定した研究が 55編（31.4％）、次が中期の患者を取り扱
った研究が 48編（27.4％）と健康期 47編（26.9％）がほぼ同率であった。これら時期を
特定した研究が 8割以上であった。しかし、これらの研究の何れもが一時点を測定する研
究であり、二時点以上の経過を追った研究は２割前後と低い傾向にあった。 
家族においては、家族の研究時期について言及していない研究が 35編（63.6％）と最も
多い。家族においても疾患を抱えた場合は中期が 10編（18.2％）、健康期を測定対象にし
た研究が 5編（9.1％）であった。家族の場合健康状態の経過を追った調査は全体の 1割し
かない。 
専門職においては健康期のみであった。 
表２．３1  研究対象者ごとの研究時期
 
 
研究時期本人 度数(%) 研究時期家族 度数(%)
末期 55（31.4） 不明 35（63.6）
中期 48（27.4） 中期 10（18.2）
健康期 47（26.9） 健康期 5（9.1）
中期ー末期 5（2.9） 初期ー中期と健康期 2（3.6）
中期と健康期 4（2.3） 中期ー末期 1（1.8）
初期ー中期と健康期 4（2.3） 中期と健康期 1（1.8）
不明 3（1.7） 初期ー中期 1（1.8）
初期ー中期ー末期 3（1.7） 合計 55（100.0）
死後期 3（1.7）
末期ー健康期ー死後期 1（0.6）
不明 1（0.6） 研究時期専門職 度数(%)
初期ー中期 1（0.6） 健康期 42（20.8）
合計 175（100.0） 合計 42（100.0）
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表２．３２ 研究領域と研究対象者の時期 
 
表 2.32は研究領域別にみると、看護学系の研究者は、末期 44編（38.3%）、中期 32編（27.8%）
と、7割弱は疾患に罹患している特定の時期を対象にしており、かつ、罹患していない健康
期 24編（20.9％）も対象にしていた。 
社会福祉学系の研究者も同様に、末期、中期の患者を対象にし、医学系の研究者におい
ても 8割強は、中期と末期の患者を測定対象にしていた。一方で、心理学系や公衆衛生・
保健学系の研究者は、健康期をそれぞれ 53.3％、33.3％と最も多く扱っていた。 
家族の場合、どの研究領域も研究時期を重要視していないことが明らかになった。特に、
看護系は家族を好んで取り扱っているにもかかわらず、26編（68.4％）と 7割近くが健康
状態に関しては測定していない。 
一方、専門職の場合は、殆どの専門職が健康状態の良好な対象者を被験者としていた。 
表 2.33 は、疾患からがんと健康のみを取り上げ、各研究領域と対比させたものである。
疾患類系のがんにおいては有意差が確認された。看護学系と医学系の研究者は他の領域と
比して、がん患者を研究対象として取り上げており、健常者の場合では心理学系と公衆衛
生・保健学系の約半数が研究対象としていた。 
領域名 中期 末期 健康期 死後期 不明 初期ー中期 中期ー末期 中期と健康期 初期ー中期ー末期
初期ー中期と
健康期
末期ー健康
期ー死後期 合計
看護学系 32（27.8%）
（71.1%）
44（38.3%）
（83.0%）
24（20.9%）
（68.6%）
3（2.6%）
（100%）
1（0.9%）
（50.0%）
0 3（2.6%）
（60.0%）
3（2.6%）
（75.0%）
2（1.7%）
（66.7%）
2（1.7%）
（50.0%）
1（0.9%）
（100%）
115
（100%）
医学系 10（55.6%）
（22.2%）
5（27.8%）
（9.4%）
1（5.6%）
（2.9%）
0 0 1（5.6%）
（100%）
1（5.6%）
（20.0%）
0 0 0 0 18（100%）
（11.5%）
心理学系 2（13.3%）
（4.4%）
3（20.0%）
（5.7%）
8（53.3%）
（22.9%）
0 0 0 0 0 1（6.7%）
（33.3%）
1（6.7%）
（25.0%）
0 15（100%）
（9.6%）
公衆衛生・保健
学系
1（16.7%）
（2.2%）
0 2（33.3%）
（5.7%）
0 1（16.7%）
（50.0%）
0 1（16.7%）
（20.0%）
0 0 1（16.7%）
（25.0%）
0 6（100%）
（3.8%）
社会福祉学系 0 1（50.0%）
（1.9%）
0 0 0 0 0 1（50.0%）
（25.0%）
0 0 0 2（100%）
（1.3%）
合計
45（28.8%）
（100%）
53（34.0%）
（100%）
35（22.4%）
（100%）
3（1.9%）
（100%）
2（1.3%）
（100%）
1（0.6%）
（100%）
5（3.2%）
（100%）
4（2.6%）
（100%）
3（1.9%）
（100%）
4（2.6%）
（100%）
1（0.6%）
（100%）
156
（100%）
（100%）
看護学系 6（15.8%）
（66.7%）
0 4（10.5%）
（80.0%）
0 26（68.4%）
（83.9%）
0 0 0 0 2（5.3%）
（100%）
0 38（100%）
（79.2%）
医学系 1（25.0%）
（11.1%）
0 0 0 3（75.0%）
（9.7%）
0 0 0 0 0 0 4（100%）
（8.3%）
心理学系 0 0 1（25.0%）
（20.0%）
0 2（50.0%）
（6.5%）
1（25.0%）
（100%）
0 0 0 0 0 4（100%）
（8.3%）
公衆衛生・保健
学系
2（100%）
（22.2%）
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2（100%）
（4.2%）
社会福祉学系 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
合計
9（18.8%）
（100%）
0 5（10.4%）
（100%）
0 31（64.6%）
（100%）
1（2.1%）
（100%）
0 0 0 2（4.2%）
（100%）
0 48（100%）
（100%）
看護学系 0 0 32（100%）
（84.2%）
0 0 0 0 0 0 0 0 32（100%）
（84.2%）
医学系 0 0 2（100%）
（5.3%）
0 0 0 0 0 0 0 0 2（100%）
（5.3%）
心理学系 0 0 2（100%）
（5.3%）
0 0 0 0 0 0 0 0 2（100%）
（5.3%）
公衆衛生・保健
学系
0 0 1（100%）
（2.6%）
0 0 0 0 0 0 0 0 1（100%）
（2.6%）
社会福祉学系 0 0 1（100%）
（2.6%）
0 0 0 0 0 0 0 0 1（100%）
（2.6%）
合計
0 0 38（100%）
（100%）
0 0 0 0 0 0 0 0 38（100%）
（100%）
専門職研究からみた時期
家族研究からみた時期
本人研究からみた時期
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表２.３３ 研究領域と疾患類系 
 
 
２．４．４ 高齢者の死生観研究の動向（定性的分析結果から） 
２．４．４．１ 主要テーマに見る死生観研究の動向 
近年の死生観研究の動向を明らかとするため、文献中に内容を分析し、そこで検討され
た結果内容ごとに、主要なテーマとして分類した。質的研究の通常方法に従い、論文内の
主要なテーマの示す内容に一定程度親近性が互いにあるグループを一つのカテゴリーにま
とめ、これらのカテゴリーの多少によって研究分野の質的な動向を探った。 
本研究に置いての表記法； 
『 』:小カテゴリー、 
【 】：中カテゴリー 
≪≫：大カテゴリー（コア概念） 
その結果、【患者の死生観】【本人の死生観と関連要因】【高齢者に関わる者の死生観】【高
齢者の死生観へのケア】【高齢健常者の死生観】【家族ケア】【支援者のケアとケア観】【そ
の他】の順に 8つの分類ができた。 
また、その結果を大別すると２つのコア概念に区分できた。1つが、≪本人の死生観研究
≫、他方が≪死生観への関連要因研究≫である。表 2.34は、表頭は左から高齢本人に関す
る内容から、それ以外の者の研究へと並び替え、表側の経過年ごとに分類を見るものであ
る。 
論文中の主要なテーマとして、本人または周囲の者も含め死生観の検証を据えているも
のは 109編（54.0％）と半数強であった。このため、研究者の実に半数弱が死生観の検証
以外を研究に据えていることが明らかとなった。死生観の検証においても当事者である本
人を対象にしたものは 77編（70.6％）で、研究全体の 4割弱、更に 6割以上の研究者が当
がん以外 がん 合計 健康以外 健康 合計
看護学系 73（55.7%）
（68.9%）
58（44.3%）
（80.6%）
131（100%）
（73.6%）
104（79.4%）
（75.4%）
27（20.6%）
（67.5%）
131（100%）
（73.6%）
医学系 10（52.6%）
（9.4%）
9（47.4%）
（12.5%）
19（100%）
（10.7%）
18（94.7%）
（13.0%）
1（5.3%）
（2.5%）
19（100%）
（10.7%）
心理学系 15（83.3%）
（14.2%）
3（16.7%）
（4.2%）
18（100%）
（10.1%）
9（50.0%）
（6.5%）
9（50.0%）
（22.5%）
18（100%）
（10.1%）
公衆衛生・保健
学系
6（85.7%）
（5.7%）
1（14.3%）
（1.4%）
7（100%）
（3.9%）
4（57.1%）
（2.9%）
3（42.9%）
（7.5%）
7（100%）
（3.9%）
社会福祉学系 2（66.7%）
（1.9%）
1（33.3%）
（1.4%）
3（100%）
（1.7%）
3（100%）
（2.2%）
0 3（100%）
（1.7%）
合計
106
（59.6%）
（100%）
72（40.4%）
（100%）
178（100%）
（100%）
138（77.5%）
（100%）
40（22.5%）
（100%）
178（100%）
（100%）
（χ ２乗＝14.767　P<．05）
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事者の死生観を研究には据えていないことが明らかとなった。これら 6割の内、影響要因
との関連が 2割弱で、残り 4割は、影響要因の内ケアを取り扱っていた。また、患者の死
生観と高齢者の死生観へのケアを合わせると 4 割の研究者が疾患を抱えている高齢者につ
いて関心を持っていることを示していた。 
次に、経過年区分ごとの推移である。1990年以前の死生観研究は、全て本人を対象に扱
った死生観とその関連要因についての研究であった。 
91年～02年は高齢者本人だけでなく、その周囲の者も研究関心として取り入れられ、そ
の合計は 14編（34.1%）であった。その内、高齢者に関わる者の死生観を取り扱った研究
は 6編（42.9%）である、残り 6割弱の研究がケアの側面に大きな関心を示していることが
明らかとなった。 
また、本人を含めた関連要因研究は 17編（41.5％）と、特に当事者に対する関連要因研
究に関心を示していた。関連要因中の 7編（41.2%）が、ケアの側面からの研究であった。 
一方、高齢者の死生観研究が研究ピークを迎えていたのは 03年以降からである。全ての
研究が増加していた。その内、最も増加率が高いのから【高齢者の死生観へのケア】研究
であり、前年区分時には 1編であったものが増加率 28倍、【患者の死生観】研究において
は、03年以降で全体の 3割弱と最も研究数が多く、前年区分比から 8倍弱の増加率、次が、
【家族のケア】研究で 6倍の増加率、【高齢者にかわる者の死生観】研究は 4倍強の増加率
となっていた。 
2003年以降の傾向全体を概観すると、死生観を取り扱った研究は合計 83編（53.2％）と
なり、前年区分から 1割増加している。増加を示しているのは、その内半数を占めていた
高齢患者の死生観を取り扱った研究であり、前年度区分から 2割増加していた。一方、高
齢健常者の死生観研究は、前年度区分 3割の低下を示していたため、全体の増加率から測
ると研究関心が低下していることが明らかとなった。死生観以外の研究も 4割 7分と前年
区分から 1割低下していた。しかし、ケアの研究が 47編(64.4%)であったため、特に低下
傾向を示しているのは関連要因の研究であることが理解された。次に、高齢当事者研究で
あるが、81編（51.9％）と前年区分 6割 5分から 1割 5分下回っていた。そのため、半数
は周囲の者を含めた研究となっていた。これも前年区分から 2割の増加であったため、研
究関心が増加していることが明らかとなった。 
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表２.３４ 経過年区分と内容分類 
 
 
Ⅰ．死生観研究の動向 
１．≪本人の死生観研究≫ 
（１）【患者の死生観】 
表 2.35、表 2.36は、最も多い【患者の死生観】研究の詳細内容を示したものである。論
文中で検討された主要なテーマ事に『現状』『変化』『過程』と多い順に分類し、かつ、年
代の古い順に並べ変えたものである。また、縦軸では第 1章で示された死生観の概念とし
て、行動、認知、感情の 3機能を活用し分類した。 
【患者の死生観】研究は、2003年以降に顕著な増加を示していたが、死生観の『変化』
や『過程』を理解するものよりも、その半数強は疾患の罹患者の死生観の『現状』理解が
目的である。また、死生観の現状の理解では、認知、行動、感情の 3機能の内、ほとんど
が認知機能で、かつ、意識や意味づけを問うよりも、9割は死生に関する願いや希望の把握
に研究関心が集約していた。次に、行動過程の準備状態の把握が 6割弱と研究関心として
取り上げられていた。 
一方、死生観の『変化』を目的とする研究においては、告知、療養、治療、終末期の前
後の変化を目的としており、3機能の内、10割弱のほとんどが認知過程の把握を目的とし
ていた。しかし、認知過程の下位概念においては、研究関心にバラつきがあり、6割の研究
者から意味づけや意識の理解に研究関心を示していた。このため、希望の理解が目的であ
った死生観の『現状』把握研究とは異なる結果となった。次が、やはり行動過程であった
が、死生観の『現状』把握では 6割が準備状態の把握に関心を示していたものが、ここで
は 4割となり、2割が低下し、反対に行動についての把握を目的にする研究が 5割強であっ
た。一方、心理過程の把握については、死生観の『現状』よりも多く関心を示していた。 
患者の死生観
高齢健常者
の死生観
本人の死生観
と関連要因
高齢者の
死生観へ
のケア
高齢者に関
わる者の死
生観
家族ケア
支援者の
ケアとケア
観
その他 合計
1968～90 2(3.8%)
(40.0%)
1(4.0%)
(20.0%)
2(5.6%)
(40.0%)
0 0 0 0 0
5（100％）
（2.5%）
91～02 ７(13.5%)
(14.6%)
10(40.0%)
(31.7%)
10(28.6%)
(26.8%)
1(3.4%)
(2.4%)
6(18.8%)
(14.6%)
2(14.3%)
(4.9%)
４(36.3%)
(9.8%)
1(33.3%)
(2.4%)
41（100%）
（20.3%）
03-09.8
4３(82.7%)
(27.6%)
1４(56.0%)
(9.0%)
24(66.7%)
(15.4%)
28(96.6%)
(17.9%)
26(81.3%)
(16.7%)
12(85.7%)
(7.7%)
7(63.6%)
(4.5%)
2(66.7%)
(1.3%)
156（100%）
（77.2%）
小計 52（25.7%） 25（12.4%） 36（17.8%） 29（9.4%） 32（15.8%） 14（6.9%） 11(5.0%) 3(14.9%) 202（100%）
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表２．３５ 【患者の死生観】研究（１） 
 
 
題名 年号 テーマ 行動過程 認知過程 心理過程
重度聴覚障害老人の終末期と死に関する意識調査 1999 重度障害者の現状 － 希望 不安や孤独
アンケートから見た利用者の死生観
 2002 要介護高齢者の受け止め
方と対処法
準備状態、行動 希望 －
癌になってよかったという思いの意味とその構造 2002 罹患後の受け止め方 準備状態、 意味づけ、意識、 －
情報開示としての余命告知　患者へのアンケート調査より 2003 罹患後の希望現状 － 希望 －
在宅・転院した患者の最後を迎える場所の意思確認　医師・看護師の係わり 2003 終末期の希望現状 行動 希望 －
長期療養生活を続ける造血器がん患者にとっての希望の意味とその構造 2003 罹患後の希望現状 － 希望、意味づけ －
緩和ケア病棟の入院患者の希望に関する研究 2004 終末期の希望現状 － 希望 －
在宅療養中の終末期がん患者の思い　3例の終末期がん患者を通して 2004 罹患後の思い 準備状態 希望 －
事例からとらえた訪問看護の方向性 高齢期にある在宅酸素療養者の事例
から 2004
居宅療養期の現状とケア希
望 － 希望 －
ターミナル期がん患者の希望に関する探究 2005 終末期の希望 準備状態 希望 －
血液透析導入期における患者の不安に対する実態調査 2005 治療導入期の心理状態 － 希望 不安
高 齢 患 者 の 終 末 期 医 療 選 択 に つ い て の 定 性 調 査 (A Qualitative
Exploration of Elderly Patients' Preferences for End-of-Life Care)(英語) 2005 終末期医慮の希望 － 希望 －
筋萎縮性側索硬化症患者の心理　人工呼吸器装着の意思決定 2006 患者の自己決定 準備状態 希望 恐怖・不安
ギアチェンジ期の患者の思い　面談を通して 2008 ギアチェンジ期の思い 準備状態 希望、意識、考 不安
在宅における終末期高齢者が表出した死生観とその宗教学的考察 : 訪問
看護師への聞き取り調査を通して(<特集>生命・死・医療) 2006 終末期の現状 行動 希望 －
終末期がん患者の選択する生き方とその本質 2008 終末期の現状 準備状態、行動 希望、意味づけ 安寧
終末期を介護老人福祉施設で暮らす後期高齢者の気がかり・心配 2008
終末期の施設利用者の
ニーズ現状 準備状態、行動 希望 不満、不満
在宅で終末期をすごした高齢者の苦痛 訪問看護師に表出された苦痛に
ついての調査から 2008 終末期のニーズ現状 行動 ― 苦痛
外来で化学療法を受ける進行がん患者の看護援助に関する研究(第1報)
外来で化学療法を受ける進行がん患者の心理社会的問題 2005 治療中継続者のニード現状 準備状態、行動 希望 不安、戸惑い
認知症高齢者の「思い出」の調査研究　認知症のレベルによる特徴の比較 2007 認知症の回想内容 ― 意味づけ －
指定介護老人福祉施設で暮らす後期高齢者にとって「お迎えを待つ」という
こと　高齢者が語るend-of-lifeから 2007 要介護高齢者の思い 準備状態、行動 意味づけ、希望 －
通所リハビリテーション(デイケア)利用中の在宅高齢者の死生観について 2008 要介護高齢者の現状 準備状態 希望 不安
がんの再発による化学療法中の患者の意思を支えるための情報収集 2007 療養患者の現状 準備状態、行動 希望 不安
入院した高齢患者の自らの生(死)に対するイメージの実態 事前に自分の
生き方を自己決定できるための支援のあり方 2008 療養期の現状 準備状態、行動 希望 －
在宅酸素療法中の慢性呼吸不全患者が体験するスピリチュアルペイン 2006 療養中の患者の現状 準備状態、行動 意味づけ 不安、苦悶
初回化学療法を受けるがん患者の治療前の体験 肺がん患者に焦点をあ
てて 2006 治療前の現状 準備状態、行動 意識、希望 恐怖、不安
終末期のケアの場をホスピスと選択した患者の思い　3名の肺癌患者による 2008 終末期患者の思い 準備状態、行動 希望 不安
終末期がん患者の療養上の意思決定 2006 終末期の意思決定 － 希望、意識 －
合計 19 27 15
準備状態（１６） 希望（２４） ネガティブ（１５）
行動（１３） 意味づけ（６）
意識（４）
考え（１）
療養者の死生観
現
状
（
2
8
）
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表２.３６ 【患者の死生観】研究（２） 
 
題名 年号 テーマ 行動過程 認知過程 心理過程
末期癌患者の生き方から学んだこと 自己の死生観を貫いた患者への援助
を振り返って 1988 告知前後の変化 行動 希望 －
死の臨床へのアプローチ 1990 終末期の変化 行動、準備状態 意識 孤独、
生き方を自己選択した1例 1999 告知後の変化 行動 － －
がん告知された患者との対話による内容分析 2000 告知後の反応変化 行動 意味づけ 嬉しい
治療を自己決定したがん患者の「決定後の思い」 2002 治療法決定後の思いの変 行動、準備状態 希望 －
癌告知患者へのアプローチ 2004 告知後の変化 準備状態 希望、意味づけ 不安・恐怖・悲し
終末期がん患者の自己概念に関する基礎調査 ボディ・イメージに焦点を
あてて 2004 療養期の自己概念の変化 行動 意味づけ、意識 －
臨死体験した高齢男性の死の不安と死に対する態度の変化 2004 臨死体験後の変化 準備状態 意味づけ、関心、意識 不安・恐怖
終末期がん患者の欲求と希望に関する研究 マズローの理論を用いた分
析 2005
終末期から死亡までの希望
変化 － 希望 －
HCV由来肝硬変・肝がん患者が語る病みの経験 2005 罹患後の変化 準備状態 意味づけ、意識
長期に化学療法を受ける患者の心理変化の検討 身体症状,対処行動,サ
ポートの視点から 2005 治療継続時の心理変化 － 意識、希望 不安
身体障害とともに老いを生きる施設入所高齢者の自己意識 2006 身体障害前後の変化 － 意識、意味づけ 不安
身体障害をもちながら老いを生きる高齢者の自己ラベリング 2006 身体障害前後の変化 － 意識、意味づけ 不安
がん体験の意味を探る　父が示唆してくれたもの 2006 療養期の反応変化 行動 意味づけ －
造血幹細胞移植しか根治的治療がない患者の前向きな思い 2007 移植患者の思いの変化 行動、準備状態 意識、希望、考 恐怖・不安
機能訓練(A型)に通所する脳卒中後高齢在宅片麻痺者の自分らしさ獲得
のプロセス 2007 退院後の思いの変化 準備状態 意識、意味づけ 困惑
肝細胞がん患者のがん治療開始時からターミナル期までにおける疾病受
容体験と看護支援 2008 療養過程の変化 行動
意識、希望、意
味づけ 不安
合計 13 16 10
準備状態（７） 希望（７） ネガティブ（９）
行動（９） 意味づけ（１０） ポジティブ（１）
意識（１０）
考え（１）
がん告知を受けた患者が受容に至るまでのニーズに関する研究 告知を受
けた患者の面接調査から 2001 告知後の反応過程 準備状態、行動 － ショック、怒り
長期療養を続ける造血器がん患者が希望を維持するプロセス 2003 療養患者の希望の過程 準備状態 希望 －
筋萎縮性側索硬化症患者の病気体験における不確かさ 2003 罹患後の認知過程 準備状態、行動 － －
尊厳死を希望したALS患者のニードの変化 2005 罹患後のニード過程 － 希望 つらさ・不安、期待、
がん告知を受け手術を体験する人々の心理的過程 2007 手術前後の心理過程 準備状態、行動 希望、意識 不安、苦悶
在宅死を希望した高齢がん患者の心理的特徴と終末期看護のあり方 2009 終末期の心理過程 準備状態 希望
不安、恐怖、苛立
ち、混乱、抑鬱、
絶望・悲嘆、
外来で化学療法を受けるがん患者の体験 婦人科がん患者2名へのインタ
ビュー結果から 2009 治療患者の反応過程 準備状態、行動 意識、希望、 －
合計 6 5 4
準備状態（６） 希望（５） ネガティブ（４）
行動（４） 意識（１） ポジティブ（１）
変
化
（
1
7
）
過
程
（
７
）
療養者の死生観
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最後に死生観の『過程』についてである。ここでは、『現状』や『変化』と異なり、認知
過程よりも行動過程が 9割と研究関心が多く示されていた。行動過程の下位概念では、死
生観の『現状』の把握を目的にした研究と同様に、準備状態について最も多く測定してい
た。かつ、認知過程では、希望について、心理過程の把握においても、『現状』、『変化』よ
りも多く関心を示し、死生観の過程においては、研究関心が 3機能のバランス良く求めら
れていることが明らかとなった。 
また、心理過程については、『現状』把握と異なり、『変化』と『過程』においては生を
ポジティブな感情でとらえる試みがあることが理解できた。 
 
（２）【健常者の死生観】研究 
表 2.37は【健常者の死生観】研究についてである。やはり、死生観の『現状』と死生観
の『変化』に分類された。この内、9割が『現状』であり、『変化』はわずか 2編しかない。
一方、健常者においては死生観の『過程』についての研究は皆無であったため、【患者の死
生観】研究とは、異なる結果となっている。 
死生観の『現状』については、ほぼ全ての研究が認知機能の把握を研究関心として用い
ていた。ここでは、健常者研究においては意味づけが最も高く、患者を対象にした場合、『現
状』把握が中心であったため異なりを見せていた。しかし、患者を対象にした『現状』研
究と類似した結果であったのは、希望について研究関心の高さである。また、行動の準備
状態についての研究関心の高さであった。他方、行動機能においては、死の準備にあたる
実働について測定することもあるが、【患者の死生観】研究と比べると少なく、かつ、【高
齢健常者の死生観】研究における準備状態と比較しても少ない結果となった。この行動的
側面と同様に、半数の研究者の研究関心が示されたのが心理『過程』である。ほとんどが
ネガティブな感情について尋ねたものであったが、【患者の死生観】研究の『変化』や変化
の『過程』と同様に、やはり、生についてはポジティブな感情をもって測定している。 
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表２.３７ 【健常者の死生観】研究 
 
 
２．≪死生観と関連要因研究≫  
【死生観と関連要因】研究をまとめたものが、表 2.38である。ここでは、高齢者の死生
観研究に特化しているため、支援者の死生観について文書化していない。表の左側から、
本人の【死生観と関連要因】について、右側は【高齢者の死生観へのケア】についてであ
題名 年号 テーマ 行動過程 認知過程 心理過程
老人の死に対する態度 1968 死の現状 ― 考え方・意味づ 不安・怖い・不快
高齢者のターミナル・ケア 老人の死に対する態度について 社会精神医学
的アプローチ 1991 死の現状 行動 考え方 恐怖
老人の死生観の傾向 1991 死の現状 ― 考え方、意味づけ、希望 喜び
老人が考えている死にのぞむ態度と終末医療 1991 死の現状 準備状態、行動 希望 ―
愛知県在住の老人の死生観に関する考察 死の意味と感じ方及び健康状
態に視点を置いて 1993 死の現状 ― 意味づけ ―
高齢者の死への意識と死への準備教育の可能性に関する調査研究 1996 死の現状 準備状態、行動 考え方、意味づけ、希望 不安・恐怖
老年期における死に対する態度 1996 死の現状 準備状態 意味づけ 不安
日本の高齢者における死の不安と死生観 2000 死の現状 準備状態 意味づけ、希望 不安
高齢者の生きがいに関する研究　Spiritual Well-beingの視点から 2002 生きがいの現状 ― 意識、意味づけ ―
老年期に焦点をあてた死生観・終末期医療に関する意識調査 2002 死の現状 行動 意識、希望、 不安
あなたと死　非医療従事者の死に対する意識調査 2003 死の現状 準備状態、行動 意識、希望、意味づけ ―
終末期ケアに関する啓発活動への高齢者の関心と規定要因 2004 死の現状 準備状態、行動 関心、希望、知識、意味づけ ―
M市老人クラブ員のEND OF LIFEに関する意識調査 2004 死の現状 行動 希望 不安
高齢者のアドバンス・ディレクティブへの賛同と関連要因 2004 死の現状 準備状態
考え、意見、知
識、意味づけ、
希望
―
高齢者の希望する終末期の迎え方 2004 死の現状 ― 希望 ―
死の恐れの背景にある意識 2005 死の現状 ― ― 不安
中山間地域における高齢者の健康寿命を支える地域保健福祉の基盤づく
りに関する研究 2006 死の現状 ―
考え方、意味づ
け、希望 ―
終末期ケアの場所および事前の意思表示に関する中・高年者の希望に関
する調査 2006 死の現状 ― 希望 ―
中高年におけるSuccessful Agingに関する現状　高齢者の場合 2006 生に対する現状 行動 意味づけ、希望 自負心、
高齢者の存在と老いの自己受容　前期高齢者1事例へのインタビュー 2007 死の現状 ― 意識、 恐怖・不安
死に関する日本人の意識の特質:臓器移植に関連して 2007 死の現状 準備状態、行動 意味づけ、考え方、希望、意識 ―
死の意味づけ尺度作成の試み 2009 死の現状 準備状態 意味づけ ―
老年期における死に対する態度尺度(DAP)短縮版の信頼性ならびに妥当
性 2009 死の現状 準備状態、行動
関心・意味づ
け、意識 不安・恐怖
合計 14 22 12
準備状態（９） 希望（１４） ネガティブ（１１）
行動（１０） 意味づけ（１５） ポジティブ（１）
意識・関心（６）
考え方（７）
健康な老人に対する死への準備教育 1992 講演実施前後の変化 行動、準備状態 希望 ―
高齢者の死の準備状態に関する研究　5年間の経時的変化から 2003 死生観の変化 行動 希望 ―
合計 2 2
高齢健常者の死生観
現
状
（
２
３
）
変化
（２）
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る。最も多い下位概念ごと並べ、下位概念内は、年代の古い順に並べている。関連要因と
して需要なテーマで用いられている 8種類であった。 
表２.３８ 本人の死生観と関連要因、高齢者の死生観へのケア 
 
本人の死生観と関連要因 高齢者の死生観とケア
地域比較による老人の死生観の研究 1992 高齢者への回想法の有効性に関する予備的検討 2003
高齢者の宗教観と死生観-宗教は死の不安を和らげるか- 1993
【総合病院精神科臨床における認知行動療法の実践】 死への
強い恐怖に対して認知行動療法を行った終末期癌患者の1例
医療者自身に対する認知行動療法も含めて
2005
高齢者の死生観と地域文化との関係に関する研究-第2報- : 温暖な因島と
中国山間部比和の場合 1997
がん患者の回想法におけるテーマとプログラムの検討 2005
琉球文化圏における長寿要因をめぐる調査研究-高齢女性の役割期待と
精神生活の側面並びに与論島住民の終末行動から得られた死生観の側 1997
傾聴によって表出された語り 頭痛の裏に隠されたある高齢者の
スピリチュアルペイン 2005
老年期にある浄土真宗門信徒の死への態度と宗教性 2006
否定的回想をする高齢者への再評価を高めるライフレビューの方
法 2005
人口減少地域における在宅終末期医療の実態と住民の意識(第1報) 中能
登町の場合 2007
森田療法における回復過程の研究 がんという病いの体験との関
連から 2007
人口減少地域における在宅終末期療養に関する住民の意識 白山麓地域
の場合 2007
脊髄損傷者への心理臨床的援助　施設入所者3事例の検討から 2007
「生と死の教育」を考える　生活に根ざした伝統的死生観から 2008 高齢者の回想量とその関連要因について 2003
老年期にある浄土真宗僧侶のライフストーリーにみる死の意味づけ 2008 9
9 緩和医療とsalutogenesis(健康創成論) 2004
高齢者における死のうけとめ方と看護の対応 1989 患者の自律性に従った癌治療-salutogenesisの視点から 2004
生と死のスピリチュアリティ がん患者と遺された家族へのかかわりからみえ
てきたもの 2003
サイコ・オンコロジーにおける東洋医学的アプローチ症例 2006
死に至るまでの過程を生き抜く進行肺癌患者と家族の実態と看護支援に関
する研究 2006
血液透析患者の自己管理行動への動機づけ 2000
夫婦の終末期に対する考えと家族機能 2007 4
中高年の「大切な人の死観] 2007
在宅での看取りに関する研究(第一報) 疾患別にみた在宅療養
支援期間の検討 2007
終末期がん患者と周囲の人々とのつながりに関する研究 2007
終末期にある食道癌患者の外泊支援へのアプローチ 最後の願
いを叶える看護 2005
中高年の死観　自己と大切な人の死観の比較 2008
慢性病下降期を生きる人々のセルフケアの意味に着目して支援
する看護援助 2006
死にゆくがん患者と家族員との相互作用に関する研究 2008 ターミナル期の統合失調症患者の看護 2008
8 4
愛知県在住の老人と看護婦の死生観 1993 末期がん患者に対するライフレビュー・インタビューの試み 2004
脳死臓器移植に関する意識調査 自記式質問紙調査による看護系短期大
学生と両親,看護系大学生,中学生と中学教師の比較 2005
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最も古いものは、死生観と生き方の質の関係性を取り扱ったものであった。研究関心が
最も高いのは、健康状態の疾患と死生観の関係性を取り扱ったもの以外は、死生観と宗教
や地域観を取り扱った研究であった。次が、本人と家族との関係性を取り扱った研究で、
各 2割 5分が研究として取り扱われていた。続いて、高齢者と専門職か、年代による死生
観の違いを扱った比較研究が各 1割 5分であった。続いて喪失体験の経験との関係性、生
活の質との関係性が関心として取り扱われていた。最後が、要因を複合的に用いているも
のと、健康状態と複合的な痛みについて研究関心を用いているものとで構成されていた。 
続いて、ケアの側面である。心理的ケアが最も多く用いられており全体の 3割強であっ
た。続いて、医療と看護ケアとスピリチュアル・ケア、インフォーマルケアや教育支援、
リハビリテーションなどが 1割前後の数値で研究関心として用いられていた。 
以上のように本章では、高齢者の死に関する意思決定行為を死の準備行動として行動化
するため死生観の行動的側面に至る経過を影響要因も含め明らかにし、かつ、その支援方
法を検討するために高齢者の死生観研究の研究動向を多世代研究の動向と比較しながら文
献調査研究を実施してきた。次章では、第 2章の文献調査の結果に基づき考察として、ま
ず、死生観研究全体の経過年的変遷過程と日本人高齢者の死生観研究の位置付けについて
検討する。その上で、日本人の死生観研究で検討された内容を踏まえ、死生に関する概念
の再構成：行動化に至るプロセスを検討することとした。また、日本人高齢者の死生観研
究で検討された内容を踏まえ、今後、社会福祉専門職が高齢者の死生観研究を行う領域や
意義について改めて検討することとする。 
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第 3章 日本人高齢者の死生観研究における考察 
３．１ 日本人の死生観研究の現状と日本人高齢者の死生観研究の位置付け 
３．１．１ 定量的結果に見る死生観研究の動向 
「CiNii」「医中誌」上の死生観研究の動向として、全体研究の死雑誌掲載開始は 1948年
～2010年 3月 4日（現在）までの過去 68年間であり、科学的実証研究では 1960年からの
50 年間の雑誌掲載がある。「CiNii」「医中誌」に掲載された高齢者の死生観研究は、1968
年～2009年 8月 14日現在までの 41年間研究されている領域である。高齢者の死生観の実
証科学論文の雑誌掲載開始は、1968年、神奈川県衛生部に所属する吉沢勲が医学雑誌に量
的研究として「老人の死に対する態度」を記載したことによって始まっていた１。かつ、そ
れは、全体研究からして 2番目に掲載された研究であるため、高齢者の死生観は科学的実
証研究の中でも比較的古くから取り組まれている研究対象である。 
68年間の全体研究では、1970年代後半、1980 年代後半、1990年代後半、2000年と段階
的な増加が見られ、特に、2004年と 2007年にはピークを迎えていた。その中で科学的実証
研究論文は 60年の間、1988年、1996年、2000 年、2006年の４つが確認され、この内、量
的研究に関しては、科学的実証論文から 1年～3年遅れており、91年、98年、05年となる。 
以下、全体の死生観研究動向を、１.1946年-1987年、2．1988年-1997年、3．1998年-2003
年、4．2004年-現在に至る 4つの時代区分を用いて考察する。また、高齢者の死生観研究
では、１．1960年-1990年、2．1991年-02年、3．2003年-現在までの 3区分を用いて全体
研究との比較を含み考察を試みる。（28-29頁参照） 
 
１．死生観の模索期 （1948年～1987年） 
本研究の結果、死生観研究の始まりは、戦後、1948年に宗教学者の岸本英夫が、宗教雑
誌に「生死観の類型」を投稿したことにより見られる２。 
そもそも、古来より、人間の最大の関心ごとの一つは死生の問題であり、医学のみなら
ず、宗教、哲学、倫理学、文学などの主要なテーマであった。序論で述べたが、死が死生
観として研究なされ始めたのは、20世紀初頭である。この頃は仏教用語として生死観と呼
ばれていたが、宗教学者の加藤咄堂が『死生観』を出版したことにより死生観との呼称が
用いられ３、今日まで活用されることとなった。また、柳田國男の民俗学の立場から他界観、
霊魂観として死生観を理解しようとした功績も大きい４。それが、戦争が始まったことによ
り、「死」が称揚され、「御国のために死ぬ」「一億総玉砕」と天皇への「忠」を国民に周知
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し、国家のために個人が死ぬことを奨励・強要していった。その中で、1943 年の加藤咄堂
の『日本精神と死生観』など戦争に行く若者、庶民にとって死は日常的な身近な出来事で
あり５６、かつ、自らの死を覚悟しなければならないことを意図するような本が多数出版さ
れた７。この時代は、死生観の第 1ブームととらえられるが、多くの出版物がそうであった
ように、例外なくそれらは検閲の対象であったため純粋に研究性が追求されたかといえば
懐疑的である。 
そのため、本格的な死生観の発展は、戦後になり、研究の始まりは、終戦からわずか 3
年後にある。我が国は敗戦を迎え、全体主義的体制が否定され、わが国の国民は、戦前に
教育や文化思想の中で得た自分たちのこれまでの理性が誤謬であったことが認識され、自
分たちを導く思想から喪失状態に陥ったことによると考えられる。実際、この当時の厚生
統計協会の調査によると、1950年、1955年は青年期の自殺がピークを迎えたとの報告もあ
る８。特に、青年期はアイデンティティの形成期で社会や文化との関係性の中から自我を見
出す時期である。しかし、この時期に社会全体が喪失状態にあり、尚且つ、これまでの文
化が否定された状態では自我形成に何らかの影響を及ぼし、その結果、一つの選択肢とし
て死があったことが容易に推測できる。この自己喪失の状態から、生きる意味や、死ぬ意
味という価値を問い直す必要があり、そのため、本研究の結果で示されたように岸本の研
究に代表されるような日本人古来の仏教的思想から死を問い直す価値についての研究が開
始されたのだと見受けられる。 
その後も、1950年代、1960年代と宗教系雑誌や紀要への宗教学者等による思想史研究が
大多数あり、日本人固有の、そして普遍的な人間としての価値が文学上の人物や哲学上の
思想、民族学上や文化人類学上の固有の人物、または固有のグループとしての死生観に研
究関心が高められている。 
科学的実証研究論文の始まりも同様の傾向にあり、社会学領域の作田が、1960年に、戦
犯受刑者の死の意味づけを定性的な分析方法を用いて類型的に検討している。これも岸本
の死生観の類型の実証研究にあたるものである９。次が高齢者の死生観研究の実証研究とな
り、1968年、公衆衛生・保健学領域の吉沢が、老人の感情面、死に対する不安に着目し、
質問項目型の定量的な分析法を用いた傾向分析を実施したことに始まっている１０。これは
1950年代から欧米の心理学者を中心に始まった科学的実証研究としての死の不安や恐怖の
概念研究の影響を受けたものである１１。このため、死の不安は、高齢者の死生観研究にお
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いて、比較的早い時期から、かつ、計量的研究においては最も早い時期からこの研究が開
始されていたことが明らかとなる。 
このように科学的実証研究においては、死生観研究における全体研究と同様に、社会背
景に影響を受け、受刑者や老人という固有のグループの死生観の概念を、実証研究の方法
論を用いて理解しようとする試みが見受けられる。 
1970年代に入ると、教育領域からの介入研究が開始されている。大学生を中心とする若
者のグループの死生観研究が、1974年の吉岡徹が「青年の死生観に関するー研究」とのテ
ーマを用いて研究開始している１２。次は、1978 年、更に低年齢を対象とし、幼児の死生観
の一事例研究を行っている１３。また、同年は、こうした個人を対象とせず、木下政久の「『小
学校国語読本（通商サクラ本）』における自然観、死生観について」などは、教育単元とし
ての教科書を研究対象として分析している１４。これらの背景には、1963 年、ミネソタ大学
の社会学者 Fultonが、「Thanatology」という呼称で死学講座が開始したことに影響を受け
ている。これにより1960年代後半の欧米では大学教育を中心に死生学が拡大されていた１５。
我が国の死生に対する教育介入は、欧米諸国から遅れること 10年であったが、研究として
も、やはり米国同様に大学教育から開始し、その後児童教育へとその可能性がシフトして
いったと見受けられる。 
他方、1970年代は、若者の中でも専門職学生の死生観研究が始まっている。1974年、看
護領域の教員の藤腹明子が紀要に「看護における生死観」とのテーマで事例研究を掲載し
た１６。藤腹の研究は、看護職よりは若者の死生観を抽出したものであったが、これ以降、
専門職の場合には、若者グループとしての死生観とは異なる傾向を示している。この時代、
1966年に、日本で初めて「献体」という言葉が使われ、医者を中心に死体の扱いについて
議論がなされた１７。また、世界では、1967年に Saundersによりロンドンの聖クリストファ
ー病院に「ホスピス」設立され、それに加え、Kübler-Rossの功績が 1970年代の世界各国
で起きたホスピスムーブメントへと発展している。こういった一連の流れを受け、わが国
においても、若者グループという固有の対象だけでなく、逸早く支援の提供体制として、
看護専門職としての死生観研究が一つの領域として確立され始めたのである。 
次に、1980年代の研究では医療専門職の教育として死生学教育を開始している。これは
1970年代後半からのわが国の医療環境の変化が影響していると考えられる。先の国外のホ
スピス運動を受け、わが国は 1977年に『朝日新聞』で初めてのホスピスが紹介されている
１８。また、同時期に、自宅死と病院死の割合が逆転し、終末期における医療の機能がます
106 
  
ます求められてきた。わが国においても「死の臨床医学」「終末期医療」などの学問分野が
誕生してきた１９。これら医療や医学領域の変化を受け、専門職教育の領域にも変化がみら
れている。看護教育においては、1980年に保健師助産師看護師養成所指定規則の教育課程
に医療面ではなく「ターミナル・ケア」として終末期の治療であるキュアではなく、ケア
の側面が位置付けられ２０、同時にターミナル・ケアという呼称の専門雑誌も登場してきた２１。 
この専門職への教育的介入は、諸外国では 1972 年からベノリエが看護教育の一環として
始めてデス・エデュケーションを加え、1975年からは、看護教育のみならず、広く医学系
教育（医学部、薬学部、社会福祉学部等）にも取り入れられる。その数年後には我が国に
おいても逸早く導入が試みられている２２。1981年に医師の伊藤幸郎は「死をみとる医療と
医学教育」とのテーマで言説として紀要へ掲載し、本研究の中ではこれが終末期医療に関
する医学専門職教育としては初めての提言論文となっている。彼は、医学の第 4の使命と
して「死を迎える医学」について、死を看取る医療とは死に至る過程での生をみとる医療
であるとの視点転換を医学教育について提言している２３。その 2年後、1983年には看護系
の雑誌で初めて、研究特集として「日本人の死生観-悲嘆のプロセスを通じての人格成長」
をトピックに医師だけでなく看護領域のケア教育の在り方として、新たに死を看取る過程
を取り扱っていたことになる。ここでは、DEEKENの 12段階の悲嘆のプロセスなどの心理的
なケアの教育を掲載している２４。以上の結果、同年代から、死生観研究においてもケア体
制側の教育的研究が開始されてきたことが了解できる。 
研究全体の流れは、1970年代後半と 1980年代後半では、国内外の民衆文化学として古来
や現代の思想史研究が段階的に増加しており、全体研究が、10年単位で倍増し続けている。
この理由として一つに、死生観の特集記事としての取組みがある。1970年後半には『世紀：
カトリック総合文化誌』で「日本人の死生観」が２５、1980年代に入ると『潮』で「死後の
世界」など死の意味づけについての特集が開始されている２６。死生観研究の開始期は関心
のある個人の一研究が主流であった。それが、医学と医療技術の向上と、公衆衛生の発展、
高度経済成長の流れを受け、死を忌み嫌い、死をタブー視する社会風潮が形成されつつあ
ったが、70年以降に高度経済成長で物的生活ニーズが充足され、人々は「もの」よりも「こ
ころ」、量より質のレベルで充足を求めるようになってきたのである２７。その帰結として生
の意味、死の意味がより多くの者の関心の対象となってきたのであろう。 
また、この死生観と生活ニーズの質の向上については、特に、高齢者領域の科学的実証
研究において逸早く関心が持たれている。1986年に杉山らは、高齢者を対象に死生観に生
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活の質といった関連要因を主とした定性的研究法を用いた分析を実施している。これは高
齢者の死生観研究が開始されて 2番目の研究である２８。 
一方、全体研究の特集記事において関心の中心であった宗教は、科学的実証研究におい
ても死生観と宗教との関係性について、1980年代以降から多く取り上げられている。1983
年に丸山が「日本人の態度基底構造に関する研究」で大学生の死生観と宗教信念とその行
動について測定したことにより始まり２９、1987 年には彼女は青年期の死生観と宗教観とし
て日独の大学生を対象に国際比較も実施している３０。ここでは、死生に対する固有の価値
を模索するという研究全体の傾向が、こと科学的実証研究においても研究関心として反映
されている一例といえよう。（28-40頁参照） 
 
２．死生観の見直し期 （1988年～1996年） 
死生観の研究全体は、1980年代後半では 73編と急増し、1980年代前半の 34編と比較す
ると 2倍強増加している。具体的には、1987年以前は各年 5編から 10編以内で推移してお
り、1987年は 7編、1988年は 26編と前年比 3.8倍強掲載数が増加している。また、1989
年は 13編と掲載数に減少がみられたものの 1990年には 21編と増加している。 
この 1988年の急増には、芸術系の介入がある。雑誌『短歌』で「老いと死生観」とのテ
ーマの特集が 13編の掲載としてある３１。この 13編を除くと、1980年代後半の掲載数の増
加に影響を与えているもう一つの要因は、科学的実証論文の掲載増加によるものである。
20 編が増加し、つまり科学的実証研究領域からの関心の高まりは同時期からと云えよう。 
最も顕著な介入が見られたのは、前年区分に引き続き医療系の専門職の介入研究の増加
にある。1980年代後半は、1986年に稲光礼子の「看護と死生観 -死生観の確立のために-」、
89 年に高橋正子の「癌患者にかかわる看護者の態度と死生観との関係」などは、やはり医
学ではなく看護学領域の、特に終末期へのケアとケア体制側の関心が多く見える３２）３３（30
頁-31頁参照）。この終末期やターミナル期の研究介入は、看護領域の研究者のケア研究の
増加に影響を受け、1980年代後半以降も研究発展していた。しかし、「医中誌」を用いた先
行研究においては、1980年代後半までの研究対象はターミナル期の人々や老年期の人々が
多いと結論付けているため、本研究の結果とは異なる見解を示している３４。ここには、先
行研究の検索サイトや抽出キーワードの限定、年代の限定などさまざまな制約があり、こ
れら制約を緩和した本研究の方が、先行研究よりも厳密に死生観研究の動向を理解してお
り、信頼性がより高いことが認められる（34-40頁参照）。 
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いずれにしろ終末期のケア研究は 1980年代後半から増加している。ここに影響したのは、
医療現場での考えの変化にあろう。欧米では、1960年代から 1970年代にかけて「バイオエ
シックス（bioethics）」が学問として成立し、理念としての「患者の自己決定権」と「イ
ンフォームド・コンセント」が注目を浴び始めてきた３５。1981年にポルトガルのリスボン
での世界医師会総会「患者の権利のリスボン宣言」が採択され、「患者は尊厳のうちに死ぬ
権利を持っている」と宣言で３６、今以上の告知や終末期医療に関する自己決定が必要とす
る社会の発端の一路となった。そして、1981年以来、わが国の死因の第 1位はがんが占め
られ、その数も人口増加と高齢化により年々増加していることも関係していると思われる。
がん患者の多くは、事故や自殺、心臓疾患などの突然死とは異なり、症状進行性であるた
め、治療方針の選択は可能となるのである。そのため、1989年厚生省は「末期患者のケア
に関する検討会」により報告書とケア・マニュアルを発表しているのである３７。つまり、
看護教育の研究が急激に増加したのには、従来の医療における医療者中心のケア体制から、
新たなケアへの価値観である患者中心の思想としての死に対する自己選択、自己決定を支
えるケア体制へと視点をシフトさせている。看護領域はいち早く看護師の死生観として、
ケア体制側の測定、そして、患者研究においてはほとんどががん患者を対象にし、ケアニ
ーズの測定として死生観研究を用いたのである。また、これは単に測定として活用するだ
けでなく、従来のケア観とは異なるケア観の必要性が認識されたことから、死生観をケア
教育の一側面として活用する試みが開始されたのもこの時期である。 
次に高齢者研究においても同様に臨床現場の看護師を中心に研究展開されていた。高齢
者の場合には 1988 年に終末期の臨床場面に直接介入可能な医療機関に所属する看護師が、
少数の事例から学んだことを看護系雑誌や病院誌へ掲載したことで始まっている３８。その
後、延命治療などの医療的処置が少ない高齢患者を研究対象としている。このため先行研
究より経過年やデータ数が多い本研究の結果を用いても、やはり同じ結果であった。 
更に、高齢者研究の場合、多世代研究からは 10年遅れて事例研究を開始している。医師
の研究の開始は、更に看護師から遅れること 13年、1991年以降であり、多世代研究と同様
に高齢者研究においても医師の方が遅いとの結果を得ている。これは、医師と看護師では、
社会的ニーズに敏速に応えるための学問体制の違いがあり、個別のニーズに対応する必要
性への違いがあることが示唆できる。歴史的に見ても、看護師は、終末期ケアへの臨床介
入が長く、これが研究の違いとして現れていると推測される。 
109 
  
次に、研究全体においては、1990年代に入ってからは、1994年の 18編を除くと 1996年
までは年間 20編から 30編で雑誌掲載数が推移し、1990年代前半は 125編と 1980年代後半
の約 1.7倍増加している。一方、実証研究が 1990年代前半では毎年年間 3～5編に増加し
ているが、全体の研究増加率からすると増加率が一定であるため、1980年代後半とは異な
り、研究関心は、科学的実証研究以外の領域にあることが示される。 
この研究全体の増加には死生観の新たな価値の見直しが関係している。なぜならば、1977
年から在宅死と病院死の数値が逆転し、病院死の数は年々増加し、1970年に全人口比率 7%
の高齢化社会を迎えたことにより、病院死の多くは高齢者となってきたからだ。この時代
背景を受け、1994年に永六輔が『大往生』を出版し３９、1996年に山崎章郎が『病院で死ぬ
ということ』４０、1996年には『続・病院で死ぬということ』などの出版があり４１、多くの
国民が手に取りどれも当時のベストセラーとなっている。これらに影響を受け、従来とは
異なる新たな死に場所や死に方がマスメディアを介して注目を浴びるようになってきたの
である。その結果とし、1990年代の死に対する国民全体の関心の高まりとなっている４２。
その高まりを受け、研究者の研究関心も宗教学、人文学、社会学、哲学、民族学、文化学
上の思想史など従来の研究領域の全体的な増加傾向となり、中でも、科学的実証研究領域
の研究関心は、やはり終末期医療や告知についての研究増加となっている。 
これは高齢者の死生観研究においても同様の傾向が示されている。多世代研究の動向と
同じよう、主に健常者に対する死生観として「告知」や終末期医療の希望や意識について
の研究が開始されている。 
多世代研究においては、特に、特殊な死である脳死・臓器移植に多くの関心を持ってい
る。1991年、篠原睦治の「脳死・臓器移植への疑問--問われる生死観 (脳死・臓器移植を
問う) -- （「治療」とは何か「障害」を生きるとは」」４３、1993年、鈴木範美らの「看護学
科学生の家庭環境からみた脳死移植の意識調査」４４、田代順の「死に関する意識調査 : 医
療従事者と一般成人の比較（6. 遺体をめぐる感情と生命倫理）」４５、1995年、板谷幸恵の
「「死」に関する認識についての調査研究-8-「脳死」に対する態度・認識と「死後の霊魂
観」に関する認識の関連」など、脳死・臓器移植に関する意識調査などを次々検討してい
る４６。この研究関心の背景には、1985 年に厚生省の脳死研究班が脳死判断準を公表し４７、
1989年に臨時脳死及び臓器移植調査会答申を得て、1992年「臓器移植に関する法律」が成
立したことにより、死の概念の変化と死の選択肢が広がり、国民への適切な情報提供が必
要とされたことに関係している４８。また、実証研究領域だけでなく、1991年以降は脳死・
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臓器移植、延命治療といった終末期医療について医学哲学や生命倫理学からの研究関心が
向けられている。始まりは、多田富雄が「脳死と現代人の死生観」として『日本医師会雑
誌』で「死を考える」を特集として掲載し、同年は 9月号にも医療における死生観研究を
掲載している４９。これは、多田が脳死・臓器移植の倫理的問題に対して能を活用し問題提
起したものであるが、後に、哲学的問題としてそれを提起し、従来とは異なる、普遍的な
死ではなく、特殊な死に方についての価値が関心の対象となったことが了解できる。 
これは死生観の測定方法にも影響を与えている。死生観研究の初期の尺度は、外国の翻
訳として Temple、Wordenの死への不安や恐怖といった心理状態や、否定が受容かの心理過
程の研究がほとんどであった。しかし、1990年代中盤からは、日本人をオリジナルにした
尺度が開発され始めてきた。例えば、1993年に開発された丹下の「死に対する態度」では、
初めて「身体の精神」として肉体観について測定内容に含むようになった５０。 
 以上のことから、本研究結果、実証研究における死生観研究の関心は、終末期医療や告
知などの死生観に関する特定の課題に対し、①健常者グループを活用した普遍的な傾向の分
析か、②特定の患者を対象にした特殊な傾向の分析かに区分できる。高齢者研究においても
同様の傾向が示し、①健常高齢者を対象にしたものだけでなく、新たに、②高齢患者を対象
にしたものかに分かれることが明らかとなる。加え、死に場所や死に方、死の時期が従来の
価値観とは異なり、かつ、本人主体で選択・決定が可能となり従来とは異なるケア体制やケ
ア観が求められ始め、上記の健常者、患者といったケアを受ける当事者に加え、ケアを実施
する支援者側の分析へと研究関心がシフトしていったのも同時期によるものである。 
 
３．死生観に関する法制度整備期 （1997年～2003年） 
1990年代後半、死生観研究全体は 1990年代前半と比して約 1.7倍、210編とかなりの増
加を示している。特に 1997年は最も増加率が高く、57編と前年比較 2.4 倍となっている。 
この急激な増加には 1つに、死生観の見直し期から引き続きマスメディアの影響が大き
い。医師の手に拠る不法な「安楽死」として、1995年の東海大事件では癌患者への塩化カ
リウム投与、1997年の川崎協同病院事件では喘息患者への筋弛緩剤投与があり、実証研究
以外からも安楽死や尊厳死の関心が高まり同テーマの論文が見られるようになっている５１。 
また、1995年は阪神淡路大震災の大量死者や仮設住宅の高齢者の孤独死問題など社会問
題として連日マスメディアに報道されている５２。この災害死などは国民全体が自身の死や
愛する者の死についてより身近に考えるきっかけとなっている。 
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他方、急激な増加には 2つ目に法制度の制定からの影響がある。初めに、先の 1997年 6
月に「臓器移植法」の設立がある。これにより、「死亡」の概念が臓器移植希望者は脳死判
定、意思表明なしは心肺停止という死のダブルスタンダードが死の定義上に議論を醸し、
従来の倫理観に新たな局面が生じている５３。そして、その一例として 1999年高知赤十字病
院で臓器移植法に下づく脳死移植が日本で開始している５４。これが、死生観研究の全体数
の増加に繋がったと考えられる。この関心の高さは、5年に 1度行われている厚生労働省の
終末期医療検討会の報告書「今後の終末期医療の在り方について」の中にも現れている。
一般国民の実に 8割が終末期医療の関心を示し、9割以上が余命告知を望んでいる５５。 
科学的実証研究は、これらの影響を顕著に受けている。先の丹下の「身体の精神」では、
「死に対する態度」の１つの概念として用いられていたが、1998年の池口惠觀の「医療や
健康に関する項目」「臓器移植に関する項目」５６）５７、99年の十時も「死生観・生命倫理尺
度」などを開発し、死や臓器移植に対するとらえ方に特化した、また、その影響要因まで
も範疇に含めた研究を開始している５８。これまで検討されてきた死生観の尺度の下位概念
の 1つではなく、特殊な死である臓器移植だけを測定するための死生観尺度も初めて開発
されているのである。 
次に、高齢者領域においては、法制度からの影響は特に顕著である。この当時、1994年
の社会福祉関係の八法改正から始まり、大きくは 1997年の社会福祉基礎構造改革にある。
ここでは、1997年に平均寿命が男性 77.16歳、女性 84.01歳と世界で最も高い水準となり、
高齢社会を迎えたわが国は寝たきり老人の施設介護だけでなく在宅での介護を家族以外の
社会の問題として認識していくため「介護保険法」が成立している５９。そして「医療法」
の改正と 2000年からの介護保険制度の施行により、告知へのインフォームド・コンセント、
措置から自由契約、自己決定権の遵守など医療者中心主義の医学モデルから、患者中心主
義の生活モデルへと従来の支援者の支援の視点が転換している。ここでは、新たに介護に
関する自己決定についても関心が寄せられ、多世代研究と比較すると、高齢者研究の場合
顕著にその傾向が出ている。研究対象が、健常高齢者から高齢患者、それに加え、要介護
高齢者とその支援者（家族と専門職）へと拡大し、具体的なに対する死生観だけでなく影
響要因の特にケアの側面が研究対象として関心を持たれるようになってきている。特別養
護老人ホームを対象にしたターミナル・ケアの実施状況の調査では、福祉専門職員と施設
の研究になるが、これは目前に迫った高齢社会に対する制度・政策を見据えての研究とな
っている６０。 
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更に、法制度ではないが、多世代研究への影響は、国内外の政策の影響がある。国内で
は、ホスピス運動などの社会変動の流れを受けて 1998年の「在宅ホスピスケアの基準」な
どの作成は、従来のケアの認識の変化の一つの要因となった６１。これにより終末期の療養
場が病院から在宅へ、ケア対象者も、本人への限定が家族員も含めたケアへと変化したの
である。豊田幸子の「家族の死による立ち直りと死生観の変化」などは、遺族を対象に質
的に死別後の心理過程の変化を調査したものであるが６２、死生観研究においての研究関心
も同様に死せる本人から死別後の家族へとの移行が見受けられたのである。 
国際政策からの影響もある。WHO憲章は 1999 年に健康の定義の改正を巡って新たにスピ
リチュアリティを含むことを検討し６３、また 2002年に緩和ケアの定義では、身体的な緩和
ケアだけでなく、精神的、社会的、霊的な問題の緩和も対象に含み、かつ、家族も含め、
最終的に QOLの実現までを目標としていた６４。 
科学的実証研究においては、これまでの終末期医療の考え方から、使用される用語にお
いてもより包括的なターミナル・ケアへと捉え方が変わってきている。そして、支援者側
も影響を受け、従来からの看護系の研究者の急激な増加に加え、1999年度以降は、メディ
カル以外の周辺領域の研究者からの介入も見られるようになった。ここには、この死生の
問題は人それぞれ個別な価値を含む極めて個人的なナラティブなものであり、その適用範
囲は広く、理解を深めるには、研究が医療系の専門職だけでなく、周辺領域も含めより学
際的な立場から多角的な視点での介入の必要性が避けて通れない課題となっていることが
挙げられる。そのため、従来からの医療職の社会人や学生だけでなく、非専門職学生や社
会人においての終末期医療への関心も調査され、それは社会学、教育学、心理学、老年学
などの研究者数の増加となり、全体の増加率へと影響を与えているのである。そして、こ
の関心の高さは、科学的実証研究以外の研究者にも影響を及ぼし、これまで以上に多様な
研究者が死生観研究への介入を見せている。（34-40頁参照） 
最後に、専門職教育の本格的介入も始まっている。1990年代後半は、看護学生を対象に
した研究と臓器移植に関する研究が倍増しているのである。1998年の長田京子らの「患者
の死が看護学生の死生観と看護観に与えた影響 : 3事例への PAC分析の適用」６５、佐藤咲
子ら「看護婦の死生観と臨死期のケアとの関連」６６、1999年の平田ナツ子ら「看護学生の
死に関する認識調査--基礎看護教育における死への準備」６７、古賀万美子の「看護学生の
死生観--死生観形成過程における看護学生の認識 (2 看護教育)」など看護専門職の特性を
把握するため、臨床体験前後の比較検討が実施されている６８。この専門職教育においては、
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多くは 1982年代から Deekenが上智大学で「生と死を考えるセミナー」を開講したことで
死の教育が認識され、研究増加に影響を与えていることが推測できる。この死生学教育は
デス・エデュケーションとも言われ、その対象は、一般学生や社会人だけでなく、専門職
教育としてのデス・エデュケーションを実施することの重要性を言及している６９。 
本研究の調査を概観しただけでも、最も多い研究目的は、教育・臨床実践の基礎研究で
あり、全体の 6割以上で、死生観の研究蓄積や対象者の特性把握を目的とした研究の実に 3
倍となっていることからも明らかである。対象グループの特性把握や死生観の研究蓄積を
目的とした研究が、1990年代、2000年代からとほぼ横ばいであるのに対し、教育や臨床実
践の基礎研究では 90 年代後半から劇的に増加し、特に 2006年からの増加率は急激となっ
ている。 
具体的には、この教育や臨床実践の基礎研究の対象者は、専門職社会人と学生だけでな
く、中には両者を活用しながら比較検討している場合もある。1992年以降、1995 年以降、
1999年以降と段階的に専門職学生の研究が増加し、その内、看護学生を対象に扱ったもの
が多い。この専門職を対象に収集したデータは、それぞれの専門職のデス・エデュケーシ
ョンを実施するための基礎研究として収集しているのである。更に、研究方法として専門
職研究は尺度開発にも影響をもたらしている。1990年代後半は 1999年の十時により開発さ
れた看護職を対象にした「ターミナル・ケア態度・意識」尺度などがある７０。 
以上の結果からも、普遍的な概念の定量的な研究から、近年は特殊な概念や対象を定性
的に抽出する研究へとシフトしてきた。終末期ケアに関する法制度が完備されると、それ
だけでなくケア体制側のケアの質の完備が必要とされ、その結果、専門職教育の教育領域
から介入研究への増加に影響してきた。そして、今後もこの傾向は変わることなく、一層
増加することが推測できる。 
 
４．死生観研究拡張期（2004年～現在） 
2000年以降の死生観の研究全体を概観すると、1997年では年間掲載数が 60編弱だった
ものが、1999年に 30 編に下がり、2000年 55編と増加している。特に、2004年、2006年
は年間 100編を超えており、研究におけるピークを 2回迎えていることになる。実証研究
においては年間 20～30編の間で推移し、現在まで定率で維持されているため、研究全体の
増加率のような急激な増加はみられない。しかし、高齢者研究においては、その逆で増加
傾向にある。 
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この死生観研究の全体の増加には、一つに、死亡因の変化がある。1998年から急増した
自殺者が年間 3万人を超え続け、特に 2003年度の 1年間は、世界最高水準の自殺率となっ
ている。これは、死に方や寿命を自からの意思で選択できることを表し、より死が身近な
存在になっていることを示している。本研究の結果からも 04年から多くの雑誌や学会、研
究会などで死生観を特集として取り上げ、特に 2004年の『国文学解釈と鑑賞』における「特
集 太宰治とその死生観」では、キリスト教者で自殺企図を測っていた太宰が特集に用い
られていることからもこの傾向が理解できる７１。 
次に、健康の定義や緩和ケアの定義にスピリチュアルやスピリチュアル・ペインが含ま
れたことは、隣接する領域である宗教や芸術領域から更なる研究介入の可能性を示してい
る。例えば、『現代宗教』における「特集 死の現在」７２、『大正大学総合仏教研究所年報』
における「特集 アジアの死生観研究・・・仏教儀礼と基層信仰」７３、『宗教研究』におけ
る「特集 第 62回学術大会紀要」では大会内の第 1部会と第 2部会で死生観に関する部会
を設けている７４。短歌の辞世から死生観を捉えるものとして『短歌』が「特集 短歌にあ
らわれる死生観・・・辞世の歌から死生観を探る」とのトピックで死生観を再度特集掲載
している７５。更に、このように従来からの宗教や文学や芸術領域からの関心の高さは、2004
年だけでなく 2006年のピーク時においても同様の傾向がみられている。『大法倫』は「特
集 死についての教え・・・仏教の生死観」７６、『民族史研究』は「特集 近世社会におけ
る民衆と「死」・・・死生観と墓標をめぐって『民衆史研究会 2006年度大会』」７７、『宗教
研究』は「特集 第 65回学術大会紀要」の死者と生者の接点、スピリチュアルな問いへの
応答、第 6部会、第 8部会での口演内容として取り上げているのである７８。 
他方、2006年の増加に影響しているのは引き続きデス・エデュケーション領域において
の関心の高まりがある。2006年の医療法や介護保険法の改正を受け、看取り医療や介護の
考え方が政策面として打ち出されたことにより『臨床看護』が「特集 死生観と看取り」
をクライエントの死生観の理解をスピリチュアル・ケアの考えも含め現任者教育の一環と
して取り組みを行っている７９。しかし、従来の専門職だけでなく、同年は『日本教育心理
学会発表論文集』８０、『年報日本思想史』が「2006年度夏季セミナー思想史からみた「教
育」・・・死生観の「教育」を焦点に」でそれぞれ特集を組んでいる８１。また、専門職教育
だけでなく、児童や学生などの学校教育現場の研究数も年々増加傾向をみせている。ここ
には、2002年以降の学習指導要領の中に「ゆとりの中での特色のある教育によって生きる
力をはぐくむ」という方針が打ち出され８２、小学校学習指導要綱では「人の死」について
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触れている８３。その一貫として学校教育現場で積極的に死生の教育が取り入れることが必
要とされ、看護教育のみならず、一般学校においても死生観教育の教育方法を検討する研
究が目立ってきたのである。こういったデス・エデュケーションの発展が、実証科学研究
の全体数の増加率に影響を及ぼす要因の 1つとなっているのである。 
次に、近年では、高騰する医療費、特に終末期における医療費の問題は避けて通れない
課題である。そのため、経済領域においての特集として『経済セミナー』が「特集 生と
死の経済学」とのトピックを用いて、医療や介護を含め生命に対する社会経済的効果につ
いて特集している８４。 
このように、同時期は、死に関する社会情勢や法制度の影響を更に受け、従来の研究領
域に加え、経済学、心理学領域から研究会、学会、雑誌等で特集が組まれ多くの研究者か
ら拡大的に関心を示されていることが見受けられる。また、マスメディアを介しながら死
に関する議論は国民の関心と高まり、医療専門職や一部の研究者の関心から広く一般社会
へとその関心は広がっている。その結果、従来の死をタブー視していた時代から、現在は
死を積極的に考える時代、「死の開放化」の時代へと移行しつつあることが本研究動向の結
果から導き出される。 
一方、多世代を対象にした研究の増加は一定程度の推移で維持されていたが、中でも増
加率が顕著であったのは専門職に対する研究である。2000年以降から現在に至るまでやは
り看護学領域の研究が最も増加率が顕著である。例えば、2000年以降の量的分析の研究領
域では、半数は看護、特に看護学生を対象にした研究が多い。更に、研究目的が専門職の
教育・臨床研究への寄与が多く見られ、これは前年度比区分の 2.5倍の増加率となってい
る。 
この背景には、看護教育の変化に要因がある。「平成 14年文部科学省の看護学教育の在
り方に関する検討会」報告の「大学における看護実践能力の育成の充実にむけて」におい
ては「成長各期の課題を踏まえてターミナル期の人と家族等への支援と遺族支援、家族支
援が看護職者の指導のもとに自立してできること」が学習内容の一つに含まれている８５。
同年の「看護白書」においては「死に対する看護」が「看取り」のための看護として、生
かせる医療よりも積極的に変革していく領域として挙げている８６。この看護領域の取り組
みは、前述の『臨床看護』の「特集 死生観と看取り」からも理解できる。ただし、同時
期は、従来とは異なり、2005年の麻野幸子ら「看護学生の死生観--他学部の学生との相違」
や８７、森本明子ら「大学 4年次における看護学生と一般女子学生の死生観に関する研究--
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死生観尺度・多次元自我同一性尺度による分析」などのよう８８、死生観の概念研究よりも
影響要因研究がこの時期全体の 8割強を占めている。この内、特に看護学生などに対する
年代、学校領域、職業（実習も含む）別の比較研究は圧倒的に多い。 
これはまた、教育だけでなく、看護体制の更なる変化も要因としてあげられる。2002年
には、一般病棟での緩和ケアチームの活動に対し診療報酬加算が認められ８９、2005年 7月
厚生労働省の「終末期医療の在り方の見直し」において自宅等での死亡割合を現在の 2割
弱から 4割への増加を自民党社会保障制度調査会医療委員会に提示している９０。さらに、
2006年、若年終末期がん患者への介護保険適応を許可し、在宅ホスピスケアを支援する社
会的と介護を担う家族員の増加を目的としている９１。 
 
こうした社会からの医療従事者に対する新たなケア観の変化は、大町いづみらの「一般
病院勤務看護師のターミナルケア態度に関連する要因の分析」や９２、櫁柑富貴子の「『看護
師における患者の死の捉え方尺度』の因子構造及び信頼性の検討」などに代表される９３、
ケア体制側の価値の変革を求めた研究の増加へと後見している。また、多角的に価値は、
齊田菜穂子ら「臓器移植と「人の死」に関する人々の認識--死生観に対する宗教的要因尺
度を用いて」などのように９４、クライアントの価値への背景の理解として求められ、同時
期に看護職による臓器移植と宗教性といった影響要因の研究も 1割以上が検討している。
以上のことから、この看護体制やその教育内容の変化には、終末期の療養場の拡大などの
制度的整備に影響を受けていることが理解できる。 
また、多領域の専門職の介入がある。一つの実践マニュアルとして、2007年に医療従事
者チームに向けて作成された「終末期医療の決定プロセスに関するガイドライン」で一定
レベルの専門職介入の必要性が認知されつつある９５。これらの結果として、死生観研究は
従来の終末期医療にかかわる医師や看護師だけでなく、一般病棟や診療所、訪問看護ステ
ーションに勤務する医師や看護師まで研究関心が拡大してきている。そして、専門職は医
師や看護職だけでなく、この時期から、教育・臨床研究への発展として高齢者ケアやター
ミナル・ケアのチームとして多くの専門職が介入しているのである。 
次に、高齢者死生観の研究においては、2002 年度の 8編が 2003年度は 18編と 2倍以上
の伸びを見せている。その後、年間 20編以上の研究が報告され、2007年度には 28編と、
2003年度と比較してもさらに 1.5倍の増加を見せている。先行研究の文献研究では、1998
年から 10年間、年平均 6編の報告しかなく、04年から倍増は見せているものの、その文献
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の種類は「解説」であり、死生観は関心のあるトピックではあっても実証研究としては取
り上げにくいとの結果を報告している９６。これは、本研究とは異なる結果を示している。
この理由として、前述したように研究方法の違いがあるため、本研究の方が、死生観研究
の全体の動向を把握する上でより信頼度が高いこともあるが、この増加の原因として、近
年は、医療系以外の領域からの参入の増加が伺え、医学系、看護学系、他の領域とも 2003
年度以降から急激に増加していることもある。そのため、本研究結果より、高齢者の死生
観研究においても、実証研究として年々関心が高められていると結論づけることが可能と
なる。 
この高齢者の多職種の介入がみられた原因として、以下の 2つがある。まず、前述の 2007
年の「終末期医療の決定プロセスに関するガイドライン」があるが、高齢者の場合、終末
期の場の選択肢の増加の影響の方が大きい。2006年介護保険法改正の老人介護施設に重症
加算、看取り加算がつき、死生に対する自己決定を踏まえた個別の「看取り計画」の策定
が義務づけられ、終末期の療養場の選択肢として制度的に介護施設を後押ししている９７。
実際に、施設内での看取りを実施している施設は約 7割と多い９８。次に、介護保険法によ
り在宅療養が可能な体制が作られているが、もう一つ、「医療法」の改正と「診療報酬」の
改正があり、在宅終末期医療の推進が図られている。これにより、在宅、施設、病院と、
ホスピス、終の棲家、療養の場、看取り場とそれぞれの選好により選択肢は広がり、その
権利を求める傾向は今後も強まることが推測できる。高齢者が終末期をどこで過ごすかの
自己決定、つまり意志表示を支える支援の必要性が避けて通れない課題となる。 
次に、多世代研究と同様にケア観の変化がある。特に近年は、高齢当事者の場合、健常
高齢者より、高齢患者研究が顕著に多い。また、影響要因の内で、特に死生観へのケアの
側面が多く、ここには心理的、医療的、看護的、スピリチュアル的、インフォーマルなケ
アが含まれている。このため、高齢者においても、この時期は全体研究の流れと同様に包
括的な健康観やケア観が認識されていると考えられる９９）１００。また、他の影響要因よりも
ケアの側面が多いことが高齢者の近年の特徴ともなっている。このケアのうち、特に心理
的ケアが圧倒的に多い。心理学系は、2007年度から介入増加を示し、公衆衛生・保健学系
では 2008年度から増加を示している。それに加え、ホスピスなどは、終末期から死別後の
遺族ケアが実施されている場合が多い１０１）１０２。WHOの緩和ケアの定義にも遺族を含めた
ケアの考え方があるが、それだけでなく、高齢者の場合、やはり介護保険制度の介護の社
会化という家族支援の狙いを含めた制度設計からの影響も大きい。多世代研究よりも、よ
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りケア度の高い終末期の高齢者研究の介入において家族を含めた介入研究が検討されてい
たことが結果として了解できた。 
最後に、社会福祉学系の研究についてである。高齢者に限らず、死生観研究では、専門
職学生、特に看護学生を対象にした研究が倍増している。多世代の文献研究においては、
社会福祉学系の研究も 2003年以降増加しているが、全て、介護福祉士の学生か他の専門職
との比較検討の研究となっている。臨床現場のみならず教育現場において、養成課程のカ
リキュラムとして多職種連携のケア観が教育されている。例えば、医学や看護学教育だけ
でなく、2006年には社会福祉士・介護福祉士養成課程においてもカリキュラムが編成され
ている。高齢者福祉領域においては、『介護概論』の中で高齢者の終末期ケア教育が教育内
容として含み実施している１０３。ただし、福祉専門職の場合、研究介入が増加したのは、こ
の数年であり、1990 年代から研究増加した看護専門職からは 15年の後進である。そのため
介護福祉士に対する死生観研究としてケア体制の測定が中心となり当事者研究が少ない。
高齢者の死生観研究において社会福祉学系領域は、わずか 1.5％に過ぎなかったことから福
祉領域の研究者は、他の領域と比して当事者研究まで発展していないことが推察できる（28
－41頁参照）。 
これらの結果からみても、より多くの専門職が高齢者研究に関心を示している。この傾
向は、全世代研究が分析した結果においても同様の結果を得ている。 
以上のように、死生観研究の全体の発展は、社会現象に影響を受けつつ同様に変化を遂
げている。特殊な対象である高齢者においても、全体の変化から遅れること 2～3年である
が、同じような経路を辿り変化している。そして、近年は、高齢者においても制度面の後
押しもあり、これまでクローズにされていた死生観が、よりオープンにしなくてはならな
い時代へと移行していることが結論として導き出される。 
 
３．１．２ 定量的結果にみる高齢者の死生観研究の現状 
高齢者の死生観研究における研究方法は、質的研究が全体の 6割強で、量的研究は 3割
強である（83-84頁参照）。一方、多世代を対象にした研究においては量的研究が 6割で質
的研究は 4割弱と異なる結果となっている（20-28頁参照）。 
高齢者の場合、それを領域別にみると、患者、家族、専門職に至るまで少数の事例を取
り扱っているのは看護学系研究者で、看護学系の研究者の多さが死生観研究の増加となっ
ている（89-90頁参照）。一方、多世代研究においても同じ看護学系の研究者が多数である
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が、そのデータ数の確保に看護学生が活用されている。これは調査票の配布や回収のしや
すさ、死生観尺度の検証などによる負荷への対応などで高齢者とは異なる結果になること
は容易に理解可能である。しかし、高齢者研究の場合、医学領域の研究者は量的研究を好
み、これらは質的研究を遥かに上回っている。医学系は実証主義の傾向があり、一般化を
図るため普遍的な概念抽出か、仮説検証を調査目標とする量的研究を実施する比率が高い。
これは、臨床現場でのかかわりの深さや長さが求められる看護学系の研究者とは異なる傾
向を持っている。このことから理解されこととして、対象としてがん高齢患者を扱うこと
が多く、業務上患者という個別性を扱うことからも、自ずと対象者が限定される。その結
果から、現象学あるいは象徴的相互作用論に基づく理解や、意味づけ、仮説生成を調査目
標とする質的研究を重視する傾向となったとのことが推測される（86-93頁参照）。 
高齢者の場合、2000 年以降から量的研究から少数の事例を扱う質的研究が圧倒的に増加
している（87頁参照）。ここにはグラウンデット・アプローチなどの質的分析の研究方法の
普及といったことも背景要因として考えられるが、それだけではない。多世代研究の場合、
質的研究数の全体数が量的研究を上回ることはないからである。多世代は、健常な学生、
若しくは社会人を対象にした研究が患者研究より多く、そのほとんどが量的研究になって
いる。それと比較し、高齢者研究の場合、特に患者研究が多く、一般化や普遍性を問うよ
り、療養期、終末期における個別性や独自性を重視し、結果よりもその過程に重点が置か
れていることを意味している（30-32頁、86-93頁参照）。また、喪失の中からの意味の再
構成を研究する場合には、結果として１つの現象を明らかとする量的研究の方法論には限
界があり、質的研究の方法論を用いることの方が妥当となる。高齢者の場合には、特に終
末期においては集中力や理解力といった認知機能の低下が見られる場合も少なくなく、個
人の能力に合わせた柔軟的な対応が必要となり、量的研究における限界が認識される。こ
のように、近年は健康な対象者の普遍的な理解から、罹患者のより個別的、独自的な理解
へ研究関心がシフトしていることが明らかとなる（98頁参照）。 
一方、社会福祉学系を含む他の領域も量・質の両方の研究を扱っている。ここには、社
会福祉系の研究者においては、死生観における個人の個別性を尊重していくことも重要で
あるが、同時に、個人が接合する環境に焦点を絞る必要があり、社会福祉学系の研究者は
組織内の集団的な問題解決に対する取り組みを重視する傾向にある。このため、個人とそ
の環境の両者を相互補完的な関係として扱っている傾向にあり、これは社会福祉学系の研
究者の特有の傾向である。 
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前述したが 2000年以降、高齢者も含め日本人の死生観研究では、心理学系、公衆衛生・
保健学系などの他領域の研究者の介入がみられ、いずれにしろ集団の傾向を研究対象とし
ている。多世代研究における雑誌領域でも、医療系以外は、1割は心理学、公衆衛生・保健
学領域で、残り 3割は多職種との結果を得ている。先行研究の、日本人を対象にした文献
研究においても、高齢者を対象にした文献研究においても、その他の周辺領域の研究介入
の増加についても報告されている１０４）１０５。メディカル以外の領域では、普遍的な概念抽
出に統計学的分析を用いる傾向が高く、公衆衛生・保健学、心理学領域などは集団への疾
患予防への目的が量的研究の多さに繋がったと思われる。これは、高齢者の死生観が多角
的な理解ができ、研究発展の可能性を示唆していることを明らかとする（87-91頁参照）。 
高齢者研究の研究対象は、当事者研究のみならず、患者、家族、専門職やその他のサポ
ーターを含め関係者との関係性を研究対象として取り扱っていることが多い。この多数の
関係性を取り扱っている研究は、専門領域である福祉専門職などではなく看護系の研究者
のみである。多世代研究の場合においても 2割が当事者ではなく、その家族研究であるた
め、死生観において関係性を取り扱う研究はスタンダードになりつつあると推測できる。
高齢者の場合、特に、2000年以降、専門職を対象にした教育に関する研究の 5割が、支援
者―患者間の関係性を見据えた研究となっていることからも導き出されることである。 
しかしながら、家族研究では 2割は健康状態、2割が痛み・苦しみ・悲嘆と合わせて 4割
の研究が健康状態を重視していたが、その逆に 4割以上の研究者が特に健康状態を重要視
していない傾向も見受けられる。2002年の WHOの緩和ケアの定義において、本人、家族を
含めた包括的ケア、または全人的なケアが定義づけられ支援者領域の拡大化が図られてい
る１０６）１０７。しかし、近年の高齢者の死生観研究においては、家族や遺族に対しての全人
的なケアが重視されていない事実も見逃せない結果があることが理解できた。 
次に、死生観研究で扱われた対象者の年齢層であるが、多世代研究と同様に、成人者か
ら老年者までと最も幅広い年齢層を対象にしている。その内の 6割近くは前期高齢者を取
り扱っている。一方で、周辺領域においては、対象の年齢幅に広がりは見られず、前期高
齢者から後期高齢者までを対象としている。これにより、同じ死生観研究とは言え専門研
究領域によって扱う年齢層には差があり、関係性の取り扱いの多い看護系研究者は、世代
間も含め研究対象の範疇に含まれ、調査法として末期や中期の患者へのインタビュー調査
を持ち入ることも多いため言語表出の可能な前期高齢者が対象として限定されてしまうこ
とが結果から読み取れる。この後期高齢者については、データ蓄積数が少なく、他者に対
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する権利擁護の視点から検討すれば、言語表出の困難な後期高齢者の死生観にターゲット
に絞り、研究蓄積を向上させるため重点的に研究介入することの必要性が示される結果で
ある（92-97頁参照）。 
個人の死生観に対し、社会的問題や生活問題を分離することは不可能であり、これらは
社会福祉専門職の業務分野であるが、社会福祉研究者の研究介入の少なさが、多角的な研
究発展を遅らせている原因ではないかと推測できる。看護系の研究者と比較すると福祉系
の研究期間は 10年遅れており、かつその数は看護系の研究者の 50分の１にしか満たない。
その上、福祉系の研究者は全て教育機関の研究者であり、実践領域の社会生活上の課題を
特定するまでには至っていないことが推測できる。そのため、より積極的な社会福祉学系
の研究者の介入の必要が示唆されるが、この介入が進まない原因として、高齢者の死生観
研究の研究期間に関係があると考察される。研究の裾野を拡大するには、社会福祉の臨床
現場との研究協力関係を深め研究環境を充実させ、揺るぎない協力関係を構築し、実践課
題からの理論化、理論からの実践検討を実現する必要がある。 
死生観研究においては、研究領域が異なれば、視点や介入目的が異なる一方で、領域に
重なりがある部分もあり、専門領域を有しながらも学際的に交流・研究する傾向にある。
今後は、死生観研究はより重層的で有機的なネットワークの中で、多面的に研究を深め、
相互に共通の価値観と目標を共有し、その上で、それぞれの研究領域において研究を深め
ることが必要である。また、将来に向けて、高齢者の死生観研究をさらに発展させていく
には、患者としてだけでなく、社会生活者の視点から、さらに隣接する学際領域との関係
を積極的に持ちながら研究を深め発展させていくことが必要となる。 
 
３．１．３ 定性的結果に見る死生観研究の動向（44－87頁参照） 
３．１．３．１ 死生観の概念 
（１） 呼称の現状 
死生観の 32種類の定義中、8割は「死生観」を呼称として活用していたが、2割は「死
生観」以外、「死に対する態度」、「死のとらえ方」、「死の不安」などの呼称を用いている。
一方、62種類の尺度においては、2割強しか「死生観尺度」の呼称を用いておらず、1割強
は「死への態度尺度」、「死へのイメージ尺度」、「死に対する恐怖・不安尺度」、他 1割弱は
「死観尺度」、「PIL尺度」、残り 15 種類は全て異なる呼称を使用している（42-44頁参照）。 
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本章の冒頭で説明したが、我が国においては、古来仏教用語として親しまれていたのは
生死観との呼称である。前述通り、死生観は、1900年代初頭から作られた造語である１０８。
この当時、加藤咄堂は、人生の根本問題としての扱いを「死生」で捉え、生まれて死ぬと
いう生涯の流れを「生死」で捉えたため、両者の相違を強調していた。本研究の結果、量
的研究は、1968年から実施されているが、論文の題目上では「生死観」を用いていても、
「生死観」として定義づけしているものは皆無であった。しかし、定義中では、死と生の
時間軸の連続性を唱えているものが 7種類、ライフステージの時間軸を用いているものが 6
種類あった。例えば、平山、河野（2000）「生きる意味と生の延長線上にある死についてど
のようにとらえているかという個人の考えをいう」と、定義中に生涯の流れについて含め
ている１０９。これは「生死観」に近く、「生死観」から「死生観」へと呼称はシフトしてい
るものの、概念上においては厳密な呼称区分がされぬままの定義も見受けられる。 
次に、定義中の 2割は、「死に対する態度」、「死のとらえ方」、「死の不安」などの呼称を
用いている。更に、尺度においては７割強が「死生観」以外の呼称を用いている。死生観
は日本独自の呼び名であり、諸外国では、「the Fear of Death」「Death Attitude」「Death 
Perspect」「Death Concern」などの呼称が活用されている。そのため、翻訳の尺度を活用
するものは意識的に「死生観」以外の呼称を活用している。そもそも、「死生観」を英訳す
ると「Death and Life」となるが、諸外国では、この Lifeの部分の「生」は定義上の概念
には含んでおらず、尺度の内容も、生の変容より、本来の死についての価値や意識、態度
に比重を置いているのである１１０。そのため、日本で活用されている、「死に対する態度」
や「死観」など 17種類の尺度は、生より死に重点を置いた呼称となっている。 
他方、本研究の結果から、外国版の尺度においても厳密に死の側面だけで構成されては
おらず、生の側面も概念に含まれ構成されているものもある。具体的には、尺度因子とし
ての「人生の集大成」「生の証」「生の証明」「人生の試練」「生を全うさせる意志」「延命」
「人生に対して死が持つ意味」がある。これらの、オリジナルを辿ると、実は 2つの尺度
に到達する。Spilkaの「Death Perspect」の翻訳版と複合版と、丹下の「死に対する態度
尺度」のオリジナルとそのオリジナルを含めた尺度である。この 2つの尺度が改良されて
いるものは全体の半数強の尺度となっている。ここでは、死をゴールにし、現在の生がど
うあるべきかを問うているものである。そのため、例え死に重点を置く呼称を用いていて
も、実質は「死生観」の呼称とほぼ同様の概念を含んでいることが、本研究の結果導きだ
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され（67-69頁参照）、構成内容を定義の呼称から理解することは困難であるとの結果を得
ている。 
更に機能としての呼称についてである。呼称は「認知」「感情」「行動」の視点からも検
証することができる。認知機能と感情機能に重点を置く場合には、「意識」が用いられ、認
知機能と感情機能、行動機能に重点を置く場合には、「態度」が用いられると明確な区分が
あることが示されていた１１１。しかし、本研究結果から死生観との呼称を用いているか否か
にかかわらず、概念上において 3機能の構成内容に差異は確認されなかった。これは、ほ
とんどの尺度が明確な区分を用いてないことを検証する結果である（67-68頁）。 
以上、本研究の結果として、「死生観」とそれ以外の呼称は、呼称名で厳密に概念を分類
しているものはなく、わが国では同一の概念としてとらえられていることが明らかとなる。
そのため、「死生観」の文献レビューをする際には、「死生観」だけを検索キーワードにす
るのではなく、死の態度や意識などを含め検索をすることが検証の妥当性を高めるために
も必要不可欠となる。かつ、死の時間軸に重点を置く場合には研究者は明確に定義づけを
し、厳密に呼称を使い分けることも必要となる。また、測定する機能の構成も定義の判断
材料として使い分けるべきである。つまり、定義上の混乱が見られるのは呼称においての
これらの曖昧さがあり、その反対に、意図的に呼称を活用することは、定義上の混乱を免
れる一路になりを得るであろう。 
 
（２）時間的・空間的側面の現状 
①時間的側面の現状 
死生観の定義中では、時間的側面として「生」、または「ライフステージ」、「治療期」、「死」、
「死後」の 4区分を用いており、尺度分析と質問項目分析の結果では、「生」、「療養期」、「終
末期」、「死」、「死後」の 5区分用いている。死生観を測定する場合、「生」から「死」、「死
後」に至るまで時間的・空間的な広がりが必要なことはすでに指摘されている１１２。本研究
の分析結果から、尺度上の概念では約 8割、ほとんどの尺度が 5つの時間軸を用いていて
おり、本研究においても広がりがあることが検証されている。（42-44頁、51-66頁、75頁
参照）。 
３者共通の時期は「死」であり、この死期に着目し測定しているものが最も多い。そもそも「死」
とは、肉体的、精神的、社会的な死としてさまざま種類があるが、生物学的に定義づけられている
死として「肺、心臓、脳のうちいずれか 1 つの永久的（不可逆的）機能停止」とされてい
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る１１３。また、法律において確かな記述はないが、呼吸停止、心拍停止、瞳孔拡大・対光反
射消失の「死の３徴候」を用いて死としており、これは一般的に捉えられている概念と同
一となっている。しかし、本研究の結果からも、これらに脳死が加えられたことにより多
様な死の見解を生起させられている。前述した池口をはじめ死の捉え方や評価についての
研究が多数を占めるようになり、特に、日本版の尺度では「肉体の死」を測定しているも
のがより多く存在しているのである。 
また、他にも「生」、「ライフステージ」、「治療期」においても 9割弱が時間軸として概
念上にある。この「生」については、前述したが国内外の時間軸の差異があり、前述した
が外国版の尺度では「Death Perspective」を除き、「生」の側面には「Life Attitude Profile」
「The Purpose In Life Test パートＡ」などを用いており、「命」「生命」「人生」「生活」
における「生」の側面を時間軸とし明白な区分を用いて捉えている。 
しかし、定義上と尺度上では、当然概念に明確に差異があるのも理解できるが、「生」と
「死」と広い時間軸を概念上では用いている一方で、定義づける段階では時間軸を全て含
めているものはほとんどない。意識的に時間軸を定義づけているものは寧ろ少ないとの事
実が明らかとなった。日本版は「死」から「死後」までの多時間軸を用いている反面、測
定する際には時間軸の差異を意識しておらず、「生」から「死後」までが区分されず混在し
ている場合もある。そのため、同じ時間軸でありながら「死」と「生」の時間軸と、「終末
期」「療養期」と「死後」の時間軸では使用程度や頻度に異なりがあるのだ。 
「終末期」の時間軸である。定義上の概念では長田の「患者の死」１１４以外は含まれては
おらず、尺度上と質問項目上の項目には含まれ、特に質問項目上では多く用いられていた。
この「終末期」と「療養期」は、特に質問項目上の死生についての≪認知≫機能で最も多
く用いられている。この背景には、自己決定を支えるケアの必要性がある。厚生労働省の
終末期医療の調査報告では、一般国民の終末期医療の関心の高さを示している１１５。そのた
め、それが死生観研究にも反映され、「死」を見据えた「生」の具体的な時間軸として「療
養期」や「終末期」が含まれている。「療養期」「終末期」は、サナトロジーの 1つの分野
であり「死の臨床心理学的研究」においては別名「死に至る過程の臨床心理学的学習」の
認知機能、いわゆる意味と価値を捉えるものとなる。死生観研究では、先駆者である
Kübler-Rossが、「死と死に逝く過程」として「死」に直面化している患者の心理状態を段
階的に分類したことから研究関心が加速化している１１６。本研究の結果でも、1990年代後
半以降は、この「終末期」「療養期」医療の告知や臓器移植、そのケアの意識・認識、希望
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に関心が持たれている。ここには、看護学領域からの臨床実践への反映を目的とした研究
の増加で、「終末期」、「療養期」における患者の理解と、脳死・臓器移植における国民のと
らえ方の理解が求められていることが挙げられ、「療養期」や「終末期」は、今後も「死に
逝く過程」として「死生観」の 1 つの時間軸に含むべき概念となる。現に、「終末期」は、
尺度上の測定項目では、≪認知≫≪感情≫機能の最下位の下位概念にしか含まれておらず、
「終末期」の行動には関心が払われていない事実もあるが、特に、≪行動≫機能において
は「死に逝く過程」での「死」を準備する際には、この「療養期」や「終末期」における
準備行為を尊重することが重要なものとなる。本研究の結果からは、それが認められず、
時間軸の概念上で差異が生じていることは指摘するべきものであろう。 
これは、「死後」においても同様の傾向がみられる。最も少数ではあるが 2割弱の定義が
「死後」が概念に含まれ、全体的には死後を含めることが少ない傾向にあったが、多くが外国版
の認知的側面の尺度であった。死後は特に、≪認知≫機能では最も多く、≪感情≫機能ではや
や、≪行動≫機能では概念としてほとんど取り扱いがない。定義の概念においても、質問
項目の概念においても、死後に関しての測定は他と比較すると極端に少ない。死の不安と
宗教行動の高さとの関係性についても検証したのは前述している 1995年の金児の研究であ
るが１１７、高齢者の健康状態と「信心深さの程度」「死後の世界感」「魂の存在」の死後観と
の関係を測定したのは、1991年の伊藤らの「老人の死生観の傾向」であり１１８、昨今では
2009年に松下が「青年期の死の不安と死生観--高齢者との比較から」において、死の不安
の低下と死後観の高さの関係性について年代差を用いて測定している１１９。これは死後の意
味づけと死の不安との関係性を測定するもので、多くの研究者が検討している。しかし、
日本の場合、やはり「死後」の肉体の扱いについてが多く、他にも、所有物に関する自己
決定や、「死後」の生におけるグリーフケアの考えを取り入れるためには感情面だけでなく
行動面においても検討することが同様に求められているのである。 
 
②空間的側面の現状 
定義上の概念では、「死」と「生」、「死後」の「連続性」や「循環性」を唱えた定義は 2
割強、4割強の定義は「並列性」で、2割強の定義がそれら何れかを「単一的」に捉えてい
るため、7割の研究者が「連続性」・「循環性」に捉えていない。その内、2割弱の研究者は
例え連続性を唱えていても、それはあくまでも「死」と「生」の 2者間での「連続性」で
あり、「死」と「生」と「死後」の 3者間の「連続性」となると、僅か 1つの研究しか存在
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しない（67-69頁参照）。この「連続性」の考えであるが、そもそもライフサイクル上で捉
えると、誕生から「死」まで、「生」の延長上に死があると考えられているため、そこで生
じる死生の問題はやはり連続的に捉えられるのである１２０。また、日本人は古来、「生」と
「死」を、あの世とこの世といった「死後」を含め「連続的」に捉える傾向が強く、本研
究の結果においても、研究の多くは、宗教や文化的側面を要因との関係性を検討している。 
一方、質問項目内の「進行過程」においては、「死」「生」と明確に区分するのが困難で
期間を跨って位置するもの、そうでないものとがある。例えば、認知過程の肉体や告知、
死生については、「生」から「死後」の複数の時間軸にまたがる質問形態になっている（67-69
頁参照）。しかし、この傾向は個人の関心に反映されやすく、測定にバイアスがかかるため、
作成者の意図とは異なる回答に導かれる場合もある。唯物論的な死生観が多くなった昨今
の日本人に対し、時間と空間の概念として、「生」と「死」の「連続性」や一体性の考えを
取り戻すことの重要性が示唆されている１２１。更に、「生」から「死後」の「連続性」を定
義上で用いることは、死の空洞化が蔓延した日本において必要であることも指摘されてい
る１２２。最後に、病的悲嘆患者の症状緩和の効果にも、死別配偶者への死の意味づけがあり、
今後の「死後」を見据えた支援の必要性を報告している１２３）１２４。 
以上の結果、「死生観」の時間軸や空間軸においては、「生」と「死」といった 2軸を「単
一的」、「並列的」な時間軸・空間軸の中で捉えるのではなく、「終末期」や「療養期」の「死
に逝く過程」や「死後」の時間軸を用いて時間軸の関係性を「連続的」・「循環的」に捉え
る必要がある。死生観の概念が、日本人を対象にした研究の場合、特に価値に基づくケア
の側面においては重要な概念となりうるからである。そのため、死生観の概念を操作的に
定義づけすることがまず必要であり、これらの問題を回避するためにも本研究の結果が重
要な問題提起となるであろう。 
 
（３） 死生観の機能の現状 
死生観の概念は、死生観の尺度や質問項目、そして、死生観の定義においても、やはり
≪認知≫≪感情≫≪行動≫の 3つの機能に分類される。 
①認知機能 
本研究の結果からも最も多いのが≪認知≫機能である。定義の 8割強が、質問項目上で
は『進行過程』内における≪認知過程≫の５割が、尺度上においては外国版、複合版、日
本版のいずれにおいても 5割強が取り扱っているものである。 
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わが国の死生観研究の全体の流れは、研究当時は宗教的要素と相まって死に対する価値、
つまり特定の個人やグループの認知を明らかにしようとする研究が初めてとなる。しかし、
死生観が実証科学として測定されるようになってからは感情面についての研究、特に死生
に対する恐怖について研究が主流となった。その後、測定尺度として、Death concern や
Perspectiveなどが開発されたことにより、死生を認知面で取り上げる研究が再び多くなっ
てきた１２５）１２６。近年では死生観の概念として、最も多くの研究者が≪認知≫機能でとら
えていることが明らかとなった。 
前述の海老根は≪認知≫機能の構成について、海老沢の死生観の概念研究においては死
生観を、ポジティブ、ネガティブ、ニュートラルな≪感情≫≪認知≫≪行動≫の 3機能に
明確に区分され、これらの相互関係があることを報告している。彼女は、中でも影響関係
を特定する際には、死生観の≪認知≫機能を明らかにすることを重要視している１２７。しか
し、本研究の結果、のいうようなポジティブ、ネガティブ、ニュートラルなとらえ方とい
うよりは、むしろ、死生に対する個人の意味や考え方、イメージ、希望を≪認知≫機能と
して検討することに主眼が置かれていることが理解できた。 
更に結果を考察すると、質問項目測定の結果からは、認知機能の構成は、死、死後、肉
体、人生や生、終末期、死生、告知に関する①意識・認識と、②希望の２極面で構成され、
かつ、これらは対応関係にある（45-50頁参照）。一方、尺度分析の結果からは、大別する
と、①意識・認識、②希望に、③関心と➃意味づけを加えた４つ区分され、ほとんどに関係性が見
られた。これをまとめて、（a）死生に向き合うことへの関心、ただし関心は、意識・認識された
結果の事柄であるため、①の意識・認識は（a）に分類する。（b）死生についての意味づけ、
（c）良い死に方、生き方についての希望に分類できた（69-73頁参照）。 
（ａ）死生に向き合うことへの関心（認識・意識） 
これは質問項目上ではなく、尺度上でよく測定されている内容である。尺度上での思慮
といった死生に向き合うことへの考え方の程度と同様に、死に関する物事への意識と認識
の度合いについて検討している。そして、定義上では、実に 87.5％の定義が認知機能を概
念として取り扱い、研究者の多くが、死生に関する価値や目的などに関する考え方やもの
の見方、評価などで定義づけしている。そのため、多くの研究者は、この（c）を持って死
生観ととらえていることが分かる。この実証研究において始まりは、1974年に宮岡が大学
生を対象に死に対する関心やイメージ、そして死の感情面を含め測定したものがある。第 1
章でも述べたが、宮岡は死に関する意識水準を質問項目で、無意識のイメージ水準は SD法
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を用いて測定している１２８。その後、1984年に岡村が大学生と社会人の比較として同様の
調査を実施しているのである１２９。その後、無意識水準の測定よりも、尺度などを用いて関
心の度合いや意識水準の測定がより実施されるようになってきている。後述するが、ここ
では、学生を対象にきっかけといった体験内容と共に測定されている。 
更に、死生に向き合うことへの関心は、それ単独で測定されているわけではなく、現状
や将来に向けての希望の程度との関係性も含め明らかにする試みとなる。 
 
（ｂ）死生についての意味づけ 
次に、尺度上の外国版、複合版、日本版の 3者に変わりなく、ほぼ共通する内容で測定
されているのは意味づけである。ここでは、死に関しては、人生に対して死の持つ意味、
不可知性、苦悩の終焉、摂理、死との引き換え、隠蔽、開放、寿命と長寿、消滅、絶望、
別れ、眠り、無などがある。また、死だけでなく、死後においても、死後の場の存在、死
後の輪廻転生、死後の神や死者との融合、死後の魂の存続、神仏崇拝思考と死後の存在の
意味を測定している。 
しかし、『人生に対して死の持つ意味』の考え方には国内外で異なりがある。人生を修練
ととらえ、その修練の集大成に死を意味づけているのが外国版、日本版は、死を見据え今
の生命や人生に意味づけを求める傾向がある。次の（c）の良い死に方、生き方の希望と同
様、これらは、文化や宗教の影響を受けていることが理解される。例えば、キリスト教色
の強い欧米の尺度から、日々の日常は神からの修練と捕らえられ、自己内省と、信仰的行
為が重要視され、その集大成として死の意味が定まると考えられている。死から生に論理
構造が持たれている。日本版の尺度においても、日本の伝統的なあきらめの文化、潔い死
に方、迷惑をかけない死に方という死に方の美徳を追求しており、これらの程度に関心が
示され測定している。 
この死の意味づけについては、宗教的規範を多く持つ諸外国と異なり、宗教的規範が未
確立な日本人にとっては、その死の論理構造も個々まちまちであり、死と日常についての
構造的連関がない場合も少なくない。この伝統的な宗教や文化の違いは、価値観となり「死
生観」の違いとして表れる場合もある。そこで文化的・宗教的な影響を強く受けることか
ら、キリスト教圏内の文化的要素が色濃く反映される測定尺度を直接使用することに対し
て難色を示す研究者もいる１３０。しかし、一概に削除するのではなく、本研究ではあえて外
国版の意味づけを活用するべき２つの根拠を示す。1つ目が、宗教や文化性が混同されてい
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る現代日本人の個々の意味づけを理解するため、2つ目が日本人を含めた死生観の国際比較
から特異性を理解するためである。この場合には、外国版の測定尺度を直接用いるべきで
あり、そのためには予め明確な仮説を用いるべきである。逆に、その理解なしに影響要因
を含め「死生観」を測定することはデータを歪める結果となりうることの危険性も推測さ
れる。また、尺度上に限定し測定されているのが、死や死後などの意味づけを有無ではな
く、その程度で測定しようとする試みが特異的である。 
 
（ｃ）良い死に方、生き方についての希望 
最後に、良い死に方、生き方についての希望である。この研究は、最も初期である吉沢
の「老人の死に対する態度―社会精神医学的研究―」において、すでに高齢者の希望する
死に方、死に場所、死ぬ時間についてアンケート調査が実施されており１３１、こう言った死
や終末期ケアに関する場や支援者、死に方、最後の行動、時間などに関する希望が本研究
の中で最も多いとの結果を得た。その逆で、時間軸では死後や療養期や生に関する希望も
あるが、活用頻度は少ない。また、ここでは、告知や肉体に関する希望があり、尺度分析
にもある「死に方」、「告知」や「肉体の死」は、複合版、特に日本版で多く検討されてい
る項目である。生命倫理や死生学の発展と共に欧米では、「自己決定」や「自己決定権」が
主要なテーマに取り上げられており、いかに良い死を迎えるか Quality of Death（QOD）を
求める傾向が高くなっている１３２。しかし、本研究結果から良い死の測定は、外国ではなく
日本人オリジナルとして開発が求められ１３３、国内外に差異が持たれている。特に、この傾
向はターミナル・ケアや臓器移植などで顕著に表れている。日本人研究者の研究関心は、
特に『肉体の死』への意識を求めることが多いとの報告がされているが１３４）１３５、本研究
の結果でも、質問項目上の測定は「肉体の死」に関する意識・認識、希望が多く尋ねられ
ている。尺度上では、国内外に差が生じ、国内では多く、反対に、外国版の尺度ではそれ
が皆無であった。 
以上のように、日本では、より個人のとらえる良い死や死に逝く過程への意識や、意思
といった認知的側面が近年求められ、死生観に含み認識しようとすることはより日本人独
自の問題意識であると考えてよい。良い死に方、生き方の希望を死や死後、終末期、生や
人生への希望の関心を含め希望の程度について明らかにしようとする試みがある。そのた
め、≪認知≫機能を分析した結果、この 3つの機能は相互関連があることが理解できる。（a）
の関心や考えが継続されることにより、（b）の意味づけが確立し、それがやがて、（c）の
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良い死に方、生き方との希望へとの関係性を意図し、検証しようとする試みである。≪認
知≫機能の概念の構造が本研究から明らかとされるが、既存の死生観の測定の多くは、こ
れら 2者関係、3者関係の相互作用を特に意図して検証したものではない。そのため、認知
機能で死生とらえる場合には、この（c）（b）（a）の 3者を含め、かつ、これら 3者の関係
性も含め意図的に明らかにすることが、より「死生観」の構造を理解するために必要であ
ると言及できよう。 
 
②感情機能 
ここでは、定義、質問項目、尺度と 3割前後の研究者が好んで検討している機能である。
不安や恐怖などのネガティブな感情で死生観はとらえているものである。この死の不安や
恐怖などのネガティブな死生観は Templerの「Death Anxiety Scale」の系譜などの研究初
期の尺度に活用されているものである１３６。しかし本研究においては、この死のネガティブ
性はその後の研究においても変わらず使用頻度は高いとの結果も得た。それは、死生観を
測定するときに日本で最も多く使用されている平井らの「臨老式死生観尺度」１３７、丹下の
「死に対する態度尺度」１３８、河合らの「死に対する態度：DAP」においては、多軸的な死
生観の概念測定の１つに恐怖と不安が採用されている１３９。これは、専門職に特化して開発
された岡本・石井・牧らの測定尺度においても同様の傾向にある１４０。 
また、外国版、複合版、日本版いずれにおいても、生から死後に至るまでの多時間軸が
用いられているが、どれも死と死に逝く過程における感情に関心が高く、測定項目の中に
は、死や死後に対する考え方を活用しながらネガティブな感情の程度を測定しようとする
試みが理解される。そのため、本研究の結果から、少ないながらある程度の研究者は、認
知面と感情面との関係性を重視していることが伺える。他には、質問項目上から、死の不
安や恐怖といった感情が、健康状態の心理状態に位置することが分かり、関連要因でも後
述するが、死に対する認知や行動が健康状態に及ぼす影響、その反対に健康状態が及ぼす
影響を測定している。 
このように死生観の感情はほとんどがネガティブな感情である。しかし、「人生や将来」
「死後の世界の存在の確信」だけは、喜び、幸せなどのポジティブな感情を測定している。
また、日本版の「人生に行為に対する死が持つ効果」では、死別経験による人格的発達尺
度（渡邉、岡本 2005）を参考に、死や死別体験に対するポジティブな感情と、人間的成長
の程度が測定されている１４１。つまり、これらは困難な状況に対する意味の探求の結果とし
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て、出来事に対してポジティブな意味と感情が生まれ、若しくは、ネガティブな感情が縮
小化していくと捉えるものである。 
他方、感情機能には問題点も称している。1つ目が、具体化の問題である。恐怖、不安、
悲しみなど「生」から「死後」に至るまで多種多様なネガティブな感情の程度を検討して
いることがわかるが、DASの系譜のように、尺度構成の全てが不安や恐怖を尋ねるのではな
く、測定尺度の一部に不安や恐怖についての因子が含まれる場合がある。また、DASの系譜
においてさえ、漠然とした死や死に逝く過程の苦悩や、死の思考や見聞といった認知や行
動面に対する不安や恐怖が測られ、かつ、認知機能との関係性、他の要因との関係性を厳
密に測定している研究は少ない。また、当然ではあるが、個人の経験内容に依存される場
合には、個々人間の差異の理解が厳密にはできない。 
更に、対象の偏りが確認された。近年、死の不安は主に専門職のクライエントに対する
感情、特に終末期のケアに関する感情を多く尋ねる傾向にある。例えば、櫁柑が 2008年に
日本人用に開発した「看護師における『患者の死』のとらえ方尺度」では患者とかかわる
ことへの恐怖や不安について測定している１４２。しかし、こういった、医療機関に所属する
フォーマルな支援者に対する患者への感情は多くみられる。しかし、医療機関以外の介護
施設を利用する利用者への死や在宅患者への死、そして、フォーマル以外のインフォーマ
ルな支援者がとらえる死の不安などの測定は極端に少ない事実も確認された。 
最後が、ネガティブ・ポジティブな測定項目の偏りである。多くの研究者はポジティブ
な感情があるにもかかわらず、死に関するネガティブな感情しか測定していない。この原
因の 1つには、恐らく研究者によるステレオタイプの考え方への固執が考えられる。つま
り、死を恐怖に思う研究者のバイアスが、これらの問題を生起させていることもある。し
かし、柿田らの大学生を対象にした死生観の質的調査においては、大学生は死をポジティ
ブにとらえている者とネガティブにとらえている者の回答数がほぼ同数であり、青年期は
死の不安が高いとは言いにくいと結論づけている１４３。高齢者の場合においては、ポジティ
ブな側面を測定している研究は皆無であるが、河合らの研究では年齢の高さと死の恐怖や
不安の低下は相関関係であり、逆に高齢者の場合、死に関してネガティブな感情以外の感
情が生起している可能性を結論づけている１４４。 
以上のことから、今後は、ネガティブ感情の高低といった一側面だけでなく、生、死に
逝く過程、死、死後に至る時間軸上のネガティブからポジティブな感情の移行を認知面と
の対応関係で検討し、なおかつ、対象を本人とフォーマル・インフォーマルな支援者全て
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で死生観を理解していくことが、個人の全体像を包括的に理解しうる可能性を広げ、今後
死生観研究を更なる発展に導くためには重要な試みになると考えられる。 
 
③行動機能 
死生観の定義では 3機能のうち「行動」機能は「認知」機能よりは少なく、「感情」機能
とほぼ同数である。測定尺度では最も少なく、逆に、質問項目では感情が最も少ないとの
結果を得ている。このため、「行動」機能は研究者によってその重要性に差異が生じている
ことが明らかとなる（43-44頁、75頁参照）。 
この行動機能は、「Death Attitude」尺度が開発されたことにより発展した１４５。概念上
の構造は、2つに区分され、一つ目が、死の迎い入れ状態という能動的に死生のとらえ方、
つまり、実行行為に至るための準備状態である。二つ目が、実働（実行行為）としての行
動面である。これらは生から死後に至る 4つの時間軸全てで用いられており、他の概念と
同様に幅の広い時間軸を用いて構成している。 
準備状態は【死の行為】や『死の迎い入れ』などの行為に概念上含まれ理解されている
場合もある。これは死の思慮や話題との行為の程度から準備状態を測定しようとするもの
である。特に、DAP（Wong1987-1988)の系譜にあたる１４６。ここでは、死に対する態度（河
合ら 1996）１４７、DAP-R（隈部：2003）１４８、死への態度尺度（中村ら 2001，2004）１４９）１５０、
死生観尺度（臼杵ら 2006）などが該当している１５１。これらはいずれも死の回避、中立型
受容、逃避型受容、接近型受容として測定されているものである。また、この準備状態は、
Wongらによると、準備状態の 1つの位置づけである死の受容とは、自身の終焉に対する認
知的な気づきとその知覚への肯定的あるいは中立的な感情の反応を含むとあるため、認知
的な部分と感情とが寧ろ密接に関係したものであると述べられている１５２。本研究の結果か
らも、Wongらの系譜では、準備状態と実働（実行行為）だけでなく、死への意識・認識や
関心の程度を示すものや、恐怖や不安の程度を示すものは概念の構成上は同一と捉えられ
ている。 
死生観の測定項目においては、準備状態と実働（実行行為）における時間軸は、【死後】
が最も少なく、【終末期・療養期】に至っては対象を支援者のケアに焦点を当てられている。
その反対に、両時間軸では、本人を対象にした準備状態と実働には関心が示されていない
ということである。しかし、準備状態の程度で測定するのであれば、時間軸の【死】の思
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慮や話題の程度だけでなく、本来、他の時間軸の【死後】や【終末期・療養期】の実行行
為の程度も含め測定することは個人の包括的な理解には重要なものである。 
一方、実働（実行行為）は思慮や話題の程度だけでなく、他にも、認知機能の希望を実
行する行為として関係している。例えば、専門職の研究に限っては、専門職の死生観を明
らかにするため、第 3者へのケアや告知への意識や希望を測定したものだけでなく、それ
への実行面を含め測定している。これは、Wardが 1979年に開発した Wiccezorek's の 
「Attitude Toward Nursing Care of the Dying Child Scale」の系譜である中井らの日本
語版ターミナルケア態度尺度（FATCOD-B-J)１５３）１５４、櫁柑が開発した日本版の看護師にお
ける「患者の死」のとらえ方尺度１５５、十時の開発したターミナルケアにおける行動尺度の
すべてが持ち得ている内容である１５６。ここでは、将来的に死を迎えた個人が、どの程度希
望を基づく死が叶えられたのかを評価している。 
しかし、この評価は専門職に限定され、本人を対象にして測定していない。厚生労働省
の全国調査では、終末期医療への関心を持つ国民は 80％であり、自分が治る見込みのない
病気に罹患した場合の余命や病気の見通しを知りたいと希望しているものは 94％と、ほと
んどの国民が終末期医療や自身への告知を希望している現状がある１５７。その上で、望まし
い死に関する意識調査では、望ましい死に関する因子項目の中に、「意思決定」「関係性」「尊
厳」「準備」「場所」「感情表出」などが抽出され、死や死別の実行行為である「準備」とし
て、葬儀の準備、予めの別れ、仕事の引き継ぎなどを測定している。また、「感情の表現」
は、家族や友人と一緒に泣く、宗教家と会って話をする、家族や友人にわがままをいう、
感情を我慢せず出せることの程度、望ましい死、個人の希望に叶った死の実現を測定して
いる１５８。赤星らの献体登録による認識の変化を測定した研究では、献体登録により死の恐
怖の低下や受容的態度の育成が可能になったことが報告されており１５９、話題や思慮だけで
なく、希望に基づく実働（実行行為）を育成していることが明らかとなっている。 
 以上のことからも、献体だけでなく、死後の埋葬法を含んだ肉体の取り扱いについて心
的準備状態との関係性を理解する上でも、「死後」「終末期・療養期」の希望が、実際に実
働（実行行為）として実行されうるのか測定することが今後、自己決定へのケアの側面を
検証するためには重要な概念になりうるのである。国民一人ひとりが、自身の死と向き合
い、望ましい死を考え、選択するための情報収集を行い、リビング・ウィルを実現するな
どの意識を高く持ち、実働（実行行為）に移すことがますます求められる時代である。特
に、認知機能が低下する高齢者などは、前段階から取り組むことが必要となり、本人のケ
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アや告知への行動化や死後の肉体の死に関してなど、認知面で尋ねられていた項目とリン
クするよう測ることが重要となるとの結果が導かれる。 
 
➃3機能の関連性 
このように、認知、感情、行動の 3機能の関連性の強さが本研究の結果から明らかとな
る。山本の定義を概観すると、「自分の生命に対する自己評価・・・行動を決定するための
規範としての働き」として定義づけ１６０、死生観を単に考える、思うだけではなく、死生観
を認知的な側面から行動的側面へと、より能動的にとらえようとする試みが理解できる。 
この外界から発せられた情報に対する思考、理解、評価は脳機能中の一連の処理機能の 1
つである認知機能であり、これは第 1章でも述べたよう感情や、さらには身体状態や態度・
行動の仕方へも密接に関係し、相互に影響を与え合うため、概念上では包括して捉えるこ
とができる。大学生を対象にした海老根の死生観の調査結果では、感情と認知と行動の 3
機能を分類し、これらの相互関係について言及しているが１６１、他にも、前述の平井らの望
ましい死や赤星らの献体登録による認識の変化を調査した研究においても、本研究分類で
ある実働（実行行為）と認知機能と感情機能との関係性を検証し、死の準備を実施する重
要性を強調している１６２。本研究の結果から、半数の研究者が死生観の機能を単独の概念と
して捉えていたが、残り半数は死生観を複合的な概念として捉えている。 
しかし、複合的な概念であっても 3機能で捉えるものは少なく、その配分は、認知と感
情機能の 2機能の組み合わせよりも、その倍の研究者が認知と行動機能の組み合わせで死
生観を捉えている。明白に認知と行動機能の組み合わせを検討したのは、1985年からで、
木下の「未来の出来事の予測と行動調整：青年の死に対する態度を中心に」において、未
来に起こると予測される出来事の特性を分析し、大学生の未来分節の文化と未来に向かっ
ての現在の行動調整を、死の関心やイメージ、死後の世界像も含めアンケート調査をした
ものである１６３。その後、死の受容の概念の研究発展も影響している。しかし、これは先行
研究の医中誌を用いた文献研究では異なる見解を示している。先行研究では死や死に逝く
過程の感情や、信念といった認知の側面が主に研究され、行動について言及されることは
稀であると結論づけているからである１６４。この異なりは、研究方法に原因があるが、3機
能の関係性に認識される中でほとんどの尺度がそうであるのと同様に、先行研究において
も機能を混同してとらえており、関連性について厳密には求めていないことが原因として
考えられる。他方、これら 3機能を求めるのは時間軸においてもバラつきがあり、療養期
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と終末期という死に逝く過程では、行動機能が少なく測定されているため、この関係性を
求める傾向がより少なく示されているのである。この機能の配分の混同は先の海老根の分
析結果中でも本研究と同様の指摘がされている１６５。 
以上の結果から、3 機能の関係性は認識されている。しかし、今後は、療養期や終末期の
ように 3機能に対して、認知の意識から希望、そして行動に至るまでの過程とその感情と
の関係性を検討することが求められ、かつ、これは個人の死生をとらえるためには必要不
可欠な要素であると考えられる。そのためには、認知で用いられている質問項目全てに対
し、感情機能と行動機能との関係性を意図的に検討していくことが必要である。 
 
（４）項目内容の抽象度と具体度の現状 
本研究の結果から測定項目は以下の 2つに分類されることがわかった。①抽象度の高い
項目、②具体度の高い項目の 2つである。①は、死後や死、生、終末や療養に関する考え
方、体験、感情や行動について抽象的に測定しているものと、②が脳死、自殺、事故死、
安楽死、尊厳死などの特定の死に方、場、時期、人などや、移植や献体などの肉体の死、
延命治療や蘇生などの終末や療養に関する考え方（意味づけの仕方）や臨床・教育体験、
それに対する感情や行動など具体的な項目を用いて測定しているものである。研究数とし
ては前者の抽象度が高い方が多い。 
先行研究から、一般学生は、死や死にまつわることは漠然ととらえている傾向があり、
後期高齢者は、死や死にまつわる事柄への希望を具体的にとらえていることを報告し、そ
の結果、青年期は死の不安が高く、高齢者は低いと短絡的に結論づけている１６６。これは、
本研究の結果からも、抽象度の高い項目は多世代比較検討で用いられている傾向が確認さ
れている。しかし、一般的に、抽象度の高い項目の方が、個人の傾向や意見を知るために
利用可能であると考えられるが、その反面、個人の個別の考えや体験を理解していくこと、
認知機能の低下している対象者からの回答を得るのは困難とのデメリットがある。逆に、
具体的な項目は、個人の体験に依存されやすいが、個別の考えや体験からの関係性を特定
化しやすく、課題を明らかにしやすく、答えやすいというメリットがある。一方、質問項
目で表された項目以外の考えは拾い上げることはできず、問題が見過ごされやすいことや、
特定化を行うため質問項目数が膨大になりやすいことなどのデメリットもある。 
このため、この抽象度と具体度は目的ごとに使い分ける必要があり、仮に高齢者を対象
に尋ねるには、抽象度の高い項目より、特定の死や死にまつわる事柄への考えや感情、行
136 
  
動を用いて尋ねることの方が個人を理解する上で必要であると理解できる。例えば、高齢
者の感情面を尋ねるのであれば、「死を不安に思う」と尋ねるよりは、「苦しい思いで死ぬ
ことを不安に思う」と不安の対象を具体的に特定化させることなどである。このように、
既存の測定項目は抽象的な項目と、具体的な項目の両極がある反面、こういった問題に焦
点化している研究は実は少ないことが、本研究結果から明らかとなる。 
今後、対象理解の厳密性を高めていくには、世代間の傾向や目的別の使い分けなどを意
識し、抽象度と具体度を使い分ける必要が言及される。その一つとして、ここでは、最も
重要である人称の問題について取り上げたい。 
「人称」の観点において、死を論じるときに誰にとっての死であるのか分類する必要性
を言及したのは Jankélévitch であり１６７、これを受け、人称の違いを多面的な尺度を用い
て計量的に測定したのは Spilka他の「Death Perspective Scale」である１６８。わが国にお
いても、金児が人称の違いによる死生観の違いについて Spilka他の尺度を参照に自己の死
観尺度、他者の死観尺度を開発し、それを対象別に測定することの重要性を言及している
１６９。 
身近な他者の死に対する態度を尋ねることは、自己の死への態度に直結するため、日本
版の研究では、1990 年代以降の終末期医療の関心より、特に、脳死・臓器移植に関する研
究でよく取り扱っている。例えば、斎田の看護学生とその親の脳死・臓器移植に対する認
識の調査研究では、看護学生のドナー希望は 7 割、親は 7割弱、どちらも 3割しか家族を
ドナーとして希望していない。また、自分のレシピエントを希望する学生は 8割以上で、
親が 6割弱、家族のレシピエントを希望する学生が 9割弱で、親は 8割以上と人称の違い、
また世代の違いにより希望に異なりを測定している１７０。鹿村ら中高年を対象にした脳死・
臓器移植に対する調査では、本人と家族の場合には、本人よりも家族の立場に立った時に
はそれらに反対する傾向があり、この人称の違いについて測定している１７１。 
こうした本人―家族における一人称、二人称の死に対する価値の異なりが、つまり意見
のズレが自分の死を自律的に迎えることのできない、いわゆる、本人が望まぬ死の形態を
生み出す原因となりを得る。特に、脳死・臓器移植に関しては法制度が整備され、また、
ドナーカードなど自己決定の行動化が推進され、選択決定が余儀なくされる環境において
は、この人称の異なりが研究関心になることが理解できる。 
脳死・臓器移植だけでなく、この人称の違いによる死のとらえ方について、今後積極的
に研究していくことが重要であると理解できる。なぜならば、制度面に後押しをされ、こ
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の死の自己決定は、脳死・臓器移植に関する法律の他、2000年以降は、介護保険法や医療
保険法の制定・改正により自己選択・決定が促進され、今や全ての死や死に逝く過程に必
要不可欠なものとなっている。またそれは、死後の肉体の取り扱いについても同様である。
特に、わが国の自己決定は個人的な自己決定ではなく、家族を含めた集団的自己決定が望
まれる社会であるため尚更である。 
しかし、特に、日本版の尺度では、主語が省かれ曖昧なまま要因検証が行われている実
態がある。最も多く活用されている。丹下の「死に対する態度尺度」１７２、平井らの「臨老
式死生観尺度」でも１７３、同一の下位概念に「１・３人称の死」「１人称の死」「１・２・３
人称の死」が混同され尋ねられている傾向がみられる。これらは信頼性・妥当性が確保さ
れている尺度であるが、こういった尺度の約 6 割が人称を曖昧にしたまま使用されていた
ことが明らかとなった。中でも「配偶者の死」などを特定した 2人称の死を測定する研究
は皆無である。身近な大切な人を特定せず、抽象度の高い項目を用いて測定することは、
個人の主観に依存される可能性を高めるのである。外国版の翻訳尺度においては、文法の
構造上、主語が用いられ人称の限定がされている。例えば、河合らが翻訳した「死に対す
る態度：DAP（Death Attitude Profile)」と１７４、これを発展させた複合版の尺度、中村、
板津らの「Life Attitude Profile」１７５）１７６、岡村の「死の不安尺度（DAS）」と１７７、
これを発展させた複合版の尺度などは、人称が、私なのか誰なのか特定がされている。 
また、もう 1つ問題なのが、例え特定した他者であっても、必ずしも関係性の良い他者
とは限られず、その場合には、3人称の死に近いとらえ方になる。このため、2人称の死と
した場合には、身近で愛する他者である配偶者や親子、祖父や孫、その他の家族、友人、
恋人、疑似家族であるペットに至るまでその関係性でとらえていくことが重要である。ま
た、これは 3人称の死でも同様である。3人称の死には、一つに新聞や本、映画やマスメデ
ィアを介しての他者の死は、全く知らない他者の死である。他方に支援者と患者の間柄の
ように良く知っている他者となり、90年以降は顕著に専門職社会人や学生を対象にした研
究で多く用いられる。しかし、患者だけでなく、好みの芸能人なども自分は良く知ってい
る他者の扱いになり、専門職だけでなく全ての者が研究対象となり、2人称の関係性だけで
なく、この 3人称の他者の取り扱いについても今後検討していかなくてはならない。 
高齢者研究の場合は、高齢になればなるほど大切な人は配偶者をあげる者が多いとの結
果を得ており、夫婦関係の視点から死生観を考えることには意義があると思われる１７８。こ
の理由として、高齢者の配偶者死を巡る問題として、（１）医師からの家族への告知問題、
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（２）終末期医療を巡る本人の自己決定や家族の意思の尊重の問題、（３）介護や看病の問
題、（４）看取りや死後にかかる経済的な問題、（５）死別後の生活問題などがあり、これ
らの問題は、家族や、近隣からのサポートを得ることで対処が可能であるからだ１７９。特に、
加齢に伴い心身機能の低下した高齢者にとってサポートの授受関係を確立することは必要
不可欠である。しかし、関係性の希薄な現状でサポートを得ていくことは困難であり、そ
の場合には、事前に準備するために自己の死、配偶者の死に向き合う必要性が出てくるか
らである。そこでは、一番身近な他者、つまり、夫婦や親子の視点から互いの死生観を尋
ねることが必要であり、自分、配偶者と人称を特定化することが重要となる。しかし、こ
のような人称が曖昧な概念のままでは、関係性ごとの死生観の異なりを厳密に検証するこ
とができないことも否定することのできない事実である。 
一方で、人称を定めないことのメリットも報告されている。青年期においては死につい
て具体的なイメージを持ってないため抽象的に測定することの方が妥当である１８０。しかし、
青年期の研究においても、死生観教育の効果測定を実施する場合には、「臓器移植に賛成だ」
と人称の抽象度を高めて尋ねるより、「自分の死後家族以外の他者に臓器移植をすることに
賛成だ」などのよう、対象者、時間を指定し、効果測定を行うことの方が、個人の理解に
繋がる。人称について焦点化することは、今後研究の蓄積が最も必要な領域の 1つであろ
う。 
以上のように、本研究結果から抽象度と具体度は、世代間の傾向や目的別の使い分けな
どを意識する必要性が言及できる。 
 
（５） 死生観への関連要因の現状 
本研究の定量的研究結果から、多くの研究者はこれら「死生観の概念」を研究目的とす
るよりも、「死生観とその影響要因」を研究目的に掲げており、近年は特にその傾向が顕著
に増加している。定義の中に認知、感情、行動以外の要素≪進行過程≫、≪個人特性≫、
≪研究対象≫、≪介入の枠組み≫の順に含めている者が 4割弱ある。他にも、関連要因は
質問項目上で、≪研究場所≫≪研究対象≫≪研究時点≫がり、死生観の定義といえども、
概念のみで構成されてはおらず、その関連要因までも含め、操作的に定義し、今日はより
広範囲で死生観を浮き彫りにしようとする試みがある。 
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① ≪進行過程≫ 
そもそも、死生観は生まれたときから固定化されているものではなく、さまざまな要因
からの影響を受け変化する。この死生観を一時点でとらえるのではなく変化をプロセスで
理解しようとしたものが、Kübler-Rossと Wordenである。彼らは疾病体験や死別体験から
その変化の過程について理解しようと試みた。この過程には、当然のように認知や感情、
行動機能における概念が含まれ構成されている１８１）１８２。 
しかし、死生観の概念に位置する認知機能や感情機能、行動機能だけでなくそれ以外の
要因も含まれている。実に、9割の研究者が、喪失や死別といった「体験」と、適応や QOL
の向上といった「効果」との関連性を検討しているのである。 
この「体験」では以前行われた体験について測定するものであり、他者の臨終と死別、
臨死と療養、ケア体験などは自己や他者の死や死に逝く過程への体験が多く測定されてい
る。一方、自己と他者の関係では、告知体験だけは自分ではなく他者の体験に限定し、そ
の余命や疾患に関しての告知後の反応の変化を理解しようとしている。つまり、この体験
から死生観の概念の変化を受けて適応や QOLに至る過程を包括的に捉えようとする試みが
ある。この体験における変化は、前述の Kübler-Rossの段階説の、健康や命の喪失という
体験からの①否認、②怒り、③取引、④抑うつ、⑤受容に至る一連のプロセスが説明され１８３、
Deekenの死別体験の悲嘆過程からの①精神的打撃と麻痺状態、②否認、③パニック、④怒
りと不当感、⑤敵意とルサンチマン（恨み）、⑥罪意識、⑦空想形成と幻想、⑧孤独感と抑
うつ、⑨精神的混乱とアパシー（無関心）、⑩諦め・受容から上の段階として、⑪新しい希
望―ユーモアと笑いの再発見、⑫立ち直りの段階―新しいアイデンティティの誕生と、受
容の更に上位に、適応や生活の質の取り戻しといった QOLを含む一連のプロセスについて
検討している１８４。 
つまり、これは本研究と同様の結果が示されている。感情と認知の意味づけ、そして準
備状態としての行動や実働のプロセスであり、このような生や人生、死別や終末期といっ
た体験過程を通じ、満足度や再適応、人格の発達といった効果過程を与える研究が多く存
在していることが明らかとなったのである。生命や人生の質を高める QOLの考えや死の質
である QODを高めるためには、この効果過程に至る、一連のプロセスを明らかにしていく
ことが今後重要な課題となるのだ。 
さらに、現状の死生観研究の問題点もある。分析上ではプロセスがあることは明らかに
なったが、この一連のプロセスが全て尋ねられる研究はほとんどないということである。
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多くの場合以下の 2つの関係性を明らかにしようとする取組みが理解された。多い物から、
（１）認知との関連は体験、行動と態度や効果、（２）感情との関連は、認知、体験、行動
である。最も初期の研究は杉山の「高齢者の生き方の質(quality of life)と「死生観」の
関連性についての研究である。ここでは、死別を体験した高齢者に対して「生命の質と死
の受容」「人生と死についての充足感ー不満感」「疾病予後についての不安」について測定
している。しかし、高齢者の場合、配偶者が生存し、趣味を持っている高齢者は死との心
理的距離が生とのそれを比較すると遠く、現実の生に対して肯定的である。また、これら
の条件を満たしていない高齢者は生に対して否定的ないし、悲観的で、死との心理距離が
近く死を情緒的に取り入れている傾向が強いとの結果を報告している１８５。 
学生を対象にした研究においても体験を尋ねることは多く、1989年から始まった板谷の
学生を対象にした研究では、死別体験、死の話題に対する態度や１８６）１８７、1991年には菅 、 
金崎、武田らの「若者と老人の死生観の傾向について」においても死に対する態度に対す
る影響の特定化を行い、若者と老人の両者とも身近な者の死と答えていたことを報告して
いる１８８。 
以上のことからも、認知、体験、行動の 3機能はそれぞれ相互関係にあり、死生のとら
え方は、何らかの体験から直接的、かつ間接的に影響を受けている。体験は意識や希望と
いった認知へ影響し、実働としての行動へと測定可能なのである。日頃から良い死につい
て考えるきっかけや体験が必要であり、死への準備状態を得て実働（実行行為）に至るま
での関係性でなく、その後の効果までプロセスを測定する必要性が結果として認識できる。 
 
②  ≪個人特性≫とその他の要因 
3割近くの研究が≪個人特性≫を含め定義づけし、最も多いものから「宗教・文化」、「健
康状態」、「生活状況」、質問項目上では更に、「年代」「教育」「職業経過」がある。他にも、
環境要因として「家族構成」「住環境」（49頁参照）。ケアとしての≪介入の枠組み≫や支援
者、被支援者といった≪研究対象≫を含めている者が 4割弱ある。 
 
（１）宗教・文化 
先行研究の文献研究では、死生観は文化的・宗教的な影響を多く受けており、明確に区
分けするのが困難になっていると指摘したよう１８９、本研究の結果においても、「宗教・文
化」を含めて定義付けを行っているものが最も多いとの実態が明らかとなっている。そも
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そも、死生観と宗教・文化との関係は 1948年に死生観研究の研究当初から今も変わらず継
続的に研究されている要因である。初期の研究である Templeの系譜を継ぐ研究で、川島の
ように死の不安の低さと信仰の高さとの関係性について検討したものである１９０。次に、
Spilcaの系譜の金児の研究でも死の意識と宗教思想と宗教行動との関係性を検討している
１９１）１９２）１９３。また、90年代以降は脳死・臓器移植などの授受は、儒教的思想、仏教的
思想、科学万物主義などとの関係性を検討するようになっている。 
一方で、死生観尺度の系譜でみると、本調査においての死生観尺度の 3割は、外国で開
発された尺度の翻訳であり、日本版より若干少なくはある。しかし、日本と外国の複合型
の尺度を含むと既存の尺度の 6割は、なんらかの形で外国の尺度を使用している。 
前述したが現に、キリスト教圏内の文化的要素が色濃く反映された尺度を直接使用する
ことに対して難色を示す研究者も少なくない１９４）１９５。日本人は生と死の壁が薄く、生と
死が連続的に受け止められているといった日本人独特の死生観の蓄積があると考慮しての
見解である。そのため、日本人を対象にした独自の死生観尺度の 4割以上が宗教と文化と
の関係を測定し、日本人の独自の死生観を、外国とは異なるよりオリジナルのものを探査
していることが理解できる。死生観は時代や文化を超えた、普遍的な概念がある一方で、
その時代特有の概念もある。この普遍性と特有性の要素について、特に高齢者は、生きて
きた年月も長く、文化やさまざまな環境からの影響を受けていることが理解でき、日本人
高齢者を対象にする場合には死生観のアセスメントに特化する場合には、この普遍性と特
有性の概念構造について明らかにしていかなくてはならないからだ。 
本研究の結果から、普遍性や特殊性を検討する前に、仏教思考や儒教思考など金児が宗
教観として分類したものが死生観と名付けられ、測定尺度化されている現状がある１９６）
１９７。本研究では宗教観の区分に基づき、その死生観を宗教観とし除外したが、それでも尚、
複合版、日本版の尺度では死生観尺度内に『神仏崇拝思考』などの宗教思想が 5種類の尺
度から抽出されている。これは、認知機能に位置するものであって神様・仏様は存在する
と思うなどの信仰心の程度を尋ねているものである。金児は、宗教に関する測定において、
宗教思想と宗教行動の 2側面から測定する必要があることを指摘していているが１９８）１９９、
信仰の有無や程度を表すものは、この宗教思想において測定されるものに当たる。死生観
の概念に関連要因が含まれることで、他の関連要因との関連性が反応してしまい、死生観
を厳密に測定できない可能性が高まるのである。そのため、既存の死生観を含め厳密に分
類することが今後必要になる。特に死後観においては、取扱いに注意が必要となる。たと
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えば、死後の魂と肉体の取り扱いに対する考えや希望、希望に基づいた実働などがある。
また、死後の場の存在、輪廻転生、神と死者の融合、魂の存続がある。他にも、死観に関
しては、死の摂理、試練、未知、救済・開放、人生に対する意味、死の美徳などの死に対
する意味づけもそうである。これらは、宗教思想から直接影響を受けている死後観と死観
に位置するものである。また、宗教項目として、日本版のオリジナル尺度だけ、死に方と
死後の希望で迷惑をかけないことが含まれており、これは文化として自身や愛する者との
影響関係の中、死後の生の存続の考え方や死の意味づけ、影響関係となりうるものである。
また、本研究の質問項目調査から、信仰の種類だけを尋ね、死生観との関係性を測定して
いる研究も見受けられた。 
結果的に宗教に関する区分として、（１）宗教思想、（２）宗教行動、（３）信仰の種類は、
明らかに関連要因に分類されるが、この宗教思想と行動の中で、死後の魂と肉体に関する
考えや希望、希望に基づいた実働と死の意味づけは死生観となる。そして、宗教との関連
性を測定する場合には、（１）～（３）の関連性と共に、死生観、特に死と死後に関する認
知面や感情面、行動面との関連性を明らかにしていくことも必要である。これは、文化や
地域性についても同様の結果となる。 
 
（２）健康状態等 
本研究の結果、2割の者は、健康状態を含めた定義付けをしていた。健康は身体的・精神
的・社会的・スピリチュアル的健康があるが、この身体的健康には、２つの傾向がある。
これは、死や死別を意識した体験からの影響関係を見るもので、対象者は学生と社会人専
門職の場合病気やけがなど死を考えるきっかけを探るものである。他方が、現に身体的健
康の喪失経験者である高齢者や患者についてはその変化の過程を探る調査である。次に、
多くのものは身体的健康だけでなく、死を考えることで生じる不安や心配、恐怖という心
理状態を測ることが多い。この死への不安や恐怖は、本来健康状態としてとらえられてい
るものであるため、死生観の認知機能、行動機能、感情機能のうち、感情は実は健康の心
理的状態について検討していることになる。感情機能については前述した。結果として多
くの研究者は、ネガティブな心理状態の改善を図りメンタルヘルスの増進を図ることを目
的に死生観の概念を研究していることがわかる。更に、社会的状態である生きがいや趣味、
所属などを測定していた。これは、特に高齢者を対象にした研究、または、高齢者と多世
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代を比較する研究においての影響要因として用いられていることが多い。これは≪進行過
程≫で説明した杉山の研究となり死生観研究の初期研究として挙げられるものである。 
他にも、少ないながらスピリチュアルな健康状態も測定されており、これで包括的な健
康状態から死生観を理解しようとする試みが分かる。 
このスピリチュアリティを窪寺は、その特徴として①霊的と宗教的とは異なるものであ
る、②霊的が宗教的よりも広い概念である、③生きている意味、目的にかかわるものであ
る、④自分を許すことにかかわる、⑤人々との和解にかかわる、⑥人生観、価値観などに
かかわる、と述べ、これは「人生の危機に直面して生きる拠り所が揺れ動き、あるいは見
失われたとき、その危機状態の中で生きる力や、希望探求のため、自己外部の大きなもの
に新たなる拠り所を希求する機能のことであり、また、危機により喪失した生きる意味や
目的を自己の内面に新たに見つけ出そうとする機能である」としている２００。人は身体的・
心理的・社会的なさまざまな健康状態を喪失するという危機に立たされたとき、最終的に
はスピリチュアリティという生の根幹を喪失することへと繋がるため、他の健康観と密接
に関係するものであり、しかし、危機に立たされたからこそ、このスピリチュアリティを
覚醒され、再構築し、喪失を乗り越えるものである。そのため、これは死生観の「死」を
乗り越えた「生」に関係してくるものである。本研究の結果からスピリチュアリティの研
究は、5 編しかない。2000 年以降、2004 年に中村が、大学生を対象に死生観の国際比較の
ために尺度開発をした論文から始まり、後に、彼は国際比較として更に 2 編で活用してい
る２０１。他は、2008 年に大石らが一般学生を対象にスピリチュアルの教材を用いた教育効
果の測定とスピリチュアルの価値観の調査を生きがい観の向上のために実施したもの２０２、
そして、同年、浅賀らが福祉系学生を対象にした死に対するアンケートで、高齢者を対象
にしたスピリチュアル・ケアの基礎研究となっている２０３。他の健康が、患者や高齢者を対
象にしていたのと比較すると、いずれも喪失経験の乏しい若者を対象にした研究であり、
厳密に死生観との関係性を測定するには課題も多く、今後、対象者の拡大が期待される領
域である。これらメンタル部分での健康増進を介入対象としていたのは、研究初期から介
入されていた公衆衛生・保健学領域と心理学領域であり、ケアの側面から考えると領域の
拡大も見込まれる要因である２０４。 
 
他にも、先行の文献研究では、≪個人特性≫に位置する、アイデンティティや年齢、性
別、家族構成、住環境を影響要因として挙げている２０５。本研究の結果から、性別以外は含
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まれていたが、先行研究との異なりをみせたのは、教育や職業経験などである。これは死
や死に逝く過程や死後に関する体験の有無を間接的に測定するものであり、死生観の認知
機能への影響を測定するものである。また、現在も、教育や職業経験が継続されているの
か否かを測定されているものである。 
そして後述するが、環境要因である家族構造や機能、住環境は、死別・喪失経験の与え
る影響を間接的に図るものである一方で、サポートの授受関係として、間接的に認知機能
の希望やその後の行動へと関係するものとなる。 
 
（３）ケア経験 
質問項目上では、ケアについては、≪介入の枠組み≫と分類され同グループは、≪進行
過程≫と≪個人特性≫の次に多い。ケアについては、「患者」に研究対象が限定され、「包
括的ケア」「医療ケア」「心理ケア」が研究検討されているが、関連要因の全体の比率から
すると 1割弱である。また、定義においてはこれらに加え「看護ケア」が含まれていた。
それでも≪介入の枠組み≫の研究数が最も多いのは「教育」である。本研究では、看護専
門職領域の臨床実践教育を目的とした研究が多く、死生観をケアの側面よりも、多くの場
合は死のケア教育についての研究発展しようとするものである。これは、前述の、1988年
以降、デス・エデュケーションの普及に伴い Deeken が、ケア体制を整備するための専門職
教育を発展したことによる影響が大きい。ここでは、ケア体験から患者、看護師の死生観
を明らかにし、看護教育に持ち入る試みが目的として用いられることが多い。この傾向は
尺度研究においても同様である。死生観の尺度内に、これは、Wardの質問項目を参考にし
た Frommeltが開発した尺度である。臨死期の患者をケアする看護職が自身や患者の死をど
のようにとらえるかを測定したものであり、同時に、死生観教育への効果との関係性を見
る目的で作成されたものもある２０６。複合版として、日本人向けに改良した尺度があり、昨
今の、専門職、特に看護学生を対象にした研究で活用、その目的も死生観の教育や臨床教
育に役立てる目的で研究検討していることからも理解できる２０７。そのため、このケアと教
育は表と裏の一体関係となる。 
 
以上のように関連要因では、体験や効果、健康や宗教・文化性、そしてケアと教育の 3
つの要因が相互連関的に影響を受けていることが理解できる。しかし、その根底には、専
門職の能力とケアがこれら 3者の方向づけを行っているといえよう。 
145 
  
この専門職の能力やケアは、終末期にかかわる専門職は今以上の知識や技術向上が求めら
れ、特に終末期のケアを実施するには患者の死に向き合う態度が必要不可欠となるからで
ある。他方で、態度形成や知識や技術の未熟さが、過剰サービスや回避的行動、自己効力
感の低下や無力感を生じさせ専門職の心身に負荷を与えることになる。例えば、看護師を
対象にした調査では、看護職が死の問題に対処不可能な場合はバーンアウトや早期離職に
繋がることが研究されている２０８）２０９専門職の燃え尽き予防のためにも、専門領域ごとに、
対人援助職の共通基盤と、専門領域の研究を深めることが必要とされる。そのため、ケア教育
が重視されているのである。 
 
３．１．４ 定性的結果にみる日本人高齢者の死生観研究の現状(100－107頁参照) 
先行文献、202編の内、文献中の内容を分析し、そこから検討された研究関心を分類した
ものである。ここでは、死生観研究の概要としてその現状と問題点、課題と社会福祉従事
者の死生観研究を行う意義について以下順次考察を行いたい。 
高齢者の死生観研究は、以下の７つの研究関心に分類される（１つは分類できないため
除外している）。これを大別すると 2つのまとまりに区分され、死生観を浮き彫りにするた
めの研究ツールとして≪本人の死生観研究≫と≪死生観への関連要因研究≫になる。 
≪本人の死生観研究≫では、最も多いのは療養期、終末期の患者の死生に関する現状や
変化、変化の過程を検討した【患者の死生観】研究で、研究全体の 4分の１に該当してい
る。次が高齢者の家族や支援者の死生を検討した【高齢者に関わる者の死生観】で、最後
が高齢健常者の死生に関する現状や変化を検討した【高齢健常者の死生観】が全体の 1割
強である。次が≪死生観への関連要因研究≫である。最も多いのが【本人の死生観と関連
要因】で全体の 2割弱、次が【高齢者の死生観へのケア】と【家族へのケア】【支援者のケ
アとケア観】で、これら何らかのケアを研究対象にしたものは全体の 2割強である。この
ケア体制側の死生観理解とすると、全体の 4割はケアを対象にした研究となる。 
以上の結果から、高齢者の死生観研究とは言え多種多様に研究がなされている。特に、
多世代研究とは異なり、死生観の概念研究よりは 6割以上が関連要因研究であり、関連要
因の中でも、特にケアについての研究が最も多く研究関心が示されている。また、死生観
の概念研究と関連要因においても、患者とケア体制側の死生観が多く、このことから、ほ
とんどがケアの授受関係における研究に集約していると結論づけられる。死生観の概念研
究と関連要因全般が研究対象の多世代研究とは異なる位相を見せていることが本研究の結
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果から明らかとなる。また、死生観研究から関連要因を研究し特定化していくことは、死
生観の理解する上でより多角的な理解が促進される。 
 
３．１．４．１ 日本人高齢者の死生観の概念研究 
これは≪本人の死生観研究≫に当たるもので、高齢当事者である【患者の死生観研究】
と【高齢健常者の死生観研究】お【高齢者に関わる者の死生観研究】になる。以下概念研
究として考察していく。 
高齢者の死生観研究は、【患者の死生観】研究が最も多いことから、健常者が多い多世代
研究とは異なり、より療養期や終末期の高齢患者に研究関心が高いことがわかる。また日
本人の死生観研究の３つの機能分類をもとに高齢者研究においても≪認知≫、≪感情≫、
≪行動≫の 3機能に区分され、日本人の死生観研究に準ずる分類が可能であるとみなされ
る。さらに 3機能においては 1時点である今が測定されている「現状」と、2時点以上の前
後関係が測定されている「変化」と、最終的に適応や QOLの向上といった効果までを目指
す一連の展開過程を測定する「変化の過程」に分類できる。そのため、多世代の死生観研
究における【進行過程】が高齢者の死生観研究においても測定でき、かつ、死生観の概念
はこの【進行過程】上に位置することも高齢者研究を活用し了解できた。 
本研究は、≪認知≫≪感情≫≪行動≫の 3機能の内、≪行動≫機能に焦点を絞っている
ものであるが、多世代研究の研究者の関心は、3機能の内、死生観の≪認知≫機能を扱った
ものである。これは高齢者研究全般においても同様の傾向がみられる。 
≪認知≫機能では、死生に対する個人の意味づけや考え方、希望の現状、変化、過程を
明らかにしようとする傾向にある。また、多世代と同様に少ないながらも≪行動≫機能に
ついての分類も準備状態と実働（実行行為）に区分できた。死生に関わる事柄の意思表示
が実行行為するのは「実働」となる。この「実働」には、日常的な生から死後についての
話題や思考、死や死に逝く過程と死後の準備や、体験した行動、慣習行動が含まれている。
次の「準備状態」には、死や死に逝く過程と死後についての受容や回避、あきらめなどの
心的機制がある。その死の準備状態には、抽象的に受容や回避を尋ねるものと、思考する、
話題にする、準備するなど死に纏わる行為の行動化の程度により間接的に理解しようとす
るものとがある。そのため、高齢者においても、両者の関連を検討している研究が多いこ
とが明らかとなる。これは、Wongが述べるよう、死の受容や回避などの準備状態は、それ
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が単独に存在するわけではなく、他の機能である≪認知≫や≪感情≫から影響を受け存在
しており、高齢者においても多世代と同様の傾向が検証されているということである２１０。 
 
（１）患者の死生観研究 
同研究は、3機能の内、感情というよりは、≪認知≫機能と≪行動≫機能に関して測定し
ていることが多い。特に、患者研究であるため、時期は療養期と終末期の死に逝く過程に
関する≪認知≫機能の希望と、≪行動≫機能では準備状態か、準備状態とその実働（実行
行為）とに求める場合が多い。これは、多世代研究の傾向とは異なり、多世代研究が時間
軸の死を取り扱うものが多く、療養期や終末期の死に逝く過程の研究が少ないことからも
異なる傾向を示している。しかし、高岡らの研究でも、高齢者の死生観研究は＜死の迎え
方＞を研究したものが最も多く、対象は療養患者であり、終末期医療への願望、終末期の
場所、過ごし方について測定されているとの報告があり、検索サイト「CiNii」を含んでも
高齢者研究においては同様の傾向を示していることが理解できる２１１。 
≪行動≫機能の準備状態は多世代研究とは異なり、療養患者の「現状」を測定している
研究での検討は多いとの結果を得ている。多世代が実働（実行行為）を準備状態より多く
研究していたのと反して、高齢者の場合、実働（実行行為）ではなく、心的準備状態につ
いての研究が多く確認できる。高齢患者調査では特に「現状」の将来への希望や意味づけ
と準備状態との関係まで含め測定しており、これは多世代研究の結果とは異なりを示して
いる。 
高齢者の準備状態は、1988年以降の患者研究から多く観られている。死に逝く患者の心
的過程は、わが国では 1980年代以降に、1980 年以降から医療の領域では、「インフォーム
ド・コンセント」と「自己決定権」についての考えが導入され、医療者領域で着目され、
身体機能だけでなく、心的準備状態を含めケアの対象として位置付けられている。そのよ
うな流れを受け、本研究の高齢者の死生観研究の「変化」や変化の「過程」、特に告知前後
や受容の過程を理解する研究に多くみられ、それだけでなく「現状」研究においても多岐
に渡り研究関心が示されている。特に高齢者の場合、準備状態を研究することは必要であ
る。この準備状態は病的悲嘆と関連しているからである。高齢者にとって自身と配偶者と
しての自身の生存と現状の維持のみが希望となっている場合、死の準備が行動化されてい
ないことが、死の宣告後や死後の過大な負荷へと繋がり病的悲嘆と関係しているからであ
る２１２。しかし、高齢患者の「現状」研究では、2004年以降は、インタビュー調査を中心
148 
  
に、死の意味づけと受容や回避などの「準備状態」について測定し、2006年以降には実働
（実行行為）にあたる≪行動≫についても検討されている。今後も高齢患者の「現状」把
握を目的にしている研究の多くは、死に場所などの希望だけでなく、「準備状態」「実働（実
行行為）」といった≪行動≫機能との関連性を明らかにすることが研究関心として高く示さ
れていくと推測できる。 
なぜならば患者研究の多くは、看護学領域の研究者によって実施されていることが多く、
臨床看護実践研究において重視されているのは、「インフォームド・コンセント」や「リビ
ング・ウィル」などの「自己決定」についての検討である。これらの問題は単に医師だけ
の関心では留まらず、終末期医療の臨床看護実践における患者―専門職間の関係性の中で
測られている。これが、世代を限定した高齢者研究においても、その死生観として患者―
専門職の関係性が研究関心となっているのが理由と思われる。この傾向は、1990年から始
まり、越山らの高齢患者の余命告知の希望調査、Hattoriらの高齢患者の終末期に関する希
望調査があるからで、越山らの調査では、自己決定の下での在宅医療等の医療の充実と、
患者及び周囲の人々の QOLの向上を目的としている２１３。 
また、高齢者の場合、単に高齢患者に限定せずに、関係性の側面を含め、彼らのケアが
多く検討されている。ケアについては後述するが、ここでは対象として、老化や疾患の固
定化された、要介護高齢者、特に、高齢身体障害者についてである。本人から死後の肉体
を含めた死や死に逝く過程、死後の希望を取る研究も若干ながら研究関心が示されている
２１４。 
一方、死に逝く過程についての研究は多いが、反対に、高齢患者の研究の場合、多世代
研究と同様に死後の希望についての研究の少なさが目立っている。つまり、死をゴール据
えた生について尋ねることが多い。しかし、「自己決定」とした場合、療養期や終末期に関
する「自己決定」だけでなく、「死後の自己決定権」、つまり死後の行く末を自分で決める
権利を含めて考える必要がある。特に、高齢者研究の結果からも、自己決定が個人主義よ
りも家族主義の傾向が強く、高齢者であれば直さらその傾向は助長される。伊野が述べる
よう「死の自己決定権」や「死後の自己決定権」は、ひとり善がりで決めて良いことでは
なく、周囲とのコミュニケーションを図りながら、時に了承を得ながら自己決定を進めて
いかなくてはならない２１５。そのため、個人だけでなく、家族も含め療養期や終末期の生に
焦点化し、その延長線上の死後の希望とその準備への現状の理解は重要となる。 
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さらに、2006年度の終末期医療の検討会の報告書でも、6割近くの国民はリビング・ウ
ィルに賛成し、2001 年度の結果より 1割増加し、8割以上の国民は、例え書面に残さなく
ても、患者本人の意思を尊重することに賛成している２１６。その一方で、リビング・ウィル
を書面で残しても、それを有効だとする法律は現在制定されていない。そのため、たとえ
本人が緩和医療を希望しても、家族の意向が尊重され、受け入れられず、実行が阻害され
ることが少なくない。治療法に関しても、医療法の改正があり、義務規定ではないものの
治療方針についてインフォームド・コンセント（治療に関する説明を医師から受け、説明
内容を理解した上で、その治療に同意すること）が実施される場合が多い。高齢者や要介
護高齢者の場合、（１）自発的な決断が下せない、（２）医師が開示する情報の質と量に情
報の非対象性があり十分か判定できない、（３）実際以上の治療効果を期待しているなど、
患者の理解する力と決定する能力や、医師への括的信頼観などが原因で、医療現場ではさ
まざまな問題が生起している。特にこれらの問題には、現に能力が低下していることや、
低下しているとの誤謬を受けている高齢者にとって深刻な問題となりうるからである。 
さらに、高齢患者の「変化」を求める研究では、高齢患者の「現状」と異なり、健康期
―療養期―終末期の時期に実施された告知やケア前後での希望の変化を理解するよりも、
意味づけの変化の理解を求める傾向にある。 
また、意味づけだけでなく、それを意識や希望との関係性に研究関心を示す研究者も若
干確認されている。平川らの高齢患者の研究では、終末期を迎える場所は、罹患の状態変
化によって変わることを結論づけている２１７。これらは、「変化の過程」を明らかにする研
究においても同様の傾向にある。高齢者研究においても、当然、多世代研究と同様に
Kübler-Rossのがん患者の終末期における段階説に影響を受けていることが示される２１８。
他には、Rayら、Gesserらが受容という死の肯定的な態度の実証研究を行ったことからの
発展もある２１９）２２０。このため、患者調査の多くは≪認知≫と≪行動≫機能の部分が多い
のである。 
 
（２）高齢者に関わる者の死生観 
さらに、高齢者研究の場合、本人だけでなく、周囲の者の死生観も【高齢者に関わる者
の死生観】研究として研究対象に含まれている。支援者を単独に測定するというよりも患
者―家族の関係性、患者―支援者の関係性に研究関心を示す研究者が多く、多世代と比較
しても多いとの結果を示している。この傾向は、1990年代以降に増加し、例えば、Hattori
150 
  
らの研究では、意思決定の過程での変化の可能性、影響要因としての家族との関係性を研
究対象とし２２１、高齢者のターミナル・ケアに対する子世代の意識調査においても、終末期
の生活を家族まかせにする高齢者の存在と、同時に世代間コミュニケーション不足におけ
る望まぬ選択の可能性を示唆する研究が実施されている２２２。高齢患者の場合、患者―専門
職間の調査だけではなく、家族も含め、彼らの意向に異なりが生じないための現状把握が
研究関心として示されているのである。 
しかし、本来であれば、患者と家族ケアは同時期に実施されることが望ましい。WHOの緩
和ケアの定義やそれに基づくホスピスなどの臨床実践では、終末期から死別後に至る家族
や遺族ケアが実施されている場合が多い２２３）２２４。高齢者の場合、終末期の医療だけでな
く、介護保険制度の実施により家族介護の負担が介護の社会化として、制度が後押し、社
会通念が変革をしたといえよう。そのため、高齢者の死生観研究においては、患者の死生
観だけでなく、家族による自身の死に対する死生観だけでなく、死せる家族メンバーに対
する 2人称の死生観が重要なポイントとなる。死生観研究では、終末期の高齢者研究の時
期介入においても家族を同時期に含めた介入が必要であるということだ。 
また、家族の問題として、高齢患者の研究をする内に 1つの問題が明らかとなった。そ
れは調査方法が、生きる本人へのインタビューではなく、死後における記録や周囲の関係
者からの回想法を採用している研究が少なくないということである。同時に、家族の死生
観研究では、死別後の遺族の死生観研究を実施することは少なく、この時間軸の異なりは
とらえ方の違いとなることも考えられる。そのため、今後は本人、家族・遺族と研究対象
を時期の拡大を含め研究検討していかなくてはならない。 
他にも高齢者に関わる周囲の研究では、関係性の中の意向の異なりは、患者―家族間や
患者―支援者だけの問題であるとはとらえていない。少ないながらも、支援体制側である
施設の方針についての研究が見受けられる。特別養護老人ホームにおける利用者死亡に対
する方針の説明が本人ではなく、家族中心であり、本人の希望の把握はほとんどしておら
ず、施設内の看取りも家族の希望に基づくものである２２５。本人―家族側の意向の違いを調
整するはずの支援体制側がこれを助長させるような支援を作り出していることが明らかと
なる。このような認知機能の低下した高齢障害者に対する自己決定権を遵守することへも
高齢者研究は関心を示さなくてはならない。 
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（３）患者の死生観と高齢者に関わる者の死生観の行動的側面 
本研究の結果から、多くの高齢者研究では、多世代研究と異なり、喪失状態の悲しみや
恐怖といった感情や認知の否定的な死の側面だけでなく、肯定的な感情や認知の変容まで
を一連のプロセスでとらえる研究が多くなっている。こういった危機にある人々への一連
の過程の測定は、心理面だけでなく、ソーシャルワーク領域においても用いられている支
援の視点である。Aguilera（1997）の危機理論はこれに該当する注4）２２６。これは、ストレ
スの多い出来事が問題解決されていく過程である。つまり、生命の危機に直面している高
齢患者は、喪失・死別・告知経験などが知覚され、不安が喚起され、健康状態や社会的要
因が不均衡状態に陥る。均衡状態に戻すために、「価値意識」や「希望」「選択」などの認
知機能が出来事に関する現実的な知覚が研究されており、状況受容がなされ決定や行動と
いった何らかの対処機制が行動として行われているか、もしくは、自身の能力で対処でき
ない場合には、インフォーマル、フォーマルな支援者からサポートが付与され問題解決に
至っている。本高齢者研究の場合には、本人の対処機制よりも、よりこのケアの側面につ
いて高い研究関心が置かれ、危機から適応までのこの一連の過程についての理解が促され
ているのである。それと同時に、ケアの側面だけでなく、不安の喚起、意識化といった感
情の変化や認識の変化、本人の対処能力についても測定されこれら変化の一連の過程は「現
状」や「変化」と同様に研究対象として重要視しているのである。 
本研究では、受容といった肯定的な準備状態と同様に、感情面について、ポジティブな
感情に関心を示している。しかし、高齢患者の研究においても、多世代研究と同様にポジ
ティブな感情については現状少なく、主に生について若干測定されるのみである。このた
め、3機能にはやはり偏りがある。また、高齢患者の研究は質的研究が大多数である。 
以上の結果から、今後は、高齢患者の研究においてもポジティブな感情面を含め、3機能
の全項目から一連の過程の構造の測定を意識化し、高齢者の自己決定を支える支援を考え
る時、背景因子まで含め認識することが真の自己決定を支える支援として今後研究関心を
寄せていくことが求められるであろう。 
 
 
                                                   
4 ストレスの多い出来事が問題解決されていく過程について、①ストレスの強い状況が知覚される→②不均衡状態に陥
る→そのため③均衡回復への切実なニーズが生じる→そして問題が解決されていく際には、④「出来事に関する現実的
な知覚」がなされ→⑤それに加え「適切な対処機制」をする。→または⑥「適切な社会的支持」が受けられ→⑦問題が
解決される。逆に、④⑤⑥が適切に行えないと危機回復が困難になると報告している。 
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（４）高齢健常者の死生観研究 
定量的な研究結果でも 3割弱は健康期を対象にしている。定性的結果では、「現状」「変
化」、変化の「過程」に分類されたが、【患者の死生観】研究と【健常高齢者の死生観】研
究では異なる結果が出ている。 
患者研究が「現状」「変化」、変化の「過程」の 3つの下位概念を持っていたのに比して、
健常者研究では、ほとんどは「現状」であった。中には、治療初期の段階での健康状態の
変化へは若干ながら存在していたが、変化の「過程」にはほぼ研究関心を示していない。
若干ながら、2003 年の石井らの「高齢者の死の準備状態に関する研究」では、老人大学受
講者を対象に講座前後における死の希望とその行動変化について測定していた２２７。そのた
め、高齢者研究では、生命の危機に瀕している者に限っては、包括的な理解を求めるため、
多様なアプローチが促されているが、健常者の場合ほぼこの限りではないことが理解でき
る。しかし、健常な高齢者であると捉えられる者も、加齢とともに様々な変化を経験する
のである。老年期は 4つの喪失があるとされている。①心身の健康状態の喪失、②経済基
盤の喪失、③社会的つながりの喪失、④生きる目的の喪失である２２８。健常高齢者において
も、衰える心身機能や年金受給額の減額、社会保障費の上昇などの経済的不安、家族構造
や機能の縮小化における介護不安、また、退職における社会的役割喪失などの急激な環境
変化、限りある命への実感的体験などさまざまなこと経験する。もちろんここには個人差
が生じられるが、高齢期は、大なり小なり複合的にこれら諸問題に直面させられ、多くの
ものにとってこれらは始めての経験となる。また、この喪失感はステレオタイプ的な社会
的認識度によりさらに強化される。序論で既に述べたよう高齢者への偏見が社会的な圧力
感として、高齢者の喪失認識度に影響を与えていく。つまり、高齢者は自身においても複
合的な喪失をし、かつ、それは社会によってさらに強化され続けるのである。そういった
加齢に伴い心身や社会関係、経済状態の喪失を体験し人生の危機に直面している健常の高
齢者の死生の変化の「過程」に対しては全く研究関心が低いことが導きだされる。 
次に、≪認知≫≪感情≫≪行動≫の 3機能についても、健常高齢者の研究では、ほぼ全
ての研究者が≪認知≫機能を中心に検討しており、現状を考え方や意味づけ、希望につい
て測定するものが多い。しかし、希望は取るが、その希望を具体的に実行行為させる≪行
動≫機能の側面には、患者研究よりも関心がもたれておらず、これらは異なる傾向を示し
ている。先の石井の研究も同様に、少ないながらも、高齢者の死の準備状態に関する研究
では、死の話題の有無、死の希望や話題の有無など「実働（実行行為）」の項目との関係性
153 
  
が明らかとなっている。この健常高齢者の研究では、松井らが「アドバンス・ディレクテ
ィブの支持」と「リビング・ウイルの認知度」、延命治療についても「人工呼吸器装着の拒
否」など主に終末期医療における認知機能の考え方や希望などが測定され、それが「死に
対する積極的受容」、いわゆる準備状態との関連要因として検討している場合もある２２９。 
また、健常高齢者の場合は感情面についての検討は約半数強で、患者研究よりは関心が
もたれている。また、若干だがポジティブな感情も含まれていた。他には、関連要因とし
て「向宗教性」「地域性」の差異について検討している。 
この死生観の行動機能では、主に終末期医療について検討され療養期や死後期はこれと
比較すると少ない。これまで度々、死に逝く過程の死生観を理解することの重要性につい
て言及してきたが、高齢者の意思決定の行為化の側面で考えた場合、健常高齢者において
も、専門職と同様に終末期の医療やケア面だけでなく、死に逝く過程や死後の魂や肉体の
扱いを自己と他者との関係性や遺贈物の扱いまで考え、行動面を含め測定をする必要があ
る。遺族を対象にした死別への 2次的ストレッサーの研究においても、死別後の葬儀や手
続などがストレッサーとして認知されることが報告され２３０、これを参考にした高齢遺族研
究においても精神疾患の罹患の要因として同様の結果が報告されている２３１。 
そのため、健常高齢者であっても、死や死に逝く過程の具体的な準備行動、自分や愛す
る人の死後についての準備行動まで範疇に含むことが望まれる。国民一人ひとりが、自身
の死と向き合い、望ましい死を考え、選択するための情報収集を行い、リビング・ウィル
を実現するなどの意識を高く持ち、それを意思表示として行動化することが死を巡る自己
実現のために重要となり、終末期医療に特化したもののみならず、埋葬法を含んだ死後の
肉体の取り扱いについても考え準備していかなくてはならない。しかし、既存の健常高齢
者の死生観の概念では、行動面の比率が最も低く、意思表示行為の過程を理解するには限
界があり、患者だけでなく健常高齢者においても行動機能を測るため再構成の必要性が結
果的に認識されたのである。 
 
３．１．４．２ 日本人高齢者の死生観研究への関連要因研究 
（１）ケア 
関連要因内では、【高齢者の死生観へのケア】と【家族へのケア】【支援者のケアとケア
観】を合わせるとケアに関する研究関心が最も高いとの結果を得ている。特徴的なのは、
154 
  
ケア対象者が高齢者本人だけではなく、その多くが支援体制側である家族／遺族や専門職
へのケア、そして、支援者のケア観やケア方法までが対象となっている。 
ケア時期と場であるが、療養期から終末期、死後に至るまで多様な時期と、在宅や施設、
入院など多様なケア場所を用いて研究実施している。多世代研究においては、このケアの
時期の重視は見られたが、ケア場の関心は、高齢者研究ほど重視はしておらず、そのため、
高齢者研究の一つの特徴であると考えられる。ここでは従来、終末期の治療や療養の場が
病院に限定されていたものが、病院からホスピス、在宅、そして、高齢者の場合には高齢
者施設などへと場の広がりがみられている。ここには、前述の 2006年の「介護保険法」の
改正や「医療法」の改正にともなう施設や在宅終末期医療の推進などの影響が大きいと考
えられる。つまり、現在では従来の病院での看取りから、終の棲家、療養の場、看取り場
と選択肢が増加し、寿命面からも死亡者数が最も多い高齢者は、より具体的な決断内容を
迫るような項目の傾向が強いのだと推測できる。今後、高齢者の死生観研究を行う上で、
関心の高まっている場の区分を明確にし、場の違いなどの比較検討を実施し、死生観に与
える差異を明らかにしていくことも重要と示唆される。 
次に、具体的なケア内容についてである。本研究の結果、ケアは心理学的、医学的、看
護学的、スピリチュアル的、リハビリテーション、そして、インフォーマルなケアがある。
多世代研究が、包括的ケア、医療、心理ケア、看護ケアの 4種類しか測定できなかったの
に比較して、高齢者は多様な取り組みがあることが理解できる。従来の終末期の緩和ケア
では、身体的な苦痛を取り除くための医学的なケアと診療の補助と療養の世話としての看
護的なケアに焦点が絞られている。高齢者研究においても当然ケア内容に含まれている。
本研究においては、大多数が看護学系の研究者であるため当然の結果といえよう。しかし、
実際の数値では、高齢者研究は、心理的ケアとスピリチュアル・ケアに研究関心があると
の結果も得ている。多世代を対象にした先行研究においても、2000年以降からスピリチュ
アル・ケアが研究関心として高まっている。これは高齢者の死生観研究においても同じ傾
向を示している２３２。個人の人生の意味や価値の根底に位置するスピリチュアリティへのケ
アは、終末期や死別期などの喪失状態を意識した時期に介入することが多い。この時期の
スピリチュアル・ケアには時間とスキルが必要とされているのである２３３。そのため、終末
期に臨床介入する看護師に、多くの看護雑誌がスピリチュアル・ケアについての特集を組
み看護領域におけるケアスキルとしてその関心が高まっている２３４）２３５）２３６）２３７。 
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つまり、療養期や終末期の患者と最も多く時間を費やす看護職は、療養の世話として身
体的なケアだけでなく、心理的な、かつスピリチュアル的なケアがケア内容として必要と
され、多世代研究よりも高齢者研究においての方が役割意識として心身両側面における介
入、ケアの視点の多様化が見られていいることが導かれる。近年の高齢者の死生観研究に
おいても全人的なケアが重視され、その担い手として実際上も収斂を重ねている専門職は
看護職であることが理解できる。これは、チームアプローチとして役割分化を求める昨今
の医療・保険・福祉領域からすると、一専門職が全てのケアを担う現状は、時代の要請を
逆行していることになり大きな問題性をはらんでいることも問題として考えられる。 
最後に、本研究の【高齢者の死生観へのケア】には、教育的支援が少ないながら含まれ
ている。健常な高齢者を対象にした死生に関する教育の必要性について言及したもので、
患者を対象にした場合には生の教育として健康教育を実施している２３８）２３９）２４０）２４１）
２４２。高齢者の死を巡る問題では、心身への負荷を低減する対処法の１つとして予防的介入
が効果を呈しているからである。例えば、遺族を対象にした調査によると、遺族の 5割が
死別関連の知識や情報の提供を求めており、4割のホスピスで遺族ケアプログラムの一環と
して知識や情報の提供など教育的アプローチを実施していた一方で、未実施の施設におい
ても 2割以上が教育的アプローチを希望していた２４３。そのため、本研究においても遺族を
対象に、小冊子を活用した教育的介入への効果を検討しているものもあった。この教育的
プログラムは悲嘆の緩和を可能とし、カウンセリングやセラピーに比べて抵抗感が少なく、
接近しやすいなどの特徴があることが報告されている２４４。そのため、ホスピス以外でも、
公的教育や生涯学習としての取組みが必要になってくる。しかし、実際には、成人、特に
高齢者を対象にした死生に関する教育的支援は、2006年度の「自殺対策基本法」の制定、
改定「介護保険法」などによる行政、企業などの自殺やうつ病をテーマにした予防的教育
が実施されている場合が多い。一方、近年はエンディングノートなどの死をテーマにした
講演会やセミナーも時々開催されているが、これらは演者からの一方向的なものであり、
個別の課題への対応は行っていない２４５。このように高齢者が健康な内から予防的介入の必
要性を認識させ、自ら個別の課題への対処を図るための支援は必要であり、本研究の結果
からも量的にも、質的にも十分とは言えないことが明らかとなる。 
前述したが、多世代研究においても教育的支援の大多数は、高齢者患者を含め終末期の
患者とかかわる看護学生や医学生を対象にした死生に関する専門職教育が多い。死生観研
究においても 6割以上の者が教育機関に所属する研究者であるため、看護系は他の領域と
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比較して特にこの傾向が強く、結果として死生観は高齢者と係わる専門職の教育のための
基礎研究として取り扱っていることがわかった。 
 
 
最後に、【専門職のケアとケア観】である。高齢者の死生観研究では、対象者を高齢者の
みだけでなく、支援者にも焦点が当てられている。ここでは主に、支援をする際用いられ
る連携や関係性の維持・確保のための知識と技術、価値による高齢者の死生観への影響や、
逆に「ケア」の側面では、高齢者の死の過程へかかわることによる支援者への影響を検討
したものである。 
専門職のケアは、【高齢者の死生観へのケア】に、教育的支援が含まれていたことから、
教育方法の検討や開発を行うための基礎研究としての検証となっている。専門職のケアで
は、専門職の技術の未発達や未熟さ、必要以上のサービス提供システムなどが心身に負荷
を与えることが研究され、専門職の燃え尽き予防のためには、専門領域ごとに、研究を深
めることが必要とされる。定性的結果からクライアントーワーカー間の相互作用が、定量
的結果からは 2項関係、3項関係の相互作用が研究対象として取り扱われ、特に看護師の専
門教育の基礎研究に活用しているのである。本研究では、健康期から、疾患に対する治療
初期、治療継続期、更には終末期の死に逝く過程や死、死別後まで、広範囲の時期を用い
て死生の構造を明らかにしようとしている。研究時期の内、6割が治療末期か中期の患者を
取り扱っており、家族・遺族研究では、死別後を取り扱っている。このような患者研究に
おける時期の広がりには、がんに罹患しても 5 年生存率が増加し、再発の危険性を感じな
がら 5年、10年と生きながらえる患者への支援が必要とされていることが挙げられる。他
方、積極的な治療処置の少ない、終末期に多くの時間を共有する看護師にとって、ペイシ
エントーナース間の関係性のとり方、ケアの在り方について困難さを感じることが多く、
関係性の研究が研究関心として持ち入られていることが考えられる。 
しかし、ターミナル期は本人や専門職だけで構成されているのではなく、インフォーマ
ルな支援者である、ボランティアの存在がある。インフォーマルな支援者の介入は増加傾
向にあり、本研究内でも、「インフォーマルのケア」として、セルフヘルプが存在している。
地域性や住民性は、当事者の対人関係の相互作用から生まれるものであるが、本人や専門
職以外の支援者へのケアや教育的支援がないことは問題点として挙げられる。特にボラン
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ティア教育の一環として、コーディネートを行う上でもボランティアのケアやその死生観
に関する研究も必要となり、今後深めて行かなくてはならない領域であると思われる。 
一方、専門職の課題も確認された。ケア観として、支援者には、医師、看護師、サポー
ト集団などがあげられていたが、本来、高齢者のケアチームの一員であるはずのソーシャ
ルワーカーの名称は見当たらなかった。多世代研究においては、介護ケアを業務とする介
護職員や介護学生の死生観研究は少数例あったが、ソーシャルワーカーからの取組みは皆
無であった。高齢者支援のチームを担うソーシャルワーカーにおいては、高齢者研究にお
いても同様の傾向が生起していたのである。 
 
（２）高齢者の死生観への関連要因 
高齢者の死生観研究は関連要因としてケアの側面だけでなく、他にも、対象者の個人の
特性として「健康状態」「年齢」「宗教・地域性」「生活状態」「家族機能」についての研究
がある。多世代研究の場合、国際比較を対象と取り扱うことが少なくなく、高齢者研究と
は異なり、地域性の他、文化性が含まれていた。この関連要因に関する研究は、本研究の
場合、先行研究よりもデータ抽出対象を拡大したにもかかわらず、高齢者研究はケアの側
面を含め関連要因の研究が多いとの結果を得た。そのため、高齢者の死生観研究は、多様
に、多角的に発展していることが明らかとなる。 
高齢者研究も、多世代研究と同様に【健康状態】として健康を包括的に捉えている。身
体的健康だけでなく、心理や社会的健康、スピリチュアルが含れ、研究の中には、全人的
な苦痛を主要なテーマとして挙げている研究や「がん」「死の不安」「スピリチュアル・ペ
イン」などの使用頻度の高さが挙げられた。喪失は、喪失そのものの衝撃だけでなく包括
的なストレッサーとされている２４６。本研究の結果から、ケアと同様に心理的、社会的な喪
失体験をとらえようとする研究が見られている。前述の高齢患者研究の多さからも読み取
れるものであるが、中高年を対象に将来の不安や心配を尋ねた調査においては、自分の（（１）
寝たきり、（２）大病や怪我、（３）認知症、（４）老後の生活費）不安や心配だけでなく、
配偶者（（１）寝たきり、（２）大病や怪我、（３）認知症、（４）死）や、自分の死、身近
の頼れる人の死、犯罪に巻き込まれることなど、自身や配偶者の死や喪失に関する不安が
多数回答され、これらの健康状態が死生観に影響を及ぼすことを報告している２４７。このス
トレッサーに対して、先の【高齢者の死生観へのケア】では包括的なケアの存在があり、
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健康状態に対応するように、高齢者の場合は、身体的、心理的、スピリチュアル的、社会
的な、包括的なケアの存在がある。 
また、高齢者の死生観は、健康だけでなく、日本人の死生観を対象にした研究同様に、
地域性、文化的要因、宗教的思想がそれに影響を及ぼし、それは科学が発展した世におい
ても宗教的慣習の影響を多く受けているとしている２４８。また終末期の病者に力を与える存
在には、宗教的慣習を超えた超越者との「つながり」があることも報告され２４９、「ネガテ
ィブな体験」が「死の思考」に影響を与えし「死後の生」を信じ、「死後の生」への影響は
「超越的存在」の確信であるとの報告がある２５０。つまり、加齢に伴い様々な喪失を経験す
るなかで宗教性やスピリチュアリティが覚醒され、それが死を考えることに影響を及ぼす
ことになる。本研究で抽出された「宗教性・地域性」や「スピリチュアル」などは、まさ
にこれらを支持する結果となる。 
以上のように、死生観には宗教性、地域性や文化性が影響を与え、高齢者の死生観と健
康状態の関連から鑑みれば、地域ごとの高齢住民の死生観の変遷を調査し、傾向を把握す
ることは、将来的な介護予防や自殺予防、精神疾患の予防など、第 1次予防効果が期待で
きるのである。 
また、高齢者の死生観研究では、他にも、年齢、性別、家族の存在が死生観に影響を及
ぼすことを報告しているが２５１）２５２、年齢要因としてこの高齢者と一概に云えども、実は
研究対象の年齢幅は広い。そもそも、1980年代以前は、高齢者と若者の不安の程度を測定
する感情面の比較研究が主流であった。その後、健常者ではなく、患者も対象者として多
く取り扱われて来た時から、特定の疾病の罹患者である「がん患者」や「高齢患者」とし
て研究している。それと同時に、専門職としての若者と患者としての若者や子どものとし
ての若者と親としての高齢者といった関係性の側面から、その意識の差異を測定するもの
に研究関心が移行している。この関係性を取り扱うのは、看護学研究者に多くみられ、高
齢者本人だけでなく、本人と家族、支援者と研究対象の拡大が図られていることがわかる。 
この理由として、関係性による死生観の違いがある。中高年を対象にした調査では、自
分より大切な人の死の方が恐ろしく、大切な人の死の問題は考えたくない。死後に関して
も、自分は死ぬと消滅するが、大切な人は死んでも消滅しないなど対象による考え方の違
いを報告している。また、家族など身近な者でも、本人と関係性が良好でない場合には、
その死を悲しめないなど他者の死ととらえられることも報告している２５３。このため、高齢
者の死生観を測定する場合には家族機能を含めその関係性も考慮に入れることの重要性の
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認識を深める必要である。これは専門職においても同様である。専門職としての若者は、
死に対する感情不安が高く、関係性へのバイアスの原因となる。そのため、若者としての
専門職の死生観の理解が必要である。 
つまり、高齢者の死生観研究では高齢者や患者など、高齢者自身の死の問題だけでなく、
彼らに対する相互作用を図るため、ケアする側、される側として家族や専門職を含めた研
究が見られ、対象者の拡大が図られているという現状が本研究の結果から導きだされた。 
以上が、2章の結果に対する考察であり、次章は、これら考察に対する結論を導き出した
い。
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第４章 総括 
本章では、結論として、本研究の全体の目的と、序論で論じた日本人高齢者の死生観研
究の文献調査の必要性についてその問題意識を再度論じる。その上で、第２章で検討され
た結果と第３章の考察を併せ、結論的に社会福祉専門職が高齢者の死生の研究を行う意義
と領域、高齢者やその家族への支援方法、社会福祉専門職の教育方法を含め検討し、最後
に全体を結論づける。 
 
４．１ 死生観の文献研究の可能性と限界 
近年、高齢者を取り巻く環境は変化しており、制度面からの後押しもあり、従来以上に
終末期、臨死期、死後期と死を巡りさまざまな選択が必要となっている。自身の死や愛す
る者の死、死後の生活をどのように迎えるかの意思決定が必要な現状である。しかし、高
齢者の場合、死を巡っての意思決定が十分実施される状況ではなく、さまざまな問題が生
じている。 
序論では、この原因として、心身の老化による死生観への意識化、行動化への問題だけ
でなく、本人と家族との認識の違い、本人と専門職との認識の違いについて言及した。つ
まり、高齢者の死を巡っての意思決定を尊重するためには、まず、高齢者自身の死生観を
明らかにすることが必要であり、それをその家族や支援者などの周囲が意図的に理解し、
尊重する環境が、本人の意向と意向に基づく自己決定を行使できる環境へと繋がる。こう
いった、原因を解決すべく、日ごろから自己や愛する者の死生観を意識付け、認識し、意
思表示行為など、死や死別への準備行動に結びつけることの必要性について言及してきた。 
そのため、本研究は主題として、死生観を高齢者の死の準備行動に結びつける支援方法
を検討するため、日本人高齢者の死生観に関する実証的文献研究を実施し、死生観研究の
現状分析と課題検討を実施することとした。 
この死生観に対する焦点化は、高齢者の死や死を巡る事柄に対する意思表示行為など死
の準備行動を尊重するための支援ニーズの抽出に重要なものとなる。特に、クライエント
の権利擁護を業とする社会福祉専門職が高齢者の死の準備行動の現状分析を通し、その問
題点や課題を明らかにすることは、問題解決に向けた支援の方略を検討するために重要な
ものとなるからだ。 
そのため、本研究を活用し、同研究領域の動向を整理し、死生観研究に新たな視点や方
向性を示すため以下の内容を段階的に検討してきた。 
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１．死生観の構造が曖昧なままである。そのため、先行研究の実証的科学研究で明らか
となった事象から、文献調査法を活用し、死生観の研究動向とその概念を整理し、死生観
の構造を明らかにする。 
２．死生観の研究は高齢者領域においても不明瞭な点もある。そのため、明らかになっ
た研究動向や概念の構造を活用し、高齢者の死生観の実証的科学研究に対して文献調査法
を活用し、両者の比較を通し、その全体の研究動向と死生観の行動化に至る一連の過程に
ついて整理し、死の準備への課題と支援方法を検討する。 
本研究の目的を達成するために、研究方法として文献調査法を採用した。文献調査法は、
調査対象者が文献であるため社会的な問題意識に基づき、ある問題に関する一定規模の先
行研究から、組織的に情報（データ）を収集し、その対象について統計的に整理、記述し、
また推測、検証するものである。もしくは統計的手法を用いて分析できない質的なデータ
をある枠組みで分け、その関連性の説明を試みるものである。つまり、1文献を 1データと
し、標本の抽出、データ収集、データ分析、結果、考察と、実証科学論文で必要とされて
いる一連の手続きに基づいて研究が進められる研究方法の一つである。 
従来の先行研究は、多くの場合、研究者ごとに研究関心のある領域を個別に収集し、分
析する総説を含む文献レビューというスタイルをとっている。これは、期間の限定や対象
の限定、文献抽出方法の不明慮などがあり、結果的に、研究者個々の関心の範囲だけ、主
観性から抜け出すことはできず、死生観研究の部分的な把握となっていた。この方法では、
死生観の概念とその影響要因を適切に理解し、行動化に至る過程を把握し、高齢者の死生
観の現状を厳密に理解するには限界がある。それは、現状に基づく支援方法を検討してい
くためには不十分である。そのため、本研究では研究方法として、科学的実証研究の手法
に基づいた文献調査法という研究スタイルをあえて採用したのである。同調査法を活用す
ることにより、より多くの死生観の科学的実証研究群を抽出し、データ化が可能となり、
抽出されたデータへの定量的・定性的分析手法を用いることにより、死生観の多角的な視
点からの動向分析が可能となるからである。 
このような文献調査法は、看護領域を初め、人文科学系の調査法として現在さまざまな
領域で活用されている手法である。例えは、文献調査法を活用した日本人高齢者の死生観
研究では、高岡、紺谷、深澤の「高齢者の死生観に関する過去 10年間の文献検討 死の準
備教育確立に向けての試み」がある１。また、日本人の死生観の文献調査法を実施した、杉
原、中柳、宮崎の「日本人の死生観に関する文献学的研究」もあり２、両者とも検索サイト
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「医学中央雑誌 Web版」を活用し、標本単語として、高岡らは「高齢者」「死生観」、杉原
らは「日本人」「死生観」を活用しデータ抽出分析を行っている。高岡らは査読付きの紀要
掲載、杉原らは原著論文として死生学系の雑誌で採用されている。しかし、先行研究は、
データ抽出先が文献検索サイト「医学中央雑誌 Web(ver.4)」に限定しており３、1998年-2008
年の 10年と期間も限定している。「医中誌」をデータとして取り扱うときは、以下の点の
留意が必要である。医学、歯学、薬学、看護学といた医療系が多く、一定程度の医療福祉
系領域も含まれるが限定されている。定期刊行物も含み国内の延べ 5,000誌が収録されて
いるが、1980年代以降に出版された論文しか取り扱っておらず、それ以前まで遡り網羅的
に研究するには領域と雑誌数、期間に限りがある。それに加え、閲覧できるのがサイト登
録者である有料加入者のみに限定されている。本研究ではより信頼性の高いデータを、死
生観研究領域に提供することが目的である。そのため、データ抽出先を、制限の多い「医
中誌」に限定することはせず、調査対象として「CiNii」を含めることにした。文献検索サ
イト「CiNii」は医中誌上で掲載されるほとんどの雑誌を含み４、かつ、領域限定がなされ
ないため、日本国内にあるほとんどの雑誌論文や紀要、報告書を網羅することとなる。ま
た、閲覧に制限がかけられていないため、保健・医療・福祉領域だけでなく国内外の多く
の研究者および臨床家に閲覧され、本研究の抽出データについては共通認識が得やすいサ
イトとなっている。具体的には、この「CiNii」は、8種類のデータベースが収録され、約
1500万件に及ぶデータを収録している。この 8 種類のデータベースとは、①NII-ELS学協
会刊行物（国立情報学研究所）334万件、②NII-ELS研究紀要 100万件、③引用文献索引デ
ータベース 186万件、④雑誌記事索引データベース 1,037万件、⑤機関リポジトリ 58万件、
⑥J-STAGE Journal Archive43万件、⑦応用物理学会電子ジャーナル 6万件、⑧日経 BP記
事検索サービスである。特に、雑誌記事索引データベースは、国立国会図書館に収集する
国内刊行の雑誌のうち、学術誌、大学紀要、専門誌を中心に、人文・社会/科学・技術/医
学・薬学とあらゆる分野の記事を収録する国内最大級の記事索引データベースとなってい
る。 
つまり、「医中誌」に限定せず、あえて「CiNii」を文献検察サイトとして活用すること
は、調査者が主観的に情報を収集する方法である文献レビューとは異なり、国内のほとん
どの論文を組織的、かつ網羅的に収集できることを意味し、死生観研究領域により信頼性
の高い研究内容を提供することになるのだ。 
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また、本研究は、先行研究では、標本単語を「高齢者」か「日本人」、それと「死生観」
という組み合わせで検索をかけていたものに対し、死生を表す標本単語を更に 4単語に加
え、日本独自の呼称である「死生観」「生死観」に、欧米で用いられている呼称の翻訳であ
る「死に対する態度」「死に対する意識」「死への態度」「死への意識」の 4単語を含め検索
している。これにより死生観を網羅するためのより多くのデータ抽出が可能となる。 
さらに、先行研究は、高齢者研究か、多世代研究が別途に研究されていたが、本研究で
は、標本抽出を高齢者と多世代の両者の死生観研究を対象とし、かつ、定量的な方法で数
量的な差異を、定性的な方法で類型的な差異について比較検討することで、より緻密な傾
向分析が可能となり、高齢者の死生観をより多角的に検討することが可能となっている。 
このように、本研究は、日本国中にある論文から、科学的に実証された研究に焦点を当
て収集し、科学的な根拠に基づく手法を用いて分析・検討するという厳密な研究スタイル
を用いているのである。これは、死生観に関する科学的実証研究を網羅することを可能と
し、結果的にこのような研究は、日本国内では本研究が初めての試みとなる。 
第２章では、上記の課題を検証するため文献調査法を用いて以下の目的と方法で２つの
文献調査を実施することとした。 
具体的には、高齢者を含めた多世代を対象にした死生観の文献研究を通し、①主に定量
的分析法を用いて数量的に研究動向を明らかにし、その上で、②主として定性的分析方法
を用いて類型的に死生観の概念構成と影響要因について明らかにすることとした。その上
で、明らかになった研究動向や概念の構造を活用し、高齢者に限定した死生観の文献研究
を通し、①主として定量的分析方法を用いて高齢者の死生観の研究動向を明らかにし、②
定性的分析方法を用いて類型的に高齢者の死生観の研究動向を明らかにし、高齢者が死の
準備が可能な一連の行動過程とその関連要因について明らかにすることまでを本研究の目
的とした。 
本研究においては、この一連の行動過程の構造を明らかにすることが目的であるため、
特定の課題に対する差異、例えば、一人称、二人称、三人称などの人称別の過程の差異な
どを研究分析するには限界がある。また、普遍的な概念の抽出が目的であるため、個別の
差異に対する抽出はできるが分析結果として、それを全てに反映させるのには限界がある。
しかし、死生観の概念の構造全体、いわゆる死生観の概念の枠組みの全体像を明らかにし、
現状の高齢者研究と比較分析することは、高齢者の死生観研究の問題認識が向上され、今
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後より緻密な死生観の概念研究や対象理解へ繋がり、やがて、死生観研究全体の研究発展
へ寄与することにも繋がる初めての試みとなることができる。 
高岡らの先行研究では、高齢者の死の準備教育についての研究が研究領域として未整備
であり、研究普及が急務であることが結論づけられていた５。生命の終末期を過ごしている
高齢者においては、死や死を巡る問題への支援が最も必要なグループであるということは
歪めない事実である。一方、全ての高齢者が要支援者とは成りえず、支援の必要な対象の
特定化と、ニーズにマッチした支援方法を検討するためには、意見の相違を呈するような
本人と家族の死生観へのアセスメントの実施の必要性が認識される。 
適切なアセスメントを実施するためには、1つに、死生観の概念と影響要因の構造の理解
が必要であり、現状と問題点を厳密に分析した上で、新たなアセスメントシートの開発が
必要である。つまり、高齢者の死生観を測る上で、最小限必要なデータ群の抽出が必要と
なるのである。その際、従来から研究蓄積をしている看護系の研究者だけでなく、これま
で研究介入が少ない社会福祉領域の研究者が、積極的に介入することにより、より学際的
な取り組みが可能となり、多角的な視点から取り組むことが可能となる。具体的には、①
従来から検討されている死生観について統一した領域を見出すことができる、②死生観の
概念から行動変容に至るプロセスを一度整理し、検討されている領域と、未検討の領域を
明らかにできる、③その結果から新たに概念を構成することを可能となる。本研究で検討
された結果は、高齢者の死生観への介入研究をする者にとって、その介入の必要性の根拠
を示すことや、むしろ介入が急務な領域を特定化することを可能とし、高齢者の死生観研
究の発展に寄与することに繋がる。 
他にも、④具体的な支援の方略の提供が可能となる。それが専門職、特に本研究では社
会福祉専門職における支援の質と、専門職教育の質の向上への貢献が可能となる。こうし
た専門職を養成することは、高齢者個々人の死生観が尊重された環境を作り出すことを可
能とし、高齢者個人の人生や死の質を向上することへと繋がり、終末期においては、例え
判断能力が低下した高齢者であっても最期まで自分らしい生き方、死に方を提供すること
に繋がるであろう。 
さらに云えば、高岡らの先行研究では、高齢者の死や死を巡る問題に対し、社会福祉専
門職の介入研究の実施例は僅か 2 編であると結論づけている６。そのことから、同領域は、
社会福祉専門職の研究領域としては未熟な領域であることが推測できる。専門職の研究領
域を新たに探査していく作業には、他の専門職が実施した先行研究の内容を整理し、類型
165 
  
化し、構造理解が必要である。そのため、ここで検討された内容から、⑤専門領域別の研
究介入が必要な領域が特定できる。 
以上のことから、文献調査法を手法として活用することは、より信頼性の高いデータの
提供が可能であり、社会福祉専門職の研究領域を新たに明らかにし、研究介入することへ
の理論的根拠を提供することが可能となる。これは社会福祉学の学問的発展へ寄与するも
のとなる。特に、高齢者ケアチームの一員である福祉専門職は、同領域で他の専門職同様
に高度専門職として修練していくことが必要である。そのためには他の領域の研究者の研
究内容を整理し、領域を特定化し、対人援助専門職としての一般的な知識の共有化と、福
祉専門職領域特有の知識とを区分し、臨床実践の積立を行うことが必要となる。それが、
福祉専門職が死生観研究を実施する意義を踏まえた福祉専門職教育への貢献へと繋がるの
である。 
 
４．２ 日本人の死生観研究の動向と日本人高齢者の死生観研究の動向の比較検討の結論  
４．２．１ 死生観研究の経過年的動向 
ここでは、死生観の全体研究と科学的実証研究、高齢者の死生観研究の位置付けを明ら
かにし、今後の死生観研究の方向性を提示するために全体を結論づけていく。本研究は、
「CiNii」を対象にデータ抽出をしている。データ全体から、①雑誌刊行年、②研究方法を
主に定量的分析方法を用いて、その中から、科学的実証研究の量的研究を研究対象として、
③研究目的、④研究対象者、⑤項目別抽出などを、主に定量的分析法を用いて研究動向を
明らかとする。次に、主に定性的分析法を用いて、⑥死生観の定義、⑦質問項目、⑧尺度
などを分析し研究動向を多角的に明らかとする。次に高齢者の死生観研究では、より網羅
的にデータ抽出を試みるため、多世代研究で検討した「CiNii」に「医中誌」を加え、両サ
イトからデータ抽出をし、①雑誌刊行年、②研究方法、③研究対象者を主に定量的分析法
を用いて研究動向を明らかとする。次に、④各論文の研究結果から理解できる主要なテー
マを定性的分析方法を用いて多角的に研究動向を明らかにすることにした。 
その結果、死生観研究は、1948年～2010年 3月 4日（現在）までの過去 68年間で、そ
のうち科学的実証研究論文は、1960年～2010年 3月 4日までの 50年間、半世紀も研究さ
れている領域となっている。 
68年間の全体研究の動向では、1970年代後半、1980年代後半、1990年代後半、2000年
と段階的な増加が見られ、特に、2004年と 2007年にはピークを迎えていた。また、本研究
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の結果から、死生観研究は 1988年、1997年、2004年、2007年の 4つの増加ポイントが存
在していた。その中で科学的実証研究論文の 60年の間、1988年、1996年、2000年、2006
年の 4つの増加ポイントが確認され、この内、量的研究に関しては、その増加ポイントか
ら 1年～3年遅れ、1991年、1998年、2005年が増加ポイントとなっている。高齢者の死生
観の実証研究論文は 1968年から始まり 2009年 8月現在まで 41年間の研究実績がある領域
となる。1991年、2003年に急激に掲載数が増加したため 2つのポイントが確認される。全
体研究や科学的実証研究の増加ポイントからはやはり毎回 3年遅れていたため、全体研究
のブームから遅れて影響を受け発展していることが明らかとなる。 
死生観研究の研究動向として以下の 4区分に沿って飛躍的に成長・発展していることが
明らかとなった。１．死生観の模索期（1948年～1987年）、２．死生観見直し期（1988年
～1996年）、３．死生観法制度整備期（1997年～2003年）、４．死生観研究発展期（2004
年～現在）である。高齢者の死生観研究の場合には、1991年前後と 2003 年以降の 3つの時
代区分となり、異なりをみせている。以下、4つの区分を介しながら、本稿の研究のまとめ
と結論について述べていく。 
 
１．死生観研究模索期（1948年～1987年） 
敗戦の喪失から新たな価値が求められる社会の中で、1948年から宗教上のとらえ方とし
て死生観研究は開始されている。科学的実証研究では、死刑囚、若者、老人など特定の個
人やグループなどの研究を介して死のとらえ方、意味づけなど概念を模索することから始
まっている。その後、死生観研究は年々増加し、文学や宗教学、比較文化学、芸術、哲学
など多数の特集記事や大会テーマなどに用いられるようになる。ここでは、社会経済の発
展が拡充されるのに従い「もの」よりも「こころ」が求められてきたことにより、死だけ
でなく生も含めそのとらえ方や意味づけが研究され、研究者層も一部の研究者の関心から、
より多くの研究者層へと関心が拡大している。 
また、研究者層の拡大には、外国からの影響もある。欧米の死生学教育やホスピス運動
の流れを受けており、学校教育や保健医療福祉専門職教育の介入研究も始まっている。し
かし、保健医療福祉専門職の研究の場合、専門職グループの特色理解ではなく、初期の研
究は、一般学生として若者グループの特色理解に活用している。 
同時期にいち早く研究関心が寄せられていた高齢者研究であるが、高齢者に特化してい
るというよりも、世代間の差異として高齢者という特殊なグループの死と生の概念を理解
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することと、初期の高齢者の場合においても、当時の死生観の全体研究の流れを受けて、
やはり関連要因として特に宗教との関係性を含めた研究となっている。 
 
２．死生観見直し期（1988年～1996年） 
医療系の臨床研究者の介入研究の増加が見られ、それは 1988年の看護学領域からの研究
である。ここには、人口構造や社会経済情勢の変化と平均寿命の延びと疾患構造の変化、
医療技術や工学の発展やマスメディアを介しながら脳死、臓器移植、安楽死、尊厳死など
新しい死の概念などから影響を受け、従来からの普遍的な概念の抽出研究から、特異的な
死生の場面に対する概念抽出へと変化している。加えて、1988年には告知、インフォーム
ド・コンセントなど医療現場の具体的な視点の変化が死生観研究で取り扱われ、その結果、
これらに対応すべく、ケア体制側の死生観の理解へと繋がり、健常者の死生の概念の理解
から特定の対象としての患者へと方向性が変わってきている。また、高齢者研究において
も同様の傾向が示されている。 
もう一つが、デス・エデュケーションの普及に伴い児童や学生を対象にした一般教育だ
けでなく、ケア体制を整備するための専門職教育などの発展が見られたのも 1988年以降で
ある。このため、結論として、死生観の概念研究は、特定の対象者の死生観への影響や、
学生内外の環境からの因果関係を特定すべく影響要因研究へと移行している。 
 
３．死生観に関する法制度の整備期（1997年～2003年） 
1997年に臓器移植、社会福祉や介護に関する法律の制定、医療法改正など終末期医療に
関する法制度が次々制定されている。これを受け、国内の終末期やターミナル・ケアなど
のケア体制の整備を進めている。また、国際的には WHO憲章や緩和ケアの定義において、
身体面、精神面、社会面、スピリチュアルが含まれたことにより、ケア対象の範囲の拡大
が起きている。死生観研究は、これらの流れを意識し発展してきていることが見られる。
同時期は、本研究の主要なテーマとしての、終末期やターミナル期など具体的なケア内容、
時期や場所、死に方などに関する自己決定が目的となるような研究が更に増加している。
また、ケア体制の専門職学生、特に看護学生に対する研究にも影響を与えており、翌年、
1998年以降から段階的に増加している。領域の拡大が見られたのも 1997年以降からで、看
護専門職以外の多職種介入が実施され初め、より多くの専門職が関心を示し始めた時期で
ある。 
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高齢者研究においても同様の変化が見られている。しかし、高齢者の場合、2000年以降
と全体研究からは 3年遅れている。これは、平均寿命の延びや疾患構造の変化による介護
問題に応えるべく介護保険制度が実施されたのが 2000年であり、それが、同時期の本格的
な研究増加に影響を見せている。また、介護の社会化という介護保険のねらい通りに、本
人だけでなく、家族や支援者の問題として、特に、高齢者の場合には周囲との関係性が研
究対象としてよく取り扱われるようになっている。 
さらに、同時期には、他世代研究が質より量を多く扱うのに対して、高齢者研究の場合
には、量より質を多く扱う傾向が強くなり、普遍的な概念より、個人のナラティブな体験
をより多く求める傾向が顕著にみられるようになっている。この時期の前期高齢者の増加
は、研究方法に影響を受けていることが理解され、言語化が可能な対象者がより活用され
ていたことが伺える。 
多世代と同様に、高齢者研究においても、初期の頃から研究領域は看護学領域の研究者
が圧倒的に関心を示している。また、この 2000 年前後から多領域の介入が増加しており、
死生観研究全体の傾向と同様であることが確認できる。他領域の介入研究の中には、福祉
学領域の研究者があり、研究数は少ないながらも同時期では、最も早くから研究介入して
いた領域である。 
 
４．死生観発展期（2004年～現在） 
この 2004年以降は、死生観の特集や研究会、学会のテーマとして用いられることが急増
している。ここには、自殺率の増加や終末期医療やターミナル・ケアに関する介護や医療
に関する法制度の更なる整備に伴い、この研究者の数と領域の拡大がなされ、より国民の
身近な問題として、死生観が認識されてきたことを意味している。 
学校教育における学習指導要領の変更は、小・中・高・大の教育領域からの介入研究の
増加と、看護と福祉の養成教育内容の変更は、同領域の研究の 2005年以降の劇的な増加に
影響を及ぼしていたことも明らかとなる。同領域は、死生観の概念よりはケア体制をさら
に拡充するための要因研究へと変化し、教育・臨床実践の基礎研究を目的とする研究へと
急激に発展してきている。このデスエでデュケーションは、学生だけでなく、社会人も対
象とし、社会人においても、全体の傾向に影響を受け、死生観の概念だけでなく、やはり、
その関連要因も含めた研究が最も多く実施されている。 
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他方、高齢者研究においては、全体研究と同様に、専門職である看護師や看護学生を対
象にした研究が近年急激に増加傾向を示している。その中で、福祉系専門職の研究も教育・
臨床の発展への寄与として研究されており、少ないながらも 2006年以降増加している。し
かし、多世代研究と異なり、高齢者研究においては全て介護領域の専門職であるため、ソ
ーシャルワーク研究者からの研究は皆無である。看護学領域の研究の多世代研究では、支
援対象者本人の理解に多くの関心が示されていたが、高齢者研究においては、ケア体制側
の研究として自己覚知の死生観教育に、研究関心が多く示されている。 
高齢者研究においては、介護や医療の法の目まぐるしい改正に影響を受け続けており、
本研究の主要なテーマである終末期の意思決定を求める研究関心が更に向上している。特
に、高齢患者の死生観研究として療養期や終末期の希望や準備状況について測定する研究
が増加し、ナラティブな体験や思いを抽出する研究が更に急増している。 
以上、日本人の死生観と高齢者の死生観を経過年ごとにまとめた結果、死生観研究の全体
研究と高齢者研究においては相違と差異があることが結論づけられる。 
 
図４．１ 死生観の全体研究の動向 
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（１）多世代の死生観研究の傾向 
健常な個人またはグループを対象に普遍的な死生観の概念抽出から始まった死生観研究
は、健常な本人だけでなく、家族をも対象に含み特異な課題に対する死生観の抽出へと変化
している。やがて、対象が健常者から患者と患者家族へと変化し、やはり特異な課題に対す
る死生観の抽出へと変わっている。その後、特異な課題に対する死生観は、死生観とその影
響要因との関係性の側面を抽出する研究へと徐々に比重が移行をみせている。 
また、対象者は、本人やその家族だけでなく、より多くは支援体制側の状況把握へと移行
しており、支援者（主として専門職・家族を含む）の一人称の普遍的な死生観を抽出する研
究へと変化しているが、それは、死生観の抽出のみならず、その影響要因との関係性の側面
にまで研究関心及び最近は主軸が影響要因の方へ支援者側も移行してきている。 
ここには研究目的と研究者領域が関係しており、死生観の概念研究の場合、その目的は
研究初期には多領域の研究者が介入し、老人や学生など具体的な個人やグループを活用し
ながら、その特性把握や研究蓄積を目的としていた。しかし、学校教育における死生観教
育が研究関心として増加し、かつ看護学領域の研究者の介入が急激に増加したことにより、
より死生観を教育・臨床実践への貢献が目的となり、特異な死生観、そして要因研究へと
発展しているのである。現在は、再度、教育・臨床実践への貢献を目的とし、看護学系だ
けでなく、他領域の研究者が研究関心を示し始め、より多角的な研究検討がされつつある
状況である。 
 
（２）高齢者の死生観研究の傾向 
高齢者研究も同様に、早くから高齢者を活用した死生観の概念分析と、それは特に、年代
毎の差異といった影響要因との関係性が研究目的であった。しかし、1990年前後では特異な
課題の死生観に関心が持たれ、その影響要因の分析へ移行している。特に高齢者の場合、研
究初期はさまざまな領域の研究者が研究関心を示し、看護系か否かにかかわらず、学生や健
常高齢者の普遍的な死生観を量的に理解することが主流であった。 
しかし、高齢者の場合多世代と異なる点は、多世代より看護系の研究者が顕著に多く、他
領域からの介入増加が多世代と比較するとあまり見受けられない点である。そのため、影響
要因の内、ケアとの関係性が多く検討されているのが特徴となる。研究初期から集団の普遍
的・特異的な死生観ではなく、個別の対象の特異的な死生観へ研究関心が向けられているの
である。その後、個別の対象は、次第に高齢患者が取り扱われることが多くなり、よりナラ
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ティブな体験の理解へと研究目的も大きく移行している。また、本人ではなく、要因として
のケア体制側の関係性の側面により多くの関心を示し、教育においても直接的な臨床実践へ
の貢献が主目的となっていることが結論づけられる。 
 
（３）死生観研究への影響要因の動向 
更に、経過年ごとの変遷過程をまとめた結果、死生観研究へ影響を及ぼした要因として、
以下の 5つがあり、順次に述べていく。１．国内外の社会情勢の変化、２．国内外の法制
度の整備、３．医療状況の変化、４．教育内容の変化、５．出版物とマスメディアの影響
などの事象からの影響である。 
１．国内外の社会情勢の変化 
ここでは、①敗戦、天災などの危機的な出来事に関しては、死の意味づけを問うような
研究などが多くなっている。②死亡者数の増減、世帯構造の変化、人口の高齢化、平均寿
命の延びなど人口構造の変化に付随することに関しては、終末期の医療やケアといったこ
とに研究関心が寄せられている。③経済状況の成長と低迷は、死のタブー化やオープン化
といった死と向き合う態度に関係している。④死亡原因の変化は、患者調査の対象者や死
に方という項目内容の具体化と関心領域の変化へ影響を示している。 
２．出版物とマスメディアの影響 
ここでは、①出版物の Kübler-Rossの死に逝く段階説は、過程研究という研究方法の発
展や死に逝く態度という項目内容の発展、他にも『大往生』や『病院で死ぬこと』、終末期
ケア雑誌の創設などの出版物は死に場所、時期、ケア内容といった項目内容の具体化とに
影響を示している。②報道として、東海大事件や、川崎協同病院事件などの安楽死問題、
高知赤十字病院などの臓器移植などの報道は、死ぬ時期、死に方と死後の肉体の取り扱い
など項目内容に影響し、阪神淡路大震災などの報道は多くの人々が 3人称の死を介しなが
ら 1人称、2人称の死への意識づけに影響するのと同時に、研究者の増加に影響している。 
３．医療状況の変化 
ここでは、①ホスピス運動とホスピスの創設により終末期医療に関する関心が専門職の
間で認識されている。②在宅死から病院死のケアへの推移、③ケアの視点の変化やバイオ
エシックスの誕生やリスボン宣言などで、治療における自己決定や自己選択、そしてイン
フォームド・コンセントの考えに関心が寄せられている。これによりケア体制の範囲と整
備の認識がなされ、ケアの場所、方法、対象といったケア項目内容の具体化や学生、患者・
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家族などのケア授受関係、そして研究者領域の拡大と教育・研修といった体制の調査と整
備のための具体的な方略などに影響している。 
４．法制度の整備からの影響 
ここでは、死生観研究のケアへの傾向が助長されている。①厚生省脳死研究班から脳死
判断準を公表、「臓器移植に関する法律」が成立し、これにより、臓器移植に関する具体的
な質問項目と人称の異なる死の認識がなされた。②社会福祉関係の八法改正、社会福祉基
礎構造改革、「介護保険法」の成立と改正、これにより高齢者の自己決定に基づく終末期と
その家族のケアと時期と対象者が具体化された。③「医療法」の改正と診療報酬の改正と、
④「在宅ホスピスケアの基準」、「終末期患者へのケア・マニュアル」「終末期医療の決定プ
ロセスに関するガイドライン」など基準の作成は、より終末期におけるケアの質の向上の
関心が高まった。⑤WHOの健康の定義や緩和ケアの定義の作成は、ケアの種類と家族や遺族
を含め対象者の拡大と支援者の領域の拡大に発展してきている。 
５．教育内容の変化 
ここでは、①欧米による死学講座の開始と日本におけるデス・エデュケーションの開始
と、②学習指導要領の改変は、これにより初等教育から高等教育まで研究の対象者と領域、
その方法論の開発に関心が寄せられている。③終末期医療に関する学問の誕生によりター
ミナル・ケア教育が教育課程、家族・遺族支援が教育課程に含まれたことと、④看護師養
成課程や社会福祉士・介護福祉士養成課程のカリキュラムの編成は、より専門職を対象に
した対象者と領域、その方法論の開発に関心が寄せられている。 
以上のように、死生観研究は社会からの影響を受け発展してきたことが理解され、特に、
法制度の整備により多くの研究者の研究関心の対象になってきた。また、高齢者研究を含
め死生観研究全体の発展は上記の 5つの変化から大きく影響を受けてきたことが結論づけ
られることができる。 
今後、終末期を迎える場所は医療施設から地域社会での医療へと移行は続き、患者中心
主義における選択の自由や決定を促す方向へは変わりはなく、ケア体制の整備は、今後も
更に求められるであろう。そのため、多世代研究も高齢者研究においても、教育・臨床実
践への寄与を目的とする傾向には変わりなく、看護系研究者を含み、今後は、より多領域
の研究者が研究介入し、多角的に死生観の理解を試みる傾向は、ますます増加の一路を示
すものと思われる。 
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しかし、現状は、多世代と比較しても、高齢者の場合、個別のケアの側面に偏り過ぎ、
かつ、本人抜きにした研究も多く見受けられる。また、個別の特異性に焦点の多くが絞ら
れ、その反対に高齢者集団内の特異性、普遍性、一般性などの概念抽出は乏しく、しかも、
それが高齢者ならではの差異として抽出されていない傾向もあることは歪めない事実であ
る。 
今後は、ケアの関係性の側面や自己決定を多く求めていくのであれば、個人だけでなく、
多角的な視点から高齢者グループの特異的な概念も検討をすることが必要であると結論付
ける。そのため、ミニマムデータセットのような、測定可能なメジャーを研究検討するこ
とは、個別の差異がより明瞭に理解され、それがより個別のケア体制へと発展することは
容易に理解されると思われる。 
 
４．２．２ 死生観の概念と関連要因の研究動向 
４．２．２．１ 死生観研究の概念 
日本人の死生観の文献について定性的方法を用いて分析した結果、死生観の概念を構成
する視点として、（１）呼称の現状、（２）時間的・空間的側面の現状、（３）死生観機能の
現状、（４）項目内容の抽象度と具体度、（５）死生観への関連要因で構成されていること
が明らかとなる。以下まとめと結論付けられた内容について順次に述べていく。 
 
（１）呼称の現状 
「死生観」は、わが国は古来仏教用語として「生死観」との呼称で慣れ親しまれてきた
が、特に戦後から「死生観」との呼称が普及してきた。そのため、定義上ではほとんどの
研究者が「死生観」との呼称を使用していた。「死生観」は日本独自の呼称であり、諸外国
では死と生の呼称の使い分けを行っているため、翻訳尺度を用いた研究の場合「死に対す
る態度」、「死への意識」、「死観」など「死」の側面に重点が当てたられた呼称が多く活用
されている。しかしながら、本研究では、具体的な測定項目を分析した結果、死を中心に
しているものの「人生の集大成」「生の証」「生の証明」「人生の試練」「生を全うさせる意
志」「延命」「人生に対して死が持つ意味」など、結果的に、「生」の側面も含まれ、死をゴ
ールに生がどうあるべきかを含めた呼称となっている。次に、「態度」や「意思」などは、
認知、感情、行動の 3機能ごとの呼称の分類があるとされていたが、本研究からはそれは
確認されていない。 
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以上の結果、結論として、我が国の死生にまつわる定義においては呼称が違えども明確
な使い分けがあることは確認されなかった。個々人の価値への依存を受けやすい死生観を
研究する際には、個々人の解釈への齟齬を防ぐため、寧ろ、外国の呼称を含め、概念に一
定程度の基準を設けることも必要である。その際、概念の構成としては、時間軸や空間軸、
機能を意識し、呼称をあえて使い分けることも検討するべきであり、今後さらに死生観を
研究発展させていくのであれば重要な要素の一つになることが結論づけられる。 
最後に、呼称を時間軸で表すと、生観は、生や人生、死に逝く過程における生や人生こ
れに含まれる。死観は、死と死に逝く過程における死のとらえ方と死後の生の存続におい
ても死観とする。 
 
（２）時間的・空間的側面の現状 
①時間的側面の現状 
死生観は「死」と「生」の 2時間軸のみで構成されているものではなかった。定義上で
は、「ライフステージ・生」「療養」「死」「死後」の 4つの時間軸、測定項目と尺度では、
更に「終末」を含めた 5つの時間軸で構成されている。 
死生観の「死」に着目するものが最も多く、具体的には、死そのものと、死に逝く過程
で構成されている。しかし、本研究では、死に逝く過程は、もう一つ、「終末期」と、その
前段階の「療養期」が含まれ、これは、特に量的研究の中でケアを目的とするか否かによ
り使い分けられている時間軸である。 
次に、死んでいる状態を表す「死後」は国内外に差異のある時間軸である。外国版は魂
の取り扱いを求める傾向にあり、概念中に宗教的要素、つまり、価値に依存される時間軸
となる。一方、日本版は、魂よりも、より肉体の取り扱いに多く求めている。 
ここの国内外の差異は、当然「生」の側面で大きくみられ、概念構成の「生」の多くは、
一部の外国版を含めて死をゴールに見据えた「生」である。他方で、外国版と明らかに異
なるのは、死とは全く無関係な人生、命、生活が「生」の側面が死生観として含められて
いる。 
以上のように、日本における死生観の概念は、外国が「死」に焦点化した時間軸で構成
されているのと異なり、日本では原則死と生の 2つの時間軸で構成されている。しかし、
死生観にケアの側面が含まれると、「死に逝く過程」や「死後」の、特に肉体の取り扱いが
含まれ、これが自己決定に直接的に関係する項目となっている。また、「死後」の魂の取り
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扱いになると、個人の宗教性や地域性、文化性と個人の価値に依存される場合も多い。そ
のため、死生観を 3 つの時間軸、4つの時間軸でとらえる場合には、目的をもった定義づけ
が必要であることが結論づけられる。 
① 空間的側面の現状 
また、「死」と「生」の時間軸には、どちらかの概念 1つで偏っている「単一性」と、「生」、
「死に逝く過程」、「死」、「死後」の 4つの時間軸のいずれかが組み合わさった「並列性」
な関係性をもってとらえる概念が最も多く存在している。しかし、「生」から「死」までの
関係性を「連続性・循環性」にとらえる概念も少ないながら存在し、中には、それに「死
後」を含め連続的や循環的な関係性で概念をとらえるものもある。この場合、個人の宗教
性と価値に依存される場合も多い。 
結論として、より個人の理解を深めることを求める場合であれば、「生」「死」の 2つの
時間軸のどちらかを「単一性」で捉えるのではなく、「死に逝く過程」と「死後」を含み 4
つの時間軸を「並列性」か、個人の意味づけを捉えるのであれば「連続性・循環性」な関
係性の中で捉える試みの方が、より個人の状態の理解が促進される。 
（３）機能の現状 
死生観の概念は「認知」「行動」「感情」の 3つの機能で構成されている。 
本研究の結果から、3機能の内、「認知」機能が最も多く抽出されたため、死生観は「認
知」機能でとらえられていることが明白となる。しかし、「認知」機能は単独で構成されて
はおらず、科学的実証研究上の関心は、寧ろ、外国の流れを受け「感情」機能の測定で始
まっていた。それが時間の経過とともに「認知」機能や「行動」機能の準備状態で構成さ
れ、昨今の死生観の概念では、より動的な態度として「行動」を含めた概念で構成されて
いることが分かる。 
① 「認知」機能の構成 
測定項目の概念では死生に対する意識・認識と希望の 2つで構成され、測定尺度の概念
では、それらにさらに関心と意味づけの 2つが加えられ、4つの要素で構成されている。国
内外特に、意識・認識、意味づけ、関心を中心の外国版の概念構成と異なり、日本版では
それに希望を尋ねることが多く、国内外の概念に差異が生じている。また、意味づけに関
しても国内外では「人生に対する死の持つ意味」のとらえ方が異なっており、死を見据え
た生か、生の延長線上の死かと分岐点に異なりがある。 
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つまり、死生観の「認知」機能の概念構成には、関心、意識・認識、意味づけが共通概
念として、特に、意味づけや希望内容については国内外の差異を意識し含む必要がある。
また、このことから、「認知」機能の 4種類は変化の一連の過程としてとらえることが可能
であると結論づけられる。 
② 「感情」機能の構成 
ここでは、ネガティブ、ポジティブな感情で構成されている。定義上、質問項目上、尺
度上の 3者の概念において、「死生観」はほぼネガティブな感情で構成されている。これは、
「認知」機能と準備状態と相互関係にあるととらえられている。一方、国内外の概念に差
異があり、外国版では、人生や将来、死後の世界が確信された場合には、ネガティブでな
く、ポジティブな感情で測定されている。そのため、より個人を理解する場合には、死生
観の変化の一連の過程の「認知」機能の意味づけや希望の確信に沿って、この「生」や「死
後」の時間軸上もポジティブな感情も含み概念を構成することが必要であると結論づける。 
③ 「行動」機能の構成 
定義上、尺度上において、一方が死の迎え入れる状態である準備状態と、他方が実際に
実行行為に移した実働との 2種類で構成されている。 
両者の関係性として、準備状態を測定する場合には、1つが「生」「死に逝く過程」「死」
「死後」の状態に対する受容的か回避的かを直接測定し、他方が、間接的に「死」に関す
る思慮行為や話題といった実働（実行行為）の程度を測定している。一方、思慮行為や話
題の程度では、時間軸の「死に逝く過程」「死後」はなく、「認知」機能を概念上に含むの
であれば、あえて差異を明確に理解するために 4つの時間軸を含めて構成するべきである。 
次に、実行行為については、肉体や魂の取り扱いは「死後」、準備は「死」、告知に対す
る行動は「死に逝く過程」の時間軸で確認されたが、これらは他の時間軸では確認されて
いない。これらは、終末期医療やケアに関する準備の延長線上の項目であるため、「死」「死
後」と同様に「死に逝く過程」も要素として含むべきである。 
いずれにしろ行動機能のうち、準備状態と比較して実働（実行行為）を活用することは
少ない。しかし、この実働面は準備状態と希望が表出された結果に関係するものである。
死生観の概念構成として、希望の有無や程度を図るのであれば、この実働との関連性を測
定することは必要不可欠な要素である。 
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次に、準備状態である。ネガティブな感情の程度や意識・認識、関心の有無は直接的に
準備状態に関係するものであり、そのため、感情機能や認知機能を概念として構成する場
合においては必要不可欠な要素となる。 
最後に、本研究の主要なテーマにある行動機能を中心とした概念の構成を結論づけると
以下の内容になる。 
「行動」機能における準備状態と実働（実行行為）は相互関係にあり、実働（実行行為）
においては「認知」機能の希望と影響関係にある。逆に、日本人を対象にした死生観の概
念を構成する場合には、希望は重要要素であるため、その影響関係にある実働は外せない
要素となる。また、意識・認識、関心やネガティブな感情は準備状態と相互関係にあり、「認
知」や「感情」機能を要素として含むのであれば準備状態も外せない要素となる。 
この「認知」機能は一連の過程であるため、準備状態と実働が関係する意識・認識、関
心、希望は、意味づけを含めて一つの構成要素となる。特に、意味づけは、個人の価値に
よるところが大きいため国内外の差異を意図的に認識する必要がある。また、希望や意味
づけの確信はポジティブな「感情」機能に影響し、「認知」機能の希望や意味づけを構成要
素として含むのであれば、ネガティブな感情だけでなく表裏としてポジティブな感情も要
素として含むことが必要となる。結論的に、個人の死生観を包括的に理解したいのであれ
ば、行動機能などのどれか 1つの機能だけで死生観を図ることは困難であり、特に、死生
に関する実働（実行行為）の理解を求め、発生要因まで理解したいのであれば他の機能と
の関連性も視野に入れて検証するべきとなる。 
 
（４）抽象度と具体度の現状 
死生観では、①1人称、2人称、3人称の人称の取り扱い、②時期、③場所、➃方法の 4
つに対し、「認知」「感情」「行動」の 3つの機能の組み合わせの程度により、抽象的な概念
か、明確にイメージできる具体的な概念かに区分されることが結論づけられる。また、こ
の抽象的、具体的な概念は、1980年代前は抽象度の高い、1990年以降は具体的な特定の死
と死に逝く過程へと概念の構成は移行している。 
この抽象度と具体度には国内外で差異が生じている。それが人称の取り扱いである。明
確な人称を持つ外国と抽象的な人称を活用する日本である。しかし、国内外問わずほとん
どが当人を表す 1人称の死を取り扱い、中には身近な大切な人を表す 2人称の死を含むも
のもあった。2人称の死の場合、配偶者、親子や祖父母と孫の直系が多く、その親密さには
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関心が示されておらず、その反対に、少数ではあるが、親密さを問うために身近な大切な
人と抽象的概念を用いる場合がある。 
3人称の場合も 2区分され、1つが新聞や映画、本やマスメディアを介して良く知らない
他者と、他方が支援者の場合には自分の受け持ちの患者である良く知っている他者が用い
られている。3人称も同様に親密性について関心が示されておらず、本研究では含まれてい
なかった好みの芸能人などは良く知っている大切な他者に該当することもあり、他者とし
ての 2人称と 3人称の再区分が必要であることが結論づけられる 
本研究の人称定義に対する結論として、個人の死生観のより理解を深めるためには、死
生観の概念において 1人称は自身の死、2人称は自己同一視される重要な他者、3人称は知
っている他者と良く知らない他者との 4種類に区分し、検討することが結論づけられる。 
人称以外でも多くの場合は抽象度の高い概念を取り扱っている。この抽象度と具体度の
高低は、それぞれ利点と欠点が相反していることは、すでに前章で言及した。しかし、本
調査結果から、結論的にこういった問題に焦点化している論文は少ないという事実も一方
で判明された。 
今後、対象理解を厳密にしていくためには、当然のことながら世代間の傾向や目的別の
使い分けについて意識し検討する必要性があると結論づけられる。 
そのために、死生観として具体度を高めていく場合、取り扱うべき範囲を以下に一例と
して列記する。ここでは、死に交わらない生の側面より、死や死に逝く過程、死後の生に
重点があるため、死に交わらない生については言及をあえて外す。 
 
① 死 
具体度を高めるべき項目として、7つの領域がある。 
1つ目が、死に方についてである。脳死、自殺、殺人、殉死、不慮の死、老衰死、病死、
事故死、安楽死、中絶、尊厳死、延命、不死、危険な死などである。 
2つ目が、死ぬ場所についてであ。在宅、施設（一般病棟、緩和病棟・ホスピス病棟、老
人施設、その他施設）などである。 
3つ目が、看取る人についてである。家族（配偶者、親子、孫）、専門職（医者、看護師）、
要らない、友人・知人などである。 
4つ目が、死ぬ時期や時間である。春夏秋冬、年代、予測と突然などである。 
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5つ目が、最期に取りたい行動である。行きたい、やりたい、会いたいなどの場所、人、
出来事である。 
6つ目が、死の意味づけである。人生に対して死の持つ意味、不可知性、苦悩の終焉、摂
理、死との引き換え、隠蔽、開放、寿命と長寿、消滅、絶望、別れ、眠り、無などがある。 
7つ目が、教育と準備についてである。当事者と支援者への死の教育、上記の項目への準
備状況などである。 
 
② 死に逝く過程 
死と死に逝く過程は比較的対応関係にある。具体度を高めるため 8つの領域がある。 
1つ目が、上記の死に方へ向かっていく過程である。 
2つ目が、死に逝く過程を生きるため医療やケアの方法についてである。人口蘇生機や経
過栄養などの延命治療や臓器移植・身体部位の授受など生きるための積極的医療やケアが
あり、一方、緩和治療や看護ケアや介護、心理的ケア、薬物療法、リハビリテーション、
教育的支援、他には治療中断などがある。 
3つ目が、治療やケアの従事者である。家族（配偶者、親子、孫）、専門職（医者、看護
師、介護士）、非専門職（ボランティア、知人、友人）などである。 
4つ目が、ケアの場所、在宅、施設（一般病棟、緩和病棟・ホスピス病棟、老人施設、そ
の他施設）などである。 
5つ目が、終末期の過ごし方である。変わらぬ生活、行きたい、会いたい、やりたい場所
や人、事象などである。 
6つ目が、時期である。有無、長さ、年代などである。 
7つ目が、死に逝く過程には告知があり、余命告知の病名告知とその告知の対象、告知の
時期である。 
8つ目が、死に逝く過程の意味づけである。 
9つ目が、教育と準備についてである。当事者と支援者への死に逝く過程への教育、上記
の項目への準備状況などである 
 
③ 死後 
ここでは、具体度を高めるため 4つの領域がある。 
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1つ目が、死後の肉体と功績の扱い方についてである。臓器・身体部位の提供、献体、埋
葬法、遺産などである。 
2つ目が、死後の魂の取り扱い方についての意味づけである。死者の制御力、死後の場の
存在、死後の魂の存続、死後の輪廻転生、死後の神や死者との融合、祖先・神仏崇拝思考、
葬送儀礼などである。 
3つ目が、死後の後悔や心残りである。 
4つ目が、教育と準備についてである。当事者と支援者への死後の教育、上記の項目への
準備状況などである。 
 
以上の項目に対して、人称を限定し、「感情」や「行動」「認知」についての組み合わせ
を多くすると死生観の具体度があがる。 
 
４．２．２．２ 死生観の関連要因 
本研究のにおける関連要因として、「体験」、「効果」、個人特性の「健康状態」、「宗教・
文化」、「年代」「家族構成」「職業」「ケア」「場所」「対象」が用いられ、中でも、「体験」
は、「認知」、「行動」機能の双方向に関連し合い、体験が最終的には「効果」へと影響を与
えている。 
① 体験と効果 
死生観の「認知」機能と「行動」機能は対応関係にあり、関連要因である「体験」は両
機能に双方向の影響関係がある。ここでの「体験」とは、他者との死別体験、臨死体験と
療養体験とケア体験は自己や他者の「死」や「死に逝く過程」への直接的な体験である。
しかし、告知体験だけは、対象が自己ではなく、他者の体験に限定されていたのが特徴で
ある。これらは、具体的な体験内容であるが、抽象的に死へのきっかけや影響を尋ねたも
のも関連要因にあり、これは、個人の体験に依存されるものである。 
次に、認知された「体験」は「効果」にも影響を与えている。効果とは、自己、他者、
状況への適応と人間の発達、人生や生活、死別に関する満足、生活の質についてである。
効果では、現状の医療やケアの取組みについて、終末期医療やケアと家族や遺族のケアの
授受関係の中からの変化が多く用いられているが、必ずしも効果は向上するものではなく、
あくまでも過程を問うものである。 
② 個人特性 
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これら全てに影響を与えているのは、個人特性の「健康状態」である。健康状態は、従
来の身体的な疾患の有無だけでなく、心理的、社会的、そしてスピリチュアル的な健康へ
拡大し、多角的に健康をとらえているものである。特に、健康状態の一つにある心理状態
は、死に対する不安や恐怖を理解しようとするものである。ネガティブな心理状態をポジ
ティブに変え、メンタルヘルスの部分で健康の増進を測る重要なものとなる。 
また、「宗教・文化」においても、健康状態と体験、認知、行動に関係している。宗教・
文化は、信仰の種類だけを尋ね、死生観との関係性を測定している研究も見受けられたが、
本研究を用いて分類した結果、それらは宗教特性として、（１）宗教思想、（２）宗教行動、
（３）信仰の種類の 3つに分類される。 
その反対に死生観に含まれる宗教観とは、「認知」や「行動」機能に位置する死後の魂と
肉体に関する意味づけや考え、希望、希望に基づいた実働であり、これを除いたものは、
宗教観としてとらえられることが結論づけられる。これらは、育った地域や国、いわゆる
文化的思想や慣習も宗教性と準じるものとなる。 
そのため、本研究で明らかとなった宗教・文化は、死と死に逝く過程の体験だけが死の
ネガティブ・ポジティブな感情面に影響を与えていたのではなく、宗教・文化への認知に
おいてもネガティブ・ポジティブな感情へ影響を及ぼし、結果的に行動化が促されている。
その逆も確認され、いずれにしろ、この宗教や文化の思想、行動、その種類がこれらに影
響を与えていることが結論づけられる。 
更に「年代」も「認知」「感情」「行動」機能を含めた「態度」に影響を与えている。青
年期や壮年期といった「年代」の高低が、「認知」と「感情」や情動の変化へ影響を与えて
いるのである。 
他にも、「家族構成」「住環境」は、同居家族やメンバーの構成が死や死別といった体験
の有無に影響し、「職業経過年数」もケア「専門職」に限定し、死や死別をケア「体験」か
ら、その「認知」の変化を理解しようとするものである。これら死と死別体験からデス・
エデュケーションを実施しようとするものであり、この教育「体験」の有無と、若年者か
老年かといった「年代」がどのように「認知」機能に影響を与えるかを理解しようとする
ものである。 
③ その他の影響要因 
高齢者程ではないが、抽象的な「包括的ケア」だけでなく、具体的に医療や心理、看護
ケアが含まれている。ただし、介護やリハビリ、特に、スピリチュアリティに対するペイ
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ンは尋ねてもスピリチュアルなケアとなるとここには含まれていない。また、「ケア場所」
も「認知」、「行動」、「体験」の 3者に影響を与えるのである。3機能の影響は、前述の具体
的な死生観の「死」「死に逝く過程」で述べたためここでは割愛する。 
次に、デス・エデュケーションであるが、ケアの取り扱いと同様で、ケアよりは死生観
に直接働きかける可能性のあるものである。この教育的支援においても過去の体験の有無
を尋ねているものと、現在の継続性を尋ねているものとがある。 
以上の結果から最終的な結論として、個人の死生観を理解するためには、周囲の環境部
分の理解が必要となる。ここでは、体系的に理解するためには、死と死に逝く過程の体験
と単に過去の体験なのか継続的であるのか、また、適応・発達、満足、QOLといった効果は
必須である。これに対して、健康状態、宗教・文化・地域性、職業は必須であるが、年齢
や年代は体験量を間接的に表すたけ必ずしも必須ではない。死生観は体験に依存されるも
のであるため、体験量や質を測定することが相互関係を理解するための 1つのツールとな
りうる。また、同居家族やメンバーの構成、職業においても体験を理解しようとするもの
である。最終的に死や死別の体験、ケアやサポートの授受体験、告知体験、デス・エデュ
ケーションの体験、宗教・文化・地域性からの授受体験、それだけでなくその継続性も含
めて理解することと、効果との関係からの理解が必要であることが結論づけられる。 
 
４．２．３ 高齢者の死生観研究の概念 
定性的分析結果から、高齢者の死生観研究を、ここでは「その他」の領域を除き 7つの
研究関心に分類している。大別すると 2つのまとまりに区分される。≪本人の死生観研究
≫と≪死生観への関連要因研究≫である。高齢者の死生観の実証研究では、多世代研究よ
りも、死生観の概念を特定化する研究ではなく、より関連要因研究が主流となっている。
そのため、多様なアプローチが用いられ研究検討されていることが明らかとなる。 
 
（１）本人の死生観研究 
これは死生観の概念を含むものである。この死生観の概念研究では「認知」「感情」「行
動」の 3つの機能に分類される。時期が 1時点の「現状」を測定するものと、2時点の「変
化」を測定するもの、それに加え、適応や QOL の向上といった「効果」までの一連の「変
化の過程」を測定するものの 3種類に分類されている。 
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高齢者の死生観研究では、高齢患者を対象にしていた研究が最も多く、次が周囲の支援
者、最後が健常高齢者の死生観研究である。そのため、概念研究といえどもケアに重点が
置かれている。 
また、高齢患者と健常高齢者とでは異なる結果が出ている。患者研究が「現状」「変化」
「変化の過程」に関心を示していたのに対して、健常高齢者の死生観研究の場合には、高
齢者の「現状」理解がほとんどで、「変化」を求めるものは若干、「変化の過程」を検討す
るものは皆無である。 
高齢患者を対象にした研究では、医療提供側からの具体的な終末期医療や看護ケアに関
して、抽象的な死生に関する希望、主として良い死に方、生き方への希望を理解すること
に関心が示されている。また、死生の意味づけ、特に「変化」「変化の過程」における意味
づけに重点が置かれている。他にも考え方、意識・関心を理解することにも多くの関心が
示されている。 
この希望は、意思表示行為に直接かかわる部分である。良い死に方、生き方が選択され
る過程には、認知機能内の 4者関係の関連性についての理解と、クライアントと協働し問
題解決する場合には一連の変化の過程について検討し、高齢者理解を促す必要性がある。 
他方、健常高齢者の場合には、「現状」においての意味づけと、死生に向き合うこと、ま
たは、考え方の二通りに重点が置かれ、研究関心がそれぞれ異なっている。 
そのため、健常高齢者の研究では、現状においても希望を意思表示する過程について、
具体的に行動化させる側面については十分検討がなされていない。既存の研究関心では、
意思表示行為の過程を理解するには限界があるのだ。 
 
４．２．４ 高齢者の死生観研究の関連要因 
（１）ケア研究 
高齢者の死生観研究では、関連要因についても研究されている。特に、関連要因の内、
ケアについての研究が多く、その対象は、高齢当事者、その家族／遺族、そして支援者の
ケアとケア観の研究である。ここでは、死に逝く過程である療養期・終末期だけでなく、
死、死後に至るまで時間的視点を用いている。かつ、病院やホスピスだけでなく、在宅や
高齢者施設における終末期のケア場などの拡大が測れられており、この施設が含まれてい
るのは高齢者研究の特有である。また、ケアの領域においては、心理学的、医学的、看護
学的、スピリチュアル、リハビリテーションなど、多世代よりも多様な視点から包括的な
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ケア・アプローチが実施されている。これは多職種連携というよりも、むしろ、高齢者の
臨床看護実践における看護師の役割として、療養の世話といった身体面だけでなく、心理
面やスピリチュアル面など多様なケア・ニーズに応えるための知識やスキルについて検討
しているものである。そのため、実践現場における看護への期待が大きいことが理解され
る。しかし、個人に対する過重な役割期待は、単に心身への過度な負荷を生じさせるだけ
でなく、ニーズに即した質の高い支援にはなりを得ない現実もある。これらの問題を解決
していくためにはケアの面を、看護からみた多様なケア・ニーズとケアではなく、個々の
専門職からみた専門に特化したケア・ニーズと、ケアとして、多職種連携を考慮した研究
発展も重要である。 
また、高齢者の死生観研究の場合、少ないながら教育的支援が含まれていたが、対象は、
高齢健常者に限定している。そもそも、死生観に対する教育的支援は多世代研究に多く、
特に看護系は他の領域よりこの傾向が顕著に強い。当事者よりも支援者としての価値や知
識や技術の向上として教育を実施している。その反対に、当事者である特に患者やインフ
ォーマルの支援者である家族は、フォーマルな支援者よりも、教育的支援を重要視してい
ない、もしくは、重要視していても取り組めない現状があることが推測できる。どちらに
しても、ほとんど実施されていないのが現状である。しかし、教育的支援における効果は、
本人や家族の自己決定権を遵守するだけでなく、死別にかかる健康被害を回避するために
も重要な要素となる。専門職だけでなく、同時に、非専門職や当事者研究として、教育的
な支援について検討するべきである。一方、ケア教育としての支援も必要であり、高齢者
研究では、専門職の技術の未発達や未熟さ、必要以上のサービス提供システムなどが専門
職の心身に負荷を与えるため研究関心が高い。 
加え、専門職に対するケアも当然必要不可欠な要素であると考えられている。この専門
職に対するケアは、専門職だけでなく、セルフヘルプ・グループとしてインフォーマルの
支援者へのケア研究も若干存在しており、終末期にかかわる全ての支援者はフォーマル・
インフォーマルにかかわらず、ケア対象として現状を認識しようとする試みはある。しか
し、その数は少ない。地域性や住民性は、当事者の対人関係の相互作用から生まれるもの
である。ボランティア教育の一環として、このボランティアへのケアやその死生観に関す
る研究は今後も深めて行かなくてはならない領域であることが結論づけられる。 
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（２）個人特性への研究 
ケア以外の高齢者の死生観への関連要因として、健康状態、年齢、宗教・文化性、生活
状態、家族機能が抽出された。対象者の個人特性では、健康状態との関連性が最も多く抽
出されていたが、単に、身体的だけでなく、心理的、スピリチュアル的側面からの測定も
ある。ケアの側面と同様に、疾患の側面の測定が多いのは高齢者の特徴であると断定でき
る。また、特殊なグループとして、若者と高齢者との比較研究では、死生観研究の研究初
期から関心が高められていた領域である。その後、多くの者が、専門職としての若者と患
者として高齢者について研究関心を移行し、また、子どもとしての若者と親としての高齢
者なども関心のあるテーマに用いている。教育・実践への寄与を目的とすることの多い近
年の研究では単に差異だけでなく、これら関係性の側面を含め研究している。先の、ケア
研究の増加との結果からも表されているが、家族機能という関係性を含めた研究は多く、
特に看護領域に多く見られている。今後は関係性の調整を業とする社会福祉専門職も介入
すべき領域であることが結論づけられる。 
死生観は、宗教・文化性、生活状態といった日々の慣習行動から影響を受けるが、特に、
高齢者の場合、若者と比較すると慣習行動の期間や反復性が高く、個別の死生観が形成し
やすく、人生の危機を体験する中で宗教意識が高まりと死生観への影響に関心が示されて
いる。そのため、高齢者の死生観研究を実施する場合には、概念に対し最低限これらの関
連要因を含めて理解する必要があることが結論づけられる。 
このように、高齢者の死生観研究においては概念のみを検討するものは少なく、研究対
象を拡大した研究においても、先行研究と同様の結果が得られている。それよりむしろ、
影響要因との関連性を明らかにするものが多く、研究は多様に、多角的に研究発展してい
るとの実情が導かれる結果である。 
このため、高齢者自身や、その家族や支援者を含めた周辺の者へ、彼らの死や死を巡る
問題に対して、死生観を専門職教育に活用するためには、以上のように研究全体を包括的
に体系化し、先進的に介入している看護領域の研究動向を見据えながら、対人援助職とし
て研究全体における位置付けや理解の必要な共通領域、福祉専門職としての専門領域やそ
の教育方法について、今後検討が必要であると結論づけられる。 
 
 
 
186 
  
４．２．５ 高齢者の死に関する行動化を実現するため 
本研究の結果から、高齢者の死に関する準備を実現するため、行動化の側面から中心に
結論づけたい。 
死の話題の有無などの実行行為は実働であり、これは準備状態と関連しているとの結果
を得ている。この行動機能の研究は、「終末期・療養期」に当たる高齢患者の死生観研究に
多く見られ、2004年以降の増加率からみても近年の研究はより死の行動化の側面への研究
関心が高いことが結論づけられる。 
定性的分析の結果からも高齢者の死生観研究は、その対象は一般的な健常高齢者の死生
に関する「現状」や「変化」への理解を求めるよりは、患者という命の危機に直面してい
る人、または、その周囲にいる人の死生に関する「現状」や「変化」、「変化の過程」の理
解を多くの研究者は関心を示している。その一方で、今すぐ命の危機には瀕していない要
介護高齢者や後期高齢者の死生観研究は少ない。また、加齢に伴い心身や社会関係、経済
状態の喪失を体験し、人生の危機に直面している高齢者の死生の、特に「変化の過程」に
対しては全く研究関心が低いことが導きだされている。 
しかし、健常なうちから国民一人ひとりが、自身の死と向き合い、望ましい死を考え、
選択するための情報収集を行い、リビング・ウィルを実現するなどの意識を高く持ち、そ
れを意思表示として行動化することが死を巡る自己実現のためには重要である。 
加齢に伴い判断能力の低下した、もしくは、障害受容過程にある高齢者の死の準備行動
への支援においても、高齢患者の研究と同様に、ネガティブやポジティブな変化を含め、
機能低下に陥る前の状態からその変化の過程を理解し、支援を実施することが必要となる。
つまり、対象者として、今後は、健常者高齢者から現状の理解、変化の可能性、変化の過
程の位置付けを理解するべきである。 
次に、高齢者研究における行動機能と他の関係性である。特に死の受容や回避などの準
備状態は、それが単独に存在するわけではなく、実行行為である実働との直接的な関係性
だけでなく、他の機能である認知や感情から影響を受け存在している。逆に、高齢者にと
っての良い生き方、死に方に関する意識やそれに影響する感情だけを測定するだけでは、
当事者の包括的な理解を促すことは困難である。実際、高齢患者の「現状」把握を目的に
している研究に多くの関心が示されているが、死の認知的側面である希望と死の準備状態、
実働（実行行為）といった行動との関連性を明らかにしている。また、これは、「健康期―
療養期―終末期」の前後の「変化」を対象にした研究者においても、意味づけや意識の変
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化、準備状態に関心を示している。一方、死後、終末期・療養期の死に逝く過程の健常高
齢者の行動機能は少ないとの「現状」はある。 
そのため、行動機能として、意味づけ、死生に向き合うことへの考え方との相互関連性、
受容的態度や回避的態度といった情動反応のとしての準備状態と実働についての関係性を
明らかにすることが、高齢者にとって希望を意思決定行為である実働にしていくための方
向性を示すことになることを結論づける。 
これら 3機能の関係性を測定するために既存の尺度を用いる際には、国内外や年代で概
念に異なりがみられるため差異を意識する必要がある。 
死後の魂の取り扱いに焦点化する外国と比較して、日本は肉体の取り扱いの希望に焦点
化している。高齢者の意思決定への実働面で考えた場合、専門職や患者研究と同様に健常
高齢者においても、死と死に逝く過程の医療やケア面だけでなく、死後の魂や肉体の扱い、
自己と他者との関係性や遺贈物の扱いまで理解することが必要である。つまり、終末期医
療に特化したもののみならず、埋葬法などを含んだ死後の肉体の取り扱いについての考え、
準備状況を明らかにする。一方、この死後の魂性や肉体性は、死や死後の意味づけにも関
係し、これも異なりを見せている。宗教や文化による価値が表出しやすい領域であるため
である。多くの人生経験をした高齢者であれば、若い時とは異なる新しい価値観が形成さ
れ、その傾向はさらに強いことが理解される。高齢者研究の場合には、宗教や文化は研究
初期から検討されている領域であるため、死生観の国際比較など図る場合や、行動化を決
定づける多様な価値の理解を図る場合などには、国内外の概念を包括的に意図して持ち入
るべきである。 
高齢者においても、「生」から「死後」に至るまでのネガティブな感情を中心に測定して
いる者も多い。唯一、人生や将来、死後に対して何らかの意味づけや確信の有無とポジテ
ィブな感情は、高齢者患者の変化や変化の過程、健常高齢者の現状を追った研究において
は、少ないながらも用いられている。本来、感情とは、ネガティブな感情とポジティブな
感情との裏表一対の関係で成立している。死に関してネガティブな感情のみを測定項目と
して取り扱うことは、研究者のバイアスが反映され、適切な測定を実施する場合の阻害要
因になる可能性も示唆される。クライアントの選択を解釈・分析していくためには感情面
の両価性の側面を視野に入れる必要がある。 
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このネガティブからポジティブな感情への移行の認識を、認知機能の良い死に方、生き
方、死生についての意味づけ、死生に向き合うことへの考え方、意識や認識と対応させ検
討していくことで、死生観の変容過程が明らかになると推測される。 
最後に、死の準備行動への支援としたときに、多くの研究者は生命の危機に瀕している
者のニーズの現状把握や意味づけの変化の過程での理解を通し、個別の自己決定を支える
支援について模索的に研究している。この死の準備が行動化される過程は、一朝一夕に終
わるものではなく、準備行動は、心的機制を含め心身機能の変化や周囲の関係の中から影
響を受け日々変化していくものである。それゆえ、高齢患者の研究では、自身の置かれて
いる現状の理解も必要となる。包括的な健康状態だけでなく、宗教や文化的価値観、家族
や親しい知人などの周囲の関係者との関係性の側面、居住や経歴などに研究が及んでいる。
つまり、これらの影響関係性の中から意向の異なりが生じていることが研究結果から導き
だされているからである。特に、死や死に逝く過程の実働として死の準備の有無には、愛
する人の影響が大きいため、死生観は愛する人にまで及んで測定することが望まれるとの
結論を得ている。 
 
４．３ 今後の課題と展望 
本研究は文献検索ソフト「CiNii」「医中誌」を活用した文献研究である。 
本来、社会福祉専門職は、「人権と社会正義の原理」に基づき、クライアントの人間の福
利（ウエルビーング）の増進を目指すため、社会の変革を進め、彼らとその周囲の者との
人間関係における問題解決を図り、彼らのエンパワメントと解放を促すことが責務とされ
ている。しかし、その専門職が、クライアントと彼らの周囲の環境から、適切に情報収集
が行えなければ、何が問題なのか認識が行えず、かつ、クライエント自身も自身のニーズ
に対する認識が十分に行えず、問題解決行動に移すことが十分に行えないこともある。こ
れでは、自身のクライエントに 2 重、3重の不幸を専門職自ら与えかねない結果となる。そ
のため、クライアントとクライアントの置かれた状況理解が必須であり、その一環として、
対象者の死生のとらえ方とその影響要因の厳密な理解が必要となる。ここでは、臨床現場
の視点に立った、死生観の概念をさらに吟味し、枠組みを再構成する作業を行った。これ
により、今後、高齢者本人、その家族、そして専門職など対象別、かつ、終末期ケアや死
の準備のための課題別、専門職教育のための効果測定と目的別、用途別の検討が行えるか
らである。 
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そのため、本研究は、まず、文献検索ソフト「CiNii」を用いて文献の中から、研究現状
と測定項目の抽出を行ってきた。これら検察サイトを活用することで、国内で最も多くの
掲載文献を網羅できるが、同人誌や規模の小さな研究会などの雑誌は十分にカバーされて
おらず、更に研究を発展させるには、同様の他の検索ソフトなど活用しながら論文収集機
能を高める必要がある。 
また、本研究で取り上げた対象は科学的実証研究のうち、一般化、普遍化を高めるため
に量的研究に当たる文献を活用してきた。死生観の個々人の個別性、量的研究では測れな
い特殊性の部分については、今後、質的研究を含めながら死生観の構造の全体像を明らか
にしていく必要がある。 
今後は、他の検索サイトやそこで掲載された質的研究を用いて、質的研究における≪死
生観の研究動向≫≪死生観の構造とその影響要因≫≪死生観の定義≫について明らかにし、
さらに、検討された結果から、死生観の質的研究と量的研究の比較を行いたい。 
次に高齢者の死生観文献研究についてである。研究数が少なく、より妥当性を高めるた
めあえて文献検索サイトを「医中誌」「CiNii」の両者を用いた。この 2つの検索サイトを
用いると医学系、人文学系はほとんど網羅したことになる。しかし、前述の通り、小規模
の同人誌や研究会雑誌などは網羅性が不十分であり、他の検索サイトも含め分析を深める
ことで、文献研究の信頼性や妥当性を更に高めることが可能となる。また、分析手法とし
て、死生観の普遍性や一般性を目的とし、定性的研究で活用し、実証科学的論文だけを抽
出し、各論文の主要なテーマから死生観研究の動向を操作的に区分した。このような評価
法は簡便であり、死生観の研究動向を網羅し、一般化することは容易であるが、その反面、
多世代研究と同様に実証研究以外の宗教的・哲学的な思想研究などはあえて対象として除
外した。今後、より死生観の本質に接近するためには、本研究で明らかとなった概念とそ
れらを比較しながら妥当性を高める必要がある。 
現時点で社会福祉学の視点から高齢者の具体的な支援について言及することは、研究数
が少なく困難であった。本研究の結果から、少数ながら、看護領域で患者や健常高齢者に
対する支援の必要性が言及されていることは明らかとなった。そのため、今後の可能性と
して、社会福祉学の視点から高齢者の死の問題に介入するのであれば、死生観内の意思表
示行為の行動化に介入できる可能性を、上記の結論から導かれた結果を参考にアセスメン
トシートを開発、検証、それを活用した、具体的な死生の支援方法を持ち入ることを検討
する必要がある。
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第５章 日本人高齢者の死生観研究に対する社会福祉研究の意義と方向性への提言 
５．１ 社会福祉専門職の高齢者の死生観への支援方法への提言 
日本人の死生観研究においても、高齢者の死生観研究においても、専門職研究として看護
系専門職が多く研究介入している。そのため、前節でも述べたよう、多世代を対象にした研
究においては、初期の研究では既存の尺度など活用した普遍的な死生観の測定を目的として
いたが、死生観の見直し期において、死や死に逝く過程の特殊な死生観に変わり、特に医療
やケアに関する死生観へと移行している。その過程で、高齢者研究においても、健常高齢者
の普遍的な死生観から、法制度整備期においては高齢患者の死生観研究が多くなっている。
加えて、死生観は影響要因に特定化した研究も多く、多世代は、世代、職業・学部、国際比
較、体験前後などの比較検討が多い。高齢者の研究は、地域性、宗教性、世代性、家族関係
などから発展期には関連要因の中でも、やはりケア体制側である支援者や患者家族の死生観
と関係性の理解へと移行し、特に、ケアの側面が多く研究されている。 
また、死生観模索期からケア体制側の学生の死生観理解、デス・エデュケーションの発展
と共に専門職教育へと発展し、特に最も発展した看護教育では、現在はデス・エデュケーシ
ョン・プログラムの開発と検証の段階となっている。 
この看護系研究者は、本研究の主要なテーマである自己決定に関しての関心も高い。対象
も、多世代においては健常な社会人を対象にした死と死に逝く過程の自己決定について、高
齢者の場合には、健常者ではなく、高齢患者のそれを多く検討している。つまり、多世代研
究においては、広く一般的な傾向把握が多く、高齢者の場合には、生命の危機に瀕している
特殊状況下の傾向把握となっている。 
この中で、社会福祉系の研究者の場合は、看護系の研究者等とは異なる研究傾向を持って
いる。まず、高齢患者研究よりも障害高齢者と、施設の運営状況に研究比重が置かれ、やは
り、どちらも終末期における自己決定の意識について検討している。死生観への関連要因で
は、健康状態、年齢、性別、家族構成、宗教、文化、住環境、職業などが検証されていたが、
福祉系研究者は、関係要因のうち、健康状態と住環境への影響要因を測定している。 
本来、社会福祉士の実施するソーシャルワークとは、国際ソーシャルワーカー連盟のソー
シャルワークの定義によると「・・・ソーシャルワークは、人間の行動と社会システムに関
する理論を利用して、人々がその環境と相互に影響し合う接点に介入する。・・・」として
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いる注5）１。 つまり、環境とのさまざまな相互作用の結果生じた個人や集団の抱える社会生
活上の問題に対して、ソーシャルワークではそれを解決、または変革していくことを目的に、
個人と環境、そして、それら接合部分に働きかけていくための価値や理論、実践の総体を指
している。そのため、この死生観で言えば、個人の価値を尊重し、そこで生じた感情に寄り
添いながら、価値に基づく自己決定と実施が可能になるよう阻害要因を評価し、問題解決に
向けた個人と環境の相互に働きかけていく。福祉専門職は、個人特性の健康状態や住環境と
の相互作用の理解を試みているといえよう。 
他方、福祉系の研究者は、健常者を対象にした研究は全くない。また、約半数の研究者が
関係性やケア方法といった技術面の研究をしていたにもかかわらず、社会福祉系の専門職は、
それもほとんどないか、若干あってもケア提供者としての介護士研究がほとんどで、社会福
祉士を対象に扱った研究は見当たらない。 
この理由として、1つに、社会福利領域の研究蓄積の乏しさがある。そのため、死生観に
対して価値や理論と実践が構築されていないため、死生観文献レビューに頼らざるを得ない
が、他の専門職の視点の異なりから既存の文献では関係性も含めた理解を得るにはデータに
限界がある。対人援助職である社会福祉士には、終末期医療の医療チームの一員として、高
齢者施設や病院では相談員として、日常的な生活相談や入所や退所の手続を行う専門職の役
割がある。また、地域包括支援センターでは地域在住の高齢住民との綜合相談の窓口として
の役割があり、家族や周辺支援者なども含めより多くの人々と、より多面的に接触している。
そのため、死生観においても個別の高齢者への直接介護を業とする介護職とは視点が異なる
ことを認識する必要がある。利用時・利用終了時などに初期介入や事後介入、アウトリーチ
や橋渡しなど施設や機関の枠を超えた支援を提供できる唯一の専門職であるからである。 
この社会福祉士の機能として、岡村の理論を活用すると、評価的機能、調整的機能、送致
的機能、開発的機能、保護的機能がある２。クライエントが社会生活上に問題を抱えている
のであれば、ソーシャルワークの機能の評価的機能を活用し、その問題の実態や原因の把握
のため、個人の価値、死生観とその関連要因を理解することが必須となる。そして、高度専
                                                   
5 国際ソーシャルワーカー連盟のソーシャルワークの定義によると「ソーシャルワーク専門職は、人間の福利（ウェル
ビーング）の増進を目指して、社会変革を進め、人間関係における解決を図り、人びとのエンパワーメントと解放を促
していく。ソーシャルワークは、人間の行動と社会システムに関する理論を利用して、人びとがその環境と相互に影響
し合う接点に介入する。人間と社会正義の原理は、ソーシャルワークの拠り所とする基盤である。」と述べている。 
 
192 
  
門職として死生観の理解を教育や臨床実践への基礎研究に発展させるためにもっと個人の
死生観に関心を持ち修練する必要がある。 
以上を踏まえ、社会福祉専門職、特にソーシャルワーカーの研究介入すべき領域につい
て結論づける。 
 
（１）研究介入領域 
研究対象として、現時点での死生観を研究する対象やその場として、障害者と専門職（社
会人、学生）、機関の 3領域となっている。そもそも、ソーシャルワーカーの支援の対象は、
その定義中で明文化されている。社会福祉士及び介護福祉士法第 2条第 1 項において、「・・・
身体上若しくは精神上の障害があること又は環境上の理由により日常生活を営むのに支障
がある者・・・」となっている３。精神保健福祉士法第 2条第 1項では、「・・・精神科病院
その他の医療施設において精神障害の医療を受け、又は精神障害者の社会復帰の促進を図る
ことを目的とする施設を利用している者・・・」となっている４。また、昨今の精神科アウ
トリーチ事業の取り組みなどに代表されるように、現に医療や社会復帰施設を利用していな
い未治療者や治療中断者も支援の対象に含むとみなされている。そのため、現に心身に障害
を呈している者だけでなく、日常生活上に援護が必要な者、精神病患者、またはそのおそれ
のある者と対象範囲が広範に渡っている。次に、職業領域上で分類すると、医療ソーシャル
ワーカーや地域包括支援センターの社会福祉士は、広く地域に関する総合相談・支援が業務
範囲に含まれるため、患者一般や地域住民全般が対象となる。さらに、前述の国際ソーシャ
ルワーカー連盟のソーシャルワークの定義では、援助（支援）は、人々と環境が相互に影響
し合う接点としているため５、加えて、その範囲は拡大し、本人だけでなく、その周囲のフ
ォーマル・インフォーマルな個人、グループ、そして組織、団体、コミュニティ、それだけ
でなく法制度や社会や文化、国家、国際社会までもがその対象となる。 
以上のことから、高齢者の死生観研究においては、終末期の医療やケアをどうするか患者
だけでなく、心身上に障害を持つ高齢者、日常生活上に援護が必要な高齢者、また高齢で精
神疾患を呈する怖れのある者、そして、高齢地域住民全般の死生観の把握も対象となる。死
生観の概念だけでなく、個人の死生観に影響を及ぼす個人の特性も評価の対象となる。それ
は、個人の健康上の機能だけでなく、日常生活上の活動能力、社会生活上の活動能力の評価
となる。その他にも周囲の社会環境がある。家族、友人、知人といったインフォーマルな者
から、支援者といったフォーマルな者、グループ、当事者が現に帰属している組織や団体、
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コミュニティ、将来帰属すると予測される組織や団体までを含まれる。また、死生観の行動
化には、経済的事情だけでなく、高齢者に係る法制度や社会・文化上の通念、国家、国際社
会などの考えも個人の死生観に影響を及ぼす。そのため、環境面についての機能や役割、特
性に至るまで全てが評価と支援の対象となる。つまり、自分の支援対象者はすべて、または、
将来的に対象者になり得る者はすべてが、その死生観を理解するための評価対象者になる。
しかし、これらすべての者が支援を必要としているのではなく、個人の死をめぐる自己決定
に何らかの阻害要因が生じているようであれば、それが要支援者となる。その問題解決にお
ける範囲は広く、その個人や周辺といったミクロ的システムから、個人が活用できる組織や
コミュニティといったメゾシステム、更には、サービスや法制度、特に文化といったマクロ
システムまでもが問題解決のための範疇に含まれるということである。 
この評価は、前述した岡村がソーシャルワーク業務として唱えた評価的機能に該当する。
個人の死生観により生じる社会生活上の問題の実態や原因を明らかにすることは、根拠に基
づいた支援を展開するため重要な要素である６。そのため、ここではこの高齢者に自己決定
としての意思表示を実行行為するための評価、つまり、アセスメントを実施するために、個
人の死生観だけでなく、個人の能力と環境実態を測定するのである。 
一般的に福祉専門職がクライエントの個別問題の解決を図るとき、アセスメントで測る
のは 3つの状況である。①身体機能の状況、②精神心理状況、③社会環境状況である。こ
のうち、死生観を理解することは精神心理状況を理解することが多い。この状況理解は、
クライアントの希望に基づく主訴を特定化し、ニーズ抽出を図るための重要な手続きの一
環となる。 
 
（２）死生観の概念評価 
死生観の文献研究を実施した結果、死生観の概念の構造は、①4つの時間軸、3つの空間
軸、②3つの機能、③4つの具体度、④関連要因を用いて定義されるものである。高齢者の
希望に基づく意思表示を行為化するために最低限度必要とされる概念である。以下、順次
に説明する。 
現状の高齢者研究の場合、研究者の多くの関心は、終末期や死期の医療やケア、臓器移
植や告知についての考えや希望である。しかし、死と死後期の準備不足が高齢遺族の精神
疾患と関係することが指摘されており、社会福祉士が関係性の側面から支援をするのであ
れば、死生観の意思表示を死に逝く過程、死期、死後期を中心に測定し、個人の価値を測
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定するのであれば空間的側面の並列的な側面と連続的・循環的なとらえ方の有無を測定す
る必要がある。 
次に、「認知」、「感情」、「行動」の 3機能は、高齢者においても「認知」機能が最も多く
検討されていたが、3機能の相互関係が検証されため相互関係を意識しながら均等に測定す
るべきである。具体的には、認知面では、①意識・認識、②関心、③意味づけ、➃希望は
変化までの一連の過程としてとらえ、個々に測定するのではなく段階として理解する。ま
た、意味づけは価値にかかわる項目であるため国内外の差異を意識的に活用し、現状や将
来に対する選択的希望に影響を及ぼす価値として理解を図る。 
感情面では、特に現状や将来に対する確信はポジティブな感情へと変化をするため、希
望に至る変化の過程を理解するためにはネガティブな感情の高低といった一側面の理解だ
けでなく、寧ろポジティブな感情についても測定する。 
最後が行動面である。「行動」機能は準備状態と実働に区分する。死に関する受容や回避
といった心的機制である準備状態は、希望に至るまでの過程である死に関する意識・認識
と関心と死に関するネガティブな感情、実働である実行行為の行為化の有無を持って測定
する。その反対に、準備状態を測定することでそれらの変化過程を理解できる。最後に、
認知機能で選択的希望を検討した結果、それ基づく実行行為まで至っているか否かを測定
することで、包括的に自己選択・自己決定に基づく行動化の一連の過程について理解がで
きる。 
この①と②の希望を除く認知機能と感情機能、実働を除く行動機能を理解することはソ
ーシャルワーク実践におけるクライエントの精神心理状況を理解するための需要な一つの
指標となる。一方、希望とそれに基づく実行行為の有無はソーシャルワークのクライエン
トの主訴やニーズを理解することになる。 
さらに、死生観に対する行動化の具体度を高めるため、「死」の場合、①死に方、②死ぬ
場所、③看取る人、➃死ぬ時期、⑤最期に取りたい行動、⑥死の意味づけ、⑦教育と準備
の有無、「死に逝く過程」の場合、①死に方へ向かって行く過程、③医療やケアの方法、③
ケアの介護・看病者、➃ケアの場所、⑤過ごし方、⑥時間経過、⑦余命・疾病告知、⑧死
に逝く過程の意味づけ、⑨教育と準備の有無、「死後」の場合、①死後の肉体の取り扱い方、
②死後の魂の取り扱い方、③死後の後悔や心残り、➃教育と準備の有無がある。また、こ
れらに対する意識・認識と関心、項目ごとの感情についても測定する。 
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さらに、本研究の趣旨に基づくのは一人称の死を認識させることである。ただし、家族
要因を測定する場合には、家族に 2人称を限定した死について尋ねる必要がある。社会福
祉実践では、周囲との関係性も視野に入れているため、高齢者本人には自己の死に纏わる
ことについての項目を、その家族に対しては、家族として本人の死に纏わることについて
の項目を明確に区分し尋ねていく。これは、家族にとっての精神心理状況の把握となるか
らである。また、本人の認知力の低下や死を認識するのを拒否している場合などは、上記
の項目に家族のとらえる本人の死生観と合わせて測定していかなくてはならない。いずれ
にしろ、他者と自分の状態把握だけではなく、死生観の違いを理解するものとなる。 
これら具体度と抽象度の研究者の認識は、本研究では皆無であったが、世代間比較を意
図的に用いる場合にはやはり意図的に用いるべきである。また、社会福祉専門職が高齢者
の意思表示を具体的に準備行動への過程を支援するのであれば、外国の概念を含めて時期
や場面、場所や人称などを特定化した具体的な項目を用いることで包括的に理解できる。
死生観は個別性の高いものであり、死生に関する個々の価値や希望は、背景を理解するこ
とがより本人の意識していない思いを引き出すことへと繋がっていく。また、その置かれ
ている環境も視野に入れることが死に関する問題解決における支援へと繋がるからである。 
 
図 5.1 3 機能の関係性 
 
意識・認識 関心 意味づけ
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認知
準備状態 実働
行動
ポジティブ
ネガティブ
感情
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➃死生観への関連要因 
死生観の概念は単独に存在にするのではなく、環境は促進要因と阻害要因にして影響を
与える。そのため、操作的にその構造を明らかにしていく必要がある。以下に結論づけて
いく。 
死生観の行動に至る過程は、体験から影響を受ける。反対に、行動化された体験が、他
の 2つの機能に働きかける。そのため、自己と他者の病気と死の宣告、死の思慮や会話を
行った体験などで直接的・間接的な死や喪失の体験や生や命を実感した体験により、認知
のイメージ化と感情への働きを測定する。次が効果である。自己、他者、状況への適応と
人間の発達、人生や生活、死別に関する満足、生活の質などがあり、これは行動化の最終
段階で一連の変化過程の到達点の程度として測定する。必ずしも効果は向上するものでな
いためその過程のみを測定する。体験を理解することは社会環境状況となり、効果は過去
と現在の精神心理状況にあたる。そして、将来の効果は支援の実施状況の 1つの評価とな
る重要な項目になるからである。 
次が個人特性である死生観の変化の一連の過程のすべてに関係するのが健康状態であり、
最も変動するのは心身の状況である。老化や疾患、障害による身体機能の喪失は心理的、
スピリチュアル的な健康状態として死生観の認知機能や行動機能に影響を及ぼしやすい。
これは、社会的健康状態においても同様である。 
この健康状態と体験、認知、行動に関係するものとして宗教・文化（地域性を含む）が
ある。宗教の場合、（ａ）宗教思想、（ｂ）宗教行動、（ｃ）信仰の種類に分類する。死後の
魂と肉体に関する死の意味づけ、希望、希望に基づく実働は死生観として宗教・文化には
含まない。逆に、行動面の準備状態、ネガティブ・ポジティブな感情、意識・認識と関心
は宗教・文化から影響を受けているため、上記の（ａ）-（ｃ）と合わせて測定していく。 
次に、青年期や壮年期といった年代の高低は死生観に影響を及ぼしているが、年代では
なく、これは人生の経験値を表す一つの指標に過ぎないと考える。他に同居家族やメンバ
ーの構成、職業、教育、医療やケア経験においても同様で、死後、死と死に逝く過程の直
接的・間接的な体験への一つの指標に過ぎない。死生観は体験に依存される部分も多く、
どのように意味づけ、乗り越えて来たかで、将来の見通し、希望として影響を受ける。そ
のため、体験量や質を測定するための間接的なツールとして必要となるものである。そし
て、もう一つ、同居家族やメンバーの構成、知人、友人との関係性や具体的なサポートの
授受関係を測定していく。 
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以上の項目は、あくまでもクライアントの死生観である死と死に逝く過程、死後につい
ての意思表示行為の過程を理解するものでしかない。この個人特性をソーシャルワーク・
アセスメントに当てはめると、健康状態の身体的健康は身体機能状況の理解に、心理的・
スピリチュアル的健康は当然精神心理状況である。宗教の思想と社会的健康は、社会環境
状況についての理解となる。精神心理状況であるが、宗教を文化ととらえると他に同居家
族やメンバーの構成、職業、教育、医療やケア経験と同様に社会環境状況となる。 
一方、希望に基づく実行行為に阻害要因が生じているのであれば、ソーシャルワーク実
践では問題解決を図るため阻害要因の修正・消去が支援の対象となる。そのため、阻害要
因になっていないかを測定する必要がある。特に高齢者の場合には、能力の低下により専
門職の介入の比重が高くなるからである。 
このように、死生観と関連要因は、ソーシャルワーク実践介入の根拠となるべくアセスメ
ントに十分活用できることが理解できる。しかし、ソーシャルワーク実践は、何も評価的機
能を用いることで終結ではない。 
 
図５．２ 死生観と関連要因との関係性 
 
前述の岡村の理論を活用すると、調整的機能、送致的機能、開発的機能、保護的機能があ
る７。つまり、死生観研究では評価の下、ソーシャルワーカーは複数の社会関係が相互に矛
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盾、ないしは両立しない場合に、これを調整させ両立させる調整機能を活用し、それが欠損
した場合には既存の社会資源を利用し関係を回復するか、新たな社会関係を見出す送致的機
能を活用し、回復がすでに不可能な場合は回復を容易にする社会資源を開発的機能で作り出
すことができる。それでも社会関係の調和が実現しない場合には保護的機能を活用し、特別
な保護的サービスを提供することになる。この機能を活用するためソーシャルワーカーには、
本人や社会資源に対する助言的役割や社会資源への資源管理的役割、そして本人と社会資源
に対する教育的役割を併せ持っているのである。 
ソーシャルワーカーの実施した死生観研究においては、高齢障害者の死生観の評価と社会
資源である専門職と施設の現状理解と問題行動を提言するための専門職に対する教育的役
割のみ実施されているだけである８。この人と環境への働きがけがソーシャルワーク実践と
いえるが、現時点の死生観研究の場合、社会福祉専門職は対象、機能、役割の一部しか遂行
していないことが結論的に理解される。これでは社会福祉専門職が対象を理解することが不
可能である。死生に関して個人がどのような価値を持っているのか理解しようとする機会が
喪失され、知識がなければ個別の価値の存在を尊守することも、共に理解を示すことも、真
に受け入れることもできなくなる。また、潜在化された思いを引き出し、その思いに寄り添
い、思いを実現することも不可能である。 
クライアントは、さまざまな事柄を語る中で自分の考えを整理し、意味づけ、必要なもの
の理解や、それを選択する機会に恵まれる。ましてや、援助者は、クライアントがどのよう
な感情を示すのか、基本的な理解もできず、抑制された感情を意図的に表現させていくこと
は到底不可能となる。その反対に、援助者が抑圧された感情を持つことはクライアントの理
解を妨げ、当然ながら次の援助に繋げることができない。また、多くの場合社会資源に関す
る評価が不十分であり、これでは、個人の持つ死生観への問題を解決するには困難となる。
そのため、支援体制を確立していくためには、死生観研究では、ケア体制側の学生の死生観
研究と同時並行に、今後は、高齢当時者研究を更に深め、発展させていく必要性が示唆され
る。 
終末期のケアや医療に関する情報の入手のしやすさと選択肢の増加は、自己決定や自己
選択、そしてインフォームド・コンセントの考えを更に加速化させるであろう。ケア体制
と環境がその阻害要因となりうるのであれば項目内容を死生観の概念から、影響要因を含
めた項目にするべきである。他方、学生、患者・家族などのケア授受関係、そして研究者
領域の拡大と教育・研修といった体制の調査と整備のための具体的な方略なども、今後研
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究として必要となる。死や死に逝く過程、そして死後に関する法制度は体制整備に向けて
検討が繰り返されるが、実践現場のニーズにマッチしているか測定し、現実に適するよう
な形で改善、変更を検討するべきであろう。 
こういった新たな専門職としての価値や、価値に基づく実践活動を一般化していくため
には、日々の臨床での修練だけでなく、ソーシャルワーカー教育や研修が必要となる。 
 
５．２ 社会福祉専門職に対する高齢者の死生観研究結果に基づく教育方法への提言 
本研究の結果から、福祉専門職に対するデス・エデュケーションは開発されて間がなく、
看護と異なり検証にまで至っていないことが明らかとなった。そのため、教育の範囲も不
明確である。しかし、高齢者人口の増加に伴い、高齢死亡者数も増加し、2006年の「介護
保険法」と「医療法」の改正を受け、高齢者施設や在宅でのターミナル・ケアの対象者数
の増加と比例し、支援者数は増加している。今後増加する終末期の高齢対象者を支援する
ためには、社会福祉士養成課程におけるデス・エデュケーションを確立していくべきとな
る。特に、MSWや高齢者系のソーシャルワーカーを目指すものは、臨床実践教育の中でのデ
ス・エデュケーションを実施することが必要となる。これは社会情勢においても、今後更
に死生観研究の発展や醸成が求められており、その担い手の 1人として社会福祉専門職が
位置することとなるからである。 
このデス・エデュケ―ション（Death Education）とは、「死への準備教育」「生と死の教
育」「いのちの教育」と訳されているもので、若林（1986）は、「決して避けることのでき
ない死というテーマを通じて、人間、生命といったものを見直していこうとするものであ
り、自らのかけがえのなさを認識し、他を思いやる心をはぐくむ教育である」と述べてい
る９。そのため、この教育の目的を Deeken（1996）は「死を身近な問題として考え、生と死
の意義を追求し、自覚をもって自己と他者の死に備えての心構えを取得する」こととして
いる１０。 
つまり、多様な価値を持つ死生についての支援を行うには、支援者自身が自身の価値を
知り、相手の価値を尊重することの重要性を認識し始めて、支援者としての知識や技術、
それてそれを裏打ちする理論的体験について理解をしていくことが可能となる。 
しかし、今日ソーシャルワーカーに対するデス・エディケーションに関しては、社会福
祉士養成講座の「介護概論」と、精神保健福祉士養成講座の「終末期の精神保健」の 2つ
のチャプターに僅か数ページあるだけである１１）１２。一方、連携対象である看護教育や医
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学教育においては、領域ではなく、必修科目として教科が成立しており、ターミナル・ケ
アは症状のコントロール、チームアプローチ、家族ケア、患者の自己決定権とデス・エデ
ュケーションに関する体系的な専門職プログラムが実施されている。その専門職プログラ
ムの実施前に、当然のことながら自身の価値の理解が教育として優先される。自身の死、
愛する家族の死、患者や利用者の死、他人の死など、対象の違いによる価値の変容を理解
するような対人援助職としての共通プログラムが設けられている。 
例えば、対人援助職の共通プログラムでは、デス・エデュケーションでは、1人称の死に
ついては自身の終末期を想定し、臨死期に至るまで、自身の大切なもの順に手放していく
ことをシュミレーションするプログラムが実施されている。間接的な死として自己の死の
体感が目的とされているためこの方法を活用している１３。他方、現在愛する者の死につい
ては倫理的な問題もあるため、教育介入は施されていない現状もある。大学生を対象にし
た自身と愛する者の死についてのアンケート調査では、大学生は愛する者の死をより客観
的にとらえているため、教育介入は可能であるとの結論がある１４。これは自身と愛する者
の死について学ぶことの可能性が示す結果である。愛する者の死を学習した者は、特によ
り関係性の重要さに気づくとの研究結果があることからも、特に関係性の調整を業とする
ソーシャルワーカーへは心理的に十分な配慮を行いながら実施を検討する必要がある。そ
の上で、患者や利用者の死に対する学びへの発展が必要となる。現在看護や医学では実習
前後の臨床実践教育の中でデス・エデュケーションを施していくことが重要となっている
のである。 
ここでは、ソーシャルワーカーが対人援助職として共通教育プログラムを、本研究の結
果に踏まえデーゲンのデス・エデュケーションの目標を参考に、教育初期、中期、後期と 3
段階に分け考えていく１５。 
（１）教育初期段階 
知らないことからくる極端な死への恐怖を和らげ、心理的な不安を軽減する、また、一
般的に言われている死の概念から解き放たれて、自分なりの死の理解を自由に選択させる
ため、他人の死、つまり第 3人称の死から取り組む。①死をタブー視せずに向き合うこと
から始め、次に、②宗教の中で死はどのように扱われているのかを知り、自分の死の理解
に役立てる、③死の過程や死に逝く人の心理過程を知ることによって、そこに存在する問
題などを見つめる、④死の定義と判断基準、脳死、臓器移植、献体、遺書など死をめぐる
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医学と法律の諸問題について知る、⑤脳死、延命、安楽死などについての自分なりの考え
を持っていく。 
（２）教育中期段階 
近い人の死、特に愛するもの死である 2 人称の死に取り組む。①大切な人の死に出会っ
た時の心の変化を知り、悲しみから希望までのプロセスを知っていく。 
（３）教育後期の段階 
自分の死、1人称の死に取り組む。①自分の病について、病状や治療法、死期など知る権
利とその問題点の認識、②自分自身に必ずやってくる「死」について準備し、最後の時を
どのように迎えるかを考える、③生は限られた時間であることを認識し、その中で何を大
切にしどう生きるかを新たに考え直す、➃自分の死は努力して磨き上げる芸術であるとみ
なし、QOLを重視し、自分なりの生をどう全うするか考える、⑤自分で死を選ぶことや生き
ることの意味を考え防止する、また、⑥死別後は、別れのプロセスとして重要な役割を持
つ葬儀の意味を考え、自分はどのようにしたいか考える、⑦死んだ後のことを考えてみる。
再度、上記の①～⑦の項目内容に２人称の死を当てはめて、１人称の死と 2人称の死のと
らえ方の違いについて認識する。この時に、意思決定の過程を理解するツールとして、本
研究で明らかとされた結果をもとに開発されたアセスメント・シートをまず自分自身に活
用する。その際、クライアントの死生観へ個別な理解のため、自己の死と死に逝く過程に
おいて個別の認知、それに導かれる情動反応や行動反応について理解し、現状のクライア
ントの選択は、そこから導かれることを理解する必要がある。 
次の段階では、緩和ケア時のソーシャルワーカーの専門職としての「価値・倫理」を学
習し、死を巡る事柄に対するクライアントの主体性を尊重した支援の在り方についての学
びに結びつけることができようにする１６。ここでは、①人間の平等と尊厳、②生活の質と
自己実現、③権利擁護、④個別性、⑤受容と自己決定、⑥利用者の利益、⑦秘密保持、⑧
葛藤や揺らぎに向き合う、⑨組織、機関への倫理責任、⑩社会や行政への提言について、
ターミナル状況に置かれているクライアントの実践場面の事例を活用した演習課題を通し
て学習していく。ここでは、再度、クライアントの理解のため、本研究のアセスメント・
シートを活用する。①前述の一連の過程の理解だけでなく、②認知、感情、行動の変化を
体験し、最終的には状況適応や満足といった効果を経験することを理解する。③ソーシャ
ルワーカーの役割として、クライアントの死や死に逝く過程、死後に関する意思表示行為
を支えていくことの重要性について動機づけていくことが必要である。次に④クライアン
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トの個別の世界の中で表出された意向を確認し、それを意思表示として行為化していくこ
とへの課題について特定化し、課題解決のための目標や計画策定、実施に至る方略を具体
的な事例を介して学習する。 
そして、この事例場面では、高齢者本人だけでなく、周囲の家族の意向との葛藤場面を
活用しながら思考力を醸成していく。 
こういった一連の過程の学習を実施するのに、社会福祉専門職は、高齢当事者に対する
死生観研究を実施し、多くの事例を紹介する教材の開発が必要である。現時点では見当た
らない現状であるため、実践理論の社会福祉専門職の研究介入が緊急の課題となる。 
以上の結果から、比較的近年研究が進められている高齢者の死生観研究においては、看
護系の研究者の研究が最も多い結果となったが、さまざまな領域の研究者も介入しており、
多種多様なケアの側面と、それに伴う認知や心理、行動や態度などの変容プロセスを図る
研究が多くなっている。その一方で、社会福祉学系領域からの研究はほとんどない。高齢
者といえども、さまざまな個人特性をもった人間であり、特に社会福祉学系領域が扱おう
としている対象者は、生活主体者としての個人であり、医学系や看護学系の領域が扱おう
としている治療対象者としての個人とは異なるものである。そのため、社会福祉学系の支
援者は、他の支援者とは異なるアプローチを持ち入ることが可能となり、専門職の責務を
遂行するためにも、現場レベルのソーシャルワーカーは、高齢者の死生観研究の必要性を、
他の専門職と同様に認識しなくてはならない。特に、ソーシャルワーカーは、高齢者の死
生観研究の内、人と状況の視点を持ち寄り、高齢者のエンパワメントを引き出し、彼らの
願いや希望といった意思を実働させる介入研究が必要である。また、この過程では、死生
観に影響を与える特性について理解し、高齢者の潜在的、顕在的な能力や、置かれている
状況としての健康状態や生活環境、周囲との人間関係や、関連機関や地域、法制度を含め
た社会関係の中で生じる問題などについて適切なアセスメントが実施し、高齢クライアン
トとともに問題解決が図れる支援が確保できるように理解していくことが必要である。こ
れが、本研究の死生観研究結果から導き出された社会福祉領域の高齢者支援における死生
観から生じる課題と、今後の臨床実践領域における支援の可能性について提言する。 
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